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第 1章 籍 ロ

我国の最近のエネルギー需要の動向は、昭和 62年に総合エネルギー調査会

(通産省諮問楼関〉需給部会から発表された長期エネルギー需給見返しをはるか

に上回る増加が見られ、特に電力の増加に著しい伸びが見られた。また、将来に

おいても引き続き電力需要の増加が予想されている。このような電力需要の増加

傾向の一方で、地球温暖化、オゾン居破壊、設性雨などのような環境問題の観点

から、先進国を中心として、石炭、石油火力発電所からの二酸化炭素、窒素設化

物等の排出量を規制して総排出量の低減化を図ろうとの提唱がなされ、これらの

問題に対する有効な解決策が見いださなければ、石炭、石油による火力発電のこ

れ以上の電力開発の抑制も検討されている。

このような状況に対して、二酸化炭素等の排出低減化技術、省エネ技術、エネ

ルギーや電力の貯蔵技術などの技術開発の留からの対応に加えて、エネルギ一行

政の観点からは、石炭、石油、天然ガスのような化石燃料資源、核分裂や核融合

の原子力エネルギー、底力、溺力、-太陽熱等の自然エネルギーなどの多様な有効

なエネルギー資源の最適な組合わせ (bestm i x) に基づく、調和の取れたエネル

ギー供給像が模索されている。わが国の電力供給におけるベストミックスとして

想定されている将来案では、環境への負荷の低減化のために、石炭、石油よる発

電の割合を低減し、原子力および天然ガスによる発電の割合を相対的に高めるこ

とが提案されている。

わが国の原子力発電は、平成 2年6月現在では、運転中の商用発電炉は 39墓、

設儲容量で31480万KWに達し、総発電設備容量の16.2%、発電電力量では29%を市

めるに至っている。さらに、建設中のものが 12墓、計画中のものが4基を数え

ている。平成2年に総合エネルギー調査会から発表された西麿2010年度までの長

期エネルギ一政策案では、原子力発電については、供給安定性および経済性に優

れ、二酸化炭素削減の点で優位にあるとして、原子力による発電容量を2000年に

は5050万KW(発電電力量の40%程度〉、 2010年までには7250万Wとして、原子

力の全エネルギー供給量に占める割合を現在の 2倍程度までに増加させることが

計画されている。
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原子力発電の電力系統内の総発電量に占める割合が今後さらに増加するならば、

従来基底負荷運転が行われてきた原子力発電プラントにおいても、系統内の負荷

変動に合わせた出力調整運転が必要となる。負荷追従運転の運転形態につては後

の章で詳しく説明することにするが、出力変更の規模や変更の周期に関して 2つ

の形態に大きく分けることができる。日負荷追従逗転は、昼夜の電力需要の変化

に合わせて出力を調整する運転であり、定められた変更パターンで比較的緩やか

な速度で大幅に出力を変更するく定格出力の50%程度〉。もう一方の負荷追従運

転の形態は、電力系統において時々刻々変化する電力需要に合わせて出力を調整

する運転であり、運転法としては自動周波数制御やガバナ。フリー制御方式があ

る。これらの制御方式の運転は、系統内の周波数を一定に保つように発電所の出

力を調整する運転モードであり、自動周波数制御は中央給電指令所が通信回線を

経由して各発電所の出力制御系を直接制御して出力調整するものであり、ガバナ

・フリー制御は各発電所がタービン回転数の誤差を検知し、これが定められた誤

差範囲内に納まるように蒸気加減弁を自動制御する運転である。これらの運転は、

定格出力のこと 5%以内の比較的小さな幅の出力変更が短い時間で高摂度で繰り返

されるところに4寺j教がある。

このような負荷追従運転の実現においては、出力の変更が繰り返され、それに

応じて運転環境も変化するために、燃料棒の健全性の検討や、プラントの各部や

タービンプレードの熱応力疲労などに対する耐久性についての事前の評価、ある

いはそれらの耐久性向上のための研究や開発が必要である。また一方で、負荷追

従運転のための制御系の改良や、運転法の検討が必要とされる。本研究は、原子

発電プラント制御の観点、から負荷造従運転の実現研究を試みるものである。

負荷追従運転では、商用原子炉の大型炉心における炉出力の空間的な不安定

性に関係して、出力変更に伴う 13E〉金原子核密度の変化が引き金となって、炉内の

13E〉も密度分布に大きな振動が起こり、これが炉出力の空間的な振動となって現れ

るという f3S)会空間振動が問題となる。この振動現象の制御には、炉心をいくつか

の領域に分割し、それぞれの領域の中性子束分布を制御する領域制御法が用いら

れるが、この制御には領域間の干渉、すなわち中性子結合を十分に考慮、して制御

しなければならない。

自動周波数制御運転のような負荷追従運転では、出力変更が短い間隔で繰り返
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されるために、原子力発電プラントは熱的な援乱が絶えず加わる環境に置かれる

ことになる。 原子力発電プラントは、原子炉、タービン発電機、蒸気発生器〈加

圧水型軽水炉(PWR)の場合〉などのような大型装置や、さらにこれに加えて大小さ

まざまな様器、装置から構成された巨大法合工学系をなしている。原子力発電プ

ラントの健全な運転のためには、プラント各部の楼器をそれぞれ適切に制御して、

制御すべき各プロセス量の値が目標とする値と一致するように、あるいは変化し

でも定められた範囲内に限定されるように制御されなければならない。しかし、

原子力発電プラントは上に述べたような複雑な複合系であるため、ミクロ的に見

るならば多数の状態変数間のさまざまな相互干渉の結果として、マクロ的に見る

ならば構成している機器や装置の接合的な相互作用の結果として、プラントの動

的な振る舞いが決定される。負荷追従運転では、出力変更が短い時間で高頻度に

繰り返されるような環境においても、原子力発電プラントを構成している装置や

機器の運転条件を大きく変えることなく、出力変更に迅速に応じることができる

制御が必要である。このような制御には、プラントの装置や機器間の干渉や、状

態変数間の複雑に交錯した相互依存関係を考慮、して制御しなければ『ならない。

以上に述べたように、負荷追従運転の実現のためには、炉出力の振動を抑制し、

プラントの各装置の各部に与えられる出力変動に伴う援苦しの影響を最小に抑える

ような制御系の開発が必要である。このような制御には、炉出力制御では中性子

結合による干渉、プラント制御ではプラントの装置や機器に加わる熱的擾乱〈干

渉〉の影響を適切に制御しなければならない。本研究では、このような干渉の存

在を考慮しなければならない制御に対して極めて有効である非干渉制御法を原子

力発電プラントの制御問題に適用し、非干渉制御法がこの謹の制御に極めて有効

であることを示すことを研究目的のーっとした。非干渉制御は、制御の対象とす

る多入力、多出力系において、それぞれの出力がそれと対応する非干渉制御系の

一つの入力によってのみの影響を受け、他の入力からの影響を受けることがない

ような入出力関係を実現する制御である。このような制御では、非干渉制御系に

よって補償された系を、見かけ上互いに独立であるような一入力一出力系の集ま

りと見なすことができる。この制御は、出力が非干渉化されることによって、そ

れぞれの出力を制御する場合に相互干渉の影響を考えなくて良く、制御が容易に

なるという直接的な利点の外に、大規模多変数系の制御設計を容易にするという
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特徴もある。すなわち、高次の多入力、多出力系を低次元の一入力一出力系の集

まりと見なせるように非干渉化し、この一入力一出力系に従来から良く知られて

いる一入力一出力系に対する制御設計法を他の系と独立に適用することによって

全体の制御設計を容易にすることができる。

本研究のもう一つの目的は、このような制御を原子力発電プラントのような大

規模工学系に適用する践に遭遇するいくつかの函難性に対して、これに現実的に

対処するための有力な方法の一つを提案することにある。この困難性は、原子力

発電プラントが特に大規模工学系であることと、非干渉制御法が基本的lこは状態

フィードパック補償に基礎をおいた制御であることに起因している。状態フィー

ドバック制御はすべての状態変数の情報を入手できることを前提としている。こ

のため、大規模工学系で状態フィードバック掠債をするためには、観測すべき状

態変数の数が必然的に膨大な数となる。特に、原子力発電プラントでは、高圧、

高温、高放射線量での過酷な運転環境のため、すべての状態を観測するセンサー

を設けることが困難となる。また、この困難性は、原子力発電プラントの制御系

には高い信頼性が要求されることからも、さらに国難性を増すことになる。制御

情報の入手のために設けられたセンサー類は過酷な環境にさらされるため、破損

される確率が高い。センサーの破損は状態変数の情報の欠落を意味し、状態フィ

ードバック樟造を変えることになるので、制御系の制御性を保証することができ

ない。このため、制御系の信頼性の見地から、センサーの不測の破損に備えるた

めに冗長性をもたせ、同一の状態変数を接数のセンサーで観測するような考慮が

必要である。このことは制御系をさらに接雑にすることになる。しかし一方で、

過度の複雑性は部品や機器の数を増大化するために、それらの故障や破損をまね

く確率が高くなり、その結果として制御系の信頼性の低下につながる。以上の困

難性は、過酷な運転環境で多くの数の状態変数を観測しなければならないことに

原因する困難性であった。この困難性以外にも状態フィードパック制御が実施で

きない場合がある。すなわち、状態量の一部に直接的な手段では観測できない状

態霊が合まれている場合には、状態フィードバック制御を実施することができな

い。原子力発電プラント制御におけるそのような状態変数の代表的なものは遅発

中性子先行核密度である。遅発中性子先行核密度は原子炉勤特性上で極めて重要

な役割を持つが、この状態変数に関する情報は、核分裂から直接生まれた中性子
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と遅発中性子先行核の崩壊から生まれた中性子とを中性子計測手段では識別でき

ないために、入手できない。このような不完全な状態観測である場合の対策とし

ては、オブザーパーやカルマン・フィルターを用いるもの、あるいは線形状態フ

ィードパック制御の代わりに動的補償器を用いるものなどが考えられている。本

研究の試みの一つでは、直接観測できない遅発中性子先行核密度をオブザーバー

によって推定し、これを状態変数として用いる非干渉制御や、制御系に比例要素

ばかりでなく動的要素を含んだ補償器による非干渉制御などを試みた。これらの

試みでは、すべての状態変数の情報が入手できない場合でも、オブザーパーや動

的補償器を用いることによって非干渉制御が可能であることを確かめ、オブザー

バーや動的補償器による非干渉制御の設計上あるいは制御系の構造上の異なる点

などについて検討した。

しかし、これらの方法は一般的に言って、設計されたオブザーバーや動的補償

器に、制御対象の系に含まれる状態変数の数や観測できない状態変数の数に比例

した複雑さが要求される〈高次元の動的システムが要求する〉。このため、この

ような方法を大規模工学系に適用した場合には、状態フィードパツ.ク補償法と同

様な理由から実施することが困難となる。

本研究では、このような状態フィードバック補償法の実施上の困難性を踏まえ

て、多数の状態変数の中から少数のものを出力として用い、比較的少数の動的要

素を含む出力フィードバック補償系で大規模工学系の非干渉制御を実現できない

かと考えた。非干渉制御理論によれば、状態変数の一部を用いて行うという制約

を持つ出力フィードバック補償では、制御対象の系の非干渉化が可能であるため

には、系の持つ性質に対して、一般に満足されることが極めて例外的であるよう

な、厳しい条件が要求される。このため、上記の出力フィードバック補償では、

非干渉制御の実現が理論的に不可能となる場合が多い。制御対象の系の性質に対

して諜せられるこの厳しい条件は、非干渉制御問題の定式化に原因している。こ

の定式化においては、制御系設計の意図を、設計対象の系の動的な振る舞いを数

学的に表現した数学モデルに対して、閉ループ周波数伝達関数が全周波数領域に

わたって対角化されるような厳密な非干渉化を実現することに置いている。この

ことから、フィードバック構造に制約を持つ出力ブイ}ドバック補償においては、

このような厳密な非干渉化を実現ずることが困難であることが分かる。
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しかし、与えられた数学モデルに対して状態フィードバック補償による非干渉

制御が理論的に可能であり、この制御理論に従って状態フィードパック帯H却を忠

実に実施できたとしても、厳密な意味での非干渉制御はやはり実現できないであ

ろうと考えられる。それは、設計lこ用いた設計対象の系の数学モデルの精度と関

連している。設計に用いた数学モデルは必ずしも実際の系を!被密に正確に表した

ものではなく、その導出過程においては、系の支配的な特性が記述されることを

主眼に置き、いくつもの近似過程を組み合わせて導かれる。制御設計の目的は、

系のこの支配的な特性を巧みに利用することによって制御目的をほぼ達成する制

御系を設計することにある。制御系設計において、このような近似化過程を含む

数学モデルに対して厳密な非干渉性を要求することは、設計理論上で可能であっ

たとしても、厳密な意味での非干渉化を実際には実現できなく、いたずらに制御

系に複雑さを要求することになる。以上のような考察から、数学モデルの精度を

考慮するならば、制御設計のみに厳密さを要求することは適切ではないと判断し

た。設計過程にも数学モデルの精度に合わせて近似する考え方を導入し、設計百

標を希望する特性を近似的に実現することに緩和するならば、上記主こ述べたよう

な比較的簡単な構造の出力フィ}ドバック制御系であっても、希望した特性とほ

ぼ等しい非干渉特性が実現できるのではないかと考えた。本研究では、このよう

な近似の考え方に基づき、注目する周波数領域内で近似的に非干渉制御が実現さ

れるような出力フィードバック制御系の設計手法を開発した。この設計手法を炉

出力の領域制御や原子力発電プラントの負荷追従運転のための制御系の設計問題

に適用して、どの程度の周波数範囲で、どの程度の近似的な非干渉化が実現され

るならば、実用上非干渉制御と見なしうる疑似的な非干渉制御が可能となるかを

調べることにした。また、出力フィードバック補償系に含まれる動的要素の数と

近似的な非干渉化の程度についても検討する。上記の近似の考え方老、非干渉制

御系の設計問題のみではなく、状態フィードバック制御理論に基づいた他の制御

設計手法に対しでも適用するならば、状態フィードパック制御の実施上の困難性

を回避できると考えられる。本研究では、最適状態フィードパック制御理論に対

して近似的な設計法を導入し、この設計手法を原子力発電プラントの負荷追従制

御に適用することを試みる。その試みでは、最適状態フィードパック制御から設

計された制御系と近似的な手法から設計された制御系の制御特性の比較を行い、
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最適制御とほぼ等しい特性が実現できるかを調べることにする。

本論文は以下のように構成される。第2章は、非干渉制御理訟の理論進展の歴

史やその重要な成果について、線形系を対象とした理訟を中心lこ概説する。第3

章は、大型原子炉の炉出力の空間不安定性が、炉心の領域間における中性子の弱

結合性にあることを述べ、この不安定性に関係して125〉会振動が励起され、これが

出力分布の振動現象となって現れる 13E〉会空間振動について概説する。大型原子炉

と結合型原子炉(結合炉〉は中性子の弱結合性において類似性を持つために、大

型原子伊を概念的に結合炉と見なすことができることから、結合炉の制御研究の

成果を大型炉の制御にも適用できることを指摘する。結合炉の制御研究は、中性

子弱結合による干渉の存在のため、安定性を始めとして制御上興味のある問題を

提起し、精力的に研究が行われた背景についても述べる。また第3章では、大型

炉の炉出力の領域制御者想定して、結合炉の炉出力調整制御に対して非干渉制御

を適用した試みを述べる。この試みでは、遅発中性子先行核密度の情報が得られ

ないものとして、観測できる状態変数のみのフィードバック制御と:動的要素を含

んだ補償系による非干渉制御法を採用した。第4章では、結合炉の各炉心の出力

を大幅に出力変更する場合の非干渉制御問題について述べる。このような制御で

は、非線形効果を考慮しなければならないので、非干渉制御理論には非線形系に

対する理論を適用した。また遅発中性子先行核密度はオブザーパ}によって推定

し、これをフィ}ドバック変数として用いた。オブザーバーの設計では、非線形

系に対するオブザーパー理訟を採用した。第5章では、近似的な非干渉制御の試

みについて述べる。状態フィードバック制御や、オブザーバーや動的補償器を用

いる非干渉制御は、数学モデルに含まれる状態変数の数が多いほど設計される制

御系が複雑となり、また観測しなければならない状態変数の数も多くなるため、

厳しい運転環境での原子力発電プラントの制御には現実的には適用できない。こ

のような問題に対処するために、少数の状態変数を出力とする出力フィードバク

補償による近似的な非干渉制御の実現を試みた。非干渉制御系の設計では、注目

する周波数領域で、希望の非干渉特性を近似的に実現することを試みた。設計法

として3種類の設計法を適用した。その一つ辻ROSENBROCKの開発した逆ナイキス

ト配列法を構成してる基本的な設計手法の一つの疑似対角化法で、残りの2つは
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COOKの提案した近似的なモデル・フォロイング法を参考にして筆者が非干渉制御

ばかりでなく一般の制御設計問題にも適用できるように改良を加えた手法である。

これらの設計j去を、結合炉の炉出力調整問題に適用した。また、設計に用いた 3

種の設計j去の比較検討を試みている。第6章では、非干渉制御法を原子力発電プ

ラントの負荷追従制御に適用するに先だって、原子力発電プラントの負荷追従運

転の実施において解決しなければならない問題点や、原子力発電プラントの負荷

追従運転を実施するよでの制約や達成目標について概説する。第7章では、自動

周波数制御運転のように短い時間で高頻度に出力変更が繰り返される負荷追従運

転での、 PWR型原子力発電プラント制御に対する非干渉制御法の適用について

述べる。設計では、出力変更要求に迅速に対応し、しかも出力変更によってもた

らされた擾乱の影響を速やかに諺正できるような原子力蒸気供給系の制御系を設

計した。設計手法としては、第 5章で筆者が改良を加えた近似的なモデル・ブオ

ロイング法を採用し、原子力蒸気供給系の高次の数学モデルに対しでも近似的な

非干渉制御が実現できるかを調べることにした。また、モデル・フォロイング法

は設計過程で数度の繰り返し過程を必要とするが、高次のモデルi乙討して、どの

ような手)1聞に従って、どのような工夫を行うことによって、少ない繰り返し回数

で希望の特性を実現できるような制御系を設計できるかを示す。第 8章では、近

似的なモデ)~ .フォロイング法が、非干渉制御問題のみに限らず、一般の制御問

題にも適用できることに注目して、原子力蒸気供給系を準最適に負荷追従制御す

るための制御系設計に適用し、これについて述べる。最適状態フィードバック制

御理論は最適制御問題のみでなく、一般の制御設計問題にも適用できる極めて優

れた設計手法であるが、状態フィードパック制御法であるために大規模工学系の

制御を実施する際の困難性のために現実には広く利用されていない。第 8章の試

みは、このような問題に対する現実的な対応法の一つを提案するものである。こ

の方法は、最適制御理論によってモデル・フォロイングにおける規範モデルを決

定し、近似的なモデル・フォロイング法を適用して規範モデルの特性が近似的に

実現できるような出力フィードバック補償系を設計するものである。この試みか

ら、この方法で設計された補償器の構造が比較的簡単であり、また出力フィード

パック補償であるために、状態フィードバック制御を大規模工学系で実施する場

合に遭遇するような問題を回避できることを示す。
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第2章 非干渉制御理論とその手法

最も単純な非干渉制御の一つを次のように定義することができる。li'多入力多

出力系において、一つの出力がそれと対応して選ばれた一つの入力によってのみ

影響を受け、他の入力から影響を受けないような入出力関の一対ーの対応がある

とき、多入力多出力系は非干渉化されたといい、このようなことを可能にする制

御を非干渉制御という』。このような制御は以下に述べるような特徴を持つ。非

干渉化されたシステムを一入力一出力系の集まりとして捉えることができ、これ

らの一入力一出力系に対して良く知られている従来の設計方法を適用でき、多入

力多出力系の制御設計が容易になる。 一つの入力がそれと対応した出力のみに

影響を与え他の出力に影響を与えないので、制御の際には状態変数間の相互の干

渉の影響を考える必要がなく、制御の結果を容易に予測できる。このことは多入

力多出力系を制御しなければならないオベレータの負担を大きく軽減させること

ができる。

本論文では、結合型原子炉の出力調整や大幅な出力変更の制御に手ド干渉制御の

適用を試み、非干渉制御が大型原子炉の出力の領域制御のように各領域間の干渉

を考慮して制御しなければならないような制御に極めて有効であることを示す。

さらに、原子力発電プラントの負荷追従運転制御に非干渉制御法を適用する。こ

の適用を遥じて、プラントを構成している装置、機器を協調的にしかも非干渉的

に制御することによって、常に出力変更が繰り返される環境においてもプラント

の各装置、機器の運転状態を大きく変化させることなく、迅速に出力変更要求に

対応できることを示す。本章では、そのような試みの訴に、非干渉制御理論の歴

史的進展や重要な成果について概説する。

2 -1 線形時間不変系の非干渉制御理論

2 -1 -1 古典的周波数領域設計法による非干渉制御理論

非干渉制御問題の萌芽は1934年のソ連のVOZNESENSK11のタービン発電機の制御
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問題に関係した論文に見られるという (17)。 米国では1949年のBOKSENBONやHOOD

らによるガスタービン・エンジンの制御の研究が非干渉制御の初めての試みとさ

れている。 1950年の半ばまでの非干渉制御の研究は、 KAVANAGH(1)やCHEトj(2)らに

よって行われた周波数領域での古典的設計法に基づく方法であり、制御対象のシ

ステムと直接的な出力フィードバック系と動的補償器で構成される補償系からな

る閉ループ系の周波数伝達行列が対角行子iJになるように動的補償器を設計する手

法であった。しかし、この手法には、①設計に煩雑な代数計算を必要とすること、

②一般的に高い次数を持つ動的補償器を必要としたり、伝達関数の分母の次数よ

りも分子の次数が高い補償器を必要とする場合もあること、③物理的に〈工学的

に〉実現できない補償器を要求する場合があること、③設計方法が複雑であるた

めに正確でない安定解析を導く、などの欠点、老持つものであった。また、この手

法は発見的な手段を必要とする設計法であり、また普遍的でかつ十分な設計の指

針を与えることができないこと等のために、大規模な多変数多入力多出力系の非

干渉制御系設計問題への適用は事実上困難であった。門ORSEによれば、1963年まで

の周波数領域での非干渉制御の研究は、多くの研究がなされたものの、上記に述

べたような欠点のために十分に満足できるものではなかった。

2-1-2 状態空間領域での非干渉制御理論の歴史的背景

1960年代初頭の制御理論で特筆されなければならないのは、 R.E. KAL門ANの線形

空間訟に基礎を置いた状態空間の概念に基づく制御理論研究である。その後、こ

の研究に触発され、可制御性や可観測性の概念、極国最問題や線形最適レギユレ

ータ問題などの状態空間領域での制御理論上の重要な成果が相次いで発表され、

統一的な制御理論体系が構築されることになった。

状態空間領域での非干渉制御理論は、このような背景をもとに、1964年B.S.MOR栴

GAN (3)によって線形時間不変系に対する状態フィードパック制御法による制御問

題として定式化されたことが始まりとされている。非干渉制御問題を状態空間法

の枠組みで扱うことで、非干渉制御の一般的な性質や極配置問題等の他の制御問

題との係わりついて初めて明らかにすることが可能となった。門ORGANの研究の後

10・



に重要な成果を報告したE.GGILBERT(S)は、彼の論文で、状態フィードバック制

御による非干渉制御問題で間われるべき問題として、①非干渉が可能であるため

の条件、②非干渉を可能にする状態フィードバックの種類〈構造〉、③非干渉化

された閉ループ系の構造、④状態フィードバック行列の種類と非干渉化された閉

ループ系の構造との関係の、 4つの設問を示した。以下にこの設問がどのように

解明されていったのかを簡単に説明することにする。

上記に最も単純な非干渉制御の定義を述べたが、以下の議訟のために非干渉制

御の最も一般的な定義を次に述べることにする。

対象とする線形時間不変系は次のような状態方程式で表されるものとする。

x A x + B u 
(2 -1 ) 

y = C x 

xはn次元の状態ベクトル、 Uはm次元の入力ベクトル、 yはq次元の出力ベク

トjレとする。 A、BおよびCは実数の要素を持つシステム行列、制御行列、観測

行列であり、その行列の次元はそれぞれ nXn、nXm、qXnである。以下の

議論では線形時間不変系(2・1)を簡単のために S {A、B、C}と表すことにす

る。多入力多出力系S{A、B、C}に対して次のような状態ブイ}ドバック制

御を考える。

u F x + G v (2 -2) 

Vはk次元の入力ベクトル、 FとGは状態フィードバック行列とフィードフォア

ード行列であり、それぞれの次元はmXn、mXkである。

そこで、 q1自の出力を合計k'l自のグループに分け、それぞれを部分観測ベクト )b

Yiと表すことにする。この部分出力ベクトル Yiは観測行列Cの部分行列である

Cjから yj =C j xのように観測されるものとする。また、観測行予IJCは部分行列

Cjから次のように構成されているものとする。

-
1
E
A
 

-
E
E
A
 

• 



C コ

C 1 1 
C2 I 
・ i

・ 1

Ck) 

(2 -3) 

部分行列Cjはqj >く n行列であり、 q1 + q 2+…+ q K= qとする。 以下では、非干

渉制御を、 qj次の出力ベクトル yj (ロ CjX)が入力Vjのみで制御されるような

制i却を非干渉制御ということにする。

2 -1 -3 B.S. MORGANによる定式化、および初期の成果

ト10RGAN(3)は、入力と出力の数が等しく (q=m=k)、非干渉化された入出力

問の関係が以下のような一次の微分方程式で表される非干渉制御問題を考えた。

a.y. + b.v. (2 -3) 

ところで、非干渉された状態の表現には上記のような一次の微分方程式以外にも

高次の微分方程式で表されるような状態もありえるので、門ORGANの問題は入出力

間の関係が上記のような方程式で表しうるという制約を持つ特殊な非干渉制御問

題となっている。 MORGANはこのような非干渉制御問題に対して、行列CとBの積、

C.Bが正則である場合に非干渉制御が可能であることを示し、このことを可能

にする状態フィードパック行列の構造を明らかにした。また、非干渉化したい入

出力聞における周波数伝達関数行列の行列式の檀が零となる点、すなわち零点の

位置が状態フィードパック制御によっては変わらないことを示し、また非干渉化

された入出力関の閉ループ周波数伝達関数行列の極の中に上記の零点と同じ位置

に掻が存在していることを示した。この極は非干渉化された入出力問の周波数伝

達関数では同じ位置の零点と相殺されているために見かけ上存在していないかの

ように見えるが、物理的には存悲している。 この極は一般には固定極と呼ばれ

ている。したがって、臨定極の内で S平面の右半面内に位置する揺が存主する場

合には、状態フィードバック制御による安定な非干渉制御が不可能であることに
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なる。 C.Bが正別であり、状態フィードパック制御によっては位置が変化しな

い極に不安定極が存在しない場合は、トlORGANの非干渉制御の設計法は、これまで

に発表された周波数領域の設計法と比較すると、設計が容易であり、設計される

補償系も簡単である点で護れている。

2 -1 -4 P.L.FALsω らによって与られた非干渉制御の

可能性に隠する必要十分条件

1967年にP.L.FALsらはト10RGANの問題と同様に q=kコmである場合の非干渉制

御問題を考え、GILsERTが示した非干渉制御問題の設問①、②に対する解答を示し、

また設問③に対しでも部分的な解答を与えた。彼らは線形時間不変系S{A、B、

C}が状態フィードバック制御(2・2)による制御によって非干渉化が可能である

ための必要十分条件は、以下に定義される行予IJD牢が正則であることを示した。

D字 一一

C 1 A d1 B 

C 2A d
2 B 

CmA dmB 

ここで、指標 diは以下のように定義される整数である。

d i=m i n{j ;C  i A J B#O  ，J=o，l，…， n-l} 又は

= n-1すべての Jに対し C.AJB = 0の場合

(2 -4) 

(2 -5) 

CiはC行列の i番目の行、 AJはA行列の J乗を表す。これらの条件は、線形時

間不変系S{A、B、C}の固有の特性のみに依存しており、フィードバック制

御系(2・2)に依存しないことが分かる (D*行列のFー不変性〉。

さらに彼らは、状態フィードバック制御別(2・2)である F、G行列が以下の性

質①、②を持っとき、線形時間不変系(2・1)を非干渉化することができることを示

した。
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①以下に定義される nXm行予IJQ 1 (F )の階数の{直が、すべての iにおいて 1。

Q1 (F) ヱ

n-1 
C i (A + B F) B 

n-2 
Ci (A + BF) B 

di 
C i (A + B F) B 

。

② G = AD本 1 (Aはm x mの対角行子11)

(2 -6) 

(2 -7) 

彼らは、上記のような関係を満足し、非干渉化された入出力関に任意の勤特性

を与えることができるような、状態フィードバック制御系の設計法を示した。そ

の方法によれば、非干渉化された各入出力関係はわ次の微分方程式で記述され、

設計によって di個の極の位置を自由に設定できる。 したがって、提案した設計

法によって自由に位置を変えることができる極の数は合計で次のようになる。

m 
p = m + L di (~n) (2 -8) 

p<nの場合には、提案した非干渉制御では合計(n-p)個の固定極が存在し、

この極の一部に不安定極がある場合には安定な非干渉制御は行えないことを意味

している。 彼らは、提案した設計法を用いるのではなく、条件(2・6)を満足する

フィードパック行ヲIJFのいくつかの候補の中から、非干渉化された入出力関に希

望の特性を与えるフィードバック行列を直接見いだそうとする方法を用いるなら

ば、 pよりも多い数の滋の位置を任意に変えることが可能である場合もあること

を示唆した。しかし、この方法は、煩雑な代数計算と試行錯誤的な過程を必要と

するために、系の次元が大きいような場合には事実上適用困難であると考えられ

る。
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2 -1 -5 E.G.GILBERTによって付け加えられたいくつかの成果

1969年にE.G.GILBERT(S)は自ら設問した非干渉制御問題の①~④の間いに対

して包括的な回答を試みた。 GILBERTは閉ループ系の以下に定義される行列の性

質が状態フィードパック行子IJF (こ対して不変(Fー不変性〉であることを明らかに

し、この不変性の考察から非干渉に必要な条件を導いた。そこで、この条件を示

すために次のような記法を用いることにする。状態フィードバック制御則(2-ので

補償された系S{A、B、C}の閉ループ周波数伝達関数行予IJ;を次のように表す。

H 〈S，F，G 〉==C〈I S-A-B  F〉lB G 
n 

(2 -9) 

H i (・， F，G)をH(・， F，G)の i番目の行と表す。 整数 di(F，G)と行行予IJD 

i (F， G)を以下のように定義する。

① すべての Sに関して Hi (・，F，G)=Oであるならば、

di(F，G) コ n-1 
(2 -1 0) 

Di(F， G)コ O

② すべての Sに関してHi (・，F，G)::;eOであるならば

di(F，G) 

口紅11 n 
j+1 

{jl lim (s，)'iHi(・， F，G))学oand <∞}  
s-+o。

( 2 -1 1) 

j+1 
Di(F， G) = lim s，)'iHi(・， F，G)) 

s→∞ 

GILBETは， Di(F，G)から構成される D(F，G)行予IJと整数 di(F，G)はF-不

変であることを示し、またこれらはFALBとWOLOVICHらが定義したD*行列と di は
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等しいことを示した。これらのF-不変性は、上記の定義から明らかなように閉

ループ系の高周波領域の周波数特性がF行列による状態フィードパック制御では

変えることはできないことを意味している。したがって、系S{A、B、C}が

状態フィードバック制御(2-2)で非干渉制御可能であるためには、少なくとも高間

波領域の周波数特性がG行列によるフィードフォアード制御によって非干渉化が

可能でなければならない。 GILBERTはこのようなFー不変性の考察から、 FAしBと

WOLOVICHらが与えた非干渉制御が可能であるための必要十分条件"D本行列の正射

性"と同じ結訟を導いた。また、非干渉性と行列Dキの正則性には、次のような重

要な関係があることを指摘した。①detH(・)=0であれば、 detD= 0である。
このとき S {A、B、C}は強い固有の結合 (stronginherent coupl ing)があ

るといい、非干渉性を与えるどのような制御も存在しない。 ②detD手Oのとき

はS {A、B、C}には国有の結合がないという。③detD= 0でdetHト):;t:0 
の場合は弱い固有の結合(weakinherent coupl ing)があるという。弱い国有の結

合がある S{A、B、C}を状態フィードバック制御で非干渉化はできないが、

他の型の制御で非干渉化を実現することができる。

GILBERTは、非干渉制御問題の設問②~④の問題を解く鍵は、与えられた系の非

干渉化された入力出力の関係が次のような最も簡単な構造を持つ伝達関数

hj(s) = 
γi 

dj+l 
S 

(2-12) 

であるように非干渉化された系に対する正準表現にあると考えた。 GILBERTは、

上記のように非干渉化された系を積分型非干渉系 (IntegratorDecoupling Sys-

tem)と呼び、非干渉制御可能であるならば (D守子列の正射性〉、系の固有の特性

によって一意に定まる積分型非干渉系怠{五、 B、む}が常に存在することを示

した。また、与えられた系にどのような構造の制御系(2・2)を用いるならば積分型

非干渉化系が得られるかを示した。このことは、系の国有の特性によって一意に

定まる積分型非干渉系を標準的な系として解析を行うことで、非干渉制御に係わ

る一般的な性質を明らかにできることを意味している。

no 
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積分型非干渉系s{瓦、吾、む}に可制御性があるとするならば、五JEh(k=l， 
…，m， j=l，…， n- l)は n 次元線形空間(~)の全空間を張ることができる。 そこ

で、線形空間C内の以下に定義される部分空間乙:を考える。

iごi= {ηlηεiご， η瓦JEh= 0， 

for k=l，…，m， k:;t i and j=O，l，…， nイ} (2-13) 

P i d i m(乙i) 

(2-14) 

ここで怠KをE行列の k:9iJの予IJ行列を表すものとする。空間乙iは、ヲIJ行列Biを除

いたB行列によって状態空間を張ることができる部分空間に対する零空間を表し

ている。すなわち、この空間は、白;以外の子iJ行列怠k(k:;tj)を介して系に影響を

与える入力 vk(k:;tj)からの影響を受けることがない空間を意味する。 また、積

分裂非干渉系の性質からこの空間は、観測行列 Ci;を除いた行列の零空間でもある。

このとき、空間乙は以下のように誼和分解ずることができる。

~ = ~1 ⑤乙2EB … EB ~m EB ~m+l (2-15) 

ここで、 ~m+l は乙内の乙1⑤~2⑤…⑤~mの補空間として定義される。部分空

間~m+l の次元 P m+lは以下のように一意に決定することができる。

Pm+l d i m(~m+l) n - P (2-16) 

これらの空間は、次のような性質を持つ。 ① ηE ~i であれば η 瓦モ乙 i(すなわ

ち、乙iはA'こ関する不変部分空間〉、② j=l，…，m，jポ i に関して ~i n~J =の、

③ei' eiA、…、 eiAdバは部分空間乙i内の di + 1次元の部分空間を張る線

形独立な基底ベクトルである。以上の解析から、部分空間Ciの次元は Piであり、

積分型非干渉系の構造からこの部分空間に関して非干渉化された入出力の伝達関

数の次数が diであることから、額分型非干渉系ではこの空間に関係する p;{国の
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極の内 Pi-(di+1)侶が、極と零の消去のために伝達関数から失われているこ

とが分かる。 部分空間Lm+lは少なくとも 2つ以上の複数の入力から影響を受け

ている空間であるが、他の空間に影響を及ぼすことがない空間であり、また観測

行列むに対する零空間でもあるので、この空間に関係する状態を観測することが

できない。

積分型非干渉系を正準変換した系が正準非干渉化系色 {λ、色、 e}である。

この系のλ、§、む行列は空間Li(iごし…，m)に関係するブロック対角部分と空

間乙m+l~こ関係する部分から講成される。各ブロック行予IJÂi 、怠 i 、 êi はそれぞ

れが Pi>くPi、Pi>く1、 1X P iの次元を持ち、非干渉化された i番目の入力と

i番目の出力に関する勤特性方程式を記述することができる。 GILBERTは空間Li

の基底ベクトんから構成される変換行予IJの相似変換によって積分型非干渉系から

正準型非干渉化系へ変換されることを示した。

正準型非干渉系へ変換し、非干渉化された系言 {λぃ色ぃ edの解析を行

うならば、上記に述べた積分型非干渉系の解析結果に加えて、非干渉化された系

の構造についてさらに詳細な情報を得ることができる。非干渉制斜.の極配置問題

は、非干渉化された一入力一出力系 Siの極配置問題へと置き換わることになる。

この問題に対してこれまでによく知られた一入力一出力系の制御理論をそのまま

適用することができる。 この解析の結果から、非干渉化された系Siの入出力伝

達関数に関係する合計 Pi個の極の位置を、希望の応答特性が得られるように任意

の依置へ設定できること、またそのような極配置を可能にする制御系がどのよう

な構造を持つものであるかが明らかにされた。 また、空間Lm+lに関係して非干

渉制御ではその位置を変えることができない Pm+l儲の固定極(Fixedpole) が存

在し、この固定掻の一部に不安定極が存在する場合には、安定な非干渉制御が実

現できないことが分かった。

最後に、 GILBERTは非干渉制御問題の残された未解決の問題として次の事柄を

挙げた。 ①パラメータ変動や入力外乱の影響はどのようなものであるのか?②

D行列が非正別である場合、先に述べたような固定極が存在する場合、系に可制

御性がない場合の国定極が不安定極を持つ場合に、何をなすべきか? ③出力の

みしか利用できない場合に状態の情報を得るために動的な捻定器を用いることが

できるか?④離散系ではどうなるか?、⑤線形時変系ではどうなるか?⑥非干
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j歩化された系に対して非線形状態フィードパック制御の使用はどのような影響を

もたらすか? これらの課題は、以後の研究者たちによってほぼ回答 (6) • .・ハ(1 

4)が得られている。

2-1-6 慈何学的手法による非干渉制御研究

W.門.¥>IONHAMとA.S.MORSE(15).....(17)は、代数議何学的手法によって非干渉制

御問題の解析を行った。代数議何学とは、ある代数関係で規定された位相空間内

に存在する、ある田有の性質を持つ多様体に係わる研究の総称である。非干渉制

御問題は、線形時間不変系に関する可制御空間

{A I J3} = J3 + AJ3 +…十 An-1J3= g; (2-17) 

の位相空間において、非干渉化された空間が持つべき性質を有する部分空間〈す

なわち多様体〉が存在するための条件や、その空間の諸性質を明ら'かにすること

であり、これはまさしく代数幾何学で取り扱われる問題に他ならない。この手法

を用いることにより、非干渉制御問題は、代数幾何学の抽象化された数学問題に

変換され、煩雑な代数的計算を用いることなく、非干渉制御の存在性や非干渉化

された系の持つ構造等の一般的性質を明らかにすることができる。

彼らは、まず最初に、線形時間不変系に対して動的な要素を合まない状態フィ

ードバック制御系による非干渉制御問題を取り上げて、この問題を制御系に動的

要素を含めないという制約を持つ非干渉制御問題としてRDP (restricted de‘ 

coupJ ing probJem)と称した。 この問題は、従来の非干渉制御問題を包合し、さ

らにより一般化された問題〈例えば、出力と入力の数の比較的自由な組合せを持

つ問題〉も取り扱うことができる。 彼らは、代数幾何学の概念を用いて RDP

を解析するために、空間8内の(A+ B F)γC γを満たす空間と定義される(A+

BF ト不変部分空間、およびその不変部分空間に関係した可制御部分空間決i(= 

{A + B F I J3 n決;})の概念を導入した。可制御部分空間決iは、F行列に関し

て、J3 n~i 内の基底ベクトルによって張ることができる空間であり、 BG i = Bi 
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〈宏之53日5iZi )であるようなGi行列を介して系に入力された Viによって、系の

状態ベクトルが原点から到達可能である空間を表している。ここで、可制御部分

空間決iに関して、 (A+ B F)・不変部分空間の性質を満足させるようなフィード

バック行子IJFの集合を F(決i)と表すことにする。

F(決i)={F I (A+BF)決iC穴;} (2-18) 

出力ベクトル Yiの観測行予IJC iに関する零空間をNiと表す。そこで、以上の記法

を用いてRDPを定式化すると以下のようになる。

[R D PJ行予IJA、Bと零空間ハ11，N2，…，NI<.が与えられたとき、以下のような

性質を満足する行列Fと可制御部分空間決1，決ぁ…，沢Kを見い出せ。

決.+N.コ 8 (2 -1 9) 

決 C j~i Nj (2-20) 

k 
n F(5iZ)学② (2-21) 

上記の定式化の三つの条件は次の事柄を意味している。①非干渉化されるべき出

力ベクトル Yiが可制御部分空間決i内に存在する状態、変数ベクトルのみで表され

るためは、空間8内の部分空間決i'を除いた空間内に Yiに関係した状態ベクトル

が存在しではならず、部分空間3むを除いた8の空間は出力ベクトル Yiに関する

零空間でなければならない((2-19)式〉。 ②可制御部分空間決i内には他の出力ベ

クトル YJ(i:;tj)に関係した状態変数ベクトルが存在しではならないので、空間

決iは零空間NJ(iポj)の積集合内に存在しなければならない((2・20)式〉。各出力

ベクトルに関する非干渉制御は共通のフィードバック行列Fによって実現しなけ

ればならないので、 F(決i) ~こ関する積集合は空集合であってはならないくく2 ・ 2 1)

式〉。
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以上のような可制御部分空間決iの性質を代数恕何学の手法を用いて解析を行

い、この解析から、 RDPの解が存在するための必要条件を得ることができた。

それによれば(2・20)式を満足する最大の大きさの可制御部分空間交iが (2・19)式

を満足するものでなければならない。すなわち、

5ti+N iコ 8 (2-22) 

一方、十分条件については、 RDPで扱うことできるすべての問題に対して適用

できる条件を見いだすことができなかった。しかし、 RDPの出力の数と入力と

数の関係が特別な場合には、非干渉制御の存主性に関する必要十分条件を与える

ことができる。その特殊な問題とは、①出力の数が入力の数と等しい場合(rank

(B)= k)、 ②状態変数と出力の数が等しく (rank(C)=n)、出力を入力の数と等

しい数のグループに分け、これらのグループに関して非干渉化ずる場合の問題で

ある。また、これらの特殊な場合のRDPについて、非干渉制御による閉ループ

系の極配置問題が解析され、非干渉化が可能であっても非干渉制御では位置を変

えることのできない極〈国定極〉が存主する可能性があること、この固定極が安定

な穏でなければ安定な非干渉制御が可能ではないこと、また固定極の存在と可変

部分空間決iの係わりについても明らかにされた。これらの結果の一部は、 Gi I b-

ertらの代数的手法からすでに知られていたものである。 それぞれの方法によっ

て求められたこれらの結果の表現法は全く異なったものであるが、両者が同ーの

内容を意味することが示された。

彼らは、状態フィードバック制御系に動的要素(積分要素〉を含んだ非干渉制御

問題を考え、この問題をRDPと対比して、"拡張された非干渉制御問題(ED P 

: extended decoupl i ng probl em)"と呼んだ。 この問題では、状態フィードパッ

ク制御系に何倍の動的要素〈積分要素〉を含めるならば非干渉制御が可能でるか

が間われる。 EDPは、状態空間8を制御系に導入した動的要素の個数だけの数

の次元を拡張した空間に対して、 RDPと向様な方法で解析することができる。

解析の結果から、上記に述べたようにRDPでは非干渉制御の存在性に関する必

要十分条件を得ることができなかったが、 EDPに対しては必要十分条件を与え

21 



ることができた。また、 RDPの交iに関して(2-19)、(2・20)式を満たすが(2嶋21)

式を満足しない場合に、制御系に最低何個の勤的要素を合めるならば非干渉制御

が可能であるかを問う最小拡張(minimal extension)問題を考え、必要最小の動

的要素の数を与えることができた。さらに非干渉化された可制御部分空間の解析

から、RDPの場合と同様に国定極が存在し、それは(2・19)，(2・20)式を満たすR

DPの可制御部分空間交i(i =l，…，k)のみによって規定されるある部分空間に関

係する極であることが分かった。この宙定器の一部に不安定器が存在する場合に

は、制御系にさらに動的要素を加えることによって、不安定な国定極を安定な位

置へ移動させ、安定な非干渉制j却を実現できることが示された。

以上のように、幾何学的アブローチは、非干渉制御の存在性やその一般的性質

を明らかにする点、においては極めて優れたものであり、その結果は代数幾何学の

言葉でエレガントに表現することができた。しかし、この結果を用いて実践に制

御系を設計するためには、代数議何学の言葉で表現された結果を、計算機等によ

る処理が可能であるように、代数的表現に翻訳する必要があるとされる。

2-2 非線形への非干渉制御理論の拡張

非線形系に対する非干渉制御理論は、線形時間不変系に対する線形状態フィー

ドパック制御による非干渉制御理論がFALB、¥WしOVICHやGILBERTらの研究によって

ほぼ完成を見た後、適用の対象を線形時変系(10)，(11>、遅れ時間を含む系 (12)、

非線形系 (18) ，・・・， (24)へと相次いで拡張が試みられた。

非線形系での最初の成果は、 FALBらが線形不変系に対して非干渉制御が可能

であるための必要十分条件を示した年の 5年後、 1971年にNAZAR(18)やSINGH(19)

らによって初めて報告された。それ以後非線形系に関して発表された主な成果を

表シ1に示す。 これらの報告の特徴は、表からも宇IJるように、非線形系といって

もそれに合まれる非線形性は多種多様であるために、まず取り扱う非線形系を、

表現形式に関して表2・1に示すようにいくつかのクラスに分類し、それぞれに対し

て非干渉制御の可能性について議訟を行っている点である。また、線形系の理論

では主に線形代数学、線形空間訟等が解析の主な手段であったが、非線形系の場
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合では対象とする系を非線形関数〈一般には解析関数〉で表すために、解析の方法

として関数論、微分幾何学等とかなり数学的に高度な知識を必要とすることであ

る。しかし、得られた結果は、数学的に扱うモデルが非線形系であっても非干渉

制御が可能であるための必要十分条件はFALsが線形時間不変系に対して与えた結

果と極めて類似した形式を持っていることである。 非線形系の非干渉制御理論

は、上で述べたように、非線形系のクラスのそれぞれにおいて採用された数学的

解析手段や数学的表現法が大きく異なっており、それぞれを共通の数学的基盤で

述べることができない。本軍では、それぞれの理訟の詳細については省略し、主

な結果と解析の特徴についてまとめた表2・iの紹介にとどめることにする。 ただ

し、 4章では本論文で適用を試みたSCHOENAUの非干渉制御理論について述べるこ

とにする。
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表2-1 非線形系に対する非干渉mJ御理論の進混と主な成果

非線形系および制御系 年 著者 得られた条件 特 お史

土=Ax + su + Kf(σ〉 1971 NAZAR 必要条件 非線形系の初めての成果

y = Cχ 、 σ=  Ex 

u = Fx + Gv + Rf(σ〉

x = a(x) + s(χ)u 1972 SINGH 必要十分条件 xn+l=1を合む系に対する必要十分条件

y = C(X) 1972 TOKUMARU 11 λF 変分理論→不変問題
u = f(χ) + G(x)v 1973 SCHOENAU 11 λf FALsちの方法の非線形への拡抜

1981 ISIDORI 11 1/ 代数幾何学的アプローチ

1983 N I JMEI JER 11 11 代数幾何学的アプローチ

x = a(x) + b(x，u) 1973 SCIWENAU 十分条件 FALsらの方法の非線形への拡張
yご C(x)

d(x，u) = f(x) + v 

土=f(x，u) 1972 TOKUMARU 必要条件 変分理論→不変問題

y = c(x) 

x = f(x，u) 1987 LI 必要十分条件 可逆性、関数再生成性

y = c(x，u) 
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第 3章 動的補償器を用いた結合炉の非干渉制御

3 -1 序論

大型原子炉の炉出力の空間的な不安定性や、この不安定性が原因となって生ず

る125〉今振動現象を抑制するための制御として、他の領域の状態に影響を与えるこ

となく、また他の領域から影響を受けることもなく、炉出力調整を行いうる非干

渉制御法が有効であると考えられる。本章では、大型炉心の勤特性モデルが結合

炉モデルとして近似できることに注目して、結合炉の炉出力調整問題に対して非

干渉制御理訟を適用する。この試みから、この制御が結合炉の出力調整をはじめ

大型炉の炉出力の領域制御のように、領域間の干渉の効果を考慮しなければなら

ないような制御に対して極めて有効であることを示す。

炉出力調整制御は、各領域の伊出力をある所定の計画された憧に維持し、仮に

変動が生じた場合には速やかに元の状態に復帰させる制御である。非干渉制御系

の設計には、 FALB...GILBERTらが発表した状態フィードバック制御による非干渉制

御理論(1 )、 (2)を用いる。 FALBらの理論の適用で問題となるのは、この制御理論

が線形状態フィードバック制御法を元にしている点、である。この制御理論は、対

象とする系の動的な振舞いを記述するために必要な状態変数のすべての情報が入

手できることを前提としている。しかしながら、対象とする系が数多くの状態変

数を含む大規模多変数系では、上記の要求を実現することは困難である場合が多

い。特に、原子炉は高温、高圧、高放射線量の過酷な運転環境にさらされるため

に、すべての状態霊を観測するためには、各状態変数ごとにセンサーや計剖装置

を設けることや、それらすべてを維持、管理することが必要であり、技術的な国

難が伴う。あるいは、状態変数の内には直接的な観測手段では情報を入手できな

いようなものが脊在している場合もある。原子炉の制御の場合においては、原子

炉の動的挙動lこ極めて重要な役割を果たす遅発中性子先行核密度は放射線計測な

どの直接的な方法では観測できない状態量である。以上の事情は、現代制御理論

の実り豊かな成果の一つである状態フィードバック制御法による制御理訟の多く

は、大規模系の制御設計問題に車接適用できない場合が多いことを意味している。

このような問題は、入手できる状態変数のみによるフィードバック制御、すな
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わち出力フィードバック制御による非干渉制御が可能であるならば回避できる。

事実、このような非干渉制御の可能性についての研究〈わ，・・・パ6)が行われ、制御

対象の系にどのような性質が慌わっているならば線形出力フィードバック制御に

よる非干渉制御が可能であるかが調べられ、非干渉制御が可能であるための必要

十分条件が明らかにされた。しかし、この必要十分条件は、制御対象の系が一般

に満たすことが困難であるような特殊な性質を要求するために、多くの場合は線

形出力フィードバック制御による非干渉制御が不可能であった。

観測できない状態変数が存在するために状態フィードパック制御を適用できな

い問題に対処する方法として、これまでに 2つの有力な方法が考えられている。

その一つはしuenbergerのオブザーバー(7)， (8)，は}によるものである。 これは、

観測できる状態変数のみの情報から、これを入力とするオブサーバーによって観

測できない状態霊を推定し、これを状態霊として利用する方法である。この方法

ではこれまでの状態フィードパック制御理論を直接適用できる。もう一方の方法

はPearsonらによる動的補償器を用いた出力フィードバック制御 (10)・(11)による

方法である。線形状態フィードパック制御や線形出力フィードバッ立制御では、

それらの制御系が比例要素のみから構成されるのに対して、Pearsonらの方法は制

御系に動的素子を含む動的補償器を用いることによって、観測できる状態量のみ

で与えられた系を制御しようとするものである。この方法では、与えられた系の

状態変数に加えて、動的補償器の動的挙動を表すために用いた状態変数の一部を

新たな状態変数として組み入れた"拡張された状態変数"を定義し、これによって

拡張された線形系を導入する。このことによって、動的要素を含む出力フィード

バック制御系の設計問題は、見かけ上拡張された系における線形状態フィ}ドバ

ック制御系の設計問題に置き換えることができる。このような方法によって、動

的補償器を用いた出力フィードバック制御による非干渉制御問題 (12).....(15)

が研究され、非干渉可能性の必要十分条件や、出力フィードパック制御の構造と

動的補償器の最小次数との関係などが明らかにされた。

オブザーパーと動的補償器によるそれぞれ 2つの方法は、線形状態フィードパ

ック制御法の枠組みの制御理訟を適用することができる。オブザーパーを用いた

制御は本質的に線形状態フィードパック制御であるのに対して、動的補償器によ

る方法は状態フィードバック制御の場合に比例要素のみしか許されなつかた制御
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空間を動的要素も含めることによって拡張した空間の中から適当な制御を見い出

そうとするものである。このことによって、線形状態フィードバック制御では不

可能であったことも動的補償器を用いることによって可能になる場合がある。動

的補償器による制御は、従来の線形状態フィードバック制御で扱えなかった制御

問題を状態フィードパック制御理論の枠組みにおいて行いうる意味で極めて重要

な設計方法である。

これまでに、結合炉の出力調整制御に非干捗制御を適用した研究がいくつか報

告され (16)• .・パ20)、その報告の一つにオブザーバーを用いた非干渉制御を適用

した例 (17)が見られる。そこでは、まず、非干渉制御系を、 GILBERTの状態フィー

ドパック制御による非干渉制御理論を適用して設計し、観測不可能である遅発中

性子先行核密度をしENBERGERのオブザーバーを用いて推定して、これを状態変数と

して用いたものである。本章では、同様な制御問題に、動的補償器を用いた出力

フィードバック制御による非干渉制御を適用した筆者らの試み (18)について述べ

る。試みでは、遅発中性子先行核密度以外のすべての状態変数を観測可能である

として、これらの状態変数によるフィードバック制御の場合と、結会炉の各部分

炉心の出力のみをフィードバックに用いる場合の、 2つ場合における非干渉制御

を扱った。どちらの試みにおいても非干渉制御が可能であることが分かった。前

者の場合の非干渉制御では、フィードバックに用いる状態変数の数が多いために、

より少ない数の動的要素を含む動的補償器で非干渉制御が可能となった。そこで、

本章では、遅発中性子先行核密度以外のすべての状態変数を出力とした場合の試

みについて述べる。以下では、動的補償器による非干渉制御法の設計手jI聞を示し、

設計された非干渉制御系が従来の領域制御法と比較して、各炉心の出力を非干渉

的に速やかに出力調整できることを示す。また併せて、オブザーバーを用いた非

干渉制御との比較のために、設計法や制御特性についての比較検討を試みること

にする。
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3-2 大型原子炉の炉出力空間不安定性問題と結合炉制御研究

結合炉の炉出力制御に対する非干渉制御の試みに入る前に、結合炉の制御研究

と大型炉の炉出力分布制御の関連性を明らかにする目的で、以下に大型炉の炉出

力の空間不安定性と中性子弱結合性との関係、この不安定性とキセノン空間振動

の問題、あるいは大型炉での出力分布領域制御と結合炉の;t戸出力制御の類似性な

どについて概説する。

3-2-1 大型原子伊の中性子弱結合性による炉出力空間不安定性

原子炉内のある領域で核分裂を引き起こした中性子のあるものは、他の領域で

生まれて炉内を拡散して、この領域に到達したものである。このとき、領域間に、

あるいは領域内の核分裂源の間に中性子結合があるといわれる。ある領域の中性

子バランスは、中性子の消滅と生成のバランスから成り立ってい号 c 中性子の消

滅は、中性子吸収反応による吸.収と中性子拡散によって他の領域へ洩れ出ること

から生じる。一方、生成は核分裂反応によるものと他の領域から、流入してくる中

性子拡散によるものの 2つの寄与が考えられる。この中性子バランスの上で中性

子拡散の寄与が大きい場合を中性子強結合があるといわれる。一般に中性子の移

動距離に対して炉心形状が小さい場合は中性子結合は強結合といわれ、このよう

な原子炉では炉内のある部位に生じた擾乱は速やかに炉心全体に伝播し、炉心は

一体となって反応する。一方、中性子の拡散の寄与が全体の中性子バランスのよ

で相対的に小さい場合は中性子弱結合といわれ、土戸心形状が大きい原子炉は一般

に弱結合状態となっている。すなわち、これは大型伊を概念的にいくつかの領域

に分けてそれぞれの領域の中性子バランスを考えたとき、このバランスにおいて

中性子拡散の寄与が相対的に小さいと考えられるからである。中性子弱結合状態

では、擾乱の影響が炉心全体に伝わりづらく、擾乱の影響が増幅された後に他の

領域に影響が及ぶことになる。この擾乱の伝播の位相のずれは、中性子東分布の

空間的な振動が起こりやすい状態にする。
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3-2-2 大型原子炉における 13SXe空間振動

135〉今原子核は原子炉運転開始時〈クリーン炉心〉には本来存在しない原子核で

ある。それは、原子炉運転での核分裂反応によって生じ、燃料体内に蓄積される。

135〉も原子核は中性子吸収断面積が極めて大きいために原子炉の静特性や勤特性に

大きな影響を与える。 原子炉運転時の 135〉も原子核濃度の変化は図3・1に示す 135〉今

原子核の生成と消滅の収支によって決定される。 135〉もJ原子核濃度の変化速度は生

成と消滅のそれぞれにおいて起

こる β崩壊の半減期の長さに支

配される。 これらの半減期は

I，S Iから 135〉もへの戸崩壊では6.
58時間、 135ぬから 136〉もの場合で

は9.17時間であり、このことか

ら中性子束変化などに伴う 135〉令

濃度の過渡変化は約8時間程度

の特性時間で起こる。

135〉金原子核濃度分布の空間接

σJd 

中性子吸収

図3-1 .. 13SX eの崩壊図

動は、①原子炉形状が大きいほど、②中性子移動距離が短いほど、③反応度に対

するフィードバック係数が小さいほど、④中性子束レベルが高いほど、⑤熱中性

子東分布が平坦であるほど、その不安定性が増長される性質を持ち、これらの諸

条件が重なると自律的に起こりえることが知られている (35)。解析によれば、炉

心形状のある一方向の長さが中性子移動距離の約30倍以上も長い場合には、 135〉色

空間振動が起こる可能性があるとされる。これを円筒形状の軽水炉に当てはめて

みると、中性子移動距離は約7センチ程度であるので、炉心軸方向の長さや直径

が 210センチ以上ある場合にはそれぞれの方向においてI3sゐ振動が起こりえるこ

とが分かる。 現在の 1000門\~(e)級の軽水型の商用原子炉炉心の標準的な大きさは

高さが370センチ、誼径が340センチ程度であるので 135〉も振動の対策が必要となる。

また商用原子炉では、炉出力増加の目的や高い燃料の燃焼度を得る目的のために、

④、⑤の事項が試みられる傾向にあるので 135〉も振動が起こりやすい状況に置かれ

ている。このような状態の原子炉での出力調整運転では、変更出力に伴う 135〉も密
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度変化が引き金となって 13E〉会振動が励起されることがないように、炉出力分布を

制御する必要がある。

3-2-3 伊出力制御j去によって引き起こされるf3>)も空間振動

大型炉の炉出力制御の方法によっても 135〉も原子核分布の空間振動が励起される

可能性がある。このような制御の一例は、総炉出力を代表するような状態霊、例

えば炉心出口の冷却材温度などを観測し、これを制御することによって総炉出力

を間接的に制御するような制御において、原子土戸内のすべての制御棒の挿入位置

が同じであるように制御する方法である。このような制御ではそれぞれの制御棒

を他の制御棒と独立して操作することができないため、局所的に生じた出力の変

動を調整することができない。このような制御による 13Sぬ原子核濃度分布の空間

振動の原因を以下のように説明できる。ここで、原子炉が定常状態で運転してい

たとし、 135〉も原子核濃度分布も炉出力の定常分布に一意に決定される平衡濃度分

布をしていると仮定する。この時、炉内のある領域で反応度擾乱が加わり、その

領域の炉出力が上昇したものとする。擾乱が生じた領域では中性子東が上昇した

ことによって、f3S1の発生と 13，誌の燃焼(f3S誌の中性子吸収反応〉が促進される。

13S)もの燃焼の増加は即時に起こるのに対して、f3S1の増加の影響がf3S1の戸崩

壊の結果として 135〉もの増加となって現れるには遅れ時間を伴う。このため、擾乱

の当初では 135〉色濃度は減少する。 135〉色濃度が減少したことによって、この領域の

反応度が増加し、さらにこの領域の炉出力が上昇する。この炉出力の上昇は、反

応度フィ}ドバック機構を介して抑制されるか、制御棒などの中性子吸収体の操

作による調整が行われるまで続く。いずれにしても擾乱の生じた領域で炉出力が

上昇するため、総炉出力も上昇することになる。このため、総炉出力を一定に保

つために制御棒操作による炉出力調整が行われる。この制御では、上記に述べた

ように炉心の各領域に記置された制御棒は連動して勤き、向じ長さだけ挿入され

る。このような制御では、擾乱が生じた領域以外の炉出力は擾乱が生ずる前の状

態より抵い出力に調整されることになる。このことは、この領域では上記に述べ

た擾乱による影響の逆の過程をたどることを意味する。すなわち、この領域では
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中性子東が減少し、 mrの生成が滅り、 135〉もの燃焼が減る。 13，rから 135〉会へのB
崩壊による 135〉もの生成現象は遅れて現れるので、 13E〉もの生成の割合は擾乱前のそ

れとあまり変わらない。一方 135〉もの燃焼の減少は即時に起こるので、 m)色濃度は

増加し、その結果反応度は減少し、この領域のよ戸出力は減少する。これは援苦しを

生じた領域と隣接する領域間の中性子束分布の領きをさらに大きくする。この様

な現象は、擾乱が生じた領域では、 135〉もの生成と消滅のバランスにおいて、炉出

力の増加によって蓄積された13Srのp崩壊からの 135)もの生成の寄与が 135XE燃焼に

よる減少の寄与を上回り、 135〉色濃度がこれまでの減少から増加の方向に向かつて

変化を始めるまで、また隣接する領域では、 1351濃度が減少したことによってn
崩壊からの 135ぬ生成の減少の寄与が、撚焼の減少による 135〉も増加の寄与を上回り、

135〉色濃度がこれまでの増加現象から減少へと変化を始めるまで続く。それぞれの

領域での 135)もの増加、減少が引き続いて起こり、遂にはそれぞれの領域の反応度

の大小関係が逆転し、炉出力の大小関係にも逆転が生じる。この様な過程による

135〉色濃度のシーソー運動が始まり、出力分布の振動が起こる。

3-2-4 大型原子炉の炉出力分布の領域制御

大型炉の炉出力制御において

は、 13E〉も振動に起因する炉出力

振動を抑制するための制御とし

て領域制御法がとられている。

この制御法では、炉を図シ2のよ

うにいくつかの領域に分け、各

領域ごとに独立した制御系を設

け、各領域の炉出力を観測して

炉出力が一定であるように制御

する。この制御で特に考慮しな

ければならないのは、領域間の

中性子結合による相互干渉の影

響である。この作用による影響

関3-2 大型炉心のキセノン空間振動

抑制のための領域制御
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は、ある領域の炉出力を調整するためにその領域で行った制御の影響が、領域間

の干渉作用を介して他の領域に波及するために他の領域においても炉出力制御が

必要となったり、あるいは他の領域に及ぼした影響が再度元の領域に擾乱として

返されるために、炉出力を希望の{直に安定させるのに長い時間が必要となるなど

の問題を引き起こす。このような原子炉を効果的に制御するためには、相互干渉

の影響を有効に対処できる制御が必要である。このような制御に非干渉制御法を

適用するならば、それぞれの領域の炉出力の詰IJi却を非干渉的に行えるので、ある

領域に加わった外乱の影響を他の領域に影響を与えることなく修正でき、炉出力

を速やかに調整できる。

3-2-5 結合炉と結合炉研究 (21)

結合型原子炉(coupled-corenuclear reactor)は、炉心をいくつかの部分伊心

に分割され、これらの炉心が物理的にある間隔を稿てられた構造をす寺ち、その結

果として部分炉心間の中性子結合が弱結合となるような原子炉である。結合炉の

興味深い特徴の一つは、 2つの炉心から構成される結合炉で場合を考えると、こ

の結合炉の臨界質量は、それぞれの炉心が単独で臨界に必要となる臨界質量を加

え合わせた合計よりも少なくてすむことである。これは中性子の洩れによる中性

子結合がそれぞれの炉心の反応度の増加として寄与しているためである。

結合型原子炉として世界に存在しているのはすべて研究炉 (23)，(26)パ 30)，(31) 

であり、その多くは臨界集合体装置上で模擬されているに過ぎない。代表的なも

のでは、米国アルゴンヌ国立研究所のARGONAUT炉 (23)、我国では、京都大学原子

炉実験所の臨界集合体装置くKUCA)(31)などを挙げることができる。この装置は多

目的実験を目途とする装置で、その一部に結合炉を模擬できる。 この装置は、

京都大学原子炉実験所で建設が予定されている 2炉心間に霊水反射体部を設け、

この部分に高中性子東を実現することを目的とした結合炉型の高中性子束炉の設

計のための基礎的データを得るための研究に利用されている。この臨界集合体装

置には、炉心を 2分割しその間隔を自由に調整できるような装置や、重水反射体

を模探した霊水タンク内に 2つの円筒型の軽水減速炉心を配置したような結合炉
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を模擬できるような装置が備えられている。

結合炉に関する研究は、集中的な研究成果の発表や研究活動は見られないもの

の、継続的に研究(16)，・・・， (34)が行われてきている。 結合炉研究は、さきに述

べたように結合炉がより少ない臨界質量で臨界にできることを工学自的に利用す

るための実用化研究というよりは、むしろ今日では商用発電用大型原子炉を拡張

した結合炉モデjしとして捉えて、結合炉研究から蓄積した経験や知見を大型炉の

勤特性解析、安定性解折、制御設計問題への適用を想定した研究となっている。

結合炉を対象とした研究を分類すると①勤特性解析 (23)， .・" (30)、②結合炉の

炉物理特性の測定実験 (31)， (32)、③制御、安定性解析の研究 (16)，"， (20)， (32) 

" (34)に分けることができる。勤特性解析研究では、勤特性方程式の導出法や、

結合係数の定義、結合係数と各炉心の未臨界度との関係、またそれらの物理的意

味の検討に向けられている。炉物理特性の実験では、炉雑音法、パルス中性子法、

バイルオシレータ法等を用いて炉心問の周波数応答特性、結合係数、領域間の中

性子伝揺の平均遅れ時間などが測定され、理論的な勤特性解析から求められた結

果との比較検討が行われいる。制御、安定性研究では、この原子炉が空間的な効

果や領域間の時間違れ特性のために、制御上興味深い問題を提起することから精

力的に研究が行われ、それらの研究では安定論や最適制御理論をはじめとする現

代制御理論の成果が適用されている。

非干渉帝H却の結合型原子炉への適用は各部分炉心の出力制御に理論的に適用し

たという数例の報告 (16)，(17)， (18)に見られる。このことには、結合炉が、通常

の原子炉に比べて空間的な干渉効果を特に考慮に入れた制御が必要であったため

に、非干渉制御の適用の格好の対象であったという背景がある。
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3-3 動的補償器を用いた出力フィードバック非干渉制御系の設計法

3-3-1 線形状態フィードバック制御を用いた非干渉制御系の設計法

この節ではP.L.FALB，W.A.¥.JOLOVICH(1)， E.G.GILBERT(2)らによって発表された

状態フィードバック制御による非干渉制御系の設計法について簡単に紹介する。

制御の対象の系は以下の状態方程式で記述されるものとする。

X ヱ Ax + Bu 

Y = Cx  
(3 -1 ) 

ここで、 xはn次の状態ベクトル、 Uはm次の制御ベクトル、 yは非干渉化した

い出力老衰すmf欠の出力ベクトルとする。またA、B、Cはそれぞれ nX口、 nX

m、mXnの次元を持つ定数行列とする。 簡単のために上記の系を S {A、B、

C}、あるいは系St.表すことにする。与えられた系Sにおいて以下のような状

態フィードパック補償系とフィードホワード補償系から構成される制御系K{F 、

G}を考える。

U ロ Fx + G v (3 -2) 

ただし、 vはm次の入力ベクトノレを表し、 F、Gはそれぞれ nXm、mXmの次元

を持つ未定の要素からなる行列である。非干渉制御問題は、図 3-3~こ示すように、

それぞれの出力 Yiを制御系のこれと対応ずる一つの入力 Viのみから影響を受け、

他の入力からは影響を受けないように非干渉化し、それらの入出力関に希望の特

性を与える F、G行予IJを決定する問題である。
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Yj 

Ym 

芽干渉靭算系の入力 多 葬干渉化された出力

葬干さ参化された系

iででつ
Yl →f-4 S1 「・汁→ Y1 

Y2斗ぷ21LY2

V m 

L.~ニ
J

I 

l2TI3-3 状態フィードパックによる非干渉制御
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以下の議論では、与えられた系 Sには可申j観性、可観測性が保証されているも

のとする。次の変数を定義する。

‘ア 、7 ・グアで
ι"ιービ、

または

D牢ご

A* コ

d = min 

C 1 A d1 B 

C 2A d2B 

CmAdmB 

d1 + 1 
C1A -. 

d2+1 
C2A 

dm+ 1 
CmA川

C.AJB ;f:. 0， j=O，l，…， n-1} 

= n-l if C.AJB = 0 for every j 

(3 -3) 

(3 -4) 

(3 -5) 

ただし、 CjはC行列の i番目の行、 AJはA行列の J乗を表すものとする。

FALBらは系 S {A、B、C}が制御系K {F、G}によって非干渉化できるための必

要十分条件は、系Sを記述する行予IJのみから定義される行列D*が正則であるとい

うことを示した。 また彼らは以下のように与えられる制御系Kキ {FぺGつが系

Sを積分型に非干渉化することを示した。

F牢 =-D*1A牢

G* = D牢 l

38・
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ここで、積分型非干渉系とは、非干渉化された入出力問の周波数法違関数が、次

のような純粋な積分型の表現で表されるように非干渉化された系である。

-d 71 

T . ( s ) ヱ γs (3 -7) 

ただし、 γiは系の特性によって決定される定数。

この積分型非干渉系s{五、 B、む}は、以下に示されるような行列で表すこと
ができる。

一 A-BD牢 lA牢A 一一

一 B D *-1 B 一一 (3 -8) 

一C 一 C 

積分型非干渉系は上式で見られるように最も単純な形を持ち、それらが与えられ

た系Sの固有の特性によって一意に定まる非干渉系である。与えられた系に対し

てただ一つの固有の積分型非干渉系が存在し、また異なる系の積分裂非干渉系も

同様な構造を持つ。このため、積分裂非干渉系を解析することによって、非干渉

制御の一般的な性質を明らかにすることができる。 GILBERTは、与えられた系Sを

対応する積分裂非干渉系の上で解析を進める目的のために、等価制御系という概

念を導入した。 この概念は、2つの系、系 Slと系 S2の制御系 K1 {Fぃ Gdと

K2 {F2、G2}の間に一対ーの対応関係が存在し、それらの制御系によって補償

されたそれぞれの系の周波数伝達関数行列が等しい場合に、この2つの系は等価

制御系にあるといわれる。このような関係がある場合には、制御系の一対ーの対

応関係を用いることによって、一方の系で行った制御設計の結果からもう一方の

系の制御系を決定することができる。 GILBERTは、与えられた系Sが制御系K{F、

G}で補償された系と、系 Sに対応する積分型非干渉系§が制御系K{F、G}

で補償された系が等価制御系であるためには、それぞれの制御系の間に以下の対

応関係がなければならないことを示した。
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F コ ー D本・lA*+  D市 iF 

G コ D本 15
(3 -9) 

以上によって系Sの非干渉制御設計問題を積分型非干渉制御系怠{玉、 B、む}

において進めることができる。与えらた系 Sの非干渉制御系Kは、系§について

行った制御設計の結果を用いて(3-8)式の関係から決定できる。

与えられた系が非干渉化されたということは、 n次の状態空間が少なくてもm

個の、多くてもm+1 {国の部分空間に分割されるということを意味している。そ

の部分空間の内のm個の空間は非干渉化された入出力に関係する状態空間である。

m+1個自の部分空間が存在する場合は、その空間に属する状態が非干渉制御か

らの影響を受けることがなく、さらに観測もできないような部分空間が存在する

ことを意味している。したがって、この部分空間が存在する場合は、この空間の

性質を非干渉制御では変えることができないので、安定な非干渉制御が可能であ

るためにはこの部分空間が固有に安定である性質を持っている必要がある。積分

型非干渉系§に関するこれらの部分空間は、与えられた系の固有の性質によって

以下のように定義される。

[}. . = {ηiηE [}. ，ηA  J B 2O  J V で k=l，"'，m，k学 andj=O，l，…，n -1} k ' t，..，. '-

= 1，2，…，m+ 1 (3-10) 

乙=[}. n {[}.. ED乙 ED • • • ED乙}m+l -~ 1 ....... ~2 

ここで、 EhはBのk番目の列を意味し、iごは n個の線形独立な行ベクトルから構

成される n次元空間を表す。また、@は空間の直和を意味する。そこで、それぞ

れの空間の次元を次のように表すことにする。

n. d i m 乙‘ コ 1，2，…，m+1 ( 3 -1 1 ) 

ここで、以下のように定義される摩擦変換行列を導入する。
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T ..._T_T 
T コ [Q~、 Q2 、 。、

T _ T 
Q 、Q'..J 
m m十l

ここで、 Qiは次のように定義される ni>くn行列である。

Q. = 

Ci 

CiA 

H 

C iA ~I 

傘

q i，1 

傘

q i，ni-d i-i 

(3-12) 

(3-13) 

ただし、 q;，Jはf:.iを張る CぃCjA、…、CiAdiの基底ベクトル以外の任意の独
立な基底ベクトルとする。 Qm+lはf:.m+lの空簡を張る線形独立な基底ベクトルか

ら撲成される。

座標変換行予IJTは積分型非干渉系s{去、 B、む}を次の相似変換

〈

T A T-1 A 一一

~、

一B 一一 T B (3-14) 

〈

C 一 C T 

によって以下に示すような構造を持つ正準型非干渉系怠 {λ、色、 e}へ変換す

ることができる。
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A l' 0 ， O O 

O A2' O O A. n.X n 
〈

A 
A~ n .. X n 

O O Am' O 
目1+1 

c . c c . c nm+i=n -
瓜L n 

Ai' A; Am'，A iH+i 1=1 

c l' 0 ， O 

O c 2' O C 1 X n. 
〈

C 一一

O O C 
m 

上記に示した行列の構造と、相似変換された系の周波数伝達関数行予IJは相似変

換によっては変化しないことを考え合わせると、入出力 YiとViに関係して非干

渉化された系 Si {Aぃbぃ c;}は、λ、怠、Cの部分行予IJAi、bぃ Ciによって表

されることが分かる。ところで、正準非干渉系怠で設計される制御系文 {F、G}

は、この制御系で補償された系も同様に正準型非干渉系でなければならないこと

から、次のような構造を持つことが要求される。
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FとGの構造から分かるように、正準非干渉制御系怠における制御設計問題は、

・それぞれ非干渉化された系 Si {Ai、bぃ Ci }に対して制御系I¥:; {θ ぃ入;}を

設計する問題に帰着される。この設計では、一入力一出力系の良く知られた設計

;去を適用して非干渉化された系に希望の特性老与えることができる。

以上の議論では、与えられた系Sから積分型非干渉系言へ、続いて正準型非干

渉系怠へと変換を行い、正準型非干渉系において非干渉化された系に対してそれ

ぞれ制御設計を行った。したがって、正準非干渉系gで得られた制御設計の結果

を初めに与えられた系Sにおいて表現する必要がある。これは上で述べてきた変

換を逆にたどることによって次のように求めることができる。

F = -D 牢・lA串 + n-*-lF T 
(3-17) 

〈

G
山市

D
 

一一G
 

3-3-2 動的補償器による出力フィードバック制御

以下にJ.¥J.HO¥nE(12)によって報告された動的補償器による出力フィードパッ

ク制御理論について簡単に述べる。ここでは、状態変数の中で観測等の直接的な

手段で入手可能である一部の状態変数を出力として用い、これらの変数を動的補

償器の入力としたフィードパック補償で線形時間不変系 (3・1)を制御する問題を

考える。この問題では、動的補償器によって補償された閉ループ系に希望する特

性を与えるためには動的補償器がどのような構造を持つべきか、またどのような

性質を持つべきかが問題の中心となる。
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以下の議論では、系(3・1)は可制御性および可観測性の性質を持つものと仮定す

る。制御のために利用できる出力変数を次のように表す。

y C x (3-17) 

ここで、 y は詰1Ji.却に利用できる出力変数を表す n'( n 話 n)次のベクトルであり、

C'はn'X n の定数行列である。日OWZEは、図3-4~こ示すような動的補償器による

出力フィードバック制御を考え、動的補償器の構造として以下に示すものを提案

した。

(1) 
U 一一 U 

. (1) (2) 
u U 

• (2) (3) 
(3-18) U 一一 U 

. 

、、，J0
・

r
，、、-
U
 

V
 
G
 

十x
 
nu 

F
 
+
 

、、，，，〆，‘、
u
 
F
 

P
2
.一ぺ

一一

ただし、 pは次式を満足する最小の整数である。

C' 

C'A 
r a n k =ヱ n (3-19) 

C'AP 

上記の動的補償器には、合計 pxmf国の動的要素が含まれる。そこで、以下では

この補償器については、 "pXm次"の動的補償器と表現することにする。
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;力刊トAx + B Ul 

(1) 

u u 

u(ll U(2l 
一

」一一

入

V

の器V
 
G
 
+
 

-

Y

 

B
 nu 

P

2

2

 

十u
 
A

1

 

P

2

2

 

u
 

図3-4 動的補償器による出力フィードパ、yク制御

上記に示された動的補償器の構造を表すく3・18)式の最後の式の中には状態変数x

が践に現れており状態フィードバックが必要であるかのように見えるが、この式

は出力変数 y を用いて以下のように書き改めることができる。

P u (p) = I A ~ u (i)十2: B~ 去， (i) + G v 
i =1 i =0 

(3-20) 

._ ，( i) 守

ただし、 y は y' の時間~l:関する i 回微分を表す。 また、 (3・18)式中の Fi

(i=O，l，…， p)と(3・20)式中のA'j(i=l，…，p)、B' j (i =0，1，…，p)の間には以下の

関係が成り立つ。
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C' 

C' A 

[ B' B' B' ] F (3-21) 
O p O 

C'AP 

p 

A. = F. エB.CAJ-'B i=1，2，…， P (3-22) 
Jご l J 

ただし、 AiはmXm、BiはmXn'の定数行列である。 以下の議論の便利のた

めに、動的補償器の表現には状態変数xを含んだ表現(3・18)を用いることにする。

与えられた系(3・1)と動的補償器からなる跨ループ系を一つの"拡張された系"と

考え、これを以下に述べる方法で(3嶋1)式の線形時間不変系の表現形式で表すこと

によって、動的補償器の設計問題を拡張された系における状態フィードバック制

御問題に置き換えることができる。そこで、この目的のために、系(3-1)の状態変

数と、動的補償器の勤特性を表すために用いた変数(u(J)、j=l、2、…、p)を組み合

わせて構成される、"拡張した状態変数"を以下のように導入する。

、111
1
1
1
1
J

X

一u

f
1
1
1
1
1
1
1

、

一一合
同

X
 

(3-24) 

ただし、 Uは動的補償器の導入によって状態変数が拡張された部分であり、次の

ように定義される (p • m)次のベクトルである。

(1) 
U 

(2) 
(3-24) U 

U . 
(p) 
U 
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したがって、拡張された系の次元は次のようになる。

n a =n+E1× p (3-25) 

拡張された系を線形時間不変系の表現形式で表すために、次のように定義される

行列を導入する。

A = 
a 

B = 
a 

A ，B ，O，…， 0 

o ， 0 ， 1 ，…， 0 

o ， 0 ，0 ，… 1 

o . 0 .0.…. 0 

O 

n X n 
a a 

O 

C ロ[C ，0 ，…， 0]  
a 

F = [F ， Fリ…， F ] 
a 0 1 P 

G = G 
a 

m X 口1

n X n 
a a 

n Xπl 
a 

ロ1 X n 
a 

(3-26) 

(3-27) 

(3-28) 

(3-29) 

(3-30) 

これらの行列を用いて、制御対象の系(3・1)と動的補償器(3・18)を組み込んだ拡張

された系の状態方程式を表すと、以下のような線形時間不変系の表現を得ること

ができる。
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X 一 A X + B V (3-31) 
a a a a a 

y = C X (3-32) 
a a a 

γ 一一 F X + G v (3-33) 
a a a a 

以上により、与えられた系を上記の方法で拡張することで、動的補償器の設計問

題は拡張された系における状態フィードバック制御系の設計問題と等価な問題に

変換することができる。

HOWZEはこの設計問題に対して、与えられた系(3・1)が可制御性および可観測性

の性質を持つならば、拡張された系の閉ループ系に対して合計n+ P 9ffi個の特性

根の位置を任意に変えることができるような制御系 Ka {F a、Ga} が存在する

こと示した。

3-3-3 動的補償器を用いた非干渉制御

ここでは、状態変数の一部のみを入力とする動的補償器のフィードパック制御

による非干渉制御を考える。この問題は、前節に述べた方法を用いて与えられた

系と動的補償器を組み込んだ閉ループ系を"拡張された系"として線形時間不変系

に変換することで、拡張された系に対する状態フィ}ドバック制御による非干渉

制御問題に帰着させることができる。 したがって、この問題に対して3・2節で述

べたGILBERTの非干渉制御理拾を直接適用できる。

ところで、 (3情 3)，(3・4)，(3・5)で定義される変数は、非干渉可能性の有無を決定

したり、あるいは非干渉化される系の性質を表すために、非干渉制御系の設計に

おいて重要な変数である。この変数に関して、与えられた系(3・1)、(3-2)と拡張さ

れた系(3・31)、(3・32)ついてそれぞれ計算されたそれらの変数間には以下のよう

な簡単な関係が成り立つ。

-48 -



d a i=d  .+p  

D事ご D事
a 

宇支 P，.... A p-l 
A -. A' [ A t-' B ， A t"' ~ B ，…， AB  ， B ] 
a 

(3-34) 

(3-35) 

(3-36) 

上記の(3・35)式は、与えらえた系(3・1)が状態フィードパック制御(3・2)によっ

て非干渉制御可能であるならば、すなわち、D*行列が正則であれば、拡張された

系(3・31)においても非干渉制御を可能とするような状態フィ}ドパック制御系が

存在することを意味している。この場合には、状態変数の一部を入力とする動的

補償器のフイ}ドパック制御によって、系(3・1)の非干渉制御が可能となる。 以

上に述べた動的補償器を用いた非干渉制御設計の設計手)1簡を整理すると図ト5の

ようになる。
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3-4 結合炉の数学モデル

対象とした結合炉は、鴎3 ・ 6~こ示すような 3 つの部分炉心から構成される。ここ

では、大型炉の炉出力領域制御への非干渉制御の適用も考慮して、大型炉心を 3

分割したものと仮想的に捉えることができる結合炉モデルを採用した。各炉心の

炉出力の挙動を一点近{以モデル (16)を用いて表した。このモデルは、時間依存多

群中性子拡散方程式を基礎方程式として、各炉心おける体積積分による一点伊近

似化と、中性子エネルギーについての群縮約によって、各炉心の平均中性子密度

に関する勤特性方程式を導いたものである。このモデルでは遅発中性子先行核密

度については等価一群近

似を採用している。炉心

開の干渉として、中性子

の洩れによる干渉効果の

みを考慮し、この干渉効

果を結合係数を用いて表

した。結合係数は、炉心

開の中性子の涜出入量を

それぞれの炉心の中性子

密度と関係づける係数で

ある。結合係数の値は中

性子の流出入の大きさが

炉心開の平均中性子密度

レベルの差に比例するも

炉心 1

炉心 2 炉心 3

図3-6 3炉心結合炉モデル

のと仮定して理論計算から評価される。この定義から分かるように、結合係数は

結合炉内の中性子束分布に依存ずる重である。したがって、結合係数の憶は、中

性子束分布が大きく変化ずるような場合はこれに応じて変化する。また、各領域

の中性子密度の時間応答を厳密に考えるならば、中性子の涜出入には中性子の減

速・拡散過程が関係するので、その過程に要する時間は遅れ時間として働く。こ

の時関連れ効果を厳密に評価するためには、遅れ時間要素を含んだ結合係数を用

いなければならない。本章での試みでは、中性子の減速、拡散の時間は他の状態
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量が変化する時間と比較すると極めて短いと考えられるので、中性子の干渉には

時間遅れがないものと仮定した。

反応度フィードバック効果としては燃料棒混度によるドプラー反応度フィード

これによパックを考慮した。各炉心には独立した各々の制御棒駆動機構を設け、

って各炉心の炉出力を制御するものとする。各炉心の状態を表す状態変数として、

炉出力、遅発中性子先行核密度、撚料棒温度、制御棒によって加えられる反応度、

ただし、炉出力に関する勤特性および制御棒挿入速度の5つの状態霊を用いた。

方程式は、単位時間当たりの核分裂数は平均中性子密度に比例することから、平

均中性子密度の勤特性方程式に適当な比例係数を掛けて導いたものである。各炉

心の操作変数としては各炉心に設けられた制御棒駆動機構への制御信号とする。

したがって、炉心全体の動的挙動は合計 151閣の状態変数と 3個の操作変数で記

述されることになる。今回扱う制御問題は、各領域の炉出力が何らかの原因で運

転時の定常状態、からずれを生じた場合にこれを直ちに元の定常状態に戻すように

制御する、いわゆるレギュレータ問題である。そのため、各状態量の定常運転時

このため、各状からの変化霊は各々の定常{直に比べて十分小さいと考えられる。

態量の勤特性方程式には、一般に非線形方程式で記述されているそれぞれの勤特

また、上記と同じ性方程式を定常{誼の偏差を用いて線形近似したものを用いた。

理由から中性子束分布も大きく変化することもないので、結合係数を定数と置い

o 0 
n. n. 
-b.x..~+-X .̂ ~ i .> i +6' ^ ~. i +9 

た。以下に状態量のそれぞれに対する状態方程式を示す。
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(3-38) 
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x i+9コ xi+12 (3-40) 

x. 
i+12 

U. 一 α.
x i +12 

(3-41) 

ただし、 x. 炉心 iの核分裂による出力 (MW)

x i+3 炉心 iの平均遅発中性子先行核密度 (MW)

x i +6 炉心 iの平均慾料棒混度 (K)

x i+9 炉心 iに制御棒によって印加した反応度〈ム k/k) 

x i +12 炉心 iの制御棒による反応度挿入速度〈ムk/k/秒〉

U 炉心 iの制御棒駆動機構への制御入力〈ムk/k/秒2)

また、上式で用いた各パラメータはそれぞれ次の意味を持つ。

れ 炉心 iから炉Jl〉Jへの中性子結合係数

行 炉心 iの中性子自己結合係数

戸 炉心 iの遅発中性子発生比率

A i ; 炉心 iの即発中性子寿命〈秒〉

入 炉心 iの遅発中性子先行核の崩壊定数(/秒〉

n? ; 炉心 iの定常運転出力値 (MW)

b 炉心 iの温度反応度係数((ム k/k)/K) 

ε 炉心 iの核分裂による熱発生係数 (OC/(MW.秒)) 

m. 炉心 iの熱除去係数(/秒〉

α 炉心 iの制御棒駆動機構の時定数の逆数(/秒)
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状態フィードバック制御理論を適用して原子伊を制御するためには、遅発中性

子先行核密度に関する情報を必要とする。しかし、放射線計測のどのような方法

を用いても即発中性子と遅発中性子を識別することは本質的に不可能であり、直

接的な手段では遅発中性子先行核密度の情報を得ることができない。本章では、

動的補償器の制御理訟を適用して、遅発中性子先行核密度以外の残りのすべての

状態量の情報を入力とする動的補償器による非干渉制御を適用して、炉出力調整

を試みる。
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3-5 動的補償器を用いた非干渉制御系の設計

3-5-1 結合炉の勤特性パラメータ

結合炉の各炉心の特性は同じであると仮定して、結合炉の勤特性方程式中の各

パラメータの{直に次の値を用いた。

s : 0.0049 f2， 1 0 K / (MW .秒〉

γ O. 0 1 8 n 0: 3 0 MW  

:̂ 0.0001 秒 m 1 0 /秒

入 O. 44  /秒 α 1 4 /秒

b O. 001 ムk/k/K

上記の{直を結合炉の勤特性方程式群(3・37)........(3-4:1)に代入して、状態方程式

(3・1)、(3-2)式の行子IJA、Bを求めた。観測行列としては遅発中性子先行核密度以

外のすべての状態変数は観測できるものとして、観測行子Ijc'を構成した。動的補

償器を用いた非干渉制御系の設計を図3・3に示した手)1慣に従って行った。 この手

)1慣に従って得られた結果を以下に)1慣に示す。

3-5-2 動的補償器による非干渉制御の可能性の判定

与えられた系が動的補償器によって非干渉制御が可能であるためには、(3・35)、

(3寸9)式から分かるように、①D宰行列の正則性、②観測行列Cに関する可観測性

が要求される。そこで、この2つの要求が満足されているかを判定するために、ま

ず(3・3)式で定義される D可子子IJを計算し、以下の結果を得た。
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このD牢行列が正則であることから、①の条件が満たされていることが分かっ

た。次に可観測性を調べるために観測行予IJc'を用いて(3-19)式の計算を行い、 (3

・19)式を満足するような pが存在するかを調べた。この結果から、そのような p

が存在し、その最小値が 1であることが分かった。このことは行予IJc'を観測行列

として用いた場合には可観測性が満足されていること意味している。以上の結果

から、遅発中性子先行核密度以外のすべての状態童を入力とする動的補償器によ

って各炉心の出力を非干渉的に制御することが可能であることが分かった。

3-5-3 非干渉化される系の性質

上記の計算の過程で(3・5)式で定義される djの{直がすべての iに対して 5とい

う結果を得た。このことは、状態フィードバック制御によって非干渉化される系

は次元5の系であることを意味している。これらの系の次元を合計すると与えら

れた系の次元の大きさと同じであり、また(3幽 10)式の定義から分かるように非干

渉化された系の部分空間は互いに誼交していることから、定義される状態空間は

この3つの部分空間で完全に覆われることが分かる。 すなわち、この場合には

(3・10)式の最後の式で定義される.cm+l空間が存在せず、非干渉制御の影響が及ぶ

ことなく、かっ観測もできない空間は存在しないことになる。このことは、非干

渉制御によっては位置を変えることができない極〈固定極〉が存在しないこと、言

い換えれば、非干渉制御の状態フィードバック制御によって閉ループ系のすべて

の極の位置を希望の位置に設定することが可能であることを意味している。した

がって、以下の設計によって適切にその極の位置を設定するならば、系が希望の

勤特性を持ち、安定であるような非干渉制御が可能であることが分かった。
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3-5-4 動的補償器の構造の決定

上記に述べたような非干渉制御は、遅発中性子先行核密度以外の観測できる

合計 12 (=げ〉侶の状態量を入力し、各炉心に設けられたそれぞれの制御棒駆動装

置に対して合計3(=m)個の制御信号を出力する動的補償器によって実施される。

上記の p=lという結果は、この動的措償器で非干渉制御を行うためには 1x 3次

の動的補償器が必要であり、この補償器を構成するためには 3個の積分素子が必

要であることを意味する。このことより、与えられた系に 1x 3次の動的補償器

を組み込んだ"拡張された系"の次元〈状態変数の数〉は、 (3幽25)式から 18(=n11.)

であることが分かる。 拡張された系の状態方程式(3-31)、 (3・32)式中の各行

ヲIJは(3・26)......(3-28)に従って構成される。

3-5-5 拡張された系の非干渉化

拡張された系 S11.を積分型非干渉系811.へ変換するために、 (3欄6)式を用いて制

御系K11.*{F11.*、 G11.*}を計算し、この制御系の補償を受けて拡張された系S11.が

積分型非干渉制御系に変換されることを確かめた。また、動的補償器を組み込ん

だ"拡張された系"が、それぞれ次元6の3つの系に非干渉化されることが分かっ

た。ついで、変換された積分型非干渉系811.を正準型非干渉制御系811.に相似変換

するために、変換行列T11.を(3イ2)，(3・13)式に従って計算した。計算した変換行

子IJT 11.による相似変換によって正準型非干渉系が得られることを確かめ、非干渉化

されたそれぞれの系811.i{Ai，bi，Ci}を以下の行予IJによって表すことができる

ことが分かった。

4.23E+2 帥6.47E+0 5.08E-3 -3.52E+0 3.46E+3 -1.09E+3 
0.0 -4.09E+2 4.40E-1 綱 3.00E+2 3.00E+5 0.0 

A 
一一
0.0 4.90E+1 -4.40E-1 0.0 0.0 0.0 
0.0 1. OOE+ 1 0.0 -1.00E+1 0.0 0.0 
2.15E+2 -2.75E-1 0.0 0.0 0.0 1.80E+2 
-1.04E+1 4.23E+2 0.0 0.0 0.0 -1.40E+1 
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8.61E-11 

0.0 
b 一一 0.0 

0.0 

0.0 
0.0 

c .コ [ 0.0 1.0 0.0 

3-5-6 非干渉化された系の制御設計

非干渉化された系 Sai{Ai，bi，cd 

に希望する応答特性を与えるための制御設

計を、一入力一出力系の掻配置法を適用し

て行った。非干渉化されたそれぞれの一入

力一出力系は 6次の系であるから、極配置

法では合計 6個の極を適当に配置しなけれ

ばならない。そこでスッテプ入力に対して

図3・7のような応答を与えるために、極の位

置を、支配極として-0.5土 /2、その他の

極を寸00、・150、-0.44、寸0と設定した。

-0.44と-10に設定した理由は、非干渉化さ

れた系Saiには 2個の固定された零 -0.44

(3-43) 

0.0 0.0 0.0 ] 

1.0 

0.5 

sec 

2 4 6 8 10 

図3-7 非干渉化された系で希
望するステップ応答

と剛10が存在していることが分かったので、零点一極消去を行うためである。ま

た、 -100と-150の極は、非干渉化された系の勤特性が支配認に主に支配されるよ

うに、支部極から大きく離れた位置に設定したものである。この設計から非干渉

化された系 Saiの制御Rai{8i，入 d が決定でき、この結果を(3・16)式に代入す

ることによって正準型非干渉系の制御系 R{F'，G}を得ることができた。
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3-5-7 拡張された系における非干渉制御系

正準型非干渉系で得られた制御系を積分型非干渉制御系で表現するために、積

分型非干渉制御系から正準型非干渉系への相似変換の逆の変換を行う。さらに、

等価制御系間の一対ーの対応関係(3・9)を用いて、積分型非干渉系の表現から拡張

された系の制御系の表現を求める。 その結果、拡張された系を非干渉化し、非

干渉化された各系に上記の特性を与えることができる、非干渉制御系Ka{Fぃ

G a}を以下のように求めることができた。

-1.42E+5 7.08E+4 7.08E+4 
7.08E+4 -1.42E+5 7.08E+4 
7.08E+4 7.08E+4 情 1.42E+5
1. 07E+2 輔5.30E+l -5.30E+l 
-5.30E+l 1.07E+2 -5.30E+l 
-5.30E+1 -5.30E+l 1. 07E+2 
嶋7.44E+4 3.67E+4 3.67E+4 

T 3.67E+4 -7.44E+4 3.67E+4 
Fo 一 3.67E+4 3.67E+4 構7.44E+4

7.31E+7 -3.61E+7 刷 3.61E+7
-3.61E+7 7.31E+7 -3.61E+7 
-3.61E+7 -3.61E+7 7.31E+7 
-1. 28E+5 6.32E+4 6.32E+4 
6.32E+4 制 1.28E+5 6.32E+4 
6.32E+4 6.32E+4 -1.28E+5 

(3-44) 

-1.80E+2 
Fl 一一 同 1.80E+2 1.22E+2 -1.80E+2 

-1.80E+2 -1.80E+2 1.22E+2 

3.00E+5 0.0 0.0 
Ga 一一 0.0 3.00E+5 0.0 

0.0 0.0 3.00E+5 

3-5-8 設計された動的補償器

上記で得られた Fo1T1!Jは、動的補償器の表現(3姐 18)から分かるように、状態

変数に関係する係数行列である。ここでの試みは、観測できる状態変数のみのフ
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ィードバックによる非干渉制御であるので、Foxの項を観測できる状態変数のみ

で表現する必要がある。そこで、遅発中性子先行核密度を除いたすべての状態変

数老人力する場合の動的補償器の表現(3・20)を得るために、 (3・21)、 (3-22)式の

計算を行い、(3・20)式に現れる各行列が以下のように求められた。

-1. 80E+2 
Al 一一 -1.80E+2 1.22E+2 -1. 80E+2 

-1. 89E+2 -1. 80E+2 1.22E+2 

1.37E+3 -6.47E+2 -6.74E+2 
-6.74E+2 1. 37E+3 -6.74E+2 
-6.74E+2 個 6.74E+2 1.37E+3 
-1. 22E+3 5.98E+2 5.98E+2 
5.98E+2 酬 1.22E+3 5.98E+2 
5.98E+2 5.98E+2 -1. 22E+3 

B 0' -5.56E+4 2.67E+4 2.67E+4 
2.67E+4 帽5.56E+4 2.67E+4 
2.67E+4 2.67E+4 -5.56E+4 
-1. 28E+5 6.32E+4 6.32E+4 
6.32E+4 -1. 28E+5 6.32E+4 
6.32E+4 6.32E+4 -1.28E+5 

(3-45) 

2.44E+2 -1. 20E+2 耐 1.20E+2
-1. 20E+2 2.44E+2 輸 1.20E+2
-1. 20E+2 -1. 20E+2 2.44E+2 
0.0 0.0 0.0 
0.0 0.0 0.0 

Bl 0.0 0.0 0.0 
0.0 0.0 0.0 
0.0 0.0 0.0 
0.0 0.0 0.0 
0.0 0.0 0.0 
0.0 0.0 0.0 
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非干渉制御のディジタル・シミュレーション3-5-9 

非干渉制御法と従来の領域制御法とを比較する目的で、従来の方法で炉出力を

図 3 ・ 8~こ、結合炉が 2 つの炉心から構成さ領域制御する制御系の設計を行った。

この制御系は図に示すように出力フィードバックれる場合の領域制御系を示す。

制御系であり、各炉心にそれぞれ独立して設けられた制御系は、担当する炉心の

出力が希望の運転櫨と一致するように制御棒の挿入位置の調節を行う。領域制御

系の設計はフィードバック係数と入力ゲインを適切に設定することである。設計

これらの係数を決では、ステップ応答特性が非干渉制御系と同様になるように、

フィードバック係数とフィードホーワード係数の値はそれぞ

-0.4と 0.4となった。

定した。その結果、

額絞

i
ψ

⑤

カ

2

出

ン

J
s
 
ゲカ入ィゲ

ー

力
鐙

入?の
出

れ

調観捧

にここ〉

干渉

〈二ニコ

棒糊脚鰯

出力認定系 2出力調定系 1
炉心 2炉心 1

2炉心結合炉の場合の領域制御図3-8 

設計された制御系の領域制御において、結合炉炉心開の干渉がどの様な影響を

シミュレーシ与えるかを調べるためにディジタル・シミュレーションを行った。
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ョンでは、①炉心 1の炉出力を定常運転状態から lMWだけ上昇させる場合、②

炉心 1の出力を lMW上昇させた後の 0.3秒後に炉心2の出力も lMW上昇させ

るが、炉心3の出力は一定の出力を維持するような運転の場合、③各府心の炉出

力を定常運転の状態から lMW上昇する際に各領域の炉出力がそれぞれ 0.3秒ず

つ遅れて上昇させる場合について行った。それぞれの場合のシミュレーション結

果を図3・9、3・10、3・1Hこ示す。 図から、設計した領域制御系は、最終的には制

御目標を達成できているものの、その途中過程では炉心擾乱の影響が炉心間の干

渉を介して他の領域にも及び、大きな擾乱を与えていることが分かる。

設計された動的補償器が結合炉の炉出力を非干渉的に制御することが可能であ

るかを調べるためにディジタル。シミュレーションを行った。シミュレーション

では、領域制御のシミュレーションと同じ状況を想定して行った。これらのシミ

ュレーションで、各炉心の出力が要求出力債と一致するように制御され、その際

に他の炉心の炉出力に影響を与えず、また他の炉心の出力がどのように変化しで

も影響を受けないように制御されているならば、非干渉制御が実現されているこ

とになる。シミュレーションの結果を函3・12、3-13、ト14に示す。これらの図に

は、各炉心の炉出力、制御棒によって各炉心に加えられた反応度、動的補償器か

らの出力で、各炉心に設けられた制御棒駆動装置への入力である制御信号の動的

挙動について示す。これらの図では定常運転時のそれぞれの僅からの偏差を示し

ている。図から、各炉心の出力は他の炉心の状態からほとんど影響を受けずに制

御されていることが分かる。また各炉心に加えられた反応度を示す図から、この

制御は各炉心の制御棒によって加えられる反応度を適当に調整することで、各炉

心の干渉効果を巧みに利用することによって、見かけよ干渉がないかのような非

干渉制御が実現されていることが分かる。
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3-6 オブザーバーを用いた非干渉制御との比較

結合炉の状態変数の一部に直接観測できない状態変数が含まれている場合の非

干渉制御の試みとして、 Rajuらのオブザーパーを用いた試み<17)が報告されてい

る。これは、観測できない遅発中性子先行核密度をオブザーバーによって推定し、

これを状態変数として用いることで線形状態フィードバック制御による非干渉制

御理訟の適用を可能とした方法である。この方法と本章の動的補償器による試み

を比較すると、非干渉制御の結果そのものには双方に大きな差は見られず、ほほ

向等の制御特性を持っと言ってよい。また、オブザーパーや本章で設計した動的

補償器に含まれる非干渉制御に必要な最小の動的要素の個数は、観剖行予!J(C') 

に関係する観測指数によって一意に決まり、両者とも同数の要素を必要とするこ

とになるので、構造の譲雑さの程度においても差がない。そこで、設計手法自体

の本質的な違いや、適用において注意しなければならない点や、それぞれの方法

の適用が適切と考えられる場合について検討すると、次のようになる。

オブザーバーは、観測できない状態量の推定を本来の目的としたものであり、

一方、動的補償器によるフィードパック制御は、制御要素に比例要素だけではな

く動的な要素である積分要衰を含ませることによって制御空間を広げ、線形状態

フィードバック制御で実行できない制御を可能にすることを目的としたものであ

る。したがって、オブザーパーの場合は、状態フィードパック制御理論の枠組み

の制御法しか適用できないが、動的補償器はその枠組みを越えて高度の制御法が

可能となる。しかし、本章のように、状態フィードバック制御法による理論を適

用する限り、それぞれが適切に設計が行われるならば、双方の制御の結果には本

質的に大きな違いはないものと考えられる。

オブザーバーの設計で注意しなければならないのは、オブザーバーの固有値の

設定である。回有植の{直は、状態推定の収束性を決定するために、適切な値に定

める必要がある。収束性を高めるために負の過小な〈絶対値では過大な〉慢の臨

有憶を与えたならば、オブザーバーは微分器のような動作を行い、微少な擾乱に

対しでも過敏に応答することになる。一方、零に近い負の値の固有値を与えるな

らば、収束するまでに長い時間がかかり、推定したい状態の変化に追従できずに

推定誤差が大きくなる。したがって、固有値の舘は、推定しようとする状態変数
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の変化速度や、許容される推定誤差などを勘案して決定しなければならないが、

最適なオブザーバーを設計するためには試行錯誤的な設計過程が必要となる。

設計したオブザーパーを制御に実際に使用する場合には、まず最初に推定した

い状態量の予測値を初期値として与え、収束すべき推定量に十分に漸近したこと

を確認した後に、制御を開始する必要がある。 Rajuらの試みでは、オブザーバー

を遅発中性子先行核密度の推定に用いている。遅発中性子先行核密度の変化の時

定数は炉出力に関係する時定数に比べると大きく、遅発中性子先行核密度は認め

て穏やかに変化する。このために、オブザーパーの固有憶に負の過小な値を与え

なくても、遅発中性子先行核密度の変化に追従可能であり、十分な精度で推定す

ることができていた。

原子炉の炉出力制御に対する非干渉制御の適用では、本意で扱ったような動的

補償器によるフィードパック制御とオブザーパーを用いた方法と 2つの方法が存

在することになる。それらの内どちらを採用するかは、制御の目的や制御条件等

を考慮して決定すべきである。例えば、オブザーバーを採用する場合は、オブザ

ーバーで推定したものを状態変数として状態フィードパック制御系の入力として

用いるだけでなく、それを原子炉やプラント内部の状態を把握するための重要な

情報として用いる場合である。原子炉の制御や健全な運転条件を維持するために

は炉内やプラント内部で起きている現象を正確に把握する必要がある。このため

にはこれらの現象の詳細な情報の入手が不可欠となる。しかし、原子炉やプラン

トは過酷な運転環境にさらされているために、ある重要な状態量を観測するため

にセンサーを設けること、また、それらセンサーの機能が失われることがないよ

うに長期間その信頼性を維持することが閤難となる場合が多い。また、膨大な数

のセンサーをそのような環境下に設置し、それらを管理していくことも国難であ

る。このような見地から、原子炉内やプラント内部の情報入手の目的とするオブ

ザーバーの利用は、原子炉の健全な運転や制御に大いに期待できる。このような

目的の利用の例として、 BWRの炉内の水位レベルや、 PWRの蒸気発生器二次

倒の水位レベルの測定などを挙げることができる。

動的補償器のフィードパック制御による非干渉制御の設計法では、オブザーバ

ーの固有{直の憶の適切な設定や、初期値の設定などのような試行錯誤的な設計過

程を必要とせずに、設計を線形フィードバック非干渉制御理論に従って統一的に
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進めることができる。したがって、観測できない変数を推定し、これを非干渉制

御以外の目的に使用する必要がない場合には、動的補笛器による方法の採用が薦

められる。また、観測できない状態変数の変化速度が速いためにオブザーバーを

用いたならば推定誤差が大きくなると予想される場合や、線形フィードパック制

御では固定極が存在し、その極が不安定極であるような系を非干渉制御するなど、

線形状態フィードパック制御理論の枠組みを越える制御が必要な場合には、動的

補償器による方法が適用されるべきである。
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3-7 まとめ

本章では、結合炉の各炉心の炉出力がある定められた値を維持し、仮に変動が

生じたならば直ちにこれを修正する炉出力調整問題に非干渉制御法を適用した。

この問題で扱う変動の大きさは炉出力の定常運転値に対して十分小さいと考えら

れるので、結合炉の勤特性モデルとして線形近似モデルを採用し、これに線形状

態フィードバック制御法による非干渉制御理訟を適用した。状態フィードバック

制御は、制御の対象とする系の勤特性方程式を記述するために必要なすべての状

態変数の情報を要求する。しかし、原子がの状態変数には遅発中性子先行核密度

のように直接的な観樹手段では観測できない変数が含まれているために、線形状

態フィードバック法による非干渉制御理論を謹接適用することができない。本意

では、観測できる状態量のみの情報を用いて非干渉制御を行うため、線形状態フ

ィードバック制御の代わりに動的要素を含んだ動的補償器のフィードパック制御

による非干渉制御の適用を試みた。この方法は、動的補償器の勤特性を記述する

変数の一部を結合炉の状態変数と組み合わせた拡張された変数を用いることによ

って、設計問題を見かけよ拡張された系における線形状態フィードバック制御の

問題に変換することができ、この問題に対して線形状態フィードバック補償に基

づいた非干渉制御理訟を適用することができる。

対象とした結合炉は、大型原子炉の領域制御の適用をも考慮して、大型炉を概

念的に3分割したものと見なせる 3炉心から構成される結合炉を採用した。用い

た結合炉の勤特性モデルには、上記に述べた理由から線形モデルを採用した。こ

のモデルは、結合炉のそれぞれの状態霊の定常値からの偏差を状態変数として用

いて、これらの変数に関して非線形勤特性方程式を線形化近似することによって

導いたものである。

設計から、遅発中性子先行核密度以外のすべての状態変数をフィードバック制

御に用いる非干渉制御では、合計3偲の積分要素を含む動的補償器によるフィー

ドパック制御が必要であることが示された。また、動的補償器を含んだ結合炉の

拡張された系は、それぞれが 6次元を持つ系に非干渉化され、非干渉化された系

には固定極が存在しないことが分かった。このことは、閉ループ極の位置を適当

に配置することによって、安定で希望の勤特性を持つような非干渉制御が可能で
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あることを意味してる。以上の解析によって、結合炉の炉出力調整のための制御

系の設計は、非干渉化されたそれぞれの系に関する一入力一出力系の設計問題に

帰着されることになり、これに対して極配置法を適用して適当な閉ループ極を設

定することができた。

ディジタル・シミュレーションの結果から、他の炉心の状態に影響を与えるこ

となく、また他の炉心から影響されることもなく、各炉心の出力を短時間に調整

できることが示された。従来の領域制御法のシミュレーションとの比較からも、

非干渉制御の有効性が明らかにされた。従来の領域制御法は、それぞれの炉心に

設けられた制御系がそれぞれが担当する炉心の出力のみを見てこれを希望の状態

にするような制御法である。この方法では、各伊心に設けられたそれぞれの制御

系は、担当した炉心に擾乱が生じた場合に、他の;肝心への影響を考捜せずに、そ

の炉心の出力補正のみを考えて調整を行うために、調整の影響を他の炉心への擾

乱として及ぼすことになる。擾乱を受けた炉心の制御系はこの擾乱を補正するた

めに作動し、このことによる影響が初めに擾乱を生じた炉心にも及ぶことになる。

このような炉心間の干渉が繰り返されることによって、擾乱の影響が治まるまで

に時間がかかる。また、制御棒が頻繁に駆動されることになり制御棒駆動系の損

耗を早めてしまう。本章で扱った非干渉制御法は、炉心の出力の調整を炉心問の

干渉による影響を考慮、に入れて、見かけ上干捗がないかのようにこれを補償する

ような制御法である。このため、変動の影響を擾乱が生じた炉心のみにとどめ変

動の影響が持続されることないので、速やかな炉出力調整が可能になり、制御棒

の駆動の因数が減り、制御棒駆動機構の損耗を低減させることができる。

商業発電用原子炉のような大型炉心では、炉出力の空間的な不安定性のために

キセノン空間振動を引き起こしやすく、この振動現象が炉出力の空間的な不安定

さをさらに増長させる可能性がある。このような大型原子炉で、キセノンの空間

振動を抑えるためには、絶えず炉出力の空間的な調整が必要となる。炉出力のこ

のような変動の影響は、たとえその大きさが小さくても変動が持続されるならば、

核燃料、タービンプレード、原子炉構造材、あるいはプラントの各部に対する熱

応力疲労を速めることになる。この結果として、燃料棒では被覆管の熱応力疲労

のために十分な燃焼度が達成されない前に燃料棒を交換する必要を生じ、経済的

損失を招くことになる。このような炉出力の領域制御に非干渉制御を適用するな
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らば、制御棒駆動機構に大きな負担を与えることなく、炉内で生じた炉出力の擾

乱の影響を速やかに治めることができ、上述の大型原子炉の炉出力の空間的不安

定性に起因する問題に対処できるものと考えられる。
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第4章 非銭形系結合伊の非干渉制御

一大きな出力変更を伴う非干渉制御一

4-1 序論

前章では、線形時間不変系に対する非干渉制御理論を結合炉の出力調整問題に

適用して、この制御法が炉心情の干渉を考躍しなければならない制御に対して極

めて有効であることを確認した。前章で取り扱った問題は、各炉心の出力を計画

された値から大きく逸脱しないように調整する制御であった。しかし、原子炉制

御では、各炉心に生じた小規模な出力の変動を抑える出力調整問題ばかりでなく、

炉心に何らかの原因で生じた出力の大きな擾乱を元の状態に復帰させるような制

御が必要とされる場合もある。あるいは、照射実験のために高中性子束を発生さ

せることを目的とした結合炉では、希望する照射環境を作り出すために、大規模

な出力変更を伴うような運転が必要とされるものと予想される。

本章では、結合炉の大幅な出力変更や大きな擾乱の出力調整の制御に、非干渉

制御を適用する試み (12)・(1:3)を行う。 小規模な出力調整を非干渉的に制御する

問題では、結合炉の数学モデんとして線形近似モデルを用い、このモデルに対し

て線形系の非干渉制御理論(1).(2)を適用することで十分であった。 しかし、大

規模な出力変更を伴うような非干渉制御では、結合前の数学モデルとして非線形

項を陽に含む非線形モデルを扱わなければならない。これは、線形近似モデルを

導出するさいに非線形項の線形近似において無視した項が、無視できなくなるた

めである。このため、本章では、結合炉の数学モデルとして、大きな状態変化を

考躍できるように、非線形の状態方程式で記述される非線形モデルを用いた。非

干渉制御系の設計では、制御対象の系が非線形系であることを考慮して、非線形

非干渉制御理論(3). .九〈引を適用する。非線形非干渉制御理論としては、 SCHO-

ENAU (6) らによって報告された状態フィードバック補償による非干渉制御の設計

理訟を採用する。
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前章では、原子炉の制御に状態フィードバ、ソク制御を適用する際の一つの問題

として、原子炉の動的挙動を記述する上で極めて重要な遅発中性子先行核密度が

直接的な計測手段では観捌できないため、状態フィードバック制御が直接適用で

きないことを述べた。前章では動的補償を用いることでこれに対処した。本章で

は、オブザーパー (9). (10)・(11)と呼は‘れる動的システムを用いて遅発中性子先

行核密度を推定し、この推定量を状態変数として遅発中性子先行核密度が観測で

きるものと仮定して設計した非干渉制御系に用いることにする。オブザーバー理

論としては、対象とした結合炉モデルが非線形系であるので、線形時間不変系に

対するしUENBERGERの理訟を非線形系に拡張したTHAU(11)の方法を採用する。

以下では、結合炉の大幅な出力変更や出力の大きな擾乱の調整を、他の領域の

出力を乱すことなく非干渉的に行う制御系の設計について述べる。非干渉制御系

やオブザーパーの設計では、結合炉の数学モデルとして、大幅な出力変更を扱え

るように非線形特性を考慮した非線形モデルを用いる。非干渉制御系の設計では

設計手JI債を具体的に述べ、希望の動特性を与える非干渉制御系がどのように設計

されるかを示す。適用した非干渉制御理論は、非干渉制御補償の安定性を完全に

保証するものではない。したがって、設計された非干渉制御系を実際に使用する

前に、この制御系が結合炉を安定に制御できるかを確かめておく必要がある。本

章では、物理的な考察をもとにした安定性解析を加え、この結果から設計された

制御系が安定に非干渉制御を行うことを確かめた。オブザーバーの設計ではオブ

ザーパーの国有値の決定が重要である。この設計では、国有値の{直に加えて、設

計者が適当に定めなければならない設計パラメータが他にも存在する。オブザー

バーの設計過程を通してそれらのパラメータの適切な決定法について述べる。デ

ィジタル・シミュレーションを行い、オブザーパーと非干渉制御系を組み合わせ

た出力制御系が、各伊心の出力を他の炉心に影響を与えることなく大幅に変更で

きることを示す。最後にディジタル。シミュレーションの結果の検討から、非線

形非干渉制御系やオブザーバーの実際の適用に際しての遭遇すると思われるいく

つかの問題点について述べる。
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4-2 非線形非干渉制御理論

Greg J. Schoenau(6lらによって報告された非線形系に対する非干渉制御理論を

以下に簡単に紹介する。

制御の対象とする系は次のような非線形方程式で表されるものとする。

x=a (x) +B  (x) u (4 -1 ) 

yご c(x) (4 -2) 

ここで、 x、y、Uは状態、出力、および制御を表すベクトルであり、それぞれのベ

クトルの次元はn、m、mとする。 a(x)とc(x)は状態変数ベクトルxを独立変

数とする、それぞれnとm次元のベクトル関数とする。 B(x)は状態変数ベクト

ルxに依存する nXm次元の行列関数を表すものとする。 a(x)、B(x)は状態

変数ベクトルxに関して連続な、あるいは微分可能で区関連続な要素を持ってい

るものとする。さらに、すべてのベクトル関数や行列関数の要素は有限な x~こ対

して有限とする。上記の非線形系に対して以下に表される非線形状態フィードバ

ック制御を考える。

u=f (x) +G (x) w 

フィードホワード笥御系 対象とする系

w →|G ( x )|州 X 田 a(x)+B(x)u

入カ

1走態フィードパック笥御系

(4 -3) 

観溺

出力

ic ( x )|今y

関 4 ー 1 奔干渉制御系によって搭領された系のブロック窃

-86 



ここで、 f(x)、G(x)はそれぞれ状態変数ベクトルxに依存するm次元ベクト

ル関数とmXm次元の行列関数を表す。 wはm次元の入力ベクトルを表す。図4日

iに非干渉制御の対象とする系と非干渉制御系の関係を示す。

以下の議論に必要な定義について述べる。

定義 1 (4咽1)，(4・2)式で表された非線形系は、 i番目の出力Yiが初期状態ベ

クトル Xioと入力Wiのみの関数で表されるならば、すなわち， yiがWl，i;V2，…，

Wi-l，Wi+l，…，Wnに関して不変であれば非干渉されたと定義する。

定義2: 定数ρ ，ρ ，…， ρ をl' 1" 2' ， 1" m 

〈α-1)
I7 Y~~ 4/B (x) 学O α= 1，2，…，m (4 -4) 

甲〈α-1)
であるようなαの最小の値とする。ただし、すべてのα仏関して 17y' ':" ~ / B ( x ) 

=0であるとき ρi'を 0とする。ここで Fは次を意味する。

o o i 
-…  (4 -5) 
o x _ O x 
1. n 

〈αー1)
また Y. は出力ベクトル yの i番目の要素の時間に関する〈α-1)次の全微

分を表すものとする。

定理 1 (4・1)，(4・2)式で表される非線形系が定義されている空間Hにおいて、

x 
d e tD' (x) :;tO (4 -6) 

であるときのみ、非線形系をその空間において非干渉化できるm次元のベクトル

関数 f叱x)とmXm次元の行列関数G*( x)が存在する。ここで、
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〈ρ1・1)
17Yl'- B (x) 

D本(x)
〈ρ2-1) 

一一 I7Y
2
- B(x)1 (4 -7) 

、、，JX
 

J

，‘、B
 

、、，J
-
a
E
A
 
m川ρ

m

 

〈

y
w
u
p
 

また、 fキ(x)とG牟(x)は次式によって与えられる。

G本 (x) 一 D本 (x) (4 -8) 

f本(x)
本 1 本

(4 -9) 一一 D"'- (x) a-'-(x) 

ここで

〈ρ1・1)
a (x) 17 Y 1 

主
〈ρ2・1)
a (x) I (4-10) a'( x) 一 17 Y 2 

〈ρ 酬1)

F y m&〈x)
m 

上記の非干渉化に関する定理において注目されることは，行列関数D叱x)は、

制御に関係する f(x)とG(x)に関して不変であり、系の固有の性質のみに依存

していることである。このことは線形時間不変系の非干渉制御理論における D本行

列のF-不変性が非線形系においても向様に成立していることを示している。

次に非干渉化されたそれぞれの系に希望する特性を与える制御系の設計を考え
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る。 非線形系(4・1)，(4幽2)へ以下に与えられるような f(x)とG(x)を持つ状態

フィードバック制御(4閉めを加えることによって、系を非干渉化し、非干渉化され

たそれぞれの部分系に対しても入出力関係の上で希望する勤特性を与えることが

できる。

、、，JX
 
〆，、、

es'ふ
令
A
Y

D
 

一一、、，ノx
 

r
¥
 
G
 

(4… 1 1) 

f (x) コ Dキl〈X〉〈 r 〈X〉ー aキ(x) ) (4-12) 

ここで、 r(x)はm次元のベクトル関数であり、 i番目の要素は次のように与え

られる。

r.(x)=m. C(x)+ 
1，0 

ρ. -1 
(v-1) 

2: m，I7Y， a (x) 
v=l 1，胃'

(4-13) 

mi， vは設計者が自由に与えることができる設計変数である。

簡単な計算から、上記の制御系を非線形系(4・1)，(4・2)へ付加した場合に、出力

Yiに関して次の関係が満足されることを示すことができる。

、、，〆x
 

r

，、、向。
、、ノ・14

u

f
t

、.
2
1
y
 

円

V一一
、3ノ.，tu
 

〆
t

、・
a
t
y
 

〈ただし j語p-1) (4-14) 

〈ρi) (1)， (ρi -1) 
ヱロ1，~ Y ，十 m，，y，ト・・・ + m， / ~ 1'¥ Y ，-，- -. + 羽T• 

.L.LJ. i ，(ρi・1)

(4-15) 

(4-15)式は、 i番目の部分系の入出関係が入力Wiと出力 Yiのみよって記述され

ており、この部分系は非干渉化されていることを示している。また、適当な係数

mi， vを与えることによって、非干渉化された i番目の部分系に希望する勤特性を

与えることができる。

この非干渉制御理訟で注目される点、は、対象となる系が(4・1)，(4・2)式で表さ

89鴫



れるような非線形系であっても、 (4・11)、 (4・12)で与えられる非線形フィードパ

ック制御系を付加することで、非干渉化された部分系は入出力関係において線形

な関係で表されている点である。このことは、非干渉化された部分系の制御設計

を容易にする。この理論において解決されなければならないいくつかの問題が残

されている。とりわけ安定性に関する問題が最も重要である。 Schoenauは以下の

条件が満足されている時、非線形系(1)、 (2)を空間Hにおいて安定に非干渉化す

ることが可能であろうと予測している。

m 
m +ヱ (ρi-1 )コ n (4-16) 

上記の安定性に関する予測は完全に証明されておらず、したがって、この非干

渉制御理論を用いて設計された制御系を実際に適用する際には、この制御系を含

めた全体の系が安定であるかをあらかじめ保証しておく必要がある。
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4-3 オブザーバー理論

4-3-1 ある特殊な非線形系に対するオブザーバー理論

現代制御理論の多くは状態フィードパック制御法を中心に展開され、今日まで

に数多くの成果がもたらされている。しかし、これらの理論の成果の実際の利用

という点から見てみると、必ずしも広範に適用されているとは言いがたく、特に

大規模工学系ではその適用が理論上に限られている場合が多い。この原因は、こ

の制御法が制御の対象とする系の動的挙動を表すために必要な状態変数のすべて

の情報を入手できることを前提としていることにある。すなわち、ある工学系で

は往々にして状態変数の一部が直接観測することが困難であったり、大規模工学

系などように多数の状態変数を観測しなければならない系では、膨大な数のセン

サーを設けることや、それらを管理することが工学的に困難であったりする。こ

のような場合には、状態フィードバック制御を行うことができない。現代制御理

論の状態フィードバック制御法の成果を生かし、この問題に最も自然に対処する

方法は、観測されない状態変数を推定し、これを状態変数として用いることであ

る。このような問題の対して、1966年にしUENBERGER(9)によって線形時間不変系に

対するオブザーバー理論が初めて発表された。この理論から、オブザーパーの設

計可能性と可観測性とが密接に関係していること、可観測性が満足されているな

らば任意の観測特性〈例えば、収束特性〉を持つようにオブザーパーを設計する

ことができることが示された。その後の研究からオブザーバー理論が、可観測性、

可制御性や安定性の問題にも密接に関係していることが明らかにされた。特に、

安定性に関しては、状態フィードバック補償系を加えた閉ループ系の特性摂の位

置は、観測できない状態変数を推定するためにオブザーバーを閉ループ系に導入

することがあっても変わらないことが示された。このことは、オブザーパーの設

計と状態フィードバック制御系の設計を分離して独立に行うことができ、オブザ

ーパーの導入によって制御設計が複雑にはならないことを意味している。

線形時間不変系のオブザーバー理論に続いて、時変形、離散系、および非線形

系に関するオブザーバー理論が相次いで報告された。非線形系のオブザーバー理

論は、非線形系に対する非干渉制御理論の場合と向様に、扱う非線形系の構造上
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の違いに基づいていくつかの系に分類し、それぞれの場合についてオブザーバー

の設計可能性条件を明らかにするための議論が展開されている。本章では、結合

がの勤特性において考輩、されなければならない非線形性が遅発中性子先行核密度

に窟接に依存しないことに注目して、非線形系に含まれる非線形項が観測できる

状態変数のみで表すことができるという特殊な非線形系に対するオブザーバー理

論(11 )を採用した。

以下のように表される非線形系を考える。

x = A x + f 1 (y ) + f 2( u) (4-17) 

ここで、 X は n 次元の状態ベクトノレ、 y は n'(~n)次元の観測できる状態変数

から構成される状態ベクトル、 Uはm次元の制御ベクトルとする。また、 Aは次

元 nXnの実数行列、 f1はy 関する n次元の非線形ベクトル関数、 f2はUに関

する n次元の非線形ベクトノレ関数とする。 ただし、 y とxの問には次のような

関係があるものとする。

y H x (4-18) 

ここで、日は次元n'X nの観測行列とする。

THAUによるオブザーパー理論は、上記のような特殊な非線形系において、観測

行安IJHとA行列が可観測性の条件を満足するとき、入手可能な状態変数 y と制御

変数 Uの情報からすべての状態変数xを推定できる次数nの動的オブザーパーを

設計することが可能であることを示した。このオブザーバーは(4・18)式の直接観

測できる y も推定していることから、この重詰を避ける工夫を行うことで、オブ

ザーバーの次数を観測可能な状態、変数の数(n')だけ低減できる。 以下に低次元

化オブザーパーの設計方法について述べる。この方法によって設計されるオブザ

ーバーは、観測できない状態変数を直接推定しようとするものではなく、オブザー

バーの出力と観測可能な出力 y を用いてこれらを適当に合成して、すべての状態

変数 Xを推定するものである。 設計するオブザーパーは、次元(n-n')Xnの
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変換行予IJTを掛け合わせて得られるべクトルTxの推定を行い、次のような構造

を持つ。

Z コ P z + gl (y) + K y + g2 (u) (4-19) 

ここで、 PとKはそれぞれ次元が(n-n')X(n-n')と(n-n')Xn'の行予IJ

であり、 glとg2はともに n-n次元のベクトル関数である。 オブザーバーの

推定誤差を次のように定義する。

e= z T x (4-20) 

ここで、 eは次元 n-n の誤差ベクトルである。

そこで、次のような関係が成り立つような(n-n')Xn行列 Tが存在するも

のとする。

TA PT コ KH (4-21) 

Tf
1
(y) = gl(y) (4-22) 

Tf
2
(y) ヱ g2 (y ) (4-23) 

そのとき、オブザーパーの推定誤差は次のような方程式に従って変化する。

e P e (4-24) 

もし、行担JPの固有憶の実部がすべて負であり、それらの値をA行列の固有値の

実部の最小値よりも小さくすることが可能であれば、推定誤差は非線形系(4・1)の

各状態変数の挙動よりも速やかに零に漸近できる。 LUENBERGERは、観測行予IJHと

A行91Jが可観測性老満足するならば、行予IJPの固有憶の僅を任意に設定できるこ

とを示した。ところで、 n-n 次のオブザーバーの出力 zと観測可能な n 次元

の状態変数 y とを次のように結び付けることができる。
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t →∞  e → 0 

(4-25) 

ここで、 は推定しようとする状態変数ベクトルを表す。上記の関係から状態変

数xを次のように求めることができる。

x L
1
z + L
2
Y (4-26) 

ただし、 LlとL2は以下に定義される nX(n':'-n')とnX n'の次元を持つ行予IJ

である。

斗
u

rill-に一一、
I
l
j
J

勺
ムL
 

L
 

fil--、

(4-27) 

ところで、 (4・26)式で推定された状態変数ベクトル は非線形系(4:-17)に含ま

れる状態量のすべてを推定したものであるから、その変数の中には推定の必要が

ない、観部によって入手可能な変数 Y も含まれていることになる。 オブザーバ

ーの実際の使用にあたっては、合成された状態変数ベクトル から、推定しよう

とした官接観測できない状態変数を選び出して使用する必要がある。 国←2に、

観測の対象の系とオブザーバーを用いた状態推定の関係を表したプロック図を示

す。
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対象とする系 謀関

u
 

nγM 

ta +
 

y
 

'
E
B
‘
 

t
E
 +
 

X
 
A
 

一一
.
X
 

X 
U 

z = p z + gl (y ) + K y + g2 (u) 

寵翻器

国4， -2 寵簡の対象とされた系と譲翻器の関係を表おすプロヴク関

オブザーバーを設計するためには行列T、P、Kを決定する必要がある。これ

らの行列には合計2n (n -n ')1聞の未知数が要衰として含まれている。 一方、

これらの行列の関係を表す行列方程式(4・21)式には合計n(n-n')の方程式が

含まれている。したがって、未知数の数がこれらを関係づける方程式の数よりも

多いために、未知数を一意に決定することができない。オブザーバ}の設計には、

ある自由度が存在することになり、すべての未定要衰を一意に決定するためには、

不足している方程式の数 (n(n-n')) に等しい数の未定要棄に対して適当に

値を与える必要がある。未定要衰の内で最も重要なものは、オプザ}バーの推定

誤差を零に収束させる速度を決定する行予11Pの要素である。行予11Pの未定要素の

数は(n-n ')2個であり、{直を定める必要のある未定要衰の数よりも少ないので、

行予IJPの要素の値をオブザーバーに好ましい収束性を与えるように適当に指定す

ることができる。オブザーバーの収束性を決定するのは行列Pの固有値であるか

ら、行予IJPの最も自然な与え方は、行予IJPを対角行子IJとして与えて、その対角要

素〈すなわち、オブザーバーの閤有値〉に適当な値を指定することである。この

回有憶の決定では、観測しようとしている系の状態変数の挙動に推定値が速やか

に追従できるように、それらの状態変数の動的挙動を支配している国有値よりも

小さな負〈絶対値では大きい〉の国有憶になるように指定しなければならない。
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オブザーバーの収束性を高めるために固有値の値を任意に小さな負の値にするこ

とは原理的には可能であるが、このように定めた場合にはオブザーバーは微分器

のような作動を行い、雑音に極めて敏感に反応する。このような点を考慮すると、

観測しようとする変数の動的挙動を支配している屈有簡の絶対縫の数倍~十数倍

程度のものをオブザーバーの固有償として与えることが適当な選択と思われる。

行列Pがこのように決定された場合には、方程式(4-21)式を解くためには、行列

Tと行子IJKの要豪から合計n'(n-n')個の未定要素を選び、これらに適切な値

を与える必要がある。これらの値の選択は、行列Pの場合ーと異なり、その良否が

オブザーパーの特性に大きな影響を及ぼすことがなく原則的には自由に与えてよ

い。しかし、このように設計されたオブザーバーの係数の値がオーダ的に極端に

異なる場合には、オブザーバーを工学的に構成することが困難であったり、演算

精度が悪くなるので、これらを避けるためにオーダがほぼ均等になるように指定

すべきである。

上記に述べたように、オブザーパーの設計には大きな自由度が存在しているた

め、設計者の適切な判断が要求される。この判断自体は困難な仕事ではないが多

少娯雑な作業を必要とする。これを避ける一つの方法は最適化手法の適用である。

例えば、推定誤差の自乗をある時間にわたって積分したものを評価関数として導

入し、この評価関数を最小にすることでオプザ}パーを設計することができる。

このような手法で注意しなければならないことは、推定誤差の最小化のみを自的

とした最適化は、上記に述べたように収束性は優れているが雑音に敏感に反応す

るオブザーバーが設計される恐れがある。したがって、オブザーバーの設計に最

適化手法を適用する場合には、評価関数において、推定誤差ばかりでなく、過度

の収束性が与えられることがないように奴束性を抑制するための何らかの制約を

加味できるような工夫が必要である。

4-3-2 オブザーバーとカルマン。フィルターとの関係 (17)，(18)， (19) 

カルマン・フィ jレター理論の歴史はオブザーパー理論よりも古く、カルマンに

よって創始された。オブザーバーとカルマン・フィルターの違いを簡単に述べる
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と、次のようになる。カルマン・フィルター理論はある信号の発生援構や、それ

を観測するための観測過程に雑音源が含まれるような確率系を対象にしており、

過去から現主に至る観測した信号データを用いて雑音の影響を取り払い、真の信

号を推定しようとする問題である。一方、オブザーバーは扱う対象が確定系であ

り、観測可能な状態変数を入力とするオブザーパーと呼ばれる動的システムを構

成して、これによって観樹できない状態変数を推定しようとするものである。

カルマン・フィルターによる状態推定は、推定値と真の値の差、すなわち推定

誤差の自乗平均値が最小であり、推定儲が不偏推定量であるように推定を行うも

のである。扱う系が線形離散系である場合には、推定を行うための関係式がディ

ジタル計算処理に適した漸化式の形で与えることができる。カjレマン・フィルタ

ーの実際の適用は、電子計算機等でディジタル処理が可能である離散系のものが

専らに用いられると考えられるが、オブザーバーとの比較のために連続系の場合

のカルマン・フィルターについて考える。連続系の場合では、信号の生成系が線

形時間不変系であり、雑音の統計的性質が定常的である場合には、カルマン・フ

ィルターはオブザーバーと見かけ上回じ構造を持った動的システムとなることが

知られている。オブザーバーの極の位置く毘有値〉の決定は、オブザーバーの収

束特性を支配することになるので設計の中心問題である。カルマン・フィルター

の場合は、震の位置は雑音の統計的性質によって大きく支配される。カルマン・

フィルターは、観剖したい信号に雑音の影響が大きい場合には極めて有効である

が、雑音の影響が無視できるほど、小さい場合や、一部の信号には雑音の影響が全

くない場合にはフィルターの極のあるものがー∞の値をとり、好ましくない特性

を持つようになる。すなわち、このことはフィルターの一部に微分器が含まれる

ことになるので、予知しない雑音に対して極めて敏感に作動ずることを意味して

いる。雑音レベルが小さな場合には、雑音の統計的性質のみを考躍して援の位置

を決定しようとすること自体根拠が薄いものであるので、このような場合には他

の基準によって極の位置を決定するような手法を採用すべきである。
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4-4  結合炉の非線形勤特性モデル

結合伊のモデルとし

て、図4-3に示すよう

な炉心が2つの領域か

らなる結合炉を対象と

する。非線形効果は、

反応度が燃料温度の反

応度フィードバックと

制御棒挿入位置に依存

していることから生じ

炉心 1

函4-3

炉心 2

2 W 心結合伊

る。これらの状態の変動が微少である場合には、一般に線形近似で十分であるが、

ここでは大幅な出力変更問題を扱うので、この非線形項を保存しておかなければ

ならない。以下に結合炉の非線形動特性方程式を示す。

a 
x.= 

.̂ 
x.+ .̂xi+4 + A~ x i+6 1 X i 十

O 
a.ll 

十入 xi+2 1+ .̂ 

s， 

x i+2 一一一-x. -^ _ .~ i 入ix i+2 

x. _ V， 
i+4 x/ i x. - ffi. x... 1 +/f 

x i +6 x i+8 

X. 
i+8 u.一α. x .~ i +8 

O 
n 

号+4 + .̂ x i+6 1+ 

コ 1， 2 
j = 1 or 2 (j;i:i) 
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八.
X 
J 

(4-28) 

(4-29) 

(4-30) 

(4-31) 

(4-32) 



ただし、 X. 領域 iの炉出力 (Mw)

x i+2 
領域 iの遅発中性子先行核密度 (Mw)

x i+4 領域 iの撚料平均温度 (K)

x i+6 領域 iに制御棒によって印加した反応度〈ム l{/ k) 

x i+8 領域 iの制御棒挿入速度 (m/秒〉

U 領域 iの制御棒駆動機構への制御入力

また、上式で用いた各パラメータはそれぞれ次の意味を持つ。

行j i 領域 iから領域Jへの中性子結合係数

r. . 領域 iの中性子自己結合係数

s. 領域 iの遅発中性子発生比事

八 領域 iの却発中性子寿命〈秒〉

入 領域 iの遅発中性子先行核の崩壊定数(/秒〉

n: ; 領域 iの初期定常炉出力 (Mw)
b 領域 iの燃料平均温度の反応度係数((ム k/k)/K) 

42i ; 領域 iの核分裂による熱発生係数 (K/(Mw 0 秒)) 

m. 領域 iの熱除去係数(/秒〉

α 領域 iの制御棒駆動機構の時定数の逆数(/秒)

非干渉化したい出力は炉心 1、2の伊出力とし、それぞれの伊心の遅発中性子

先行核密度は直接観剖できないものとしてオブザーパーによって推定するものと

する。
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4-5 非干渉制御系の設計と安定性解析

4-5-1 非干渉制御系の設計

前節で与えた結合炉の非線形モデルに対して4章2節で述べた非線形系の非干

渉制御理訟を連用して非干渉制御系を設計する。このために、結合炉の数学モデ

ルを非干渉制御理論で要求している以下のような数学形式で表すことにする。

X ロ a (x) + B (x) u (4-33) 

Y = c (x) (4-34) 

非干渉化したい出力は各炉心の炉出力とする。 したがって、状態変数xの数

(n)は10 、出力yおよび非干渉制御系の入力wの数 (m)はともに2である。

a(x)、B(x)、c(x)の具体的な表現は付録十iに示す。

最初に非干渉制御の可能性を調べるために(4・7)式で定義される Dてx)行列を

計算し、これが正良Ijであるかを認べることにする。 このために、 (4・4)式で定義

される ρ1(i=1，2)を計算する必要がある。まず最初に出力 Ylに関する ρ1の計算

を行い、以下のような結果が得られた。

ry
1
B (x) コ rx

1
B (x) コ[0、o] 

. 
‘' ry

1
B (x) コ rx1B(x) 一一 [ 0 、o] 

a 
o 

ry
1
B (x) =l7x

1
B (x) = [ 一A一一 (x~+ x

1
) 、o ] 

学[ 0 、o] (4-35) 

この結果から ρ1は3であることが分かった。出力Y2についても同様な計算を行

い、以下のような結果が得られ、 ρ2も3であることが求められ-た。
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P'y2B (x) = P'X
2
B (x) 

a_ 
= [0 、?と

“ 2 

守
i
J
、、，〆
q，L
 

X
 

十o
n，，h
 

X
 

J

，‘、

手[ 0 、o] (4-36) 

以上の結果から D叱x)行列を(4・7)式に従って構成すると以下のようになる。

a 1 ， 0 

工作1+ x i)、
D本(x) コ (4-37)

a 2 ， 0 

A 一(x 2 + x;) 
2 

D宇(x)行予IJの構造から明らかのように、 (Xl0+Xl)，あるいは(X20+X2)が

Oでない限り、すなわちどちらかの領域の出力が Oにならない限り、 D宇(X)行

列は正員IJであるので、定理 1より非干渉制御が可能であることが分かった。非干

渉制御系を(4・10)，(4・11)，(4-12)式に従って設計する。 上述したように各ρiは

3どいう結果が得られたので、非干渉化された各炉心の炉出力の動的挙動は、以

下のような 3次の微分方程式で表すことができる。

?-m?.-mf-m xコ w. ，i= 1 ，2 (4 -3 8 ) ---i ， 2 V ---i ， 1 V ---i ， 0 

非干渉化された炉出力Yiと非干渉制御系の入力wdこ関係する伝達関数(4・38)式

の極を P1. j(i=1，2，j=1，2，3)とすれば、根と係数の関係から ffii. jを極の備によっ

て次のように表すことができる。

= P. .+P. _+P i，2 4 i，1. 4 i，2. 4 i，3 
(4-39) 

ffi 一(P. .P. ~+P. ~P. ~+P. ~P. .) 
i，1

4 

i，2 4 i，2-i，3 -i，3- i，l 
(4-40) 

ヱ P.. P. _P 
i，o 4 i，1

4 

i，2
4 

i，3 
(4-41) 

この関係を用いて適当な極を選ぶことによって、非干渉化された炉出力に任意の

勤特性を与えることができる。 今回の試みでは、単位ステッフ.入力Wjによって
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炉出力が約 1分で 30MWから 40MWへ上昇できるように援の値を-0.01，寸.0，

-4.0と選んだ。その結果、 m1. jは以下のような健となる。

m22  -7. 0 1 

区1i，l= -12.07 (4-42) 

m. 一一 -0 . 1 2 
1，0 

(4・13)式に従って r(x)を構成すると次のようになる。

r (x) コ
0.12x
1
・12.07x

1
・7.01x 1 

(4-43) 

-0.12x
2
・ 12.07x

2
・ 7.01x 2 

また、行子IJa叱x)は付録4・2に示すよう Lこ求められた。さらに、付録十3、4-4に

はa叱x)，r(x)行列中に現われる xi(i=1，2)の一次、およびニ次の時間導関数

の計算法について示した。 以上により、求められた D叱x)，r(x)，aキ(x)を

(4・11)，(4・12)式に代入することによって、各炉心の炉出力を非干渉化し、それぞ

れの炉出力を(4-38)式に示す特性に従って変更するような非線形状態フィードバ

ック非干渉制御系を設計することができた。

4-4-2 非干渉化された結合炉の安定住

設計された非干渉制御系の制御を実施する前に、この制御系が結合がの安定性を

保証することができるかを謂べておく必要がある。そこで、まずSchoenauが予測

した安定条件(4・16)を用いて調べ、次のような結果を得た。

2 
m +ヱ〈ρ-1 )コ 6 干!: n = 1 0 (4-44) 

前にも述べたようにSchoenauの予糊した安定条件は完全に証明されたものではな
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く、この条件が満たされている場合でも、制御系を含めた全体の系の安定性を適

当な安定性理訟を適用して調べる必要がある。まして、上記のようには帽16)式の

条件が満足されていない場合にはその安定性の検討が必要である。

結合炉の安定性に関する研究は、結合炉が炉型としては特異な部類に属し、研

究炉として世界に数基しか存在していないにもかかわらず、原子炉の安定性解析

の重要な研究対象となっており、これについて数多く研究 (14)，(15) が報告され

ている。これは、上で述べたように空間的な影響が安定性にどのように影響を及

ぼすのかという学術的な興味に加えて、この解析結果を結合炉と同様に空間依存

性器考慮して安定性解析を行う必要がある大型炉の解析にも適用できるために、

この種の先駆的研究としての意味を持っている。

一般に原子炉の勤特性方程式には反応度フィードパックに起留する非線形性老

有している。結合炉の安定解析は、この非線形性に加えて、領域間の干渉〈例え

ば、干渉の強さ、干渉の時間遅れ〉の影響や領域間の特性の違い〈反応度分布の

違い、異なる反応度フードバック係数等〉を考震に入れた解析を行う必要がある

ため、一点近似炉の解析に比べて非常に困難なものとなっている。非線形性を持

つ結合炉の安定性解析は一般には国難であるが、温度フィードバックによる反応

度寄与が温度の線形関係で表される場合には、非線形系があっても適当なリヤプ

ーノフ関数 (16)を用いることで安定性解析が比較的容易に行える。それによれば、

温度フィードバック係数が負である場合には、任意の外部反応度入力に対して安

定であることが証明できる。特に、門.Podowski(15)は、リヤプーノフの安定解析

法を用いて反応度フィードパックがより一般的な非線形性を持つ場合の結合炉の

安定性解析を行い、各炉心の炉出力の任意の変動 Xjに対して反応度フィードバッ

クが以下の条件を満たすならば結合炉は安定であることを示した。

2.  k 
ーム X.ρ ，(X"X，，) dV ~ 0 

-zlj V A i iド j'." 1 ' .. 2 
(4-45) 

ここで、 ρiは各炉心に付加された反応度中の反応度フィードバックの寄与分を表

す。また kjは以下の関係を満たす任意の正数とする。
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k 1 

K 
2 

γ A2  
12 --1 --1 

7 A 2  
21 "2 "2 

(4-46) 

この条件は、炉出力が変化する際に炉が安定であるためには、炉出力変化に伴う

反応度フィードバックの反応度変化が炉出力の変化を抑制するように働き、その

正味の反応度変化が(4・45)式の条件を満たさなければならないことを示している。

この条件は、結合炉の安定性の条件ばかりでなく、大型炉で領域間の反応度分布

が異なっているような場合の安定性の判別にも適用できる極めて有用な結果であ

る。

しかし、設計された非干渉制御系には上記の設計で示したように非常に援雑な

非線形性が含まれているために、この制御系を含んだ結合炉の閉ループ系の安定

性の有無を、上記に述べたようなリヤプーノフの安定論やPodowskiの結果を直接

適用して数学的に証明することは事実上困難である。

ここでは、数学的手段によらず物理的考察から、設計された非干渉制御系を合

んだ結合炉の安定性について検討する。非干渉制御系によって各炉心のが出力は

(4寸8)式の特性を持つように非干渉化される。この炉出力は、希望の安定極が得

られるように係数ffii， jを適当に選ぶことによって、安定化できる。 ここで問題

となるのは、この方法で任意に指定できる援の数は合計で 6個であり、一方、結

合炉の数学モデルの系の次数は 10であるので、残りの4個の援は固定援である

ことになる。制御系を何も加えていない状態の結合炉はそれ自体安定な系である

ので、固定極が在ったとしても、その回定極は安定な極である。したがって、炉

出力は、非干渉制御系を加えても安定性が損なわれることはないと考えられる。

遅発中性子先行核密度や炉心温度を記述する方程式から、中性子出力が安定な挙

動を示す限り、これらの霊も安定であることが分かる。そこで残された問題は、

炉出力が安定であるかのように制御されているけれども、これは見かけ上安定で

あるかのように見えるのではないかという疑問である。すなわちこれは、伊出力

が変化した場合に、その変化に伴う反応度フィードバックに起因する反応度変化

は炉出力をますます変化させるような方向に変化しようとするが、非干渉制御系

によってこれを打ち消すように外部反応度が印加され、その結果として反応度が
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相殺されるために、見かけ上安定であるかのように見えるのではないかという疑

問である。この疑問に対して次のように検討を行う。非干渉制御系は各炉心に設

けられた制御棒駆動機構に対して、制御信号を出力する。制御棒によって加えら

れる反応度が有限であるためには、制御棒駆動機構への制御信号が常に有限であ

り、炉出力や他の状態変数が定常になった際Lこは、制御棒の挿入や引き抜きの動

きが停止するように制御棒駆動機構への信号が零とならなければならない。設計

された非干渉制御系は、制御棒駆動機構への制御信号を結合炉の各状態変数で表

された非線形関数を用いて計算する非線形状態フィードバック制御系である。そ

こで、この非線形関数の簡単な解析を行うと、これらの関数には各状態変数間の

積や割り算等の演算を必要とする非線形性が数多く含まれているが、その関数の

{直は状態変数の値が有限であれば有限であり、各状態変数が定常状態、に漸近する

と零の値に漸近することが分かる。先にも述べたように、非干渉制御系に有限な

{痘が入力されたならば、これと対応する炉出力も与えられた特性に従って有限な

挙動を示し、他の状態変数の挙動もこれに追従して有限となる。また、その入力

の値が一定値になれば炉出力もある一定の{直に漸近し、遅発中性子先行核密度や

炉心温度についても同様なことが言える。すなわち、非干渉制御系の入力には過

渡変動時には状態変数の有限な値が入力され、過渡変動が治まった場合にはそれ

ぞれの定常値が入力されることになるので、非干渉制御系の出力は常に有限であ

り、特に、各状態変数が定常に達したときには零となる。

以上の議論より、炉出力の勤特性が安定になるように適当な極配置を行う限り、

設計された非干渉制御系は与えられた結合炉を安定に非干渉制御を行えることが

分かった。
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4， -6 非線形オブザーパーの設計

以下では、 4章3節で述べたオブザーパー理論を用いて各炉心の遅発中性子先行

核密度を観測するためのオブザーパーを設計する。与えられた結合炉では遅発中

性子先行核密度以外のすべての状態、変数は観測できるものとする。

結合炉の動特性方程式を、オブザーバー理論の(4・17)式で要求しているように、

線形項(Ax)、非線形項(fl(Y'))、外力項(f2(U))に分けて表現する。 それ

ぞれを付録心5に示す。 直接観測できる状態霊は、上で述べたように遅発中性子

先行核密度を除いたすべての状態変数であるから(4・18)式で定義される観測行列

Hは 10X 10の単位行列から3，4番目の行を除いた 8X 10行列となる。観測で

きる状態変数の情報からオブザーパーを用いて遅発中性子先行核密度を推定でき

るためには、行ヲIJAとHに関する可観測性の条件が満足されなければならない。

この条件を調べると、可観測性の条件が満たされていることが分かり、オブザー

バーの設計が可能であることが確かめられた。状態変数の数が10個であり、その

うち観測できる状態変数の数は8個であるので、設計されるオブザーバーはその構

造が(4-19)式で表される2次の動的システムとなる。 設計では、 (4・21)-----(4・23)

式を満足するように、 (4・19)式中の行91JP、K、ベクトル関数 gl(Y')、g2(U) 

の決定を行う o ここで決定すべき行列P、Kはそれぞれ2X 2、2X 8の次元を

持つ未定行列であり、 gl(Y')、g2(U)はそれぞれ2次のベクトル関数である。

また、これらの行列やベクトル関数に加えて、 (4・20)式で定義される2X 10の次

元を持つ未定行予IJTも決定する必要がある。 (4・21)--(4・23)の関係式に注目する

と，(4・21)式を用いて未定行列P、K、Tを決定するならば，(十22)式と(4・23)式

から一意にベクトル関数を決定することができるので、未定行列の決定とベクト

ル関数の決定を分離することができる。そこでオブザーバーの設計を(4・21)式の

関係式を用いて未定行列P、K、Tの決定から始めることにする。

(4・21)式の行列方稜式には合計40個 (=2X2+2X8+2xl0)の未定要素が含まれ、一

方これらを関係づけている方程式としては合計20本が含まれている。したがって、

行列方程式を解くためには、 40個の未定要衰の内20個の要素の{直を適当に定める

必要がある。これらの未定要素の内で最も重要な要奈は、オブザーパーの収束速

度を決定する行子IJPに関するものである。ここでは、この行列を対角行列として
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与え、その対角要素に適当な{直を定めることによって希望する収束特性を与える

ことにする。 以下では行予IJPの(i ， i)の対角要衰を Pi (< 0)と表すことにする。

これらの値はオブザーパーで推定しようとしている遅発中性子先行核密度の変化

速度を考慮して決定されるべきである。遅発中性子先行核密度の変化の時間挙動

は崩壊定数(入〉に主に支配されている。オブザーバーがこの挙動に追従して推定

を行うためには、国有{直として次の条件を満足する必要がある。

I P 1 I >>入 1 、 I P 2 I >>入2 (4-47) 

以下では、設計の便宜上、固有償Piには具体的な数{直を与えず変数の形で表

すことにする。これによって形式的には4偲の未定要奈が決定されたことになり、

この結果、行列TあるいはKの要素の16個の要素に対して適当な値を与える必要

がある。設計では、以下に述べる理由で、行列Tの16個の要素に対して値を与え

ることにした。行予IJKの未定要素の数は、上で述べた値を与えなければならない

未定要素の数16個と等しく、行予IJKの要素に値を与えることにしたならば、すべ

ての要棄に適当な値を設定しなければならないことになる。 しかし、この値の

決定には何の手かがりもなく、大きな自由度が存在する。 これらの値の設定を

(4す1)式を満足するように試行錯誤的に行うことは可能であるが、この決定法は

効率が悪いと予想される。一方、 (4帽20)式から分かるように、行列 Tは状態変数

xの中からあるものを選択し、これらを合成した仮想的な状態変数(Tx)をオブ

ザーバーの出力 Zと定義するための変換行列である。状態変数から何を選択し、

それらをどのように合成するかにはある程度の自由な選択が許されるが、その選

択には行予IJKの場合と異なりある程度の物理的意味を含ませることが可能である。

以上の理由で、残りの16個の未定要素の値の設定には行列Tの要素を当てること

にした。この設定では、 16偲の未定要素に対して任意の債を与えてもよいので、

設計されたオブザーパーの構造を簡単にするために、可能な限り多くの要素に対

してOの値を設定することにした。 次に問題となるのは、行列Tの20個の未定

要衰の中からどの要素を Oにするかという問題である。 この決定の手かがりは

行列方程式(4-21)の3，4j1Jに関係する方程式にある。観測行予IJHの3，4j1Jがすべて

Oの{直の要素から構成されており、その結果(4幽 21)式の右辺の3，491]の値がすべて
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Oとなることに注目すると、(4・21)式の行列方程式の3，4列に関係した方程式には、

行列Kの要素は関係せず、行列PとTのみの要素が関係する。それらの方程式を

整理すると以下のような関係式を得る。

t 1，1 入1+ P 1 t 1，2 入2十 P1 

t 1，3 
、
t 1，4 
一

入1 入2 
(4-48) 

t 2，1 入1+ P 2 t 2，2 入2+P 2 

t 入1
、 一
t 2，4 入2 2，3 

上記の関係式は、オブザーパーの国有値の植が与えられるならば行列Tの1---4

列の要素間の4つの比の{直が一意に定まることから、これらの要禁の値の選択に際

しての一つの条件を示している。この条件式を用いると行列Tの1---2JIJ目あるい

は3-..， 4JIJ自の4つの要棄に憶を与えることによって、それぞれの比に関係する一方

の要素の値を決定することができる。また、上記の関係式から行予IJTの要素の憶

の選択に対して次の条件を得ることができる。

t .3ポ O t . 4 乎士 0(=1，2) く4-4， 9) 

この物理的意味は自明である。オブザーパー理論は、オブザーバーの出力 Zと観

測できる状態変数y を (4・26)式を用いて合成して、遅発中性子先行核密度を推

定しようとするものである。このためにはオブザーパーの出力である z(すなわ

ち、 Tx)には遅発中性子先行核密度の情報が含まれている必要がある。 条件

(4-49)は、変換行列Tの t1. j ( i = 1， 2， j =3，4)の要素は状態変数 χから遅発中性子

先行核密度を抽出する要素であるから、遅発中性子先行核密度の情報を得るため

には、この要素の値がOであってはならないことを示している。また条件(4-47)

から、 (4・48)の条件と入 1コ入 2であることを考慮、すると、 Tの要去に関する次の

条件を得ることができる。

t .13tO t .2#O  、(ヱ 1， 2 ) (4. -5 0.> 

この条件は、遅発中性子先行核密度を精度良く、速やかに推定するためには、遅
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発中性子先行核密度の動的挙動を支配している炉出力を含んだ変数をオブザーパ

ーの出力 Zに合ませて推定すべきであることを意味している。以上の解析から行

列Tの1---491Jの要素を 0としてはいけないことが分かったので、残りの行子IJTの

5---10列の合計12個の要素にOを与えることにした。 これによって、値を定める

必要があった16個の要衰の内12個の要素の値を決定することができたことになり、

残された問題は行列Tの1-4~IJ の 8個の要素の中から 4つの要素に対して適当な値

を与えることである。 これらの要素の値を、上で述べたように、 (4-48)式の4つ

の関係式を満足するように行列 Tの1---2ヲIJ自の要素あるいは3---4~IJ 自の要素を適

当に与えることで、行列Tの強された未定の4偲の要素の値も一意に決定すること

ができた。

行予IJKの要素の値は、上記で決定した構造を持つ行列P、Tに関して(4暢 21)式

の 5-8~IJ に関係する方程式を解くことによって、付録十 6?こ示したように行予IJ T、

Pの要素で表すことができる。また、行予IJTの構造が決定されたことから、(4・22)、

(4・23)式からベクトル関数 gl，g2を付録4-7に示すように与えることができる。

以上の結果から、オブザーパーの設計は、オブザーパーの2個の固有値Pi(i=l，

2)と、行予IJTの1---2~1j自の要素あるいは 3---4~IJ 自の要素の4個に、適当な{霞を与え

ることに帰着することができた。実際の設計では、オブザーバーの国有値の絶対

値が崩壊定数入の11倍であるように行列Pを以下のように設定した。

pz[;lλl:J (4-51) 

(4-48)式にオブザーパーの固有値pi(=-ll入〉を代入し、また設計の対象とした結

合炉の各炉心は同ーの形状、性質を持つことを考躍すると、行予IJTの1---4~IJ 自の

要素の比の値がともに-10となることが計算される。 そこで、この比が満足され

るように行予IJTを以下のように設定した。
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遅発中性子先行核密度を推定するためには、観測可能な状態変数 y とオブザ

ーパー出力 Zとを(4・26)式で示すように行列Ll、L2を用いて合成する必要があ

る。この合成を行うための行列を(4帽27)式を用いて求めると次のような結果が得

られた。

L 1= 
、111
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4-:-7 ディジタル・シミュレーション

結合炉は全く同一の形状、性質を持つ 2つの部分炉心から構成されているもの

とする。したがって、各炉心の勤特性パラメータはそれぞれ等しく、今回の試み

では以下の値を採用した。

p O. 049 γ . O. 0 1 8 . 

入 O. 44  /秒
o . 
30 MW  X 

A 0.0001 秒 a 0.001/K 

江1 1 O. 0 /秒 α 14. 0 /秒

{2， 10. 0 K/  (MW"秒〉

まず最初に、制御を何も受けていない結合炉において、炉心開の干渉が各炉心

の状態にどの程度の影響を及ぼすかを調べる。このために、炉心 1の制御棒駆動

装置のみに図4・4に示すような信号を与えて制御棒を一時的に引き按き、反応度を

加えた場合の各妙心の炉出力の挙動を調べた。その結果を図4-4に示す。

Mw 
32 

31 

炉心

中性子出力

炉心 2

. ， 一一ー'ーーーや・・ーー・、--・ F 、、， 
/ 
/ 

30 
0.01 

制御棒窓勤援者まへの制御信号

時0.01

に
J 10 15 20 25sec 

図4-4 炉心 1の制御棒駆動機構に図に示した制御信号を

加えた場合の各炉心の炉出力
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この図から、炉心2は炉心 1からの中性子の洩れによる干渉の影響を顕著に受け

ていることが分かる。

このような結合炉に、設計した非干渉制御系を導入する。ただし、さしあさっ

て、設計されたオブザーパーは用いずに、すべての状態変数は観測できるものと

して非干渉制御系の特性を調べることにする。非干渉制御系の入力は各炉心の炉

出力に対する要求出力髄Wiであり、それぞれのが出力は対応する入力Wiに追従

するように制御されるが、その際には見かけ上他の炉心に影響を与えること無く、

また影響を受けることも無く、非干渉的に出力変更が実施される。まず最初の試

みとして、非干渉制御系の炉心 1に対する入力のみにステッブ状の信号を加えた

場合の各炉心の炉出力、制御棒によって加えられた反応度、非干渉制御系から制

御棒駆動機構へ送られた信号の時照的挙動を図十5......4干に示す。

40Mw l 

伊心 1

炉心 2

30Mw 

10 20. 30 40 50 60sec 

図4-5 非干渉制御系の如心 1に対する入力のみに単位ステップ
入力を加えた場合の各炉心の炉出力
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10-2 
炉心 1

炉心 2

O 

、、
、、、、
、、
、、

、、
h -
---ー ー崎町ーーー一一一---ーーー叩一一ー一ー

10 20 30 40 50 60 Sf'c. 

図4-6 非干渉制御系の炉心 1に対する入力のみに単位ステップ
入力を加えた場合の各炉心の制御棒によって加えられた

反応度

10-2 

伊心 2

O 

J
 、、

i
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--t
，‘
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/
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，，
 
、、、

d
F
 d

 d
 〆

，
 
ノ
J
 J
 J
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〆

10 20 30 40 50 60 sec 

図4-7 非干渉制御系の炉心 lに対する入力のみに単位ステップ
入力を加えた場合の非干渉制御系から各炉心の制御棒駆

動機棒へ送られた制御信号
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これらの図において、炉心 1の炉出力はが心2~こ何らの影響も与えることなく

出力変更され、非干渉制御が実現されている。各炉心の制御棒によって加えられ

た反応度の変化を示した図から、このような制御を実現するために、炉心2の制

御棒は炉心 1の出力増加に伴う炉心 1からの中性子の洩れの増加の影響を打ち消

すように自動的に挿入されていることが分かる。次の試みとして、非干渉制御系

の炉心 1の入力にステップ状の入力を加えた後の 5秒後に、炉心2の入力にも向

様な信号を加えた場合のシミュレーションを行った。 その結果を図4・8......4・10に

示す。

40Mw 
-----ーーー司-----←4

 4
F
 

，
 
d' a' a' /

 〆
/
 /
 〆 炉心 1

JOMw 

ノ
ノ
/ 
J 
J 
I 
J 

炉心 2

J 

I 
J 
J 
/ 

10 20 60 sec 

密4-8 非干渉制御系の炉心 1~こ対する入力に単{立ステップ入力
を加えた後、 5秒後に炉心2にも同様なステップ入力を

加えた場合の各伊心の炉出力の挙動
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非干渉制御系の炉心 1に対する入力に単位ステップ入力
を加えた後、 5秒後に炉心2にも同様なステップ入力を

加えた場合の各炉心の制御棒によって加えられた反応度

50 40 30 20 10 

図4-9

炉心 1

炉心 2
10-2 

1 

1 

8 

2 

1 1 、
、

O 

60 sec 

非干渉制御系の炉心 1に対する入力に単位ステップ入力

を加えた後、 5秒後に炉心2にも同様なステップ入力を

加えた場合の非干渉制御系から各炉心の制御棒駆動機構

へ送られた制御信号
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この場合についても同様に非干渉制御が実践されていることが分かる。

非干渉制御は、干渉の影響を打ち消して、あたかも干渉がないかのような制御

を実現する制御である。これを実現する制御系には、干渉の影響の打ち消すため

の微妙なバランスが要求され、精度良い演算が必要とされる。非干渉制御系から

制御棒駆動装置に送られる信号 Uは、各炉心の状態霊が定常状態になったときに

は、 Oに漸近しなければならない。上で示した2つの場合についてそれぞれの U

の挙動を見ると、全体的には各状態量が定常状態に近づくにつれて Oに漸近して

行くが、局所的にはかなりの変動が見られ、特に O近傍ではその変動が顕著であ

ることに気が付く。この原留は、 Uが非干渉制御系において非常に複雑な演算の

結果として Oとなるために、この演算の過程でまるめの誤差が生じているためと

考えられる。これらの変動が比較的小さい場合には、炉出力における影響は今回

の場合のように無視できるが、大きくなると炉出力にもその影響が現れ、その結

果として非干渉制御系はそれを打ち消すための制留を行い、それがまた炉出力に

変動をもたらすような過程が繰り返し、遂には大きな変動を生じさせる可能性が

ある。

上に示した結果はディジタル・シミュレーションの結果であり、非干渉制御系

における Uの植の計算はディジタル計算機を用いて行った。しかし、今回設計し

た非干渉制御系は実際にはアナログ系であり、この制御を実施する場合にはアナ

ログ制御系で行わなければならない。一般に、アナログ系はディジタル計算接ほ

どには精度よく演算を行うことができないと言われている。上記において、演算

精度の優れたディジタル計算機であっても、演算精度が有践であるために、非干

渉制御系の出力 Uにまるめの誤差による変動が発生し、この変動が大きい場合に

は非干渉制御に大きな振動をもたらす可能性のあることを示唆した。アナログ制

御系による非干渉制御の実施にあたっては、アナログ制御系の演算精度が重要な

問題であると考えられる。

これまでのシミュレーションでは、すべての状態量が観測できるものとしたが、

実際には炉心 1、2の遅発中性子先行核密度を観測することができない。これら

の状態量を観測するために4章4節で設計したオブザーバーを導入する。オブザー

バーは初期値として与えた観剖すべき状態震の予測値から出発して、ある収れん

特性を持って真の値に漸近する。図4・11に炉心 1、2の遅発中性子先行核密度の
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それぞれに対して図に示したような 3種の異なる初期値を与えた場合のオブザー

パーの収れん特性を示す。図から分かるように、オプザ}バーのいずれの初期信

においても 1秒以内で観測すべき状態量の植にi反れんすることができた。

オブザーパーを導入した場合についてもう一度上記と同じ条件で非干捗制御の

試みを行うと、図4-5-4・10に示された挙動と全く一致する結果が得られた。

以上のディジタル・シミュレーションの結果から、非線形方程式で記述された

勤特性方程式を持つ結合がを、オブザーバーを合んだ非線形状態フィードバック

制御によって非干渉制御ができることが確かめられた。

トペw

103 

O 

四 10
3

5 

伊心 i

炉心 2

実際の遅発中性子先行按密度の変化

観測器によって推定された変化

10 1 5 20 30sec 

図4.-1 1 オブザーバーの状態推定の収束特性〈推定を図に示した
ような3返りの初期条件について行った。〉

117・



4-8 まとめ

本章では、結合炉の炉出力を大I憶に変更する擦に、これを非干渉的に変更する

試みを行った。このような大幅な出力変更を扱う場合には、原子がの動特性方程

式には、反応度フィードバックなどに関係して現れる非線形性を陽に含める必要

がある。本章では、このような非線形勤特性方程式で表された結合炉の非干渉制

御系の設計に、 SCHOENANらによって報告された非干渉制御理論を適用した。設計

では、まず与えられた結合炉において非干渉制御が可能であることを示した。つ

いで、各炉心の出力変更を希望する応答特性で実施可能にする非干渉制御系の設

計を行った。設計された制御系の安定性の解析では、物理的な考察を通して、設

計された制御系が結合炉を安定に非干渉制御できることを示すことができた。

設計に適用した理論は状態フィードパック制御を前提とした手法であった。す

なわち、この理論はすべての状態変数の情報を直接的な観測手段で入手できるこ

とを前提としている。しかし、原子炉では遅発中性子先行核密度のような直接的

な計測手段では観測できない状態震が存在するために、状態フィードバック制御

を直接適用することができない。本章ではこのような問題に対処するために、遅

発中性子先行核密度をオブザーバーを用いて推定し、これを状態フィードバック

制御において状態変数として用いることを試みた。非線形勤特性方程式で表され

た結合炉に対してオブザーバ}を設計するために、非線形系を対象にしたオブザ

ーバー理論を適用した。オブザーバーの設計では、各炉心の遅発中性子先行核密

度以外のすべての状態変数は観測できるものとした。設計から、入手可能な状態

変数の情報から連発中性子先行核密度を推定することが可能であることが示され、

オブザーバーは2次の動的システムであることが分かった。オブザーバーの設計

では決定すべき未定変数がこれらを関係づけている方程式の数よりも多く、それ

らの決定には大きな自由度が許されている。このため、それらの適切な決定には

試行錯誤的な過程が必要とするため、設計上の負担となっている。今回の設計で

は、物理的あるいは工学的考察の下で試行錯誤的な設計手)1援を踏むことなく、希

望の特性を持つオブザーバーを設計することができた。.

ディジタル。シミュレーションの結果から、非干渉的に、しかも希望の過渡特

性で、炉出力を大幅に変更できることが確かめられた。また、オブザーパーは、
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炉出力の急激な過波変化においても、遅発中性子先行核密度の変化に十分に追従

して推定可能であることが確かめられた。

ディジタル・シミュレーションの結果は、制御系の演算精度が重要であること

を示唆している。非干渉制御は状態間の干渉の影響を打ち消して、干渉があたか

も存在しないかのように制御を行う。このために、非干渉制御系では微妙なバラ

ンスを必要とする演算が必要とされるために、高い演算精度が要求される。シミ

ュレーションでは、非干渉制御系で必要な演算を、演算精度が優れているディジ

タル計算壌を用いて行った。しかし、ディジタル計算機といえども、演算精度が

有限であるために、非干渉制御系の出力にまるめの誤差による変動が生じた。実

際の制御では、設計された非干渉制御はアナログ制御系を用いて行われる。しか

し、アナログ制御系はディジタル計算穣ほど、高い演算精度を有してはおらず、

非干渉制御の実施の際の問題となることが考えられる。

筆者は非干渉制御と制御系の精度に関係して、以下のような非干渉制御の試み

に失敗した経験を持つ。本章で述べた非干渉制御の試みの後に、結合炉の勤特性

をより詳細に記述した結合モデルを用いた非干渉制御の試みを行った。このモデ

ルでは、①制御棒によって加えられた反応度の挿入位置による依存性を一群摂勤

理論から求められる反応度曲線を用いて考慮し、②領域間の中性子の洩れによる

干渉の度合いを表す結合係数として、それぞれの領域の中性子密度分布の依存性

を考慮した結合係数を採用した。このモデルでは、炉心温度に基づく反応度フィ

ードバック係数は負であり、また結合係数は炉心問の中性子密度分布に応じて変

化するが、中性子密度分布に大きな偏りのある場合にはこれを・なるべく平坦な分

布になるような方向に値が変化する。このため、本章で扱った結合炉モデルに比

べて、炉出力変化に対してより安定であると判断される。このモデルに対して本

意で用いた非干渉制御理論を適用して、非干渉制御が可能であることを確かめ、

非干渉化された炉出力に対して希望する過渡応答特性を与える非干渉制御系を設

計した。設計された非干渉制御系は、必然的に本章の制御系に比べて高度の非線

形を含んだ複雑な演算を要求する。この制御系を用いてディジタル・シミュレー

ションを行うと、まるめの誤差が蓄積し増幅されて、遂には発散までに至る現象

が観測された。また、ディジタル・シミュレーションの時間刻みを小さくして演

算精度を高めると、時間刻が小さくなるに従ってまるめの誤差に起因する発散が
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遅延して現れてくる傾向が見られた。しかし、まるめの誤差の影響が無視できる

程に時間刻みを小さくしてシミュレーションずることは、許されている計算処理

時間内で計算を完了することができず、非干渉制御が成功したかどうかを判断す

ることができなかった。このようなことから、複雑な演算を必要とする非干渉制

御は演算誤差に対して非常に敏感な影響を受け、高い演算精度が必要とされるこ

とが分かった。

この問題に関連して、設計の対象とする系の数学モデルの精度の問題について

考えることにする。数学モデルには系の勤特性を正確に記述することが要求され

る。正確さのみを要求した数学モデルの導出では、往々にして非常に多くの変数

を必要とする極めて複雑なモデルが導かれる結果となる。しかし、このようなモ

デルは制御系の設計が国難であったり、用いた数学モデルの複雑さに比例した、

工学的には実現できないような護雑な制御系を要求する可能性がある。したがっ

て数学モデルには、精度の要求をある程度満たし、しかもなるべく簡単な構造の

モデルであることが望ましい。すなわち設計に用いる数学モデルは、精度と簡単

さの相反する要求を勘案し、適当な妥協の結果によって得られた近似化モデルで

あることになる。しかし、このようなモデルは系の特性を大局的に捉えることが

可能であるとしても、挙動のすべてが定量的に完全に一致することを保証しない

であろうと予想される。このような数学モデルに内在する不正確性は、上記に述

べた制御系の演算精度が有限であることに由来した変動現象と同様な問題を引き

起こす可能性があると考えられる。

非干渉制御には高い演算精度が必要であり、数学モデルにもそれに対応した正

確さが要求される。しかし、これらの要求は、現代の高度に発展した工学的技術

や制御工学をもってしでもかなり困難であることも指摘しなければならない。

筆者は、上記に述べた経験から、非干渉制御を現実的な意味で実現するために

は、厳密さをある程度損なうとしても、近似的な数学モデルを用いて設計可能で

あり、簡単な構造を持つために工学的に適用が容易であり、また近似的な意味で

の非干渉制御を実現させるような非干渉制御系を設計できる設計手法の開発が必

要であることを感じた。以下の章に述べる近似的な非干渉制御の試みは、上記の

非線形非干渉制御の試みの考察と反省、から生まれたものである。
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第 4章の付録

以下の付誌の各項に示した式を皆潔口受すために次d渡激を定義する。

= 1 ， 2 たXi+4+た X1+6 
S 一一γi1-s1 

1̂ 

(X) 結合好切手陣弱訟耕封宝方程式(4・ぉ)，(4-34)ヰ切a(x) ，B (x) ，C 付詩4-1

b1x? 
-.-..-X7 
1 ¥.1 

O 
a1 X1 
ーっ一一Xs+ 
1 ¥.1 

+入lX3 -今

ιx
 

h

一~
+ SlXl 

b 2X2 
一一τ-X8
1 ¥.2 

aぅ文つO
~^--~X6 十

1 ¥.2 
十入2X4一X
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ゐ.一
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γ
一八

S2X2十

入lX3たXl

入2X4
s2 
-;:-X2 -
1 ¥.2 
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||憾4-2 a * (x)倒錯引|

&牟 (x)はつぎのように詐算される。

2 ・
I I7x. a (x) I 

a +(x) コ=ふ!
9・ 5l 17 x2 aωj 

ただし、ベクトルFxiはつぎのように与えられる。

[rxJ= [d;，ι ， d10J 
ここで、 d'.(i=1，2 ， j叫…，10)は灯のようほめられる。

O 

γ12γ21 入1s1 
dτ = sτ 十 一一一一 + 一一一
ム 1̂̂ 2 1̂ 

1 X1.e1 2a1.e1 
コァ一一γX1+ 

d~ 学 (S1+S2)、
L ¥.2 

1_ a1 r ~ 
ds= -^1 {X1+ (X~+Xl) 

d;=入1(Sl一入1)

(Sl-ffi1) } 、 dt 6一一

a1ffi1 D1 
コナ Xs+ヌ=-X 9 

d!一入2γ21-4 -、
2̂ 

a2γ，21 (X~+X2) 一A一τZ-X2十X2・、

1 b1 9 。 b2γ21 
〈
O
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-
~ '2

4 • 

(x2'+ X2 、

î 

1b1 〈。〉dg = ~ A L1 Xl+X1 、 di。 O 

di γ21(Sl +S2) 
1̂ '>J1 

O 

、

入2s2 2 a2.e2 a2紅12 . b2 2 ~2 
十
r12γ21
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X2 + d2 = S2 
1̂̂ 2 2̂ 2̂ 2̂ 
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124・



d~ 一入 1ア 12-
3 - ^、 d2=入2(S2一入2) d~ ニー わ与?-(計十X1)、

八1

d~ =一手LG汁〈χ~+X2) (S2-m2)} 、
1 ¥.2 
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1 ¥..2 

手鍋羽
川

x. (j=1，2)の一次の時措首選数をj灯のように計算する。

x. = a. (x) i = 1 ， 2 

ここで、 a.(x)はa(x)のi番目の要素とする。

付議4-4 x i錫i号事

x. (j=1，2)の二次の時措博撰散を以下のように計雰する。

x. = rX. a (x) 

ただし、

F--1 721 生L(X~+X1)'>0 ム (X~+Xl) 、O、o、01x
1 
= I Sl、 1̂、入1、O、 -̂: (Xi+X1 、、^: (Xl+Xl 
. γ12 

、S2、o、入2、o、ー ::ω+X2)、o、?1¥.22〈ゆX)、o、01・I7 x~ = 2 2̂ 
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~憾日織防縮する隣こ用いた総持鮒訪問ー17) 腕紛~

A == 

-γ11・s1
。

b1Xl 
。

γ21 
入1、 O 

alX1 
O O O O 

^1 ^2 
、 、

八1
、
^1 
、 、 、

帽 γ22-β2
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b2X2 γ12 
O 、入z O 

a2x2 
O O O 、 、 、 、ーー 、

^1 ^2 ^2 ^2 

β1 。 入1、 O O O 。 O O O 
^1 
、 、 、 、 、

O 
s2 

O 、一入2、 O O O O O O 、
^2 
、 、 、 、 、 、

~1 、 O 、 O 、 。、-ml 、 O 、 O 、 O 、 O 、 。
O ~2 。 O O 、一口12 O 。 O O 、 、 、 、 、 、 、 、

O 、 。、 O 、 O 、 O 、 O 、 O 、 O 、 、 O 

O 、 O 、 O 、 O 、 。、 O 、 O 、 O 、 。、
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O 、 。、 O 、 O O 、 O 、 O 、 O 、 O 、一α2

f 1 (y'} コ[X1 Xl、X2X2、O、O、O、o、O、o、O、o] 

巾
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J

，‘、q
J臼

FT- 一一 [ 0 、O、0、O、O、O、O、O、Ul、U2] 

ただし、

Xl.ごーだ Xi+4+た Xi+6 i = 1 ， 2 
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l11様 4-6 Krf~IJ略要素Lま以下のように与えられる。 l

4
4
 

k
 

-γ11・s1 γ12 ， s 
コーヌ7t11+τt1・2+ ^1 t1.3 - P1 t1.1 

2
 
K
 
一 -722-九子 t1・1+ ~γ~ t1.2 十与乏し.4- Pl t 1・2
L ¥.2 L ¥.2 1 ¥.2 

k1 _， a手Lt1.3 l¥ ¥.1.1 、 k1.4 ご
&2X:' 一一 l¥一ーし1.2
11.2 

k--UL t 1.5 自由 u1.1 、 k1.r:， _ b2X2 
1.6一一一、 t1.2

11.2 

ヴ
ek
 

O 、 k1.8 0 

k2・1
-γ11・s1 ‘τア u2.1 十矢子 tμ+合t2.3- P2t2.1 

k 2 • 2 = 
-722・s2

τ=-:.. t2・1十 一一て一.:....=. t2.2十一';<-. t2.4 - P2 t2.2 
L ¥.2 1 ¥.2 ! ¥.2 

k2・3
一主主主。t k?<1一一EL2XO 2 
^1 u2・1

、 2.4 司幽 ^2 u2.2 

k2・5-
一主主:t k?6 一一b2x; 
^1 u2・1 、 2.6 - - ^2 "2.2 

k2・7 O 
、 k2.8 O 

ただし、仏、 P2はオブザーバーの留育値

ll側一7 ベクト欄glω 、g2(u ) 11 

g 1 (y') 〔山 1+山12)

SlX1 h・1+ S2X2 t2.2 ) 

g2 (u) O 
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第5章 結合炉の近似的な非干渉制御

5 -1 序論

本章では、結合伊の炉出力調整制御に対して近似的な意味での非干渉制御の試

みを行う (5)・ (6)。 この試みを通して、非干渉制御系の設計に近似的な考え方を

合理的に導入するならば、比較的簡単な構造の非干渉制御系を設計することがで

き、しかも、非干渉制御理論から設計された制御系とほぼ同等の特性をもっ非干

渉制御が実現できることを示す。

以下では、設計法の紹介や具体的な設計に入る前に、このような近似的な非干

渉制御法が必要とされる背景や、設計に近似の導入が必要であるとの考えに至っ

た経緯について述べることにする。

状態フィードバック制御法は、すべての状態変数の情報を必要とするために、

原子力発電プラントのような接雑で大規模な工学系の制御への適用が困難である

場合が多い。これまでに、状態変数の一部に直接的な方法では観郡できない状態

変数が含まれる場合には、オブザーパーを組み込んだ状態フィードバック制御や、

動的補償器による出力フィードバック制御法を用いることで対処できることを示

した。しかし、このような試みもまた、以下に述べる理由から、大規模工学系に

適用した場合には状態フィードバック制御法と向様な困難性に遭遇すると予想さ

れる。これまでの試みから、動的要素を含んだ出力フィードバック制御では、制

御に用いる状態変数の数が少なくなるほど、また、オブザーバーの場合では、オ

ブザーパーによって推定しなければならない状態変数の数が多くなるほど、多数

の動的要素が必要となることを見てきた。前章では、動的システムの演算素子の

演算精度が有限であるために、動的補償器の構造の複雑性に比例して演算誤差が

蓄積され、このことが原因して非干渉性や制御性が損なわれる可能性があること

も指摘した。したがって、動的要素を必要とする補償が不可欠な場合には、制御

系に含まれる動的要素の数を必要最小限にとどめるようにするべきである。しか

しし一方で、動的補償器の数の減少は、数多くの状態変数を観測しなければなら

ないという事態を招くことになる。

このような困難は、出力フィードバック制御や、あるいは必要な場合には、低
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次の動的補償器を組み合わせた出力フィードバック制御 (8)・げ〉が可能であるな

らば回避できる。これまでに、線形出力フィードバック補償による非干渉制御理

論 (10).(11)・(12)のいくつかが発表されている。出力フィードバック補償によっ

て非干渉制御が可能であるための条件は、一般的に言って、与えられた系の状態

変数の数が多いほど、また、フィードパック補償に用いる状態変数の数が少ない

ロぞ、満足されることが難しい。そこで、出力フィードバック補償による非干渉

制御が困難である原因について考えてみることにする o 非干渉制御理論の設計目

標は、溺償した系の周波数伝達関数行予IJをすべての周波数領域にわたって対角化

することである。フィードパック構造に大きな制約を持つ出力フィードバック補

償によっては、このように厳しい非干渉化の条件を満足することが非常に困難で

あることを容易に理解できる。筆者は、以下に述べる制御設計に用いる数学モデ

ルに対する考察から、制御設計のみにこのような厳密さを要求することは適当で

はないと考えた。

大規模工学系に対する状態フィードバック制御法の適用を困難にしている問題

は、制御の対象とする系の勤特性を記述する数学モデルと強い関連性がある。す

なわち、状態フィードバック制御法では、数学モデルに含まれる状態変数の数が

多いほど、多くの状態変数の情報入手する必要があり、上で述べたような問題を

引き起こす。したがって、設計された制御系の工学的な実現可能性を考えるなら

ば、設計に用いる数学モデルは制御の目的に叶う程度の精度を保ち、加えて低次

元のモデルであることが要求される (13)。この相矛盾する条件を満足するような

数学モデルを導くモデリング問題は、制御理論上の重要なテーマでもある。従来

の方法は、物理的あるいは工学的考察を積み重ねと、適切な近似を進めて行くこ

とによって、簡略化モデルを導くものである。この方法は、設計者の物理的、工

学的知識をよりどころとした方法であり、適切な簡略化モデルを導くことはかな

り難しい仕事となる。この方法に対して、物理的な諸法則を積み重ねて高次の詳

細モデルをまず構築し、これに対しである評価基準を満足するようにシスティマ

チックに簡易モデルを導く方法 <14} .・・・.(23)がいくつか提案されている。 しか

し、従来の方法やシスティマチックな方法はそれぞれに導出過程が異なるにして

も、モデル導出における基本的な考え方は向じである。すなわち、モデル導出の

第一目標は、系の勤特性を支配する特性を、制御の対象とする時間領域や周波数
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領域内で、適当な規模のモデルで、また制御目的に叶う程度の精度で、表現する

ことにある。このような数学モデルの導出にはある程度の近似過程が組み込まれ

ることになり、これが原因して、実際の系の特性と簡略化モデルで表現された特

性にある程度の差異が生じると考えられる。このことを周波数特性で見るならば、

実際の系と数学モデルの特性は、制御の対象とする時間領域に対応ずる周波数領

域内での特性の一致は良いが、それ以外の領域では定性的な一致はあるものの定

量的な一致を期待できないと予想される。

以上の考察から、理論的には非干渉制御を実現するように設計された補償系で

あっても、数学モデルに含まれる誤差のために、与えられた系をすべての周波数

領域にわたって非干渉化を実現ずることは実際には困難であることが分かる。設

計のみに厳密さを要求することは、設計可能性の条件を厳しくし、設計可能であ

っても、設計された捕償器に禁駄な複雑性を要求することになる。非干渉制御の

定義を上で述べたような厳密な条件から現実に合うように緩和することによって、

より現実的な非干渉制御系の設計を容易にすると考えられる。すなわち、数学モ

デルに含まれる近似の程度に応じて適当な近似を導入することによって、出力フ

ィードパック補償であっても、緩和された条件を満足するような非干渉制御が可

能であると考えられる。制御設計の目的は、制御の対象としている時間領域、あ

るいは周波数領域での特性を巧みに利用し、この特性を更に増指させることによ

って、補償した系に希望の特性を実現することである。設計では、このような点

に留意して、特性の不一致が制御の結果に大きな影響を及ぼすことがないように

行うならば、多くの近似化過程を経て導かれた数学モデルを採用しでも、制御に

は実用上問題はないと考えられる。

本章では、結合炉の各炉心の出力調撃のための制御に、上で述べたような近似

的な考え方を取り入れた非干渉制御の適用を試み、近似的ではあるが厳密な非干

渉制御理論によるものと比べ設計が容易であり、簡便な謡償系から構成される非

干捗制御が実用に十分に耐えうる非干渉性を与えることができることを示す。提

案した近似的な非干渉制御系は、非干渉化の対象となる出力のみの情報を車接帰

還させる直接出力フィードバック補償系と、簡単な構造を持つ前置動的補償器と

から構成される。出力のみによるフィードパック補償であるので、すべての状態

変数を観測することに伴う問題を避けることができる。近似的な非干渉制御系の
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構造から明らかのように、非干渉制御系の設計問題は動的補償器の設計にある。

本章では、動的補償器の設計には、 Rosenbrockらによって開発された逆ナイキス

ト配列法(1).ω. (引を構成している基本的な設計手法の一つである疑似対角法

と、 Cookによって提案された方法 (4) に筆者らが近似の考えをさらに押し進めて

改良を加えた近似的モデル・フォロイング法 {ω.(7)のそれぞれ適用し、設計や

シミュレーションを通して、それらの方法の特徴や有効性を明らかにする。また、

これまでの非干渉制御理論を適用した試みとの比較検討を行う。
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5-2 近似的な非干渉制御系の設計法

近似的な非干渉制御系を設計するための2つの設計手法を紹介する。その一つ

はRosenbrockの提案した疑似対角化法(1)・(2)であり、一方はCookのモデル・フォ

ロイング法 (4)である。

以下では、次の記法を用いて議訟を進めることにする。任意の周波数伝達関数

行列 Z(s)において、その(i ，j)要素を Zi J (s)、その逆数を ZiJ-1(S)と表す。 ま

た行予IJZ ( s )の逆行列を Z(s)で、 その(i，j)要素を 2i J (s)と表すことにする。

非干渉制御系は図5暢 lに示すように前置補償器と線形の出力フィードバック補

償系から構成される。制御の対象とした系の周波数伝達関数行列を E(s)、前置

補償器のそれをK(s )と表すことにする。線形出力フィードバック補償系を行列

Fで表す。制御対象の系の出力数を k個とし、入力数をm (~k) とする。また、

動的補償器の出力数をm個とし、入力数を nとする。したがって、周波数伝達関

数行予IJE ( s )と K(s )の次元はそれぞれkXmとmXnであり、フィードバック

行予IJFの次元はnXkとなる。

函 5-1 

E ( s E S 

F 

動的福償器と出力フィードバ、ソク補償系で制御

された系 (E(s):制御の対象の系、 K( s ) : 
前置勤的福償器、 F 出力フィードバヴク補

償系)
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5"':'2-1 疑似対角化法

疑似対角化法は、 Rosenbrockによって提案された逆ナイキスト配列法(Inver-

se Nyquist Array Method)(l) を構成している基本的な設計方法の一つである。

逆ナイキスト配列法は、照波数領域での設計方法であり、一入力一出力系の古典

的な周波数領域での設計手法を多入力多出力系へ拡張したものと考えることがで

きる。

逆ナイキスト記列法の設計法は、関ループ周波数缶達関数行~IJ の逆行列に拐し

て設計を展開するところに特徴を持つ。この方法では、制御対象の系の入出力関

の周波数伝達関数逆行列を、注目している周波数領域内で対角成分が非対角成分

の寄与に比べて常に支部的(対角優勢〉になるように補償する。このような補償を

前置補償器で実現することとし、これを疑似対角化法を用いて設計する。このよ

うな補償によって対角優勢となった系に対して、一入力一出力系における周波数

領域での古典的な設計手法と同様な方法を用いて、系の安定性や希望の応答特性

を与えるためのフィードバック補償系の設計を行う。疑似対角化法は対角優努性

を改善することを目的としたものであり、非干渉制御を直接の目的とした設計法

ではない。本章では、疑似対角化法によって対角優勢性が大中高に改善されるなら

ば近似的な意味における非干渉化が実現されるのではないかと考え、この手法を

近似的な非干渉制御系の設計に用いることにした。

疑似対角化の設計では、制御対象の系、および動的補償器の入出力数の関係が

k=m=nの場合のみに限定される。図5・1に示された制御系で嬬償された系の閉

ループ周波数伝達関数行列の逆行列企(s)は次のように表される。

A(S) = F + O(S) (5 -1 ) 

ここで、 O(S)は関ループ周波数伝達関数行列の逆行列であり、次のように表され

る。

O(S) =武(S).E(S) (5 -2) 

133 -



ところで、閉ループ周波数伝達関数逆行列白(S)は、 (5-1)式から分かるように、

関ループ周波数伝達関数の逆行子IJo.(S)とフィードパック係数行列Fの単なる和

として表されている。このことは、閉ループ周波数伝達関数行列H(S)がQ(S)と

Fの非線形の行列方程式で表されることと対象的である。 Rosenbrockは(5岨1)式

の線形関係に注目して、フィードバック捕償Fによる閉ループ系 A(S)の特性の変

化を容易に類推することができる性質を利用することを考え、逆ナイキスト配子IJ

法を創案した。

関ループ周波数伝達関数逆行~IJo.(S)を注目している周波数領域内で、次の構

造を持つ動的補償器K(S)によって疑似対角化することを考える。

(0) (1) 
I<(S) = 1< + S 1< (5 -3) 

ここで、1<(0)と食(1)は未定の要豪からなる次元 kXkの行列とする。上記の動

的補償器を、その構造が Sについての一次の行列多項式展開で表されることから、

"一次多項式の前震動的補償器"と呼ぶことにする。 また、以下の議論では、変数

Sの代わりに純虚数周波数 jω を用いることにする。

動的補償器の設計は、未定行安IJ1< (0)と1<(1)を決定する問題となる。以下では、

この 2つの行列の任意の行、例えば S行文s(O)，l<s(1)を決定する方法について

述べることにする。そこで、。(jω〉の(s，t)要素は次のように表される。

k 
eL1-(jω) = 2: (長 (0) + j ω長(1))(α(jω)+j戸(jω)) (5-4) 

P21 SP SP pt pt 

ここで、 αi.j(jω〉と si.j (jω〉のそれぞれは E(jω〉の(i，j)要素の実数部と虚数

部を表すものである。

疑似対角化法の基本的な考え方は、動的補償器の補償によってo.(jω〉の S行

の非対角成分の大きさを小さくすることができるならば、 S行の対角成分の大き

さが相対的に増大し、その結果として対角優勢性が改善されるのではないかとの

予想に基づいている。 この考え方に従ってo.(jω〉の希望する周波数領域内で

近似的に対角化するために、まず、注目する周波数領域から適当な数(N)の周波
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数jω(i=l、…、N) を選び、これらの周波数における周波数応答行列。(jωi)の

S行から、次のように定義される Rs(0) ， Ks (1)に関する関数を導入する。

ψCR(O)，R(1)) 
s s s 

2: Wr 

勺
ノ
】

¥ノV-ω
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u
 

/
¥
 
s
?む
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占

〈

q
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2
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f
 

ふ
し
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し

(5 -5) 

ここで、 ωrは選ばれたr番目の周波数を表し、 Wrは周波数ωrにおける重み係数

とする。上記の定義から分かるように、関数ψgはo(jω〉の S行の非対角成分の

絶対値に関する重み付き総和老衰すものであり、 S行の対角優勢性はその総和が

小さいほど優れていることになる。 したがって、 oCjω〉を注目する周波数

領域内で疑似的に対角化ずる動的補償器の設計問題は、関数ψgの値を最小にする

R e (0)とRe (1)を決定する最小化問題に帰着することができる。この方法による

疑似的な対角化では、重み係数Wrを調節することで、注目する周波数領域内のあ

る特定の周波数における対角優勢性を選択的に改善することができる。

この最小化問題を解くに当たって、 Re(0)とRe (1)の要棄が極端に大きな値や

小さな{直になることがないように、最小化問題に次の制約を設けることにした。

k 2 2 
2: {(長 (0)) + (良(1)) } = 1 
t=l st st 

(5 -6) 

このような制約条件付き最小化問題は、以下に定義されるラグランジアンを最

小化ずる問題に帰着される。

φ 〈文 (0)， R (1)) = 
s s s 

(5 -7) 
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ここで、入はラグランジアン乗数である。この最小化問題は、関数今 gが最小であ

るための必要条件
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(5 -8) i = 0，1 t=l，…， k 。一一
o <T 
S 

o k (i) 
st 

K s (0)とKs(1)に関して定義される下記の固有方程式を解く問題に帰着さから、

れる。
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ここで、行列As、Bs、CsはともにkXkの次元を持つ行予IJであり、それぞれの要

素

(s) (s) 
C i-J は以下のように定義される。&〈宇〉
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(5-12) 
k 

2: (α;KsJK-s;Kα.J"K) 
k=l 
k干士S

N 

2γrωr 
r= 1 

C 〈ミ〉ご
. .J 

α:Kとs';1くは、それぞれαJK(jωr)とsi K(jωr)を略記したものである。、ヲ険 、プ ...."，. 

ι-ι嗣.仁、

Ks (1)寧および

入牢に関して、次のような関係が成り立つことを示すことができる。

ところで、簡単な計算から(5-9)式を満足する任意のKs (0)車、

(5-13) 入牢
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この関係は、最小化問題の解、すなわちRa (0)、Ra(1)は、固有値方程式の最小

固有値に対応する間有ベクトルであることを意味している。このような性質を利

用することによって、 Ra(0)とRa(1)は毘有{直方程式を解くことから求めること

ができる。

以上の手法をo(jω〉の残りの他のすべての行に対して適用することで、希望す

る周波数領域内でo(jω〉を近似的に対角化できる動的補償器を設計することが

できる。設計された前置補償器は補償した系が安定であり、しかも補償器それ自

身も安定な系でなければならない。もし、 2つの条件のいずれかが満足されない

場合には、選んだ周波数の数N、周波数 ωr、重み係数Wr等の設計パラメータの

異なる組合せを用いて、安定性に関する条件が満たされるまで設計を繰り返す必

要がある。

設計された動的補償器は、周波数伝達関数逆行列について表されたものであり、

このままでは実際の制御系を構成するには不便である。 そこで、 (5・1)式で表さ

れた補償器を以下のように表される状態空間表現を導くことにする。

x A x 十 B u (5-14) 
C c c c c 

ここで、 xc" U cはそれぞれ動的補償器の状態変数ベクトルと入力ベクトルであ

り、次元はともに k次である。 Ac、Bcはともに次元kXkの行列である。設計

された補償器のK:a(1)行予IJが正剥であれば、 (5・14)式中のそれぞれの行列;を以下

のように与えることができる。

A 一
-R (1) -1. R (0) 

C 
(5-15) 

B 一一
C 
R(1) (5-16) 

上記の設計法は一次多項式の前置動的補償器に関するものであった。動的要素

を含まない比例要衰のみからなる前置補償器の設計法は、 R(jω)= R (0)と置き、
上記と同じ手)1聞にしたがうことで導くことができる。より高次多項式の前置動的

補償器の設計法は、一次多項式の補償器の場合についてく5耐1)式に示したような変
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数 Sに関する行列多項式表現を用いて、R(jω〉を希望する次数を持つ行列多項式
表現で表わし、上記で説明した手法と同様に進めることによって理論的には導く

ことができる。しかし、このように導かれた手法では、物理的あるいは工学的に

実現可能な動的議償器を設計することは、以下に述べるような理由で、一般には

難しいと考えられる。 設計された補償器の構造は周波数伝達関数逆行~IJ R (jω〉

の形で与えられており、これをもとに制御系を実際に組み立てるには、文(jω 〉の

表現を変換して少なくとも周波数伝達関数K(jω〉や (5・14)式のような状態空間

表現で表す必要がある。 ところが、高次の数学モデルで記述される一般の工学系

の周波数伝達関数逆行列が (5・1)式に示したような単純な行列多項式で表現可能

であることは極めて例外的である。このような例外的な構造を仮定して高次多項

式の動的補償器の設計を行うならば、結果として、物理系や工学系の世界では存

在しない特性が要求され、現実の世界で利用できる制御泰子で制御系を構成する

ことができない。

疑似対角化法ほ、。(jω〉の非対角要素が、注目している周波数領域内で、な

るべく小さくなることのみを要求している。このため、対角成分も非対角成分と

同様に小さくなり、対角優勢性がそれほど政蓄されないことが予想される。その

ような場合には、対角成分が小さくならないように、制約条件(5-6)を次の制約

条件と置き換えた最小化問題を用いることが考えられる。

N 

L W r { I q __(jωr〉12}=T
r=l 

ここで、 Tは適当な正の実数とする。

(5-17) 

疑似対角化法は、注目している周波数領域内でC(jω〉を近似的に対角化するこ

とのみを目的とした補償系を設計する手法である。したがって、設計された前置

補償器の補償の結果、。(jω〉に疑似的な対角化以外にどのような特性が実現され

るかをあらかじめ知ることができない。一般には実現された特性には不満足な点

もあるものと予想されるが、このような特性はフィードバック補償系Fの設計に

よって希望の特性に変化させることができる。この設計には逆ナイキスト配安IJ法

が適用される。
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5-2-2 近似的なモデル。フォロイング法

モデル・フォロイング法による近似的な非干渉制御の設計法について述べる。

非干渉制御系の構成は、図5・iの補償系と向じ構成を持つ。

モデル・フォロイング法は、入出力関に実現したい周波数特性Qr(jω〉をあら

かじめ与え、これを規範にして、この特性が図5イの関ループ系において実現され

るように前置動的補償器K(jω 〉を設計することを目的とした手法である。 この

手法では、非干渉化された系の特性を規範にすべき Qr(jω〉とすることで、非干

渉制御系を設計することができる。 COOK(4)は、近似的な非干渉制御系の設計の

ために、注目する周波数領域内において上で述べたようなモデル。ブォロイング

を近似的に実現するような補償系の設計法を提案した。この方法は、近似の考え

方の導入によって、比較的簡単な構造を持つ補償系を設計できる点に大きな特徴

がある。筆者は、 Cookの提案した手法は近似的な非干渉制御系の設計を目的とし

たものであるが、非干渉制御のみに限らず一般の制御問題にも広く適用可能であ

ることに注目して、近似の考え方をさらに押し進めることによって改良を加え、

k::;tm::;tnのような一般的な場合に対しでも適用可能であるモデル・フォ口イン

グ法 (6). (7) を開発した。開発した手法は、基本的には直接ナイキスト配列法に

おける設計手法であるが、この手法に対して k=m=nという制約を与え、わず

かの変更を施すことによって、逆ナイキスト配列法おけるモデル・フォロイング

法を導くことができる。したがって、逆ナイキスト配列法、あるいは直接ナイキ

スト配列法のモデル・フォロイング法を、与えられた制御問題に対して適切な方

を選択でき、設計に自由度を増すことができる。本意の近似的な非干渉制御の試

みでは、疑似対角化法との比較の目的で、逆ナイキスト配列法におけるモデル。

フォ口イングj去を採用した。

以下では、直接ナイキスト配列法におけるモデル・フォロイング法が、 kヲtm

ヲtnであるような、より一般的な問題を扱えること、逆ナイキスト配列法におけ

る手法が直接ナイキスト配列法の手法のわずかな変更で導かれること、第7章、

第8章の試みでは直接ナイキスト配列法におけるモデル・ブォロイング法を採用

することを考慮して、以下には、直接ナイキスト配列法における手法について概

説する。併せて、直接ナイキスト配列法のモデル・フォロイング法にどのような
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変更を行うならば、逆ナイキスト配列法におけるモデル。フォロイング法を導け

るかについて述べる。

以下の議論では、系の関ループ周波数伝達関数行列(Q(jω))を規範とすべ

き周波数特性を表す既知の行列とする。非干渉制御系を設計する場合には、これ

を対角行列であるように与える。 しかし、この方法は、制御目的に応じて適当

にQ(jω〉を与えるならば、非干渉制御ばかりでなく他の制御問題に対しでも適用

できることを考慮して、以下では、Q(jω〉が既知である他は何らの条件を付けず

に任意の行列として議論を進めることにする。

図5・1に示す閉ループの入出力問において実現すべき特性として、周波数伝達

関数行列Q(jω〉が与えられたとする。このとき、 E(jω〉、 K(jω 〉、 Q(jω〉の

関係を次のように表すことができる。

E(jω) K (jω) = Q(jω〉 (5-18) 

動的補償器の構造は、次のような右既約分解の形で表現されるものと仮定する。

K (jω) = V(jω) T (jω〉1 (5-19) 

ここで、 V(jω〉と T(jω〉は以下に示すjωに関する p次の行列多項式である。

P. "tT / ， • • ¥ P -，1 V (jω) = .V (jω)r-'+ V"，(jω)t' ~ ・・・・ + v P 'P_1w '. ， 0 

T(jω〉
p-1 

= 1 (jω)t'+ T" .(jωy ~ ・・・・ + T 
P-1 

(5-20) 

(5-21) 

Vj (i=O，l，…， p)とTJ (j =0，1，…， P制1)は未知の実数の要素に持つmXnとn

Xnの次元の未定係数行列である。 (5・19)式で表された構造を持つ補償器を、以

下では"p次多項式の動的補償器"と呼ぶことにする。

動的補償器の設計は、方稜式(5・18)を満足するような未定係数行列VjとTjを

決定する問題に帰着されることになる。

ここで、上記の設計問題で注意しなければならない点は、 (5・18)式をすべての

周波数範囲にわたって満足させるような動的補償器を設計しようとするならば、
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制御対象とした系が複雑な大規模多変数系である場合には、工学的に実現が困難

な接雑さを持つ補償器が設計されることである。今回の試みでは、この間難性老

回避して構造の簡単な碕償器を設計するために、合理的な近似の概念を導入する。

すなわち、 (5附 18)式をすべての周波数領域において満足させるのではなく、ある

注目する周波数領域内において近似的に(5・18)式を満足させる。この考え方をも

とに設計を進めるために、まず、注目する周波数領域から q個の周波数 ω(iご

し2，…，q)を選択する。この時点では議論の都合上、 qの{直を未知の整数として

おく。 周波数ωiにおける(5・18)式を(5・19)式の関係を用いて書き表すと次のよ

うになる。

E i V (jωi 〉2Qi T (Jωi 〉 (5-22) 

ここで、 Eiと QiはそれぞれE(jωi)とQ(jωi)を省略して表したものである。

(5-22)式を簡潔に表すために以下の行列を定義する。

T 
Z' = 「，

E
4

中

l
o
m
i
 

--eA 

中

t
e
n
M
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小
i

中

i

O
V
 

中

l

n
ド

V
 

w
i
L
 

(5-23) 

D i==[E i'〈jωi〉iE i (jωi 〉PE i' 嶋 (jωi〉1Qi べJωi〉PQi ] 
(5-24) 

ここで、 Zは次元(m(p+l)+np)Xnの未定実行子IJであり、Diは次元kX(m

(p + 1 )+ n p)の複葉係数行列である。これらの行列を用いて(5-22)式を表すと

次のような行列方程式に書き改めることができる。

D.Z = Q. = 1 ， 2 ，…， q (5-25) 

上記の方程式は複素行列を係数行予IJに持つものであるので、この方程式を実行列

で書き改めると以下のようになる。

D.Z = Q. = 1 ， 2 ，…， q (5-26) 
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ここで、 IJiとQiは、それぞれ以下のように定義される次元2k X (m( p + 1 )+ 

n p)と2kXnの実数行列である。

;::-T 
D: = T [D .R T D ・ I] (5-27) 

-::-T 
Q: ご

T 
[ Q ・ R

T 
Q .|〕 (5-28) 

上式中に現れるDLR<I)と Qi、R(I>は行予IJD iとQiの実部(虚部〉を表す行予IJ

である。 (5・26)式で表された q本の行列方定式をまとめると、以下のような一本

の行列方程式で表すことができる。

D Z = Q (5-29) 

ここで、 DとG はそれぞれ、 2k q X (m( p + 1 )+ n p)と2kqXnの次元の

行列であり、それぞれは以下のような構造を持つ。

一T ;::-T ;:::，T D T ] D' = [ Di ' D~ q 
(5-30) 

::-T 
Q' = ::-T ::-T [ Q i ' Q2 QT ] 

q 
(5-31) 

以上の結果、動的補償器を設計する問題は、 (5・29)式で表された連立代数方程

式を解く問題に帰着されたことになる。ところで、 (5構29)式には n(m( p + 1 )+ 

n p)の未知数に対して 2knq偲の方程式が存在している。未知数と方寝式の数

の関係から、未知数を決定するためには、m、k、n、q、pの間には次の条件が満足

されていなければならない。

2kq 主主 m(p+l) +np (5-32) 

この関係式から、動的補慎器を設計するためには、注目する周波数領域内から

少なくとも何倍(q)の周波数を選択しなければならないかを決定することができ
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る。-しかし、個数 qの値は、周波数を注目している周波数領域の広い範囲にわた

って選択するために、上式から決定される最小の{直よりも大きな値が選択される。

(5寸2)式の条件を満足するく5・29)式が解を持つためには、さらに以下の2つの条

件を満足しなければならない。

RANK [0 ] = m (p+1) +np (5-33) 

RANK [0:む〕ご m (p+ 1) +np (5-34) 

ここで、 [D : QJはD行列の右にG行列を配置した行列とする。条件(5・34)は

むの列ベクトルはD行列の子IJベクトルから構成される空間内に存在していなけれ

ばならないことを意味している。しかし、この条件は特殊な例を除いて一般には

満足されることがないので、 (5-29)式を厳密に満足するような解が存在しない。

本論文では、 (5・29)式を厳密に満足するのではなく、近似的な意味で方程式を満

足する Zを決定することを考え、それぞれ異なる考え方に基づいた 2謹類の決定

法を採用した。以下に採用した決定法について説明する。

5-2-3-A 多点周波数モデル。フォロイング法 (6) 

係数行jlJ0から線形独立な m(p+l)+np個の行を選択し、定数行列むからこれ

に対応する列を選び出し、これらについて未定行列 Zに関する線形連立代数方程

式を構成する。このように構成された行列方翠式の係数行列は正別であるので、

方程式を解くことができ、 Zを決定することができる。この方法は、注目する周

波数領域内の特定の周波数において希望の特性と一致させるならば、その近傍の

周波数においても希望の特性が実現されるであろうとの予割に基づいている。

上記の説明から分かるように、この方法ではD行列からどのように線形独立な

行を選択するかが重要である。本論文では、 5行列の選初の行から順に線形独立

な行を選び出すことにした。このことは、 D行列の最初の行の近くに配置された

行ほど優先的に選択されることになるので、それぞれの周波数に関して導かれた

方程式(5・26)の係数行列 Diから (5・30)式に従って係数行子IJOを構成する際には、
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優先させたい特性の周波数に関する I5iをDの先頭の行に近い位置に配置させる必

要がある。

5-2-3-B 最小自乗モデル。フォロイング法(7)

方程式(5・29)を最小白菜法の意味で満足する近似解Zを求める。最小自乗法を

適用するために以下に定義する関数を導入する。

q 

<T = "L W φ 
i = 1 f， i 

(5-35) 

<T. = 
k 

"L W 
s=1 O，S 

n 

"L{.q_l-
t=l .守，" 

m(p+l)+np 

z 
v=l 

2 

. d z .} 
S，V v，t 

(5-36) 
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i d s，v Z v，t } 

z v. tは行91JZの (v，t)要素であり、1d e. v と 1q e. vはそれぞれ、行列Diとむi

の (S，v)要素である。 また、Wf. 1 と W o • 1 は重み係数である。 定義から明らか

のように、関数φは(5・29)式の左辺と右辺に関する強差を自乗したものの総和で

あるので、この関数の値は方程式(5倫29)の近似解Zに含まれる誤差を測る一つの

尺度として考えることができる。

以上により、設計問題は未定行列Zに関して関数争を最小にする最小化問題に

変換された。最小自乗法の良く知られている特徴として、関数争に最も大きな寄

与を与える残差が優先的に最小化が図られるという特性がある。この特徴を利用

して、重み係数Wf. 1やWo・iの{霞を適当に調整することで、ある特定の出力につ

いて、あるいはある特定の周波数について、モデル・フォロイングの結果を選択

的に一致させることができる。

関数争が未定行91JZの要蓑 Zi.Jに関して最小であるための条件
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s争=1， 2 ，…， m(p+ l)+np 
コ o ， (5-37) 

02，" j=1，2，…， n 
I ， J 

から、未定の値を持つ要素 2i .Jが満たすべき関係式を導くと、次のような簡潔な

表現を持つ行列方程式を得ることができる。

一・一一一
{D'W，WD}Z  = 

T 0 

一-一一一
D"W，W Q 
T 0 

(5-38) 

ここで、官fと習。はともに2kqX2kqの次元を持つブロック対角行列であり、

それぞれは次のような構造を持つ。

W，= block-diag {W，，， W 
f，l' "f，2' 

W = 
O 
block-diag {WO ，WO 

W. } 
f，q 

(5-39) 

WO } (5-40) 

行列宵f，jは、対角要衰の値がすべてWf， jである、 2kX2kの次元を持つ対角

行列であり、行子IJW。は、対角要衰のそれぞれの値がWo・iである、 kXkの次元

を持つ対角行列である。

方程式(5・38)は次元m(p+ 1 )+n p)X(m(p + 1 )+n p)を持つ行列

{ OT荷f習。O}が正郎であるときのみ解くことができる。この時、与えられた

特性を最小自乗の意味において満足された動的補償器が設計されたことになる。

以上に述べた多点周波数モデル。フォロイング法や最小自乗モデル・ブォロイ

ング法で設計された動的補償器は、それ自信が安定な系であり、それを組み込ん

だ閉ループ系もまた安定な系であることが要求される。仮に、何れかの条件が満

足されない場合には、設計パラメータを変えて再度設計を繰り返し、満足できる

結果が得られるまで、この手続きを繰り返す必要がある
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5-2-3 動的描償器の状態空間表現

近似的なモデル・フォロイング法によって設計された動的補償器の構造は、

(5・19)式の周波数伝達関数行列によって表わされている。 このように設計され

た補償器を具体的に構成するためには、以下のような状態空間表現で表されてい

る方が望ましい。

x A x + B u 
c c c c c 

(5-41) 

y c x + D u 
c c c c c 

周波数伝達関数行列から上記の状態空間表現 {Ac、Bc、Cc、Dc}を求める問

題は、一般に"実現化問題(Realization)"といわれる。 この問題で注意しなけれ

ばならないことは、与えられたK(jω〉と同じ周波数表現を持つ状態空間表現が無

数に存在することである。すなわち、状態空間表現から周波数伝達関数行列を計

算した場合に、向じ慌の極と零点の対が周波数伝達関数行列の各要素に共通に存

在するならば、伝達関数上でそれらの零点、と極が消去され、その結果としてその

極や零点が見かけ上存在しないように見える。すなわち、極ー零消去がある場合

には、零点や援の憶がどのような値であっても、また、極ー零消去された対の数

がどのような数であっても、消去された極や零は周波数表現の上には現われるこ

とがないために、見かけ上向ーの周波数表現K(jω〉で表される。 このような状

態空間表現の中から最少の次元を持つ状態空間表現を見いだす問題を"最少実現

化問題"と言われる。極一零消去は可制御性、可観測性に密接に関係しており、

可制御性および可観剖性を満たす場合には謹一零消去(Input-OutputDecoupl ing 

Zeroを除く〉が起こらないことが知られている。 したがって、最少の次元の状

態空間表現の系は、可制御性と可観測性を満たす系であることになる (24)。この

ことを利用するならば、与えられた周波数伝達表現K(jω〉を持つ任意の状態空間

表現をまず求め、この表現から可制御性と可観測性を満たす部分を抽出し、これ

に関する状態空間表現を得ることで最少の次数の系を決定することができる。
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本章では、 Wolovichの構造定理(structuretheorem)<24)・(25)を適用して、可

制御性が保証されているような状態空間表現を求め、 Rosenbrockの提案したsys-

tem matrix(26)を構成し、これに対してN.Munro (26)の方法を適用することで可観

測部を抽出して最少実現の系を求めた。

5-2-4 逆ナイキスト配列法におけるモデル。フォロイング法

逆ナイキスト配列法におけるモデル。フォ口イング法は、直接ナイキスト配列

法における手法とは、 k=m=nとする制約が置かれること、動的補償器の構造

の表現形式が多少異なること、 および、選ばれたそれぞれの局波数で導かれた連

立代数方程式(5・26)式の係数行予IJと定数行列の定義に違いがあること以外は、上

で述べた手法の同一表現形式を用いて表すことができる。以下に、直接ナイキス

ト部列法におけるモデル・フォロイング法にどのような変更を行うならば、逆ナ

イキスト部列法における手法を導くことができるかを述べる。

逆ナイキスト配列法におけるモデル。ブ*ロイング法では、動的補償器の構造

を以下のように与える。

K(jω〉 T (jω)-lV(jω 〉 (5-42) 

ただし、 V (jω〉と T(jω〉はそれぞれ(5・20)式、 (5・21)式で表された行列である。

与えられた系の周波数伝達関数逆行列を註(jω〉、関ループ系で実現希望の特性を

o.(jω〉と表すとき、選ばれた周波数ω1のそれぞれにおいて、未定係数行91JZに
関して次の連立方程式を導くことができる。

D.Z ""'" T E. = 1 ， 2 ，…， q 

ここで、係数行列Diは以下のように定義される。

(5-43) 

D.= 
-lAT /. ，-PAT /. d~T /. ， -p~T 

[G i'〈jωi〉 Qi，…， (jωi 〉 Qi，・(jωi〉Ei ，…， -(jωi 〉 Ei] 

(5-44) 
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逆ナイキスト配:7IJ法におけるモデル。フォロイング法は、誼接ナイキスト配列

法における手法の連立代数方程式(5・24)の係数行列Diと定数行列Qiを、それ

ぞれ Diと怠!と単に置き換る以外は同ーの表現形式で与えられる。
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5-3 結合炉の数学モデル

結合炉の炉出力調整制御に対して近似的な非干渉制御法の適用を試みる。制御

の対象とした結合炉は、 3章Lこ述べた 3炉心から構成される結合伊とした。また、

結合炉の動的挙動は向ーの数学モデルによって記述されるものとする。また、勤

特性パラメータも向ーとする。非干渉化ずる出力は各炉心の炉出力とし、入力は

各炉心に設けられた制御棒駆動機構に対する制御信号とする。非干渉制御では、

各炉心の炉出力のみの情報を用いることにする。

近似的な非干渉制御系の設計では、注目する周波数領域内の数点の周波数での

周波数伝達応答行列E(jωi)の情報が必要とされる。本章の試みでは、上で述べ

た結合モデルをもとにした計算から与えることにする。パイル・オシレータ等の

実験や各種の同定実験から E(jωi)を得ることができるならば、必ずしも結合炉

の数学モヂルを必要としない。
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5-4 近似的な非干渉制御系の設計

結合炉の出力調整のための非干渉制御系を、疑似対角化法とモデル・フォロイ

ング法の近似的な手法を用いて設計する。それぞれの設計を通じて、近似的な非

干渉制御を実現するためには、設計パラメータをどのように設定すべきか、また

どの穏度の近似性で非干渉が可能かなどの、それぞれの設計法の特性を明らかに

することにする。

5-4-1 疑似対角化法による設計

5-4-1-A 用語、記法等の定義

ここでは、近似的な非干渉制御を可能にする前置動的補償器を、疑似対角化法

を適用して設計することにする。設計に入る前に、逆ナイキスト配列法(1)の設計

で用いられる用語や記法のいくつかについて述べる。

S平面上の閉曲線

D(ω。、ω1)をs-平面上の虚

軸上の s=jω。から s=jω1まで

の線分とする。周波数伝逮関数

行列z(S)の任意の要素 Zi J (S) 
による線分D(ω。、ω1)の写像を、

"D (ω。、ω1)に関する Zi J (S)の

ベクトル軌跡"ということにする。

今、函5・2に示すような、農軸上

の線分D(-R、R)と、原点を中心

とした半径Rの S-平面の右半面

上にある半円から構成される閉

曲線を考え、 C(R)をとする。以

O 

R 

O 

O 

菌 5- 2 s-平扇上の閤曲鑓

( x 零点、 0:罷}
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下の議論において、周波数特性がz(S)で与えられる系の安定性解析のために、閉
曲線C(R)に関する Zi J (S)のベクトル軌跡を描く必要がある場合には、 Rをz(S) 
の S-平面の右半面上に存在するすべての零点や極が、この閉曲線に含まれるほど

十分に大きいものと暗黙に仮定することにする。

対角優勢性

次元mXmを持つ周波数伝達関数行列z(S)の i番目の行、あるいは列に関し
て、次の関数を定義する。

m 

d i (S)コヱ IZ i J (S) I (5-45) 

j学 i

m 
di(S) = I I ZJi(S) I (5-46) 

j;t:i 

行子IJZ (S)は、缶意の対角要衰 Zi; (S)とこれに対応する関数 d; (S) (d ' i (S)) 

が、ある周波数 Sに関して次の条件を満足するならば、行(列〉対角優勢であると

いい、この性質を行(列〉対角優勢性と呼ぶ。

I Z;; (S) I > d i (S) (d i (S)) i =1，…，m. (5-47) 

すべての Sに関してく5・47)式のどちらの条件も満足される場合には、単に対角

優勢と呼ぶ。

ゲリシユゴリン帯

行列Z(S)の対角要泰 Z; ; (S)のD(ω。、ω1)に関するベクトル軌跡上に、各 S

に対応する点を中心として半径 d;(S)(d ';(S))の円群を描いたとき、円群を包

絡する包絡線を"D(ω。、ω1)に関する Z; i (s)の行(子IJ)ゲリシュゴリン帯"と呼ぶ。
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ゲリシュゴリン帯は対角成分に対する非対角成分の大きさの度合いを表し、出力

における非対角成分からの寄与の度合いを図形的に表したものといえる。上で定

義した対角優勢性は、定義から明らかのように、ゲリシュゴリン帯に原点が含ま

れているか、否かを調べることによって判定できる。

5-4-1-B 前置補償器の設計 (5)

まず最初に、結合炉に何も補償が行われていない場合に、他の炉心からどの程

度の干渉を受けるかを調べるため、結合がの周波数伝達関数逆行列のある対角要

素のゲリシュゴリン帯を周波数領域D(0.1、100)に関して描いて見た。その結果

を図5-3に示す。 ここで、周波数領域 0.1......100くはd/s)は、結合炉の出力調整制

御が行われる時間領域内の動的挙動が主に支配される領域として選択した。

図ト3は、補償が全く行われていない場合、対角優勢性は保たれているものの、

そのゲリシユゴリン帯の巾は広く、他の炉心からの影響を大きく受けていること

を示している。
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図5-3 何も補償を受けていない時の結合炉の周波数伝達関数逆行列の任意の
対角要素のD(0.0、100.0)に関するベクトル軌跡とゲリシュゴリン帯
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そこで、このような炉心間の干渉が存在する結合炉の炉出力調整制御を非干渉

的に行うための制御系を、疑似対角化法を用いて設計することにする。最初の試

みでは、比例要衰のみから構成される前置補償器 (0次多項式の補償器〉の設計

を行うことにする。設計では、注目する周波数領域を 1(rad/s)前後の領域とし、

この領域から 1(rad/s)の周波数 1点のみを選んで設計を行った(設計 1)。その

結果、設計された補償器の周波数伝達関数逆行列、およびその逆行列である周波

数伝達関数行列くこの場合は比例係数行列〉を表5・1、5・2'こ示す。

O. 898 
O. 312 
O. 3 1 2 

2
8
2
 

1
A
Q
U
胃

i

列一

3
8
3

Z
J

一
・

f
z

一
0
0
0

0

一
文一

O. 3 1 2 
O. 3 1 2 
O. 898 

表 5-1 設計 1 比例要素のみから構成される

前置補償器の周波数伝達関数逆行列

7
0
O
 

R
U
戸

h
U
F
O

n
d
つU
つU

1
A
A
U

ハU
一一

K 。行予IJ

-0.350 
1. 357 
-0.350 

A
U
A
V
ウ

t

5
戸h
U

戸り

つ
り
つ
U

つリ

nv
ハV
1
A

一一

表5-2 設計 1 比例要衰のみから構成される

前置補償器の比例係数行列

設計された前置補償器の補償を受けた結合炉の周波数伝達関数逆行列のある任

意の要衰のゲリシュゴリン帯を図5・4に示す。
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図5-4 設計 1で設計された比例要素のみから構成される前置補償器の掠債を
受けた場合のqi i ( S )の D(0.0、 100.0)に関するベクトル軌跡とゲリ
シュゴリン帯
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この図から、 1(rad/s)前後の周波数領域においてゲリシュゴリン帯が顕著に

縮小しており、この周波数領域において近似的な非干渉化が実現されていること

が分かる。周波数領域の高周波倒では対角蟹勢性にさ:まどの改善は見られないが、

低周波側では大きく改善されている。この対角優勢性の間波数領域における違い

は、図5-3に示した逆ナイキスト線図とゲリシユゴリシ帯の変化からもある程度類

推されるが、周波数特性が 1(rad/s)の以後で大きく変化していることが原因であ

ると考えられる。設計された前置補償器を用いて非干渉制御を行う場合には、対

角優勢性が優れている 1(rad/s)以下の周波数領域における特性が出力の動的挙

動を支配するように、フィードパック補積系を設計する必要がある。

比例要衰のみから構成される前置補償器を設計する試みとして、周波数特性が

大きく変化する周波数領域の疑似対角化を線形補償器によってどの程度可能であ

るかを調べるための設計を行った。これらの試みでは、先に設計で用いた周波数

領域よりも少し高い周波側領域(1---10rad/s)を含めた領域を設定し、選択する周

波数の数、選択する周波数、重み係数等の適当な組合せを用いた。この結果から、

注目する周波数領域で周波数特性が大きく変化するような場合には、比例要素の

みの補償では満足できる近似的な非干渉制御は実現できないことが分かった。

次に、速応性の改善の見地から、近似的に非干渉化される周波数領域をさらに

広げる目的で、その構造が(5-3)式の周波数伝達関数逆行列で表される 1次多項式

の動的補償器を疑似対角化法を用いて設計した。設計では近似的非干渉化の対象

とする周波数領域を0.1......30(rad/s)と設定した。また、設計パラメータを表シ3の

ように与えた〈設計2)。表に与えた周波数と重み係数の組合せは、注目する周

波数領域の低周波側でより良い対角優勢性が得られるように選ばれた。 設計の

結果得られた 1次多項式の前量動的補償器の周波数伝達関数逆行列を表す2つの

行91JR 0とRlを表5-4に示し、この周波数表現に対する状態空間表現の各行列を表

5・5，こ示す。 解析から、設計された動的補償器は安定な系であることが確かめら

れた。
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表5-3 設計2 1次多項式の前置動的補償器の設計

に用いた設計パラメータ (N:選択した周波数

の数、い r 選択した周波数、 Wr 重み係数〉

0.897 
0.309 
0.309 

R O 行予IJ

0.309 
0.897 
0.309 

Kl行列

0.309 
0.309 
0.897 

0.044 
0.032 
0.032 

0.032 
0.044 
0.032 

0.032 
0.032 
0.044 

表5-4 設計2: 1次多項式の動的補償器の周波数伝達

関数逆行列を表す各行列

Ac Bc 

-38.0 
12.0 
12.。

12.0 
・38.0
12.0 

12.0 
12.0 
・38.。

59.9 
・25.3
綱 25.3

-25.3 
59.9 
・25.3

-25.3 
・25.3
59.9 

表5-5 設計2: 1次多項式の動的補償器の状態空間表現

設計された前置動的補償器の捕債を受けた結合炉の関ループ周波数伝達関数逆

行列のある対角要素に関するゲリシュゴリン帯を図子5に示す。 この図から、注

百する周波数領域で全域的に優れた対角優勢性が実現されており、特に比例要素

のみの補償器では実現できなかった高周波側での対角優勢性が大幅に改善されて

いることが分かる。結合炉の出力調整制御が関係する時間領域を考えるならば、

それらの時間挙動を支配している特性は上記の設計で注目した周波数領域内に含

まれると考えられるので、図5・5に示した対角優勢性は十分に満足できる特性であ

ると判断される。
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図5-5 設計2で設計した 1次多項式の動的補償器の補償を受けた場合の
q il(S 〉のD(0.0，40.0)に関するベクトル軌跡とゲリシユゴリン
帯 〈図(c)上の黒色の円盤はオストロヴィスキー帯の包括線を
構成している円盤の一部を示したものである。〉
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この設計法を適用次に、疑似対角化法の設計手法としての特性を明らかにし、

する際の指針を得るための一つの試みとして、設計パラメータの選択がどのよう

この試みでは、設計パラメータとして、に設計の結果に影響を与えるかを調べた。

高周波側の周波数領域で設計2の場合よりも優れた対角優勢性が得られるように、

設計の結果を、表5・7、表5・8、図5・表5-6~こ示した組合せを用いた(設計 3) 。

6に示す
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設計 3: 1次多項式の前置動的補償器の設計に

用いた設計パラメータ (N :選択した周波数

の数、 ωr 選択した周波数、 Wr.重み係数〉
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設計3: 1次多項式の動的補償器の周波数伝達

関数逆行列を表す各行列
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設計2: 1次多項式の動的補償器の状態空間表現
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関5-6 設計3で設計した 1次多項式の動的捕償器の補償を受けた場合の
311(s〉のD(0.0，40.0)に関するベクトル軌跡とゲリシユゴリン
帝

160・



図5・6から、低周波側では対角優勢性が多少劣るものの、高周波側では設計の

意図通りに対角優勢性が改善されていることが見られる。このことから、疑似対

角化法は、設計パラメータ {N、ωr、Wr}の適当な組合せを用いることによっ

て、希望する周波数領域に望ましい対角優勢性を与えるような前置補償器の設計

をある程度可能にすることが分かる。

5-4-1-C 閉ループ系の安定性解析

非干渉化された特性をさらに効果的に利用して、入出力間に希望の応答特性を

与えるためのフィードバック補償系の設計を行う。この設計では、フィードパッ

ク係数の適切な選択のために、フィードバック係数とフィードバック補債を受け

た閉ループ系の安定性の関係を明らかにしておく必要がある。そこで、以下に設

計2の場合を対象にして、 Rosenbrockの提案した安定判51lJ理論(1)を適用して安

定解析を試みる。

閉ループ周波数伝達関数逆行子IJR ( s )は、 (5幽 2)式に示したように関ループ周
波数伝達関数逆行予UQCs)とフィードパック行列Fとの単純な和であることから、

R(s)の対角要素日 ii ( s )を fi十 qi i ( S )と表すことができる。 このため、

日ii ( S )に関するゲリシユゴリン帯は、 qi i ( s )のゲリシユゴリン帯を fiだけ実

軸の右方向に平行移動したものと考えることができる。 Rosenbrockの安定判別法

は、このような性質を利用することによって、白(s )とQ(s)の対角優勢性の条

件の下で、 qi i (S )に関するゲリシユゴリン帯のみの解析から閉ループ系白(s ) 

の安定性に関する情報を求めようとする方法である。

Rosenbrockの安定性の定理では、3種類の整数P。、 nぃ百 iの情報を必要とす

る。ここで、 P。は s-平面のお半面内に存在する Q(s)の極の数である。 njは

q j j (s)のベクトル軌跡が原点の周りをまわる回数、百 iはフィードバック係数が

fjであるとき、 Fiij(S)のベクトル軌跡が原点、をまわる回数とする。百 iの{直は、

h i j (S )と奇 jj ( s )のそれぞれのベクトル軌跡に関して上で述べような関係に注

目するならば、 qi i(S 〉のベクトル軌跡が-f i + jOの点をまわる回数と等しいこと

が分かる。 Rosenbrockの安定性定理によれば、。(s)がC(R)上で対角優勢である

ならば、フィードバック係数 fjを持つ閉ループ系が安定であるための必要十分条
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件を次のように与えることができる。

ヱくれ - ni) Po 

まず最初に Poの値

を求めるために、

det( Q( s ))= 0の

根を計算して、穫

の位置を調べた。

この解析から S平

面の右半蕗内には

原点に存在する 3

f留の極を除いて極

が存在しないこと

Fミ

O 

(5-48) 

R 

己二三> 0 

が分かった。この 間 5 - 7 s骨平面上の閉曲線 C(R )の変更さ

ような場合には、閉曲線C(R)上に援が存在することになるので、図5・7に示すよ

うに、原点の周りに小さな半径を持つ半円の迂回路を設けた閉曲線C'(めを採用

することで、 P。を Oと置くことができる。 上記の安定性の必要十分条件から、

Po= 0であるときに閉ループ系が安定であるためには、 nj= n jでなければなら

ないことが分かる。このことは、フィードバック補償系の設計では、フィードパ

ック係数をお j = njの条件が満たされるように選択すべきであることを意味して

いる。ところで、この条件は、 nぃ百 iが等しいことのみを要求しており、具体

的な値を要求していない。このことに注目するならば、条件が成立するかどうか

を、図5-5tこ示すC'(R)の一部のD(0.0，40.0)に関する qj i ( S )のゲリシユゴリ

ン帯のみから判別することができる。 これは、 C' (R)の実軸の上半分と下半分

の関するゲリシュゴリン帯は実軸に対して対称であることや、 C' (R)の円弧の部

分やD(40.0， R)に隠するゲリシユゴリン帯の解析から、これら部分に関するゲリ

シュゴリン帯が njやお iの{直に変化を及ぼすことがなく、 D(0.0，40.0)のゲリシ
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ユゴリン帯から予

測した安定判別の

結果を覆すことが

ないことが確かめ

られたからである。

閉ループが安定

であるための条件

は、ベクトル軌跡

ノ〆

国 5-8 q i i{jω}のベクトル執替の原点近欝の革

が原点の周りをまわる回数 lljの情報を必要としている。 ところが、奇 ji ( S )の

ベクトル軌跡を見ると、図5・5に見られるように、原点から出発しているかのよう

に見える。 lljに関する情報を得るためには、原点の近傍でのベクトル軌跡の挙動

を詳細に謂べる必要がある。 上で述べたように、 p0=  0とするための処置とし

て、閉曲線C'(R)の原点の間りに小半径の迂回路を設けた。 したがって、 qj j 

( s )のベクトル執訴の原点近傍の挙動は奇 jj ( S )それ自身の性質と迂回路の取り

方よって決まる。 Q(S)のそれぞれの要素は、原点の近傍では Sに比例するよう

に変化し、 c'(R)の原点の周りの迂回路は S平面の原点を中心として右半面で半

円を描く。 したがって、 qiiCs)のベクトル軌跡は図5唱に示すように、原点、に

近い実軸から出発して迂回路と相似する挙動をし、その後図5屯に示した代、クトル

軌跡に連絡するものと考えられる。

以上の解析から、 -fj+jO点、を、原点、と奇 i i ( S )のゲリシュゴリン帯が原点、に

最も近い所で実軸を切る点A(図シ5(C)参照〉の間から選ぶならば、ゲリシユゴリ

ン帯が原点をまわる回数 njと-f i + jO点の周りをまわる回数百 iは同じであるの

で、閉ループは安定であることなる。 また、-f i + jO点をゲリシュゴリン帯が実

軸を原点から遠い方で切る点B(図シ5(C)参照〉と・∞の間で選択するならば、 nj

= n jの条件を満たすことがないので閉ループ系は不安定な系となる。 また、 A
点とB点の間で選ぶならば、 Rosenbrockの安定判別法では閉ループ系の安定性を

判定することができない。 これは、上で述べたように、 11j i (s)のゲリシユゴ

リン帯は、奇 ii ( S )のゲリシュゴリン帯をフィードパック係数 fj だけ実軸のお

方向に平行移動したものであるから、-f i + jO点を図5・5のA点、と B点、の間から選

ぶとすれば、日 ii ( S )のゲリシュゴリン帯の中に原点が含まれることになり、安
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定判別法の適用の前提条件であった A(s)の対角優勢性が満足されないことにな

るためである。

5-4-1-D フィードバック補償系の設計

ここでは、上記の解析から得られた系の関ループ系の安定性に関する知見をも

とに、閉ループ系で出力に希望の応答特性を与えるようなフィードバック補償系

の設計を行う。 設計では、逆ナイキスト記列法(1)を適用して、図5・5(C)のOA

点の間から適当な-f i + jO点、を定め、フィードバック係数 f を決定することにす

る。

設計問題として次のような問題を考える。 i番目のフィードパックループが切

断された状態にあり、i番目のフィードバックループを除いたすべてのループのフ

ィードバック係数が適当に定められていると想定する。 そこで、 hi-1(S)を、

i番目の出力と i番目の入力問の周波数伝達関数の逆数を表すものとする。 上記

の設計問題は、 hi-1(S)に関する一入力一出力系のフィードバック係数-f i ;を決

定する問題となる。この設計の目的のために、 hi-1(S)に対して定義される"オ

ストロヴィスキー帯"を導入する。 このオストロヴィスキー帯の持つ性質は、

q i i ( S )のゲリシユゴリン帯に常に含まれるほど狭い巾をもち、その帯の中心を

q i i ( s )のベクトル軌跡に置くものである。 Ostrowskiの定理によれば、 h i-1 

( s )のベクトル軌跡がオストロヴィスキー帯内に常に含まれることが証明されて

いる。オストロヴィスキー帯の巾が十分に狭いものであるならば、 hi-1(S)の

ベクトル軌跡は qi i ( s )の軌跡とほぼ等しいことになるので、 hi-1(S)のベク

トル軌跡の代わりにqi i (S )の軌跡を用いることができる。

間5・5(c)には、 i番目のフィードバックループを除いたループのフィードパッ

ク係数を0.2に設定した場合のオストロヴィスキー帯の包絡線を形成ずるいくつ

かの円在、 qi i (S )のベクトル軌跡上に中黒の円で示した。 図から、オストロ

ヴィスキ}帯の巾が著しく縮小しており、 h i -1 ( s) = q i i ( S )と置けることが
分かる。 そこで、 i番目のフィードパックループのフィードバック補償の設計で

は、 qi i ( S )のベクトル軌跡に対して逆ナイキスト法配列法を適用して、適当な

ゲイン余裕や位相余裕を持って閉ループを補償するフィードバック係数を決定す
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ることにする。ところ

で、適切なフィードバ

ック係数の決定には、

選択した-f i + jO点とゲ

イン余絡や使相余搭と

の関係を明らかにして

おく必要がある。 そ

こで、図5-9のような h 関 5- 9 ゲイン余語と位翻余持の計算

j -1 (s )のベクトノレ執

跡が与えられたものとし、 -fj+jO点はF点、の点に選択されたものとする。このと

、.白目.，，
es
 

h
 

/れ

¥¥  

O 

F 

き、ゲイン余裕は hj-1(s)のs=Oに対応する点 (すなわち、この場合では原点

0)とhj-1(s)のベクトル軌跡が実軸を切る点、Cとの間の線分OCと、原点O

と点Fとの間の線分OFとの比〈すなわち、 oF /0  C)として与えられる。
一方、位相余裕は原点を中心として半径OFの円を描いたときに、この円が hi-1 

( s )のベクトル軌跡と交わる点、すなわち、 Ihj-1(S)1=lfjlを満足する点

をDとすれば、ぷDOFの角度として定義される。 一般に、サーボ系のフィード

パック補償系の設計では、ゲイン余絡を 3--..10、位相余裕を 450 -60 。を

とることを目安としている。 設計では、この目安を参考にして、-f j + jO点を

・0.2+jOを選択して、フィードパック係数を0.2と決定した。このときの閉ループ

系のゲイン余裕は6.4、位相余裕は60。と計算される。

以上で設計されたフィードパック補償系は、結合炉の各炉心の出力調整制御に

おいて十分な特性を持つ補償系であると考えることができる。
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5-4-2 近似的モデル・フォロイング法による設計

以下では、逆ナイキスト配子IJ法における多点周波数モヂル・フォロイング法と

最小自乗モデル・フォロイング法の2つの近似的なモデル・フォロイング法を適

用して、近似的非干渉制御のための前置動的補償器の設計を行い、この設計を通

して、これら 2つの設計手法の違いや、モデル・フォロイング法と疑似対角化法

との設計上の違いについて比較検討する。

5-4-2-A 多点周波数モデル。フォロイング法による設計 (6) 

まず最初に、多点周波数モデル・フォロイング法による設計を行う。この手法

で設計を行うためには、4穏の設計パラメータ {p、q、ωぃQi、i司、…、 p}を与

え、これをもとに(5・29)式の行列方程式で表された線形連立代数方程式を構成し

なければならない。この行列方程式の係数行予IJ0 や定数行~IJQ は、 (5 ・ 30) 、 (5-3 1)

式から分かるように、周波数ωi に関して構成された方程式(5嶋 26)式の係数行列

Diと定数行列むi'を)1聞に積み上げた構造を取っている。すでに述べたように、こ

のように構成されたく5-29)式の連立代数方程式には未知数よりも方程式の数が多

い。多点周波数モデル・フォ口イング法では、係数行予IJ0から未知数を決定する

ために必要な数の線形独立な行を先頭の行からI1自に選択する方法を採用している。

したがって、この方法では、係数行予IJ0の上の位置に配置された行ほど優先的に

選択されることになるので、 DiやQiをどのような優先順位で積み上げてDやG

を構成するかが重要となる。

1次多項式の動的補償器を設計することにする。この場合、補償器の多項式の

次数pは 1、入出力数託、 m、nはともに 3であるので、未知数を決定するため

の必要条件(5・32)式から、注目している周波数から選択しなければならない周波

数の数 qは少なくとも 2個以上でなければならないことが分かる。 設計を進め

るためには、対角化を試みる周波数ωiと、その周波数で希望する周波数応答特性

Qiを設計パラメータとして指定する必要がある。 このパラメータの憶を適切に

設定するならば、近似的な非干渉化が実現され、しかも希望の周波数応答特を与

えることができる前置動的補償器を設計することができる。 そこで、多点周波
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数モデjレ・ブォロイング法のこの特徴を利用して、疑似対角化法の設計3で設計

した補償器によって補償された関ループの周波数特性とほぼ同じ特性を実現する

ことを目標とする。 この設計では、設計3で実現された関ループ特性では周波数

25(rad/s)近傍や10(rad/s)以下の周波数で対角優勢性が大暗に改善され、ほほ対

角化が実現されていることに着目した。 多点周波数モデル・フォロイング法

は特定の周波数点、でQ〈ω〉を対角化することによってその近傍の周波数での対角

優勢性を改善する方法であるので、対角化を図る周波数ωiとして25(rad/s)と10

(r吋 Is)の2点の周波数を選択した。 それぞれの周波数での特性を表すQiには、

設計3でそれぞれの周波数で実現された特性と閉じものを与えた。それぞれの周

波数ωiで設定したQiを表5・9に示すく設計4)。 パラメータの指定では、 25(r

ad/sec)の周波数で優先的に対角化が行われるように、25(rad/sec)に関係した係

数行列の行が線形独立な行として優先的に選択されるようにした。

周波数 希望の周波数応答特性Qi

25(rad/sec) 。1= d i ag (・1.0 +jO.090，1.0 +jO.090， 1.0 +jO.090) 
10(rad/sec) eb=diag (-O.163+jO.203， 0.163+jO.203， 1.163+jO.203) 

表5-9 設計4:多点周波数モデル・フォロイング法による 1次多項式の
動的前置補償器の設計パラメータとして与えた ωiとQi

56.96 
・24.44
・24.44

36.02 
・11.35
-11. 35 

Vo 

輔24.44
56.96 
・24.44

To 

ゆ 11.35
36.02 
・11.35

-24.44 
-24.44 
56.96 

-11 .35 
帽 11.35
36.02 

暢 0.1303
0.0573 
0.0573 

Vl 

0.0573 
・0.1303
0.0575 

0.0575 
0.0575 
・0.1303

表5-1 0 設計4:設計された 1次多項式の動的前置補償器の
周波数伝達逆行列を表す各行列
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Ac Bc 

帽36.02 11.35 11.35 1.0 0.0 0.0 
11.35 -36.02 11.35 0.0 1.0 0.0 
11.35 11. 35 働 36.02 0.0 0.0 1.0 

Cc Dc 

62.96 -27.34 -27.34 -0 . 130 0.057 0.057 
-27.34 62.96 嶋 27.34 0.057 -O. 130 0.057 
ヨ7.34 27.34 62.96 0.057 0.057 司0.130

表5-1 1設計4:設計された 1次多項式の動的前置補償器の
状態空間表現を表す各行列

このような設計パラメータを与えた結果、設計された 1次多項式の動的補償器の

周波数伝達関数行列 ((5・19)式〉を表す各行列、および状態空間表現を示す行列

をそれぞれ表シ10と表5・11に示す。設計された補償器によって補償された関ルー

プ周波数伝達関数逆行列における、ある対角要繋qi i (s )のD(0.0，30.0)に関す

るベクトル軌跡とゲリシュゴリン帯を図5・10に示す。国から、疑似対角化法の設

計3で実現されたものとほぼ向じ周波数特性が、注目している周波数領域内で実

現されていることが分かる。 また、対角化が、設計で与えた 2つの周波数10

(rad/s)と25(rad/s)のうち、 25(rad/s)の方で実現されている。 設計では、それ

ぞれ6X9の次元を持つ、 1O( rad/s)と25(rad/s)に関係する係数行子IJOiから、次元

12X9の行列の係数行列Dを構成している。 補償器を設計するためには、係数行

予Ij0の12本の行の中から線形独立な9本の行を選択して、正到な行列を作る必要が

ある。今回の設計では、25(rad/s)に関係する係数行列を 01として、 10(rad/s)に

関係するものを 02として与えた。このことによって、係数行列Dの上位に位置す

る25(rad/s)に関する6本の行が、独立な行として選択的に選ばれ、残りの3本の行

が、 10(rad/s)に関するものの中から選択される。このことから、図5-10に見られ

るように、 25(rad/s)における選択的な対角化が実現されたと考えることができる。
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多点周波数モヂル・ブォロイング法は、疑似対角法では 2次以上の高次多項式

の動的補償器の設計が事実上不可能であるのに対して、高次多項式の補償器の設

計を可能にすることができる。そこで、以下の試みでは、上記の特徴を利用して、

系の速応性を高め、同時に安定領域を広げることを目的とした高次多項式の動的

補償器を設計する。

上で述べたRosenbrockの安定性理論による解析から、閉ループ特性が図ト5'こ

示すような特性であり、フィードバック係数を fiとした場合には、閉ループ系が

安定であるためには、-f iの値を原点、とゲリシュゴリン帯が実軸を切るまでの点

の間 (OA)の中から選択しなければならないことが示された。このことは、フ

ィードパック係数に対する安定領域を広げるためには、ゲリシュゴリン帯が原点、

からなるべく遠い所で負の実軸を切る必要があることを意味している。 ゲリシュ

ゴリン帯が負の実軸を切る周波数ωpはPhaseCrossover Frequencyと呼ばれ、系

の速応性を表すーっの尺度となっている。すなわち、フィードパック諦償系の設

計では、上で述べた安定性の条件から、周波数 O(rad/s)から ωpまでの関ループ

特性を利用することになるので、ωpが大きいほど設計される閉ループ系に速い応

答特性を与えることができる。以上の議論から、系の速応性を高め、安定領域を

広げるためには、ゲリシユゴリン帯が、原点からなるべく遠く、しかも高い周波

数で負の実軸を切る必要があることになる。

このような改善が高次多項式の動的補償器によって可能であるのかを調べるた

めに、 2次多項式の動的補償器を設計することにする。補償器を設計できる必要

条件 ((5・32)式〉から、 2次多項式の動的補償器を設計するためには3個以上の

周波数を指定しなければならない。そこで、周波数ωiと、それに対応して与えた

希望の関ルーフ.特性Qiとを表ト12'こ示すように与えて設計を行った〈設計5)。

その結果、表5・13に示した行列で周波数伝達関数行列が表される、 2次多項式の

動的前置補償器が設計された。表シ14に、設計された 2次多項式の動的前置補償

器の状態、空間表現を表す各行列を示す。
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周波数 希望の周波数応答特性Qi

10 (rad/sec) Q1ご di叶 0.070+jO.2丸 -0.070+jO以 4mjomi

30 (rad/sec) 。2=diag(-0.782+jO.557，-0.782+jO.557， -0.782+jO.557) i 
60 (rad/sec) 。3=diag(耐 2.210+jO.605，-2.210+jO.605， -2.210十jO.605)i 
表5-1 2 設計5:多点周波数モデル・フォロイング法による 2次多項式の

動的前置補償器の設計パラメータとして与えた ωiとQi

Vo V1 V2 

3706. -908. -908. 26.27 -11. 49 -11. 49 1.434 -0.357 -0.357 
-908. 3706. -908. -11. 49 26.27 -11. 49 -0.357 1.434 幽 0.357
-908. -908. 3706. 幽 11.49 -11. 49 26.27 -0.357 酬0.357 1.434 

To T1 

2794. 41. 41. 161.1 -10.30 制 10.30
41. 2794. 41. 鍋 10.30 161.10 ー10.30
41. 41. 2794. -10.30 -10.30 161.10 

表5-1 3 設計5:設計された 2次多項式の動的前置補償器の

0.0 
0.0 
0.0 
1.0 
0.0 
0.0 

0.0 
0.0 
0.0 

周波数伝達逆行列を表す各行列

A C B 

0.0 0.0 情 2794. -40.71 -40.71 -271. 7 45.90 45.90 
0.0 0.0 暢 40.71 -2794. -40.71 45.90 -271. 7 45.90 
0.0 0.0 -40.71 -40.71 -2794. 45.90 45.90 暗 271.7
0.0 0.0 -161.1 10.27 10.27 24.24 -46.28 -46.28 
1.0 0.0 10.27 -161.1 10.27 幽 46.28 24.24 -46.28 
0.0 1.0 10.27 10.27 勝 161.1 信 46.28 -46.28 24.24 

Cc Dc 

0.0 0.0 1.0 0.0 0.0 1.434 -0.357 -0.357 
0.0 0.0 0.0 1.0 0.0 働 0.357 1.434 -0.357 
0.0 0.0 0.0 0.0 1.0 -0.357 -0.357 1.434 

表5-14設計5:設計された 2次多項式の動的前置補償器の
状態空間表現を表す各行列
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密5-11には、設計された補償器によって補償された開ループ周波数伝達関数逆行

列。(jω〉における対角要素 qi i (jω〉のベクトル軌跡とゲリシュゴリン帯を示し

た。この図と、 1次多項式の動的補償器で補償された結果を示す図ふ10の特性を

比較すると、速応性が3倍ほど〈ωp=26(rad/s)→80(rad/s))高まり、安定領域

も4倍ほど (OA=イ.15→2 ・4)広くなったことが分かった。

以上に述べた 1次、および2次多項式の動的前置補償器の設計の試みから、多

点周波数モデル・フォロイング法は、注目する周波数領域内のいくつかの点で希

望の周波数応答特性老持つように対角化することで、それらの周波数の近傍の領

域においても優れた対角優勢性と希望の周波数特性老実現するような前置補償器

の設計が可能であることが分かった。
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図5-1 1 設計5で設計した 2次多項式の動的捕償器の補償を受けた場
合の qi i (S)のD(0.0，90.0)に関す石ベクトル軌跡とゲリシ
ユゴリン帯
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5-4-2-B 最小自乗モデル・フォロイング法による設計 (7)

最小自乗法による近似的なモデルフォロイング法を用いて近似的な非干渉制御

系設計の試みを行う。前項の多点周波数モデル・フォロイング法は注目する周波

数領域内の数点の周波数で伝達関数逆行列を厳密に対角化することで、その近傍

を含めての対角優勢性の改善を困るものであったが、方程式の数が決定すべき未

知数の数を上回るために、選ばれた周波数に関係するいくつがの方程式を対角化

の対象から外さなければならなかった。一方、この方法は、選ばれた周波数で対

角化されるべき特性として与えた特性と最小自棄の意味で一致するようにするこ

とによって全域的に対角優勢性を改善するものである。この方法は、最小自乗法

の際に導入した重み係数を適当に調整することによって、ある特定の出力におい

て、あるいは、ある特定の周波数において、モデルフォ口イングの一致の程度を

選択的に改善することができる。

以下に、最小宮乗法の特徴を有効に利用ことによって、希望の対角優勢性老持

つ特性を実現する前置描償器を設計できることを示す。 1{欠多項式の動的前置補

償器の設計を行った。前:こも述べたように 1次多項式の動的詰償器を設計するた

めには、対角化を試みる周波数領域から 2個以上の周波数を選び出す必要がある。

今回の設計では、非干渉化を試みる周波数領域として0.....30( rad/s)を選び、この

中から 5、 10 、および30 (rad/s)の3点の周波数を選択し、前回までの設計の

結果を参考にして、希望の特性としてそれぞれの周波数に対して表子15に示す対角

行列Qiを与えた。

周波数 希望の周波数応答特性Qi

5 (rad/s) diag ( -0.044・jO.1 ， -0.044・jO.l ， -0.044・jO.1 

10 (rad/s) diag ( -0.172 榊 jO.18，同0.172・jO. 18 ， -0 . 172・jO.18) 

30 (rad/s) diag ( -1.5 -jO.2 ， -1 .5 -jO. 2 ， -1.5 -jO.2 

表5-1 5 最小自乗法による 1次多項式の動的前置補慎器の設計

パラメータとして与えた ω1とQi
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重み係数としては、出力に関する重み係数WO，j、および周波数に関する重み係

数Wf ~，をそれぞれ指定しなければならない。 この設計では、出力に関する重み

係数WO，iとして、それぞれの出力に同じ重みがかかるように、すべてに値 1を与

えた。この設定は、出力は各が心の炉出力であり、また、各炉心の特性は全く同

ーであることから、結合炉の炉出力制御において、ある特定の伊心の炉出力のモ

デル・フォロイングの結果を選択的に一致させなければならないという必要性は

ないので、妥当なものと考えられる。そこで、今回の設計では、モデル・フォロ

イングにおける一致の改善の試みを周波数に注目して行うことにした。最初の試

みとして、モデルフォロイングの結果が選んだ周波数で同程度に一致するように、

以下の関係がほぼ満足するような重み係数を表5・16のように与えた(設計 6)

¥̂/ f 、1・ ql、 12 ~ Wf，24 1q2・ 12 ~ WL3・iq 3Ei 12 

ここで、 qL iはCbの対角要蒙(i， i)を表すものとする。

ω1  ω2  ω3  

周波数
5 (rad/s) 10 (rad/s) 30 (rad/s) 

重み係数 W f， 1 Wf.2 Wf・3

1 0 1 . 5 O. 05  

表5-1 6 設計6: :最小自乗法による 1次多項式の前置動的

補償器の設計パラメータとして重み係数

以上に与えた設計パラメータを用いて最小自乗モデル・ブォロイング法で設計

した前置補償器によって補償された関ループ系の特性を図5・12に示す。図から、

注目する周波数領域にわたって全域的に対角優勢性が改善されていることが分か

る。
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図5-12 設計6で設計した 1次多項式の動的補償器で補償を受けた場
合の CIii(S)のD(0.0，30.0)に関するベクトル軌跡とゲリシ
ュゴリン帯

176・

10" 

1.0 



次に、重み係数を適当に調節して、希望の伺波数での対角優勢性を選択的に改

善する試みを行うことにする。この目的のために表5・17に示す 3種の異なる組合

せの重み係数を用いた。この組合せでは、それぞれの周波数での重みが設計6で

用いた重みに対して 10倍の大きさになるように取つである。これらの、重み係

数を用いた設計の結果を図5-13----15に示す。これらの図と図シ12の比較から、大

きな重みをかけた周波数の近傍で相対的に対角優勢性が改善されていることが分

かる。

ω1  ω2  ω3  

周波数
5 (rad/s) 10 (rad/s) 30 (rad/s) 

重み係数 W f， 1 Wf • 2 Wf.3 

設計7 100 1. 5 o. 0 5 

設計8 1 0 1 5 O. 0 5 

設計9 1 0 1. 5 O. 5 

表5-1 7 設計6と同じ設計条件〈表5・15)で、重み係数を
変えた場合の設計
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5-4， -3 設計法の比較

以上の試みから、近似的なモデル・フォロイング法は疑似対角化法と比較して、

①希望の関ループ特性を指定できること、②2次以上の高次多項式の動的補償器

を設計できること、③近似的なモデル・フォ口イング法においても疑似対角化法

と同様に逆ナイキスト配列法の枠組みでの設計手法を適用することも可能である

こと等を考慮すると、近似的な非干渉制御系の設計手法として近似的なモデル・

フォロイング法の方が優れていると考えられる。近似的なモデル・フォロイング

法では、最小自乗モデル・フォロイング法と多点周波数モデル・フォロイング法

との比較において、前者が①重み係数を適当に調整することによって、対角優勢

性の微妙な調整が可能であること、②重み係数の選択方法によっては、多点周波

数モヂル・フォロイング法と同様な方法で対角優勢性を改善することも可能であ

ること、③非干渉制御ばかりでなく一般の制御問題に対しでも適用可能であるこ

との点で優れていると判断される。
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5-5 ディジタル・シミュレーション

以上で設計された非干渉制御系の特性を周波数領域のみでなく、時間領域での

特性を調べるために、ディジタル・シミュレーションを行い、過渡応答特性を調

べることにする。ここでは、近似的な非干渉制御系の特性を評価するために、近

似的な非干渉制御系ばかりでなく、これとは異なる設計手法で設計された制御系

についてもディジタル・シミュレーションを行い、これらの結果を比較検討する

ことにする。以下のシミュレーションでは、近似的な非干渉制御系を含めて4種

類の制御系を用いた。

最初の制御系は、各炉心のそれぞれに独立に設けられ、担当する伊心の炉出力

調整のみを目的とした制御系であり、 PI補償系と出力フィードバック補償系によ

って構成される。今回の試みでは、この補償系を、周波数伝達関数が30/(1+0.1s)

と表される PI補償系とフィードバック係数を 0.3とするフィードバック補償系か

ら構成した。第2番目の制御系は、設計 1で疑似対角化法で設計した比例要素の

みから構成される前置補償器と、フィードパック係数として 0.3を持つフィード

バック補償系とを組み合わせた近似的な非干渉制御系である。第3番目の制御系

は、最小自乗モデル・フォローイング法を用いた設計で、設計6で設計した 1次

多項式の前援動的補償器とフィードパック係数が 0.2であるフィードバック補償

系から構成される近似的な非干渉制御系である。最後の4番目の制御系は、 3章

で述べた勤的補償器による非干渉制御理論を用いて、第3番目の制御系と同様な

過渡特性を持つように設計した非干渉制御系である。この制御系の設計では、遅

発中性子先行核密度は直接的な測定手段では観測できないために、これを除いた

残りのすべての状慈変数をフィードバック制御に利用することを考えた。以下で

は、上記の 4穫の制御系をそれぞれ制御系①、②、③、④と呼ぶことにする。制

御系①~③は基本的には各炉心の炉出力をフィードバックする出力フィードバッ

ク補償系であり、一方③の捕債器は運発中性子先行核密度以外の全ての状態変数

をフィードパックさせる状態フィードパック制御に近い補償を行っている。

ディジタル・シミュレーションでは、各炉心の出力をシミュレーション開始時

刻からそれぞれ 0.5、0.8、1.1秒後に30から31M¥;，ヘステップ状に上昇させる場合

について行った。制御系①によって補償された場合の各炉心の炉出力と、制御棒
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によって加えられた反応度についての挙動を図5-16に示す。制御系①は、それぞ

れの炉心の炉出力制御を担当する補償系が、担当する僻心の炉出力の変動の調整

のみを考え、他の炉心への影響を考慮、せずに行うために、図5・16(a )に示すように、

炉出力の過渡変化において他の炉心に大きな干渉の影響を与えてしまう。 比例

要素のみから構成された近似的な非干渉制御系@による結果を図5・17に示す。図

から、炉心間の干渉が近似的な非干渉制御系で補償されるために、干渉の影響が

制御系①によるものと比較して大幅に低減されていることが分かる。前節にも指

摘をしたように、近似的な非干渉制御系②は比例要衰のみから構成されている議

償器であるために、広い周波数範囲にわたって対角優勢性を改善することができ

ず、特に高周波領域では対角優勢性を改善することができなかった。図に現われ

た他の伊心の擾乱に起因して起こる変動は、高周波領域の対角優勢性の改善不足

に原因していると考えられる。図5・18に、最小自乗モデル・フォローイング法で

設計された近似的非干渉制御系③で補償された場合のシミュレーション結果を示

す。この図では、炉出力の過渡変化に他の炉心からの影響がほとんど認められず、

非干渉制御がほぼ実現されていることが分かる。最後に、非干渉制御理論から設

計された制御系③で補償された場合について図5・19に示す。図5・19と近似的な非

干渉制御の場合を示した図5・18とを比較すると、両者の過渡応答にほとんど差異

が認められず、近似的な非干渉制御系が非干渉制御理論から設計された制御系と

ほぼ同等の特性で、炉出力を非干渉的に制御していることを確認す石ことができ

た。
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上記の試みで近似的な非干渉制御系③と非干渉制御理論から設計した制御系④

はほぼ同等の過渡応答特性を持つことが示された。次に、この両制御系の構造の

謹雑さの観点、から比較を行うことにする。それぞれの制御系には、 3次の状態空

間表現で表される動的補償器がともに含まれている。制御系③は、出力フィード

パック制御法を採用しており、各炉心の炉出力の 3つの状態量に関する情報をフ

ィードパックに用いている。一方、制御系④は、遅発中性子先行核密度以外の全

ての状態、量の 12個の状態量を制御に利用している。したがって、制御系④は、

多くの状態量を必要としている分だけ接雑さが増すことになる。原子炉制御は原

子炉の安全性に深く係わる分野であることから、制御系の信頼性の確保が重要で

ある。状態、量観樹の信頼性確立の見地から、冗長性のあるセンサーで観測するこ

とが要求される。制御に多くの状態変数を要することは、膨大な数のセンサー群

の健全性を原子がのような過酷な運転条件の下で維持管理することが必要になり、

現実的には困難であると考えられる。

本章で設計した近似的な非干渉制御系は、伊出力のみの出力フィードパック制

御であり、また制御系の構造も比較的簡単であるため工学的にも十分に実現可能

である点で、優れていると考えられる。
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5-6 まとめ

本章では、原子力発電プラントような大規模工学系を、状態フィードバック補

償法や、オブザーパーや動的補償器を用いた状態フィードバック補償法に準じた

制御法で制御することは、理論的には可能であっても工学的見地から実施困難で

あることを指摘し、この困難性の原因の分析から、大規模工学系の制御を工学的

に実現可能な制御系で実施するためには、少数の状態変数を出力として用いる出

力フィードパック補償法が、最も現実的な処方であることの論拠を述べた。また、

制御対象の系の勤特性を数学的に表す数学モデルに対する考察から、数学モデル

に含まれる近似に応じて、制御設計においても近似の考えを合理的に叡り入れる

ならば、少数の状態変数の情報を用いる出力フィードバック補償制御であっても、

希望の特性を近似的に実現できるとの予捌を示した。本章では、このような考え

に基づいて、結合炉の炉出力調整制御に対して、近似的な意味での非干渉制御を

試みた。この試みにおいて、非干渉制御系の設計に近似の考え方を合理的に導入

することにより、比較的簡単な構造を持ち、しかも非干渉制御理論から設計され

た制御系とほぼ同等の特性を持つ非干渉制御系を設計できることを明らかにした。

本章では、近似的な非干渉制御系の設計手法として、疑似対角化法、多点周波

数モデル・フ法ロイング法、および最小自乗モデル・フォロイング法の3つの手

法を用い、これらの手法で設計したそれぞれの制御系で縞償された系の周波数特

性や過渡応答特性の比較を行い、この比較から設計手法の特性や特徴を明らかに

した。この結果から、最小自乗モデル・フォロイング法が最も優れた特徴を持つ

手法であることが分かった。

疑似対角化法は、捕償された系に対して希望の特性を与えることができないこ

と、 2次以上の高次の多項式の動的補償器の設計が事実上困難であることの点で、

他の 2つの手法と比較して劣っているといえる。しかし、この手法は、非干渉制

御系の設計を本来の目的とした手法ではなく、逆ナイキスト配列法を構成してい

る基本的な設計手法のーっとして、周波数伝達関数逆行列の対角優勢性を実現す

ることのみを目標とした設計手法である。このことによって、従来の古典的な周

波数領域での設計手法を、多出力多入力系の制御設計問題へ拡張することを可能

にし、自動制御理論上重要な意味を持つものである。今回の試みでは、対角優勢
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性の改善という特徴のみに注目して、近似的な非干渉制御系の設計に適用したも

のであり、上記の欠点の一部は、疑似対角化法と逆ナイキスト配列法の他の設計

手法を適切に組み合わせて使用することで十分に補うことができる。

多点周波数モデル・フォロイング法は、注目する周波数領域内の特定の周波数

で周波数伝達関数行列を対角化することによって、その近傍の周波数においても

対角優勢性の改善を図る方法である。この手法は、補償される系おいて希望する

特性を、設計パラメータとして指定することができる。この方法では、対角化さ

れる伺波数の数は補償器の多項式の次数に比例する。このため、注目する周波数

領域にわたって多くの周波数点で対角化を必要とする場合には、高次の多項式の

補償器を設計する必要がある。また、上に述べたように、対角化が可能である周

波数の数は補償器の次数によって限定されるので、譲数の周波数において対角化

したい場合には、対角化の優先順位を指定する必要がある。動的補償器の設計は、

補償器の構造を表す未定係数を、これらに関して導かれた連立代数方程式を解く

ことに帰着される。行列表現に表された連立代数方程式の係数行列と定数行列は、

各周波数ごとに導いた連立代数方程式の係数行列と定数行列を積み上げて構成さ

れる。方程式を解く場合には、未定係数を決定するために必要な数だけの線形独

立な行を係数行列の上位からJI自に選びだし、これらの行で構成された係数行列と

これに対応する定数行列から未定係数を決定している。したがって、この方法で

は、係数行列の上位に配置させた周波数ほど対角化の寝先度が高くなることにな

る。多点周波数モデル・ブォ口イング法では、このような特性を十分に考慮して、

係数行列、および定数行列を構成する必要がある。

最小自乗モデル・フォ口イング法は、希望の特性を注目する周波数領域内で最

小自乗の意味で実現することを設計百擦にした手法である。この手法の優れた特

徴は、重み係数の調整によって希望する特定の出力に関して、あるいは特定の周

波数に関してモデル・フォロイングの程度を選択的に改善したり、あるいは、一

様に改善するなど、対角化の程度を微妙に調整できる柔軟性を育している点であ

る。重み係数の選択によっては、多点周波数モデル・フォロイング法と同様に、

特定の周波数の対角化によって対角優勢性の改善を図るとことも可能であるので、

多点周波数モデル・フォロイング法をも包含していると言える。また、この手法

は、希望の特性を最小自乗の意味で実現することを目的とした方法であるので、
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性の改善という特徴のみに注目して、近似的な非干渉制御系の設計に適用したも

のであり、上記の欠点の一部は、疑似対角化法と逆ナイキスト配列法の他の設計

手法を適切に組み合わせて使用することで十分に福うことができる。

多点間波数モデル・フォロイング法は、注目する周波数領域内の特定の周波数

で周波数伝達関数行列を対角化することによって、その近債の周波数においても

対角優勢性の改善を図る方法である。この手法は、補償される系おいて希望する

特性を、設計パラメータとして指定することができる。この方法では、対角化さ

れる周波数の数は補償器の多項式の次数に比例する。このため、注目する周波数

領域にわたって多くの周波数点で対角化を必要とする場合には、高次の多項式の

補償器を設計する必要がある。また、上に述べたように、対角化が可能である周

波数の数は鴻償器の次数によって限定されるので、複数の周波数において対角化

したい場合には、対角化の優先順位を指定する必要がある。動的補償器の設計は、

補償器の構造を表す未定係数を、これらに関して導かれた連立代数方程式を解く

ことに帰着される。行列表現に表された連立代数方程式の係数行列と定数行列は、

各周波数ごとに導いた連立代数方程式の係数行ヲIJと定数行列を積み上げて構成さ

れる。方程式を解く場合には、未定係数を決定するために必要な数だけの線形独

立な行を係数行列の上位からJ!援に選びだし、これらの行で構成された係数行列と

これに対応する定数行列から未定係数を決定している。したがって、この方法で

は、係数行列の上位に配置させた周波数ほど対角化の優先度が高くなることにな

る。多点周波数モデル・ブォロイング法では、このような特性を十分に考慮して、

係数行列、および定数行列を構成する必要がある。

最小自乗モデル・フォロイング法は、希望の特性を注目する周波数領域内で最

小自乗の意味で実現することを設計百擦にした手法である。この手法の優れた特

徴は、重み係数の詞整によって希望する特定の出力に関して、あるいは特定の周

波数に関してモデル・フォロイングの程度を選択的に改善したり、あるいは、一

様に改善するなど、対角化の程度を微妙に調整できる柔軟性を宥している点であ

る。重み係数の選択によっては、多点周波数モデル・フォロイング法と向様に、

特定の周波数の対角化によって対角優勢性の改善を図るとことも可能であるので、

多点周波数モデル・フォロイング法をも包含していると言える。また、この手法

は、希望の特性を最小自乗の意味で実現することを目的とした方法であるので、
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の安定性を確認しておく必要がある。

本章の試みは、全く特性が等しい炉心から構成された結合炉の各知心の炉出力

調整制御に対して適用したものであった。このことから、本章で示した成功は、

各炉心間の干渉の影響の補笛が炉心特性の対称性のために容易であったことが一

因とも考えられる。また、提案された設計法の育効性は、合計で 15 {国の状態、変

数で表されるような比較的低次の数学モデルに対して示したものである。有効性

をより一般的な系に対しでも示すためには、例えば原子力発電プラントのような

高次の数学モデルで表されなければならない複雑な系の制御、あるいは、今回の

試みで扱ったような対称性のある特性を持つ系ばかりでなく、互いに異なる特性

を持つ出力に関する制御など、同様に有効であるかを調べる必要があると思われ

る。本論文の以下の試みでは、提案した手法が原子力発電プラントの制御に対し

でも、有効性を発揮することが可能であるかを研究することにする。
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第 6章 原子力発電プラントによる負荷追従運転

6 -1 原子力発電プラントによる負荷追従運転

従来、原子力発電プラントの運転は、様料費が低いことの経済的な理由や撚料

棒健全性などの安全性の見地から、基本的には基底負荷運転が行われてきた。し

かし、今後、原子力発電の総発電量に古める割合がさらに増加することが予想さ

れ、このような場合には、電力系統の負荷変動に合わせて出力を調整する運転、

すなわち負荷追従運転が系統の柔軟な運用のために必要とされよう(1)・は〉。 ま

た、原子力発電の割合が負荷造従運転を常に必要とするほどには大きくない場合

にも、ある程度の負荷追従性が要求される。これは、夜間の低負荷状態に石炭、

石油火力発電所が日負荷調整のために停止するため、系統の周波数調整運転容量

が不足して、わずかな負荷変動でも周波数変動を起こすためである。このため、

原子力発電所の運転が基本的には基底負荷運転モードであっても、夜間は原子力

発電所においても周波数変動を調節するような負荷追従逗転が必要となる。

原子力発電による負荷追従運転は、諸外国では、全世界の原子力総電力量の

30%以上を占めている世界最大の原子力発電留であり、常に原子力発電のリー

ダー役を担ってきた米国や、あるいはフランス、ベルギーなどのように電力の半

分以上を原子力に依存している国々を中心として、昭和50年代から、その試み ω ，

(5). (22)パ 23).はわが実施された。これらの国々の経験からは、燃料棒の健全性

を損ねることなく負荷追従運転が実践可能であることが確認されている。我留に

おいても、将来の原子力発電プラントの本格的な負荷追従運転を踏まえて、昭和

50年代後半から、電力会社およびメーカーによる研究 (5) • .・'.(13)が進められ

てきた。感料棒性能評価 (13)のために、実験炉による周期的な出力変動環境のも

とでの黙料棒照射実験や、実機における PR D (Power Ramp Demonstra t i on)実験

が実施され、日負荷追従運転程度の繰り返し出力変動では銭料棒の健全性に大き

な影響を与えないことが確認された。また、これと平行して、負荷追従運転のた

めの制御系の改良や、運転法の検討が行われた (6).・ (12)。これらの研究の実

績に基づいて、日負荷追従運転、自動周波数制御運転、ガバナフリー運転の試み

が実機プラントで実証試験され、負荷追従運転が実現可能であることが示された。
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原子力発電プラントの負荷追従能力は、分当たり 4%程度の出力変更率を持つ石

炭火力発電に比べても、ある範囲では分当たり 8%程度の右油火力発電に対しで

も優れていることが示された。このことから諸外国では、原子力発電を負荷追従

運転に積極的に運用しようとの提案(1)もなされている。

負荷追従運転の実現のためには、燃料棒健全性の検討や、プラントの各部の金

罵部やタービンプレードの熱応力疲労に対する耐久性などについての事前の評価、

あるいはそれらの耐久性向上のための開発研究が必要となる。またこれと平行し

て、負荷追従運転のための制御系の改良や、運転法の検討が必要とされる。本研

究では、原子力発電プラント制御の観点から負荷追従運転の実現研究を試みるも

のである。特に、負荷追従運転モードの中で自動照波数制御運転やガバナフリー

運転のように、出力変更周期が秒~分程度の高速度の負荷追従性が要求され、こ

のために自動制御が必要とされる。このような負荷追従運転のための制御系の開

発では、原子力発電プラントが大規模工学系であるために生ずる困難性を克服し

なければならない。この困難性は、例えば状態フィードバック制御理論に基づく

ような設計法を適用した場合に、設計された制御系には制御対象の系の譲雑さに

比例した複雑さが要求されることに関係する。すなわち、原子力発電プラントは

巨大複合工学系であるために、設計された制御系に対して工学的に実現が不可能

であるような譲雑性が要求されてしまう。このような譲雑性は、原子力発電プラ

ントの選転環境が過酷であることや、安全性の見地から制御系には高い信頼性が

要求されることから、制御系に冗長性が求められ、さらに譲雑となる。本研究で

は、このような問題に現実的に対処するために、大規模工学系の制御設計に合理

的な近似の概念を導入することによって、非干渉制御理論や最適状態フィードバ

ック制御理論などの設計法で設計された補償器とほぼ伺等の特性を持ち、しかも

構造が比較的簡単で、工学的に実現可能な制御系を設計できる設計手法を提案し、

その設計法老原子力発電プラントの負荷追従運転のための制御系の設計に適用し

て、設計した制御系や設計法の有効性を具体的に示すことを試みた。

本章では、この制御系設計法について記述に入る前に、負荷追従運転について、

その運転形態の種類、運転上の制約や問題点、達成目標などについて、今日の代

表的な商用原子力発電炉である加圧軽水型 (PWR)と沸騰軽水型 (BWR)を

中心にして概説することにする。
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負荷追従運転の種類6-2 

負荷造従運転の形態は、出力変更の大きさや変更の周期に応じて、以下の4つ

に分類することができる(1)。

(Day-Night Cycle Load Variation) ①日負荷追従

(Load Regulation) ②負荷調整

(Frequency Control) 

(Contigency uperation) 

③周波数制御

④偶発的事故時の運転

上記の4つの負荷追従運転

モードを電力系統の負荷変動

(
注
苫
)
謡
N
M
誕
収

の大きさと変動周期との関係

を表すと図6・1のように示す

図のPl、ことができる。

T1、T2 は電力系統のP2、

規模や特性によって定まる嚢

C 日負荷追従と負荷詞である。

整の運転モードは、出力変更

T 2 T1 
の規模が比較的大きいがその

負荷の変動周期
周期は遅い負荷変動に対応す

負荷追従運転モードにおける

負荷変動I嬉と周期の関係

函6-1 
るものであり、図のA領域に

属する。周波数調整モードは

B領域に属し、変動周期は数

この領域の運転は、分~十数分程度であり、負荷変動幅は 2---5%程度である。

この原子力発電プラントの出力制御系の自動車j御によって行われる。最近では、

C領域に属する変動周期領域の運転にはさらに高速な応答性が要求されている。

が短く変動憶の小さな負荷変動は、系統内の各発電所の自己負荷追従性によって

あらかじめ定一日の電力需要の変動に対応するために、
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められたパターンで出力を変更する運転方法である。出力変更パターンとしては、

昼間 12時間は100%定格運転を行った後、 1時間かけて50(あるいは60)%へ出

力を減少させ、それ以後の 10時間は低出力一定運転を行い、その後 1時間かけ

て100%定格出力復帰させる出力変更を繰り返す12・1-10・1パターンや、あるいは

12・3寸寸パターンが考えられている。この運転の出力変更速度は分当たり0.1---1

%程度であり、上記の他の負荷運転追従モードと比較して緩慢な出力変化率であ

る。 j京子力発電所が深夜の低出力運転状態にあるときに、系統内で稼働する他の

発電所が故障のため停止しなければならない事態が発生するような場合には、停

止した発電所の発電量を補うために出力を急速に増加させる必要があり、したが

って大幅出力変更性能が要求される。また、深夜の低負荷時では系統内の負荷調

整容量が減少するので、わずかの負荷変動が大きな系統周波数変動を与えること

になるので、秒オーダの高速の負荷追従性も必要とされる。日負荷追従運転の実

証運転では、出力設定値の変更や出力変更に必要な制御操作は手動で行われてい

るが、運転員の負担の軽減やより確実な運転のために自動化の試みが行われてい

る。

"負荷調整"モードの運転は、電力系統内の負荷変動の大まかな調整であり、そ

の出力変更の頻度は一時間当たり 10回程度で、その大きさは定格出力の土 5%

以下である。

"周波数制御"運転は、系統内の周波数を一定に保つように発電所の出力を調整

する運転モードである。その出力変化の頻度は不規則であり、変更の大きさは定

格出力の土 1......3%程度である。系統賠波数の変動は、高品質電力供給の要請か

ら、周波数変化が土0.1Hz以内、積算誤差が土 3秒以内であることが目標とされる。

周波数制御には、自動周波数制御 (AFC)とガバナフリー制御 (GF)の2つのモー

ドの制御法がある。 AFC運転は、系統の負荷変動記伴って生じた系統照波数の変

動を定められた範囲内に納まるように、中央給電指令所から通信回線を経由して

各発電所の出力制御茶を直接制御し、系統内の電力を調整する制御法である。こ

の運転では、従来は変化揺が土 5%定格で、 2......15分程度の応答速度が要求さ

れていたが、最近では 10秒......5分の変動周期に対応することが要求されている。

GF運転では、発電機出力端の周波数偏差を用いて蒸気加減弁を直接制御する方法

である。要求される応答時間は従来は 20秒-----2分桂度とされたが、最近ではさ

199 -



らに高速性が要求されている。周波数制御モード運転は、出力変更速度が数秒~

数分と速いために自動制御が必要であり、このための制御系の開発が必要とされ

る。

負荷追従モードの4番目の運転として挙げた"偶発的事故時の運転"は、系統内

の事故による電力喪失を補うための運転であり、この運転が可能であるためには、

ステップ状あるいはランプ状の速やかで大幅な出力変更が必要であり、大きな瞬

勤予備電力が要求される。

6-3 負荷追従運転の実施上の制約

原子力発電プラントの運転では安全性確保が最優先される。負荷追従運転の実

現においては、安全性の観点、から次の事項が問題となり、実施にあたってこれら

を十分に評価しておかなければならない。

① 中性子東分布の歪み

② 被覆管の熱応力疲労、および様料ベレットと被覆管との相互作用(PCI)

③ タービンプレード、タービン軸に加わる応力

制御棒の使用は出力分布を大きく歪ませ、大きなホットスッボトを生じさせる

可能性を持つ。このため、館料棒健全性の観点から制御棒の使用には制約が与え

られる。しかし一方で制御棒の使用に対する過度の制限は、負荷追従の速応性や

瞬時出力復帰能力を低下させることになる。これらを勘案した適切な制御棒の使

用法の開発が必要である。 この問題は、出力変更に制御棒が使用されるPWRでは

特に重要である。

燃料被覆管の熱応力疲労の問題は、被覆管が度重なる出力変化によって膨張、

収縮を繰り返し、これによって熱応力疲労が蓄積され、ついには被覆管の破損に

至る問題である。この問題の研究(13)から、日負荷追従連転で予想される被覆管

の熱応力については、応力が加わる回数の許容摂界〈約4万四〉に対して十分に

余裕をもって健全性が保たれることが示された。 PCI問題の一つは窮食性FPガス
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雰囲気での被覆管の応力腐食の問題である。燃料棒内には撚焼の進行に伴って腐

食性FPガスが蓄積され、このガスが出力変更の際に銭料棒から桟料ギャップヘ噴

出される。このような周期的に変動する寝食性雰囲気では熱応力腐食の進行が加

速される。また撚競とともに桟料棒がスエリングし、徳科ギャップの間が狭まっ

たり、あるいは接触するような場合には、腐食が急速に加速されて被覆管の破損

に至る場合がある。 PCI破損の研究からは、 PCI破損は燃焼が進行した様科で起こ

り、その破損は出力変化の幅と、出力が基準状態〈燃料棒のならし運転で経験し

た上限値〉を超過する大きさに依存することが明らかにされ、これらがそれぞれ

のしきい値 (40kW/m、および 8k W /m)を同時に越える場合のみに生じ

ることが示された。これにより、これらのしきい値を越えないように運転するな

らば、感料棒の健全性を大きく損なうような危険性が少ないことが分かり、この

ような知見を踏まえて、実援による出力調整運転の実証実験が行われた。

タービン負荷の急激な度重なる変化は、タービン軸にねじれ応力による応力疲

労やタービンプレードにかかる過大な応力によって、これらの破損を引き起こす

可能性がある。このため、タービンの回転速度の変化にも制限が設けられており、

一般的には分当たり 5.......10%程度の最大負荷率が提案されている。

原子力発電プラントの負荷追従能力は上で述べた事項の制約によって基本的に

は限定されるが、以下の特性にも大きく依存する。

①原子力蒸気供給系やその他のプラント装置の設計特性

②制御系の特性〈応答特性〉

③出力変更に利用できる反応度の量および、その形態

④瞬時予備電力の応答特性とその大きさ

⑤負荷変化の出力レベル

⑥過去の運転履歴〈探焼度、 13S誌の蓄積〉

プラントの各装置には設置された運転環境に応じて設備仕様や使用限度が与え

ーられ、許容される高圧条件、高温条件が定められる。負荷追従運転の過渡変化に

おいては、この制限{謹を越すことがないように出力変更の大きさが制限される。

周期的な出力変動はプラント各部に熱的あるいは圧力的に変動する環境を生み出
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し、このために応力疲労が蓄積されて破損に至る危険性が存在する。このような

応力疲労に対する耐久性は、出力変動の大きさや頻度を制約することになる。

負荷追従の能力は、プラント制御系の特性にも大きく依存する。原子力発電プ

ラントの制御法は基本的に次の 2つに分類することができる (14)，(15)。

①原子炉優先型 (turbineイ01I 0¥>1-reac to r) 

②タービン優先型 (reactor-follow-turbine) 

原子炉優先型は、蒸気加減弁を原子炉で発生したエネルギー霊と等しいエネル

ギーを持つ蒸気がタービンに流れ込むように制御する方法である。すなわち、蒸

気加減弁の関度は蒸気圧力が一定になるように制御される。この制御法では発電

所の出力は原子炉出力制御系の出力設定値で定まることになる。タービン優先型

は、原子炉出力をタービン発電援制で要求しているエネルギーと一致するように

制御する方法である。この制御法では、タービン発電機の回転数や蒸気圧力が一

定であるように原子炉出力が制御される。負荷変動に伴って現れる影響は周波数

変動や蒸気圧低下などタービン発電機の近くで最初に現れるので、これらの情報

を直接炉出力制御の制御倍号として用いるタービン優先型は負荷変動に対する速

応性が優れている。原子炉優先型の制御は、原子炉の運転上の制約や運転状態に

応じて出力を変更できるので、原子炉の健全性の点からは望ましい。どの制御法

を採用するかは、原子炉の特性に強く依有する。 PWRは減速材温度の反応度係

数が負であるために自己負荷追従性を持つ。このため、制御法としてはタービン

優先型の制御法が採用されている。一方、 BWRはボイド反応度係数が負である

ために圧力変動に対して不安定性を示すため、圧力が優先的に制御される。この

ためタービン側で出力を調整することには限界があるので、原子炉優先型の制御

法が取られている。

日負荷追従運転では、夜間の低出力運転状態、で系統内の他の発電所が故障のた

め発電停止した場合には、許容される変更速度で出力を復帰させる必要がある。

この復帰能力を瞬時復帰能力と呼び、変更可能な出力の大きさや定格出力へ復帰

するために必要な時間が問題となる。日負荷造従運転の実施においては、上で述

べたような事態に備えて、電力系統にはどの程度の瞬時予備電力を必要とするか、
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また原子力発電所にはどの程度の瞬時復帰能力を期待できるかを、あらかじめ調

べておく必要がある。この特性は、原子炉の特性、制御系の特性、反応度制御の

方法、出力レベルを低下する前の出力分布や桟料の様焼レベルなどの運転条件な

どに依存している。出力復帰のためには正の反応度を急速に印加しなければなら

ないので、反応度としてどのような形態の反応度が利用できるかが問題となる。

PWRでは、日負荷追従運転の反応度制御をボロン濃度制御を主体として行って

いるが、ボロン濃度の希釈速度が遅いために、ボ口ン濃度を急速に低下させて出

力を増加させることができない。このため、瞬時復帰能力を確保する目的で、制

御棒をあらかじめある程度挿入しておく必要がある。しかし、制御棒の挿入は中

性子東分布を大きく歪ませるため挿入量が制限され、瞬時復帰能力には限界が存

在する。 BWRの出力制御は再循環流量制御で行われ、 PWRと比較して容易に

出力復帰が可能である。

低出力状態では、中性子束の低下によって中性子吸収による 135〉もの燃焼が減る

ために、 13S誌の蓄積現象が起こる。この蓄積現象では、初めは 135〉色濃度は増加す

るが、出力の低下による核分裂数の減少によって、極大を迎えたのち減少を始め

る。 135〉もは中性子吸収に対して大きな断面積を持つので、 135〉色濃度の変化は原子

がの余剰反応度に影響を与え、 135〉もの蓄積は余剰反応度を低下させる。 135〉色濃度

の変化は、高出力状態の運転レベル、低出力状態の運転レベル、これらの状態で

の中性子束分布、低出力運転の経過時間などに依存する。 135〉色濃度は時間ととも

に変化するため、低出力運転時には、 135〉色濃度変化に伴う反応度補償を行う必要

がある。この反応度補償は、瞬時出力復帰能力を低下させる。正の反応度として

利用できる反応度が135〉もの蓄積のための反応度補償のために使われ、出力増加の

際に利用できる反応度の量が減るためである。 135〉もの濃度変化はその濃度の変化

ばかりでなく、分布にも変化が現れる。このため中性子東分布も変化することに

なるので、出力を増加させた場合に大きなホットスポットが現れることも考えら

れ、復帰能力に対する一つの制約となる。瞬時出力復帰能力は、以上に述べたよ

うな変化に加えて、長期的には慾料の燃焼や、大きな中性子吸収断面積を持つ核

分裂生成物の蓄積によっても影響を受ける。
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6-4 PWR型原子力発電プラントの負荷追従運転

6-4-1 制御系と制御法(16).・・・・ (20)

図6・2に示すように、 PWR制御系は主に次の 7つの制御系から構成される。

①炉出力制御系

②タービン制御系

③一次冷却材温度制御系

④蒸気発生器制御系〈圧力〉

⑤蒸気発生器の水位レベル制御系

@加圧器圧力制御系

⑦一次系体積制御系

PWRでは、一次系圧力、一次冷却材平均温度、加圧器水位、二次系圧力、蒸

気涜童、蒸気発生器二次側水位等が制御対象のプロセス量とされ、これらの値が

出力レベルによらず一定に、あるいは出力に応じであらかじめ定められた目標値

と等しくなるように制御される。負荷追従運転では、これらのプロセス霊が出力

の変動によって変化するので、これらを適切に制御する必要がある。

一次系の圧力は、加圧器内に設けられた電熱ヒータによる加熱と、一次系低温

側配管部から抽出した冷却材を加圧器上部から気相部にスプレーして蒸気を凝縮

させることによって制御される。一次系圧力は出力によらず一定になるように制

御される。加圧器は、圧力制御の他に、出力変化に伴う一次系内の冷却材の温度

膨張や収縮による体積変化を加圧器の気相部の自由空間で吸収する機能を持つ。

一次系の冷却水の体積は加圧器内の水位を制御することによって行われる。この

水位制御は一次低温側配管部に設置された体積制御系で制御される。体積制御系

は、この制御の他に一次系冷却材のボロン濃度の調整や、冷却材中の腐食生成物

や放射化ボロンを処理するための浄化系としての機能を持つ。体積制御系では、

一次系低温側配管から冷却材の一部を抜き取り、滞化系へ送り込み、不純物を回
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収、処理する。また、体積制御系内の体積制御タンクでボロン濃度調整された冷

却水を低温側配管部へ送り込む。加圧器水位は、体積制御系から低温側配管部へ

送り込む冷却水の量を調節することによって制御される。

蒸気発生器二次側水位は給水制御系によって出力にかかわらず一定になるよう

に制御される。蒸気発生器二次側圧力や一次冷却材平均温度の制御では、一定値

制御法と出力に応じて目標値を変える制御法が考えられているが、最近では後者

の運転法が採用されている。 すなわち、蒸気発生器の二次側圧力は、図6-3~こ示

すように、出力の増加につれて低下するように設定される。 また、一次冷却材

温度は、炉心人口温度、

平均温度、出口温度のそ

れぞれが出力に対して図

6-3のように制御される。

すなわち、平均温度が出

力の増加に合わせて上昇

するように設定される。

これは、炉出力によらず

平均温度を一定とすると、

低出力状態で蒸気発生器

二次側の飽和圧力が大き

くなるために、蒸気発生

器の設計条件がきびしく

なるためである。また、

冷却材平均温度の目標値

を図のように設定するな

らば、以下に述べるよう

に、 PWRの持つ自己負

荷追従性を負荷追従速度

を速める目的に有効に利

用することができる。
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図6-3 タービン出力と運転温度の関係
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6-4-2 制御特性(15)，(19)・(20)

PWRは減速材密度の反応度係数が大きな負であるために、自己負荷追従性老

持つ。この自己負荷追従性は以下にのべるような機構を介しでもたらされる。出

力増加の要求により、タービンへの蒸気量を増やすために蒸気加減弁の関度を増

加させた場合を考える。蒸気加減弁を開くことによって蒸気発生器二次側の圧力

が低下する。このため、ニ次側冷却水の飽和温度が低下するので、蒸気発生器の

一次側とニ次似の冷却材の混度蓑が大きくなる。これにより、一次制から二次側

への熱の涜入が増え、一次側からより多くの熱量が奪われることになる。このた

め、蒸気発生器一次側出口温度が低下し、これにともない炉心人口温度も低下す

る。炉心人口温度の低下は、減速材の温度反応度係数が負であることから、正の

反応度が炉心に加わり炉出力が増加する。この機構を介して最終的には、炉出力

はタービン側で要求される負荷と一致するように自動的に追従する。 PWRの制

御では、この自己負荷追従性を利用してタービン優先型で制御される。この制御

では、自己負荷追従性を利用して出力変更要求に対する速応性をさらに高めるた

めに、制御棒による出力制御が行われる。すなわち、設定された平均冷却材温度

の目標値からの実際の温度の違いを検出して、この偏差がなくなるように制御棒

の挿入や引き抜きが自動制御される。このような制御法の採用によって、全出力

の60'-"'-100%の出力範窃で、ステップ状出力変化ではごと 10%、ランプ状で

は土 5%/分の出力変化速度を持つ。出力低下の場合には、ターピントリップの

ような緊急の場合では、タービンバイパス制御の併用で、 50%のステップ状出

力減少も可能になる。 60%以下の出力レベルでの出力変事速度は、タービンに

許される最大応答速度で制限される。

6-4-3 臼負荷追従運転 (22)，・・・べ25)，(27)パ 28). (29) 

PWRの臼負荷追従運転では、出力を計画された変更バターンに従って変化さ

せるとともに、中性子東分布に大きな歪みが現れないようにする必要がある。制

御棒による制御は鞍方向の中性子東分布に大きな歪を与えるために使用が制限さ

れる。日負荷追従運転での反応、度制御は、緩漫な出力変更であるために比較的ゆ
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っくりとした反応度制御で良いことから、一次冷却材のボロン濃度を調整するこ

とによって行われる。この反応度制御では、ボロン濃度制御を主体として行われ

るが、ボロン制御の応答性が遅い欠点を補う白的で制御棒による制御も一部併用

される。

ボロン濃度制御は、日負荷追従運転の出力変更時の反応度制御に加えて、出力

変更に付随して起こる l~S)色濃度の変化による反応度変化を補償する。また、長期

的には撚料の熊焼の進行に伴う余剰反応度の変化の補償も受け持っている。図6・

4に示すように、競料の初装荷時の余剰反応度が大きい時にはボロン濃度を高くし、

成焼にともない余剰反応度の低下した場合にはこれに合わせて濃度を低くするよ

うに調整される。ボロン濃度の調整は、一次系体積制御系の体積制御タンク中の

ボロン濃度を、高濃度のボロン水の注入による濃縮と、純水の注入による希釈に

よって調節することで行われる。ボロン濃度の希釈は濃縮に比べて長い時間を必

要とし、特にボロン濃度が低くなるほど希釈に必要な時間が長くなる性質を持つ。
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図6-4 慾焼度と一次系冷却材ボロン濃度の関係
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したがって、燃料の拡競に伴ってボロン濃度も低くなるため、ボロン制御系の時

間応答特性も変化する。特に炉心寿命末期では、ボロン希釈速度が極度に低下す

るために、日負荷追従運転の低出力から高出力への護婦に必要な印加速度で反応

度を制御ができないことも考えられる。したがって、それぞれの燃焼度レベルに

合わせた適切なボロン濃度制御法をあらかじめ計画しておく必要がある。

一次冷却材中のボロンは中性子を吸収して放射化されるため、これを湾化する

必要がある。このため、一次冷却系では冷却水の一部を抜き取り、これを津化系

へ送り込み、放射化ボロンの回収処理が行われる。海化系では、按き取った冷却

水を一時的に廃液タンクに貯蔵し、その後これを煮つめ、高ボロン濃度にした状

態で回収処理が行われる。浄化系の処理能力は廃液タンクの容量や蒸発器の性能

によって定まり、処理能力には限界が存在する。ボロン濃度の濃縮や希釈の繰り

返しは処理量を増やすことになるため、処理量が浄化系の能力を上回る場合も考

えられる。 したがって、ボロン濃度制御は浄化系の処理能力からも制約を受け

るため、濃縮、希釈のプロセスの処理量が最小限になるように制御する必要があ

る(3)。

日負荷追従運転では、低出力運転状態において他の発電所の故障のために発電

が停止された場合には、短時間に出力を増加させて系統で不足となる電力を請う

必要があり、瞬時的な出力復帰能力が要求される。このような急速な出力変更は、

ボロン制御系では実施不可能であるので、速やかに正の反応度を印加して出力を

増加させるためには、中性子東分布を大きく歪ませない程度に制御棒を挿入して

おく必要がある。 この目的のために、アキシャルオフセットベAO)の値を一定

値に制御する制御法(CAOC)、あるいはアキシャルオフセット可変制御法(VAOC)が

採用されている (23)、(24)，(29) 0 CAOCは、出力変更のどの出力レベルにおいても

AOの値が一定であるように制御棒の挿入量が調節される制御法である。この方

法は、どの出力レベルでも中性子束分布を大きく歪ませないことを原則とした制

:主
アキシャルオフセットとは、翰方向の中性子表分布の歪みを表す指援であり、次のように定義される。

。U 一 φL
アキシャルオフセット=

φU 十 φL

ただし、 φUとφしはそれぞれ炉外φ性子検出器の上半分、下半分の指示包

209 晦



御法である。このため、制御棒の深い挿入は望めず、大きな瞬時予備電力は期待

できない。一方、 VAOCは、低出力状態では桟料棒にかかる熱負荷が軽減されるこ

とに注目して、低出力状態では多少大きなAO値を認める制御法である。この制

御法では、各出力レベルにおいて目標とするAO値を定め、各出力レベルで目標

のAO値と一致するように制御棒を挿入する。以上の制御法に加えて、制御棒の

深い挿入老実現させる目的で、 114制御持、グレイ制御棒の使用も桟討されている。

瞬時出力復帰能力を向上させる他の試みとして、減速材温度の反応度係数が負で

あることを利用して、出力復帰の際に一時的にが心人口温度を低下させて正の反

応度を加える方法が提案されているほお、 (26)。 炉心人口温度を低下させる制御

は、蒸気発生器二次側運転庄力の運転範囲を広げて一時的に飽和温度を低下させ

るために行うために、通常の運転圧力よりも低い圧力で運転されなければならな

いことになる。この制御法は、余剰反応度が低下するために制御棒を炉心に深く

挿入できない践料寿命末期に有効と考えられている。炉心寿命末期では燃料の撚

焼によってプルトニュウムが蓄積されて、減速材温度の負の反応度係数がさらに

大きくなるために、特に有効な制御法となる。

以上から PWRの日負荷追従運転では、ボロン制御を主体としながらも、制御

棒による制御や炉心人口温度の制御を、各出力レベルで、あるいは各撚焼レベル

で適切に組み合わせて制御する方法を開発する必要がある。

6 -4， -4， AF'C運転およびGF'運転はわ(12)・(19). (20) 

AF'CやGF'の運転モードでは、系統内の負荷変動を謂節するために出力調整が短

い間隔で頻繁に繰り返される。このように変更周期が短い出力調整の場合には、

ボロン濃度制御系では対応できず、制御棒による出力制御が行われる。しかし、

制御棒による出力調整制御は、制御棒の移動回数が増加のために、案内管と制御

棒の接触による制御棒自体の損耗や駆動機構の寿命を早めることになる。このよ

うな問題に対処するために、この運転モードでは、出力制御系で設定された冷却

材平均温度の目標値に対する不感領域を拡大して、わずかの温度偏差で制御棒が

動くことがないようにして、制御棒の作動回数を極力小さく抑えるような運転法

が採用されている。しかし、制御棒操作のこのような制限は、負荷追従の応答性
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を損ねることになる。この運転法では、 AFC運転やGF運転での高速の負荷追従を、

PWRの自己負荷追従性とプラント各部に蓄積された熱エネルギーを以下に述べ

るような方法で一時的に利用することによって実現している。

PWRは原子炉とタービン発電機を蒸気発生器で結んだ間接サイクルである。

このため、炉出力の増加がタービンまで到達するまでに 30---60秒程度の時間

を必要とする。 AFC運転やGF運転のように高速の負荷追従性が要求される運転で

は、タービンで要求するエネルギーと炉出力で発生する出力の間に一時的な不一

致が存在する。この不一致は、自己負荷追従性や制御棒の出力制御によって炉出

力の変化が蒸気発生器二次側に到達するまでの間は、プラントの各部〈特に蒸気

発生器〉に蓄えられた熱エネルギーを利用することによって補われる。 PWRで

は大量の熱エネルギーが、大型金属構造物である蒸気発生器のU字管などの金属

部、あるいは原子炉や一次系配管の金属部、さらには一次冷却系内に大量に保有

されている冷却材中に蓄えられている。エネルギーが不足する問は、蒸気加減弁

を聞きニ次側庄力を低下させ、二次倒の飽和温度を一時的に低下させて、蒸気発

生器金属部に蓄えられた熱エネルギーを引き出し、これを不足分のエネルギーと

して利用する。実機による試み〈美浜3号機〉では、土2.5---5%の出力変動中高で、

満足される負荷追従運転が可能であることが実証された。炉心寿命末期ではプル

トニュームが蓄積されて減速材活度の反応度係数がさらに大きな負の値になるた

めに、自己負荷追従性がさらに改善され、より一層良好な負荷追従特性が期待で

きる。

6-5 BWR型原子力発電プラントの負荷追従運転〈らい・'.(10) 

B W R (30). .・・.(33)は大きな負のボイド反応度係数を持つため、圧力変化に対

して不安定性を示す。出力増加によってが内圧力が上昇した場合には、飽和温度

が上昇するためにボイドの生成が抑制され、ボイド反応度係数が負であることか

ら正の反応度が加わり、出力がさらに増加する。また、出力増加の要求によって

蒸気加減弁の開度を大きくした場合を考えると、炉内圧力が低下して飽和温度も

低下するため、ボイドがより多く生成されるために負の反応度が加わり出力が低

下する。すなわち、 BWRはPWRと異なり自己負荷追従性を持っていない。
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BWRの制御では、まず圧力容器内の圧力を狭い制限範囲内にとどまるように

制御〈一定圧力制御〉され、原子炉優先型で炉出力を制御する制御法が採用され

る。 BWRの出力制御は再循環流量の制御によって行われる。すなわち、流量を

増加させると冷却材速度が増し、沸騰開始位置が上昇する。このためボイド率が

減少し、ボイド反応度係数が負であるために出力が上昇する。出力制御では、こ

の特性を利用して、 65%から 100%の範囲の出力変更は、可変周波数ポンプ

によって再循環流量を調整することによって実施される。 BWRは、炉型が直接

サイクルであること、また再循環ポンプにはPWRのような大きなフライホイル

がなく短い時間で再循環流量を変更できること、また、系統周波数偏差信号を再

循環涜量制御系の制御信号として直接用いるため、高速の負荷追従性が期待でき

る。このような特徴によってBWRは、炉出力変化がタービン出力変化として現

れるまでの時間が15-30秒寝度であり、最大30%/分までの高速で大規模な出

力変更が可能になる優れた負荷追従性を持つ。通常では出力変更要求に対する応

答性は、タービンプレードに加わる応力や、タービン軸に生じるねじり応力によ

る疲労によって制限され、分当たり 5-10%程度の最大負荷率が提案されてい

る。 65%以下の出力レベルでは制御棒による調整が行われ、出力の変化率は 1

----2%/分と遅くなる。

従来の制御系では、 AFC運転もGF運転も同ーの制御系で行われてきたが、最近

ではGF運転に 2......10秒程度の高速性が要求されていることに対応して新しい制

御法が採用されている。 この制御法 (8).{10)は、 GF運転を圧力制御系で、 AFC運

転を再循環帝H却系で行う分離した形式の制御方式である。この新方式の制御法は、

GF運転で高速の負荷追従性を達成するために、原子炉容器に替えられた熱エネル

ギーを一時的に利用することを考え、制御法を直接蒸気加減弁を制御する目的で、

原子炉優先型からタービン優先型に変更したものである。このような制御は、上

で述べたようにBWRが圧力変動に対して不安定性を持つ傾向を示すことから、

この不安定性が十分に考慮されなければならない。解析によれば、要求される出

力変更の大きさが 1......2%程度であるならば、庄力容器内に蓄えられた熱エネル

ギーや保有する蒸気量の利用で、炉内圧力に大きな外乱を与えることなく対応で.

きることが示された。この改良された制御方式と従来の制御法とのGF運転を比較

すると、高速特性において優れた改善が見られた。
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第7章 PWR型原子力発電プラントの

近似的非干渉制御法による負荷追従制御

7 -1 序論

原子力発電の総電力量に占める割合は、今後さらに増加するものと予想される。

このようなとき、原子力発電所といえども、基成負荷運転ばかりでなく、これま

で従来型の発電所で行われてきた日負荷追従運転や自動周波数制御運転のような

負荷追従運転が要求されるものと考えられる

原子力発電プラントの負荷追従運転(1)、 (2)の実施において、解決しなければ

ならないいくつかの問題が存在する。その問題の一つは、度重なる出力変更に伴

う熱的環境変化によって、慾料棒、タービンプレード、プラント構造物などに熱

応力疲労が蓄積され、これらの劣化が加速され、最悪の場合には損傷を引き起こ

す熱応力疲労の問題である。制御上の問題では、原子力発電プラントが原子伊を

はじめとして、多くの装置や機器から構成される連合システムであり、‘これらの

装置や機器開には、主に冷却材の熱輸送や熱交換を介しての干渉が存在すること

に起因する問題である。負荷変動に応じて伊出力を変更するならば、上記の干渉

の存在によって、プラントを構成している各部に大きな擾乱を与える。この擾乱

の影響を補償するためには、接雑に交錯した干渉の効果を十分に考慮して、プラ

ントの各装置、機器を適切に制御しなければならない。また、熱的変動の影響を

補償するために制御系の作動機会が増すために、制御系の可動部の機械的な損耗

を早めることになる。この点からも適切な制御が必要となる。以上のことから、

負荷追従運転の実施のためには、熱応力疲労に対して優れた耐久性を持つ感料棒

やタービンプレード等の改良や開発(3)に加えて、出力変更にともなって生じる擾

乱の影響を効果的に対処できるような制御法の開発が必要であることが分かる。

本章の試みは、後者の立場から、負荷追従運転の実施を容易にするような制御系

の開発を目的としたものである。

本章では、 PWR型原子力発電プラントの原子力蒸気供給系を対象にして、出

力変更の規模は小さいが、短い周期で出力変更が繰り返される自動周波数制御運
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転のような負荷追従運転を想定し、出力変更要求に迅速に対応しながらも、プラ

ントを構成している装置や機器の各部にもたらされる擾乱の影響を効果的に対処

できる自動制御系の設計を試みる。このような負荷追従運転車j御のために、干渉

の影響を効果的に処理する方法として極めて有効である非干渉制御法を適用する。

非干渉制御は、制御すべき状態量を見かけ上非干渉化するために、出力変更の際

に生じた擾乱の影響を他の状態へおよぼすことなく状態量を補正できる。このこ

とによって、出力変更後に現れる熱的変動を効果的に抑制できるものと期待でき

る。

非干渉制御を原子力発電プラントで実施する場合に考慮すべき点、がある。原子

力発電プラントは、原子炉、蒸気発生器、加圧器などの重要な装寵から構成され

る大規模工学系であり、プラントの勤特性を詳細に記述するためには、多くの状

態変数を含む数学モデルが必要とされる。本論文ではこれまでに、状態フィード

パック補償や、オブザーバーや動的補償器を組み込んだ状態フィードバック補償

に準じた制御法では、 PWRプラントのような大規模工学系において非干渉制御

を実施することは現実的に困難であることを指摘した。 本章では、この点、を考

慮して、原子力発電プラントの非干渉制御を 5章で紹介した近似的な非干渉制御

法(4)、(5)、(6)で実現することにし、そのための制御系を最小自乗モデル・フォロ

イング法を適用して設計することにした。設計される非干渉制御系は、前置動的

補償器と出力フィードバック補償系から構成される。設計では、設計された補償

系の工学的実現性を考慮して、補償系の構造の譲雑さが、従来のPWR原子力蒸

気供給系の制御に用いられてきた制御系とほぼ同震度になるように配慮した。こ

のため、非干渉化されるべき状態量として、従来の制御法で採用されている制御

変数を用い、これらの変数に関する前置補償器や出力フィードパック補償系を設

計した。

非干渉制御では、非干渉化されるべき状態変数として選択した変数の一部には、

強い相互依存関係を持つ変数が存在し、これらの関係を完全に非干渉化すること

はできないために、通常の非干渉制御法とは異なる変則的な非干渉制御法を採用

した。この方法は、依存関係の強い状態変数を一つのグループとしてまとめ、他

の状態変数をこのグループに関して非干渉化するが、グループにまとめられた状

態変数の間には依存関係を認めるものである。
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本章の試みから、最少自乗モデル・フォロイング法は、このような変則的な非

干渉制御系の設計に対しでも適用可能であり、また、前章の試みのように結合炉

の各炉心の特性が互いに等しいような対称性のあるt8 ""ば、かりでなく、互いに異

なる特性を持つ系の非干渉制御に対しでも有効であることを示す。さらに、この

設計手法が、結合炉モヂルのような中規模のモデルばかりでなく、本意で扱うよ

うな大規模工学系に対しでも工学的に実現可能で比較的簡単な構造を持つ鴻韻系

を設計できるなど、広い適用範囲を持つ柔軟性に富む設計法であることを示す。
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7-2 原子力蒸気供給系の負荷追従制御

本章の試みでは、 2ループの 1次冷却ループ系を持つ500トlIi(e)級の代表的な

P¥4R型原子力発電プラント(7)の原子力蒸気発生系(NSSS)を対象とした。 NSSSは図

7・1に示すように、原子炉、加圧器、蒸気発生器、およびそれらを結ぶ配管部から

構成される複合システムである。それらの装置問には、主に冷却材の熱翰送や熱

交換を介しての干渉が存在する。炉出力変更は、干渉の存在のために、プラント

の各部に大きな擾乱を与える。 PWR型原子力発電プラントで負荷追従運転を実施

するためには、負荷変更要求に対して迅速に対応する一方で、出力変更に伴って

プラントの各部にもたらされる擾乱の影響を最小限に抑制するように、トISSSを制

御する必要がある。

NSSSの詰IJ御 (14). •••• (18)では、表7欄 lに示した状態量を直接的に制御すること

で行っている。

W8 蒸気加減弁に涜入する蒸気涜霊

T a.v 高温配管内と低温間管内の冷却材温度の平均

Pp 加圧器内の圧力〈一次系圧力〉

Vp 加圧器内の水領域の体積

V 851 冷却ループ 1の蒸気発生器蒸気ドラム内
水領域の体積

V 852 冷却ループ2の蒸気発生器蒸気ドラム内
7.K領域の体積

表7・1 原子力蒸気供給系の制御変数

蒸気流量(Ws)は、トISSSの出力として考えられる状態童であり、原子炉内で発

生されたエネルギーに直接関係する変数である。冷却材平均温度(Ta.V)は、原子

炉で発生したエネルギーや蒸気発生器での熱交換によるエネルギーの授受に関す

る熱的挙動を反映する状態重である。負荷追従運転では、この 2つの変数は、負

荷要求に対してあらかじめ計園された慢になるように制御される。
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一次系圧力(p1')は、一次冷却ループ内の冷却材の、例えば比熱や比エンタル

ピー、あるいは燃料棒と冷却材聞の熱伝達特性などの、温度特性に係わる物性値

を支部する変数である Ppの大きな変動は、これら物性値の変動を伴うので、トJSSS

の運転特性を大きく変化させてしまう。このため、負荷追従運転の間は、 Ppは出

力変更によって大きく変化することがないように、加庄器によって制御される。

加圧器は、 Ppを制御する機能の他lこ、一次冷却ループ内の冷却材の温度変化に伴

う体積変化を吸収するための空間としての役割;を持つ。加圧器水{立は、加圧器内

に常にそのような空間が確保されるように制御されなければならない状態霊であ

る。また、この加圧器Jjd立は、原子炉や蒸気発生器の故障や、一次冷却ループの

破断等の事故の場合に、水位に異常な変化が現われるために、それらの事故の検

出のために重要な状態霊でもある。本章の試みでは、加圧器水{立を間接的に表す

状態霊として、加圧器内でJk領域が占める体積(Vp)を用いている。

蒸気発生器2次側は、ライザ一部、ダウンカマ一部、蒸気ドラム部の 3つの部

分に大きく分けることができ、円筒状のライザ一部の外側に円環状のダウンカマ

一部が取り囲み、それらの上に蒸気ドラムが位置するような棒造を持つ。冷却水

は、ライザ一部を上昇し、 U字管監を遥しての一次系との熱交換で加熱される。

加熱されてニ相状態になった冷却材は、蒸気ドラムに入り、入口に置かれた気水

分離器によって蒸気と飽和水とに分離される。このため、蒸気ドラムは、蒸気が

占める領域と水が占める領域に分けられる。水領域では、蒸気ドラムから出て行

く蒸気に相当する量の水が給水され、気水分離器で分離された再循環水と混合さ

れる。水位は、蒸気発生器が空炊きの状態にならないように給水涜霊で制御され

る。この領域では、再循環水の鈎和温度と比べて低い混度の水が給水されるため、

混合された水は飽和温度以下となってダウンカマ一部に導かれる。ダウンカマー

に導かれた冷却水は円環状の流路に沿って下向きに流れ、ダウンカマー出口で流

れの向きを反転し、ライザ一部へと涜れ込む。このような冷却材の流れは、ライ

ザ一部、ダウンカマ一部、および蒸気ドラム内における冷却材の密度の違いによ

る静水圧差を駆動力とする自然循環によって行われる。蒸気ドラム内の水位は、

ニ次側の冷却水が自然循環を行っていることに関係して、出力変化によって大き

く変化しないように制御されなければならない。蒸気ドラム内の水f立が大きく変

動するならば、駆動水頭圧に変化を及ぼすため、これにJbじて冷却材涜量が変化
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する。このことは、 U字管と冷却材の間の伝熱条件の変化をもたらし、この変化

はボイド率の変化となって現れ、このことが静水圧差の変化につながる。この相

互に関連する変化は、冷却材の、流動不安性の原田となることが知られており、こ

のような不安定住を避ける上でも蒸気ドラム内の水位を厳密に管理する必要があ

る。本章の試みでは、蒸気発生器二次側水位を間接的に表す状態霊として、蒸気

ドラム内の水領域が占める体積 (VBo 1、VBo 2) を用いている。

今回の試みでは、 NSSS全体の運転や、それぞれの装置の運転の鑓全性を維持す

るために重要な状態重である Pp、Vp、Vs昌 1、V6o 2 の制御変数を負荷変動に対し

て一定に保つように制御するものとする。

表7・2には、 NSSSの制御に通常用いられている操作変数を示す。今回の非干渉

制御法を利用したトlSSSの負荷追従制調にも同じ操作変数を用いることにする。

Av 蒸気加減弁関度

ρ 制御棒によって加えられる反応度

Qh 加庄器内に設けられた伝熱ヒーター出力

Wv 
体積制御系から低温配管部に充損される

冷却材流量

Ws畠1
冷却ループ 1の蒸気発生器内二次側に

給水される涜霊

W 9o2  
冷却ループ2の蒸気発生器内こ次倒に

給水される流量

表7・2 原子力蒸気供給系の操作変数

出力変更要求の際にNSSSの各制御変数を上で述べたような方法で制御するため

に、非干渉制御法を適用する。適用においては、制御変数のそれぞれを非干渉化

ずる遥常の非干渉制御とは異なる変則的な非干渉化の方法を取った。この方法で

は、蒸気流量と冷却材平均温度を一つのグループにまとめ、このグループと他の

残り制御変数に関してそれぞれ非干渉化する。これは、蒸気、流量と冷却材平均温
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度は、原子炉で発生ずるエネルギーに強く依存する変数であり、これを完全に非

干渉化することは物理的に困難であることや、また、実践の制御では、これらの

制御変数が負荷要求に応じであらかじめ計画された値になるように制御されてい

るならば、これらの変数が非干渉である必要性が特にないためである。

本章の試みでは、非干渉制御を利用した負荷追従制御系として、図7・2に示す

ような階層構造者持つ制御系を考えた。負荷追従制御系は、統合制御系と非干渉

制御系の2つの部分に大別される。統合制御系は、負荷要求に応じて制御変数に

対する運転目標{直を決定する部分であり、決定した慢を非干渉制御系の入力とし

て送ることによって非干渉制御系を統括する。非干渉制御系は、統合制御系から

送られてきた運転目標値に対して、制御変数がそれぞれの目標値と一致し、しか

もそれらが非干渉的に行われるような操作変数をNSSSに出力する。
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図7-2 原子力蒸気供給系の負荷追従非干渉誇1./1.却系
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7-3 PWR型原子力蒸気供給系の数学モデル

7 -3 -1 対象としたPWR型原子力発電プラント

非干渉制御の対象を、 2系統の一次冷却ループ系を持ち、それぞれのループ

にはU字管型再循環型蒸気発生器を持つような500門¥.l(e)級の代表的なPWR型原子

力発電プラントとした。 P¥.iR型原子力発電プランの勤特性を表す数学モデルは、

KERしINらが米国南カロライナ州のH.B.ROBINSON原子力発電所の数学モデルを導く

際に適用した手法〈的、は〉、<19)などを参考lこして求めた。導出においては、原子

力発電プラントの各部を、原子炉、 2楼の蒸気発生器、加圧器、およびそれらを

結合する配管部やプレナム部に分け、それぞれに対して質量保存則やエネルギ一

保存則等を適用し、各部の数学モデルを導いた。以下に、それぞれの部分の数学

モデルについての概略を述べることにする。(発電プラントの設備仕様、主要な

状態量の運転値、炉定数などを付録7・iに示す。 また、方程式の具体的な形につ

いては、参照のため、付録7-2に示す。・〉

7-3-2 原子炉炉心のモデリング

炉心部で発生する核分裂エネルギーの挙動を、遅発中性子6群、 1点炉近似勤

特性方程式によって記述した。このモデルでは、冷却材と燃料の反応度温度フィ

ードバック、および反応度圧力フィードバック効果が考慮されている。このモデ

ルでは、制御棒によって加えられる反応度を入力と置いた。

炉心は、炉内の冷却材や燃料棒の熱的挙動を詳細に記述するために、冷却材の

涜れに沿って5つの領域に分けた。おのおのの領域では、燃料棒では 1ノード、

冷却材については 2ノードに分割し、各ノードにおける熱の授受について記述し

た"マン"のモデルを採用した。この5領域へ分配される核分裂エネルギーは、定

常状態の出力分布をもとに決定した。
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7-3-3 加圧器のモデリング

本章で採用した加圧器のモデル (8)，(11)、 (12)は、気液均質混合モデルに対し

て、両相に対して飽和条件と、質量保存則およびエネルギー保存則を諜すことに

よって、圧力と水領域が占める体積lこ関する勤特性方程式を導いたものである。

加圧器は、加圧器内に流入する、あるいは涜出するサージ流による援乱を受ける。

このサージ流量は、冷却水の温度変化に伴う佑積変化の割合を一次冷却ループ系

内の各部で評価することから求めた。また、加圧器では、サージ流の変化に伴っ

て生じる圧力変化を補償するために、液浸式電熱ヒーター、および低温側部管部

からの冷却水の一部を導いて、これを加圧器内の気相部にスプレイするためのス

プレイ弁が設けられている。今回の試みでは、加圧器の圧力制御には電熱ヒータ

ーのみを用いることにして、ヒーター出力を加庄器モデルの入力と置いた。

7-3-4 蒸気発生器のモデリング

蒸気発生器の勤特性モデル (8)，(13)には、最も簡単なモデルのーっとされてい

る湯沸しモデルを採用した。このモデルでは、一次側冷却材と二次側冷却材がU

字管金属を介して熱交換を行う部分を、大きく、一次冷却材部、 U字管金属部、

および二次側冷却材部の3つの領域に分けている。一次側冷却材部では、熱翰送

と熱伝達を考慮、してエネルギー保存則から冷却材温度に関する勤特性方程式を導

き、金属部では熱伝導方程式から金属温度に関する方程式を求めた。二次側冷却

材部では、加圧器のモデルと同様な過程を適用して、飽和蒸気圧力と蒸気ドラム

内の水体積に関する動特性方程式を導いた。二次側では、蒸気ドラムから蒸気と

して失われた水を供給し、 JJ~1立を一定に保つための給水制御系が設けられている。

7-3-5 配管部、およびプレナム部のモデリング

配管部は、冷却材が原子炉から蒸気発生器まで流れる配管を高温側配管部とし、

蒸気発生器から原子炉までを低温側部管部に分けてそれぞれを一つの領域として

225・



扱うことにした。 したがって、対象のP¥vRは2系統の冷却材ループを持つので、

配管部は合計4つの領域に分割されることになる。プレナム部としては、原子炉

では、炉心の上下に位置する上部プレナムと下部プレナムの 2つのブレナム、蒸

気発生器では、 2機の蒸気発生器のそれぞれにおける入口プレナム、出口ブレナ

ムの4つのプレナムの、合計6つのプレナムを考えた。配管部やプレナム内の冷

却材温度は、熱の翰送効果のみを考慮して一次の遅れ系で表した。 2系統の冷却

ループの一方の高温配管部は、サージ管を介して加圧器と接続されている。また、

一方の冷却材ループの低温倒配管部には、一次系内の冷却材体積を調節するため

に、体積制御系から充填7.Kが注入される。

7-3-6 蒸気加減弁のモデリング

2撲の蒸気発生器で発生した蒸気は、蒸気母管に一度集められ、ここより蒸気

加減弁を経て蒸気タービンヘ導かれる。蒸気タービンヘ流れ込む蒸気の霊は、蒸

気圧力と蒸気加減弁の関度の積に比例するものとして、弁の関度によって調節さ

れるものとした。蒸気加減弁の勤特性老一次の遅れ系で表した。.

7-3-7 原子力蒸気供給系の数学モデル

以上で述べた方法から導かれた各部のモデルを統合することによって、合計4

3本の線形の連立常微分方程式群で表さたNSSSの数学モデルを導くことができた。

この方程式の一部には、非線形項を持つ非線形方程式が含まれている。このため、

線形近似を行って線形モデルを導いた。この近似では、非線形項を定常{疫の周り

でテイラー展開し、定常{直からの偏差の2次以上の項はその寄与は小さいとして

無視している。このようにして導かれた線形モデルは、定常状態からの偏差を用

いて表現されたモデルとなる。線形モデルは、取り扱う変動の大きさが小さいと

きのみ妥当である。今回の試みで扱う自動周波数制御運転の負荷追従では、出力

変更の大きさが定格出力値lこ対して高々 5%程度であるので、線形近似による近

似は妥当であると考えられる。

設計では最小自乗法を利用した設計手法を適用するので、モデルの状態変数問
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の絶対的な憶の大小関係が設計に影響を及ぼす可能性がある。すなわち、最小自

乗法の特徴的な性質に関係して、大きな{霞を持つ変数が設計の結果に大きな影響

を持つ。このようなことを避けるために、状態変数の僅がほぼ同程度の桁の値を

持つように、それぞれの状態変数に対して適当な規格値を用いて規格化を行った。

表7・3には、モデルの操作変数と制御変数について用いた規格慢を示す。

制御変数 規格{痘 操作変数| 規格{直

W8 20 Kg/sec ρ 10 o 

T av 。C Qh 500 K\~ 

Pp 100 iくPa Wv 25 Kg/sec 

Vp 2 rrf W 861 25 Kg/sec 

V 861 4 m W8畠 2 25 Kg/sec 

V 862 4 rrf Av 5 %/全開

表7・3 制御変数と操作変数の規格{直

7-3-8 原子力蒸気供給系の特性

制御対象のプラントの特性を調べるために、前記で導いたモデルを用いて、表

7・1、7・2のように選んだ操作変数と制御変数に関する周波数伝達特性を調べた。

図下3(a)---" (e)には、それぞれの制御変数において支配的な影響を与える操作変数

のゲイン特性について示した。これらの図に示された関係から、用いた規格値に

よってその大小関係が多少異なるが、操作変数がどの制御変数に支配的な影響を

与え、どのように影響を与えるかを見ることができる。
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図7-3 原子力蒸気供給系の周波数応答特性
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図7-3 原子力蒸気供給系の周波数応答特性
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図7-3 原子力蒸気供給系の周波数応答特性
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図7-3 原子力蒸気供給系の周波数応答特性
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図から、蒸気涜量や冷却材温度は、原子炉内で発生するエネルギーや、蒸気発

生器で引き出されるエネルギーに強く反映される状態重であるため、蒸気加減弁

の関度や、制御棒によって加えられる反応度から支部的な影響を受ることが分か

る。冷却材平均温度は、制御棒の印加反応度ばかりでなく、蒸気加減弁開度から

も大きな影響を受けている。これは、PWR型原子力発電プラントの負荷変動に対す

る自己追従性の能力を示していることになる。この特性は、以下に記述する物理

過程を通じて得られる。ここで、負荷需要の変化のため蒸気加減弁の関度を増し

て蒸気涜量を増加させなければならない状況を想定する。この場合には、蒸気加

減弁の関度が増したことによって、蒸気発生器二次側圧力が低下し、これに対応

して飽和温度も低下する。飽和温度の低下は、二次側と一次官ljの冷却水温度の差

の増加をもたらし、より多くの熱量が一次側から二次側に流れることになる。こ

のため、蒸気発生器一次側冷却水出口での冷却水温度は低下する。一方、P¥¥'R型原

子炉は、負の反応度温度フィードバック係数を持つことから、冷却水温度の低下

は炉心に正の反応度を与えることになり、この結果として炉出力が上昇する。結

局、以上のような過程在通して、負荷要求に見合うような炉出力の自律的な調整

が行われる。

蒸気流量は、高周波側においても、また低用波側においても、蒸気加減弁関度

の影響を大きく受ける。このような低周波側の特性は、上で述べたような反応度

温度フィードパック係数が負であることによる自己負荷追従性の特性を示してい

る。図から、制御棒による印加反応度の影響が蒸気流量に及ぶまでに遅れを伴う

ことが分かる。蒸気タービン側からの出力変更要求には、短期的には、蒸気涜量

加減弁で対応し、その簡に制御棒操作を行い、加えて自己負荷追従性を効果的に

利用した制御法を採用するならば、出力変更要求に迅速に応答できるものと思わ

れる。

蒸気ドラム内の冷却水体積は、蒸気加減弁の開度や、制御棒印加反応度から大

きな影響を受け、これを補償するための効果的な操作変数は給水流量であること

が分かる。加圧器の機能の一つは、 NSSS内各部の熱的環境の変化に伴う冷却材の

体積増加や、減少を吸収することである。したがって、加圧器内の水領域の体積

やこの体積変化に伴って生ずる圧力の変化は、トISSSP-]の熱的環境に強く依存する。
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これらは、 NSSSの熱的環境を支配する蒸気加減弁関度や制御棒の印加反応度の操

作重からの強い影響を受ける。図から、加圧器内水体積に対する補償には体積制

御系から一次系に注入される給水流量が効果的ではあるが、この制御には比較的

長い時間が必要であることを示している。一次系圧力の場合は、加圧器内に設置

された{云熱ヒータが効果的であることが分かる。
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7-4 PWR原子力蒸気供給系の負荷追従制御系の設計

7-4-1 負荷追従制御のための近似的非干渉制御系の設計

原子力蒸気供給系の負荷追従制御のための制御法として、通常の非干渉制御法

とは異なる変則的な非干渉制御j去を採用することをすでに述べた。すなわち、こ

の制御法では、表7・Hこ示した制御変数の 6つの変数を、 6つのグループにそれぞ

れ非干渉化するのではなく、蒸気流震と冷却材平均温度を一つのグループとまと

め、これと他の4変数に加えた 5つのグループに関して非干渉化するものである。

制御系の設計は、 2つの設計過程を通して行われる。すなわち、最初の過程で

は、関ループ系で近似的な非干渉化を実現する毘的で、前置動的補償器を最小自

乗モデル・フォロイング法を用いて設計する。次の過程では、非干渉化された入

出力の応答特性をさらに改善するために、一入力一出力系に関する従来の設計手

法を適用して出力フィードパック補償系を設計する。この設計手法は、本質的に

試行錯誤的な繰り返し過程が必要とされる方法である。以下に、その設計過程を

具体的に示し、設計パラメータの選択において、物理的、および工学的考察を適

切に行うとともに、試行錯誤において前回の結果を有効にフィードパックするこ

とで、比較的少ない試行回数で、希望の特性を持つ制御系を設計できることを示

す。

7-4-2 最小自乗モデル・フォロイング法による前量動的補償器の設計

最小自乗モデル・ブ*ロイング法を適用して、上で述べた変則的な非干渉化を

近似的に実現する前霞補償器の設計を行う。ここで、以下の議論のために、表7・

1に示した 6つの制御変数を出力とし、表7・2に示した操作変数を入力とした場合

のNSSSの周波数伝達関数行列を E(jω〉と表すことにする。設計では、 E(jω〉を、

導いた数学モデルを用いて計算する。設計する前置動的補償器の周波数伝達関数

行列を K(jω〉と表すことにする。 この補償系は、上で述べたような特殊な非干

渉化を採用したことに関係して、 5つの入力と 6つの出力を持つ系となる。すな

わち、 5個の入力は、非干渉化されるそれぞれの 5つのグループに対する入力で
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あり、出力はNSSSに対する 6つの操作変数である。 後の議論のために、非干渉

化された制御変数 X~こ対応する入力を X r と表すことにする。 ただし、Tav 

とWgに関しては一つのグループとして扱い、他の変数から非干渉化され、共通の

入力が対応することになるので、この場合の入力をWs、rと表すことにする。 Q(j

ω〉を関ループ系で実現したい非干渉特性を表し、 6つ制調変数と非干渉化される

5つのグループに対する 5つの入力に関する周波数法違関数行予IJを表すものとす

る。

本章の試みでは、変則的な非干渉制御法を採用するために、制御対象の系の出

力数kが6、入力数mが6、前置動的補償器の入力数nが5となり、 kヲt:.n、m

学 nであるために、逆ナイキスト配列法におけるモデル。フォロイング法を適用

できない。以下の設計では、このような場合に対しでも適用可能である直接ナイ

キスト配列法における手法を用いることにする。

最少自乗モデル・フォロイング法では、関ループにおいて、希望する非干渉特

性として与えた Q(jω〉に対して、以下の式が最少自乗の意味で満足するようなK

(jω〉を設計することを目的とする。

E(jω) K (jω) = Q(jω〉 (7 -1 ) 

設計では、 (7-1)式の関係を最少自棄の意味で満足するようなK(jω〉を設計す

るためには、表7-4~こ示す 6 種の設計パラメータを指定する必要がある。以下に、

表の設計パラメータを、どのような工学的判断や物理的考察をもとに、設定した

のかを示す。
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p 

q 

近似的非干渉制御系の前置動的補償器の

多項式の次数

i注目する周波数領域から選択する周波数の数
ω(i~l ，'" ，q) I注目する周波数領域から選んだ周波数

Q(i=l，"'，q) I周波数ω;で希望する関ルーフ周波数伝達日IJ
(iごし"，q) I周波数ωiに関する重み係数

j WO.i (iごi， ，k〉|出力 iこ関する重み係数〈ただし、は出力の数〉 l

表7-4 最少自棄モデル・フォロイング法で指定
しなければならない設計パラメータ

近似的な非干渉化制御を、なるべく簡単な構造の前置動的補償器で行うために、

補償器の多項式の次数pを1と置いた。この場合、設計する 1次多項式の前置動的

補償器K(jω〉を以下のような表現で表すことができる。

K (jω〉コ (Vl・jω+V 0)( 1 5・Jω+To〉i (7 -2) 

ここで、 V。と V1は次元 6X5の実数行子IJであり、T。は次元5X5の実数行列で

ある。また、 1 5は次元 5X5の単位行列を表す。 設計は上記の表現に現われる

V 。、VぃT。の 3つの未知行列を決定する問題に帰せられる。

自動周波数制御のような負荷追従制御では、数秒~数分程度の時間範囲内の応

答を対象とすることから、非干渉化を試みる周波数範囲として、 0.005から 0.5

(ラジアン/秒〉の領域を選んだ。 前震動的補償器を設計するための必要条件

(5-21)から、補償器の多項式の次数pが 1であるとき、補償器を設計するために

は、すなわち、V。、VぃT。の未知行子IJを決定するためには、注目する周波数領域

から少なくとも 2以上の周波数を選択する必要があることが分かる ((5欄32)式よ

り 2将判註倣(1+1)+日1)。 設計では、注目する周波数領域内で一様に非干渉

化を実現するために、その領域内で対数スケールでほぼ等間隔に位置する 5個の

周波数、 0.001、0.02、0.05、0.1、0.2(ラジアン/秒〉を選ぶことにした。 こ
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の結果、 qの慢は 5と設定されたことになる。

Qiの指定では、今毘の設計で変則的な非干渉化の方法を採用したことに関係し

て、 Qiの構造に注意する必要がある。今回の設計では、関ループ周波数伝達関数

行予IJQ(jω 〉が以下のように表されるような非干渉制御を実現することを考える。

Q (jω) (7 -3 ) 

QWa、Wa(jω)， O O 。 。
qTa.v、Wa(jω)， 。 。 。 。
G ，qPa， pa(jω) ， G 。 O 

。 。，qvp、Vp(jω)， 。 。
。 。 O ，qVa.sLV臼昌1(jω)， 。
G O O 。 。 ，qVas2、Va畠2(jω 〉

ここで、 q"、x(jω〉は制御変数xとこれと対応する非干渉制御系の入力 Xrとの間

の周波数伝達関数を表すことにする。 ここで、後の議論のために、 (7・2)に示し

た関数qx、χ(jω〉以外に、 q"、y(jω)(ただし、 x手y)で表される関数を定義し

ておく。 この関数は、制御変数 Xと入力 Yrに関する周波数伝達関数を表すもの

とする。 この関数は、 (7・2)に示したような特性を持つ非干渉制御が完全に実現

されるならば、零となるものである。しかし、今回の試みでは、非干渉制御を近

似的に実現することを罰的としているため、必ずしもも、 y(jω〉は零とはならな

い。後の議論で、この関数は非干渉化がどの程度実現されたかを評価する際に必

要となる。

Qiの指定を次のように行った。それぞれの制御変数に適当な関数qx、x(jω 〉を

与え、これらから (7・2)式の行列Q(jω〉を構成し、この行列において周波数に ωi

を代入することによってQi;を与える。 今回の試みでは、 Qx、x(jω〉として、後

のフィードバック補償系の設計を簡単にするために、最も簡単な一次の遅れ系の

特性を表す以下のような関数を指定した。
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q (jω) =二
X，X 

g 
x 

1 + j ω. T 
(7 -4) 

X 

ここで、 gxとTxは、それぞれゲイン定数と時定数である。以上より、行列Qiの

指定は、それぞれの制御変数にqx、χ(jω〉対して適当な値の gxとTxを与えること

に帰着する。変則的な非干渉化法の採用に関係して注意しなければならない点が

ある。非干渉化されるグループのゲイン定数や時定数を、原則的には、他のグル

ープの指定と独立して自由に設定することができる。 しかし、 WaとTa.v ~こ関す

るゲイン定数は、今回採用した非干渉法ではこれらの変数間の相互依存性を例外

として認めたため、自由に指定することができない。この理由を説明すると次の

ようになる。 出力変更後にプラントの各状態霊が定常状態に遣したとき、 Waと

T a.vの新たな{震は、許された相互依存性に従うある平衡条件を満足しなければな

らない。 両状態霊の応答が(7・3)式に示した一次の遅れ系で表されるならば、そ

れぞれの定常状態(ω→0)の憶はゲイン定数によって決まる。 このため、ゲイン

定数は、両状態量の依存性を考慮じて与える必要がある。そこで、この依存性を

調べるために、炉出力変化後のNSSSの一次倒と二次側のエネルギーバランスの条

件から、プラントの各状態量にどのような平衡条件が満足されなければならない

かを調べた。 その結果、その平街条件から、規格化した値のWeとTa.vの簡には、

Ta.v=O.4:Waの関係が成り立たなければならないことが分かった。 ただし、こ

の関係を導く際には、炉心人口の冷却材温度は一定に保たれていると仮定した。

T a.v とWaは共通の入力によって制御されるので、上記の関係は、ゲイン定数に

はgTa.v=0.4gwaの関係が満足されなければならないことを示している。

時定数Txは、非干渉化された制御変数の時間応答特性を支配するパラメータ

であるため、その指定には注意が必要である。例えば、速やかな時間応答性を得

るために過度に小さな特定数を指定するならば、過度のオーバーシユ}トを伴う

ような炉出力変更や、許容される最大値左上回る操作変数の操作が必要となるこ

とが予想される。したがって、制御対象の系の本来持つ時間特性と、負荷追従制

御で要求される出力変動の時間領域を勘案して、適当な時定数を設定すべきであ

る。しかし、時間特性は、後に行うフィードバック補償系の設計でも変更可能で
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あるので、この段階で時定数Txの{謹を必ずしも最適化する必要がない。 そこで、

ここでは、これらの時定数を、非干渉化された系の遮断周波数が設計で注目した

周波数領域内に存在するように与えた。ただし、 Ta.vに対する時定数として、以

下の点、を考慮して、他の制御変数に比べて大きな{直を与えた。 Tavの時定数に対

して小さな慢を与えることは、 Ta.vに速やかな応答を要求することを意味する。

図下3(b)のTa.vに関する周波数特性から見られるように、Ta.vは蒸気加減弁開度A

vと制御棒によって加えられる反応度 ρから大きな影響を受け、特に Ta.vの速やか

な応答には ρが有効であることが分かる。 すなわち、この図の特性から、 Ta.vの

制御にはAvとρの適当な組合せによる制御で行われるが、 Ta.'1に対して速やかな

応答を要求する制御では、 Avの操作による影響が現われるまでの間は少なくと

もρの操作が必要であることを意味している。しかし、このような短い時間に ρ

を大きく変化させるような制御法は、往々にして核分裂による炉出力に過度のオ

ーバーシュートのような過渡変動を伴うことが予想される。このような変化を伴

う度重なる運転は、核燃料棒に対して熱応力疲労を早め、燃料棒の損傷の原因と

なると考えられる。そこで、このような考えに基づいて、 Ta.vに対して設定する

時定数を他の制御変数と比較して大きな値を与えた。

設計では、それぞれの制御変数に対して、ゲイン定数と時定数を以下のように

与えた。

ゲイン 時定数〈秒〉

We 1 . 0 20 

T a.v 0.4 40 

Pp 1 . 0 20 

Vp 1 . 0 20 

Ve畠1 20 

Ve畠2 1 . 0 20 

表7・5 制御変数のそれぞれに指定したゲイン定数と時定数
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重み{系数Wo.iとWf.iの{直は、試みとして、 1と置くことにした。すなわち、

これは、近似的な非干渉化のモデル・フォロイングに関する最小自乗フイツデイ

ングで、選択した周波数に対して、また非干渉化されるべき制御変数に対して、

均等に重みを置くことを意味する。仮に、モデル・フォロイングの結果に満足で

きない場合には、得られた結果の解析を行い、重み係数を適当に調節して、再度

設計を行うことにする。

以上の設定で、表7-4に示した前置補償器の設計に必要なすべての設計パラメ

ータの設定を完了した。しかし、補償器の構造を決定する前に、注意しなければ

ならない点がある。 上で述べた方法で与えた Qi:を謹接設計に用いるならば、最

少白菜法の特徴的な特性のために、大きなゲイン定数を与えた制御変数に関する

モデル・フォロイングのみが選択的に改善される。すなわち、ゲイン定数が重み

係数の役割を果たしている。この問題を回避するために、対角要素としてゲイン

定数の逆数を持つ対角行列を、(7・1)式の両辺に掛け合わせる規格化過程を導入す

ることにした。

設計の結果、前震動的補償器の周波数伝達関数行列(7・2)を表す行予IJV iとTiを

次のように求めることができた。設計した前置補償器の固有値の解析から、補償

器自身は安定な系であることが分かった。また、設計した掲償器で補償された関

ループ系の周波数特性の分析から、非干渉化されるべきそれぞれの制御変数にお

いて、希望する特性として与えた一次の遅れ系の周波数特性が注目する周波数領

域内で実現されていることが確認された。しかし、制御変数の非干渉化の度合い、

ぱらつきがあり、改善の余地があることが分かった。
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4.57E-2 ， 0.0 ， 0.0 ， 2.20E-2 ， 2.20E-2 
5.41E帽2， 4.44 ， -4.42 ， 8.57E-3 ， 8.57E-3 
-3.79E-2， -1.09E-1 ， 9.90 ， 7.99E-2 ， 7.99E-2 
7.36E-1 ， 0.0 ， 0.0 ， 5.84 ，幽8.18E-3
7.36E-1 ， 0.0 ， 0.0 ， -8.18E-3 ， 5.84 
2.54E-l ， 0.0 ， 0.0 ， 7.1817・3， 7.18E-3 

5.23E-2 ， -1.93E-3 ， 0.0 ， 4.17E-3 ， 4.17E-3 
1.36E-4 ， 3.30E-5， -1.57E-3 ，. 1.64E-5， 1. 64E-5 

V1 -1. 70E・4， 0.0 ， 0.0 ， -4.43E崎6， -4.44E-6 
2.59E-2 ， 0.0 ， 0.0 ， 2.08E-3 ， 2.07E・3
2.59E-2 ， 0.0 ， 0.0 9 2.07E-3 ， 
3.00E-2 ， 0.0 ， 0.0 ， 2.43E-3 ， 2.43E-3 

5.01E-2 ， 0.0 ， 0.0 ， 4.09E岨 3， 4.09E-3 
3.80E-3 ， 5.00E-2 ， 0.0 ， 7.68E働 4， 7.68E-4 

T。 3.17E-3 ， 0.0 ， 5.00E幽2， 6.70E-4 ， 6.70E・4
崎 1.83E帽4， 0.0 ， 0.0 ， 5.01E-2 ， -6.26E-5 
-1.83E-4 ， 0.0 ， 0.0 ， -6.26E帽5， 5.01E-2 

設計から求められた 1次多項式の前置動的補償器の周波数伝達
関数行予IJを表す行列

表7・6

ここで、非干渉化された度合いを定量的に判定するために、以下に定義される

一つの尺度を導入することにする。

(7 -5) 
qx、x(jω〉

qx、y (jω〉
¥ノ

N

X

 

i
ω
#
 

庁
i

・1
a
v
v
v

、n・
〆

f
¥
U
J
 

一一N 申x y甲

y*は、(7-5)式の右辺の最少化が関数 qx、y(jω〉で実現されたときに関ここで、

すなわち入力 Yrは、制御変数xに対して入力 Xrについでする Yrを意味する。

指標xNyは、制御変数 xに対する入2番目に影響力を持つことを意味している。

力 Xrの影響の強さが、入力 Yrの影響の強さに比べて、少なくとも何倍あるのか

この植が大きいほど非干渉化された度合いが大きいことを意味を示す霊であり、

している。以下では、上記に定義したxNYrを"非干渉度指数"と呼ぶことにする。

上記で設計した補償器で捕償された場合の非干渉度指数は、表7-7のように求め

この表は、それぞれの制御変数においである程度の非干渉化は実現されられた。

てはいるが、その度合いにばらつきがあることを示している。特に、冷却材平均
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温度Ta.vの非干渉化の度合いは、他の変数と比較して劣っている。 これを改善す

るために、表7・?に示された結果の考察から、設計された補償器に小規模な修正を

行えば、異なる設計パラメータを用いた再設計を行うような大規模な変更を行わ

なくても、 T a.vの非干渉度の改善が可能であることが分かった。

表7-7

非干渉度指数

80 
'WS--VS51 (WS

80VS5{ 

6 
Ta.v -Vs51 

6 
Ta.v Vs52 

P
p 
2 4 Ws 

Vp
30
WS 

60 Vs51--Ws 

60 Vs52--Ws 

原子力蒸気系が設計された非干渉制御系によって
補償された場合の各制御変数の非干渉度指数

T a.vの非干渉度指数を大きくする最も簡単な方法は、 (7嶋 5)式や表7-7から分か

るように、 1 q Tav、WS(jω)1の{直を大きくするか、あるいは1q Ta.v、VS51(jω)1、

および1q Ta.v、VS52(jω)1の{直を小さくすることである。 今回の試みでは、これ

らの関数の大きさを調節するために、次のような簡便な方法を採用した。すなわ

ち、 Iqx、y(jω)1の大きさをα倍だけ変化させたい場合に、入力Yrと設計した前

置補償器の間に、入力を α箔の大きさに変換するゲイン調節系を設けることであ

る。 この方法で注意しなければならないことは、 このような調整法では、 1q x， y 

(jω)1の大きさばかりでなく、入力 Yrに関係するすべての関数の値を変化させる

ことである。 このことは、 T a.vに非干渉度を改善する目的で、 Iq Ta.v、WS(jω)1

の慢を大きくするために、入力Ws、rに対して αの憶が 1よりも大きい入力ゲイン

調整系を設けるならば、入力Ws， rに関係する他の関数も大きくなることになる。

したがって、表7・7から分かるように、 このようなTavの非干渉度の改善は、Pp、
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Vp、Ve51、V e5 2の非干渉度を低下させる犠牲のもとで可能であることになる。

また、 1 q Tav、V8 51 (jω)1と1q Tav、Ve52(jω)1の慌の低下による方法では、

同様な解析から、 V 851とV852の非干渉度を低下させる犠牲のもとで可能となる

ことが分かる。今回の試みでは、 V 651とVeo 2が、 Ppや Vpと比較して、大きな

非干渉度を持っていることに注目して、 T avの非干渉度の改善には、後者の方法

を採用することにした。 このために、入力 Veo 1とVeo2のそれぞれに対して、

0.25のゲイン定数を持つゲイン調整系を用いることにした。

以上のように設計した前置動的補償器で補償された関ループ系の非干渉度指数

を表7・8に、周波数特性を図7-4に示す。 図7-4には、それぞれの制御変数に最も

影響を与える入力と 2番目に大きな影響力を持つ入力に対する周波数応答特性の

ゲイン特性のみ示した。 この図から、それぞれの制御変数において、注目する周

波数領域で、実用上非干渉化されたと見なせるほどの優れた非干渉性と、あわせ

て、希望する一次の遅れ系の周波数応答特性が実現されていることを見ることが

できる。

表7-8

非干渉度指数

320 We---V8晶1 (We320Ve5~ 

24 
Tav --V周51

("， 2 4 '1 ) Ta.v--V8畠2

P
p 
2 4 W8 

V
p 
30 W8 

1 5 Veo1--Vle 

1 5 V8o2--We 

T avの非干渉度指数を入力ゲイン調整系で改善した
場合の各制御変数の非干渉度指数
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設計された前置動的補償器で祷償された
原子力蒸気供給系の周波数応答特性

図7-4
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霊蒸気涜〈乱〉

注:図の"input X"は非干渉制御系の制御変数Xに対する入力を表わす。
実勃上の@印は設計で選んだ周波数を示す。
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設計された前量動的補償器で補償された
原子力蒸気供給系の周波数応答特性
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注:図の"inputX"は非干渉制御系の制御変数Xに対する入力を表わす。
実軸上の@印は設計で選んだ周波数を示す。
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設計された前置動的補償器で補償された
原子力蒸気供給系の周波数応答特性 『

図7-4
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注:図の"inptjt X"は非干渉制御系の制御変数Xに対する入力を表わす。
実斡上のO印は設計で選んだ周波数を示す。
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設計された前置動的補償器で補償された
原子力蒸気供給系の周波数応答特性

図7-4
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注:図の"inptjtX"は非干渉制御系の制御変数Xに対する入力を表わす。
実軸上の。 E~ は設計で選んだ周波数を示す。
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設計された前量動的補償器で補償された
原子力蒸気供給系の周波数応答特性
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7-4-3 出力フィードパック補償系の設計

次に、第 2の設計過程、すなわち、非干渉{とされたそれぞれの系の特性を改善

する目的ための出力フィードパック補償系の設計を行う。非干渉化された系をそ

れぞれ独立した系として扱うために、出力フィードバック補償系の設計を他の系

と独立して行う。また、非干渉化された系を一入力一出力系と見なすことができ

るため、従来の設計手法が適用でき、設計が比較的簡単となる。設計では、非干

渉化させた一入力一出力系 lこ対して、図7-5~こ示したようなフィードパック補償を

考えた。ただし、W9とTavを組み合わせて一つのグループとして非干渉化させた

系の場合には、図下5(b)に示すように、Wsに関する出力のみをフィードパック補

償に用いることにした。これは、制御系の設計を容易にすることと、 W9が電力系

統からの負荷要求に対してトISSSが直接的に関係する出力であり、負荷追従運転を

効果的に実施するためには、W9を直接制御することが望ましいためである。設計

では、非干渉化されたそれぞれの系の時定数が10秒になるようにフィードパック

係数を設定し、入力ゲインはゲイン特性が前置補償器の設計の際に与えたそれぞ

れのゲイン特性と等しくなるように定めた。その設定の結果を表7・9に示す。

フィー〈ドfバx)ック係数 入力〈ゲgxイ〉ン

W9 1 2 

Vl' 1 2 

V 961 4 8 

V 962  4 8 

表7-9 非干渉化された制御変数のフィードパック補償
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gx 
X 

1 +j ωTx 

フィードパ、ソク係数

( a) Ws、 Tavを除いた露関変設の場合の
フィードバ、y ク謡館

γ-7 gTav 一一一→?T av 
1 +jω 有av

gws 
Ws 

1 +j ωTWs 

ブイ日ドパック係数

( b) Wsと Tavの場合のフィードバヴク語鑓

国 7- 5 非干捗化された系のフィードバ、y ク福留
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7-5 ディジタル・シミュレーション

設計した制御系の性能を、周波数特性ばかりでなく時間応答特性においても評

留するために、ディジタル・シミュレーションを行った。シミュレーションでは、

負荷要求の変化に応じて蒸気流量Wsを 5%増加することが必要となった場合を

想定した。この際、 Tavは負荷要求{直に応じであらかじめ定めた値と等しくなる

ように、他の制御変数は一定憶に保たれるように制御されるものとする。図7-6

(a)-(o)には、上記の出力変更の要求を受けた場合の、制御変数、操作変数、およ

びNSSSの運転に重要な状態霊の過渡変化を表したものである。それぞれの状態量

の変化は、出力変更前の定常状態からの偏差について表した。図から、出力変更

の要求に応じて、 Weが速やかに追従していることが分かる。また、このような速

やかな応答性が実現された場合に、炉出力の変更において過度に大きいオーバシ

ユートを伴うことが懸念されるが、今回の試みではそのようなオーバシュートの

ない速やかな速応性が実現されている。負荷追従は、最終的には必要なエネルギ

ーを炉出力の変更によって供給しなければならないが、炉出力の変更の影響が冷

却ループニ次側の蒸気加減弁に現われるには30-60秒の時聞を必要とする。この

ため、蒸気流量の応答性を得るために、蒸気加減弁関度を増して蒸気涜霊を増大

させるとともに、二次側圧力を{底下させて二次側冷却水の飽和温度を低下させて、

U字管に替えられている熱エネルギーを利用したり、一次側と二次官.tlの冷却材の

温度差を大きくして一次側から多くの熱を奪うことによって、炉出力の増加の効

果が現われるまでの問、エネルギーの不足分を得ている。また、この方法は、出

力変更に伴って冷却材一次ルーフ.の炉心入口温度の低下をもたらし、反応度冷却

材温度フィードパック係数が負であることから、炉心に正の反応度が印加される。

制御棒の操作による反応度印加は、炉心軸方向の出力分布を歪め、ある場合には

局所的な大きなホットスポットを発生させる原因ともなる。これに対して、冷却

材の反応度フィードバックによる反応度印加は、炉心全体に均等に作用するため、

制御棒の時のような問題を生じない。この観点から、上に述べた制御法は、制御

棒の反応度の霊を小さくできる点からも望ましい。
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負荷追従で運転値の 5%の蒸気涜量の増加が必要な場合
の原子力蒸気供給系のディジタノレ・シミュレーション
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負荷追従で運転{直の 5%の蒸気流量の増加が必要な場合
の原子力蒸気供給系のディジタル・シミュレーション

図7-6
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図7-6

( f ) 

(g) 

3 

2 

O 

負荷追従で運転{庄の 5%の蒸気流量の増加が必要な場合
の原子力蒸気供給系のディジタ)L-。シミュレーショシ

100 200 

蒸気加減弁の開度(%/全開〉

2 10
1 

(SEC) 
O 

100 200 

制御棒によって加えられた反応度〈 σ〉

255・



負荷追従で運転値の 5%の蒸気涜量の増加が必要な場合
の原子力蒸気供給系のディジタ)L-.シミュレーショシー

図7-6
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負荷追従で運転値の 5%の蒸気涜量の増加が必要な場合
の原子力蒸気供給系のディジタ)1.-0 シミュレーション

図7-6
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負荷追従で運転値の 5%の蒸気涜麓の増加が必要な場合
の原子力蒸気供給系のディジタノレ。シミュレーション

図7-6
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出力変更時には、一定の状態に保たれることになっている Pp、Vp、V851、VB5 2 

の変化は、図では出力変更の影響が大きく現われているように見える。しかし、

これらは、それらの状態震の変化を適当に拡大して表現しているためであり、そ

れらの変化は、出力変更前の運転憶や、数学モデ)J."の規格化の際に用いた憶に比

較するならば、変動は非常に小さいと考えることができる。 例えば、一次系圧力

の通常の運転圧力は15.5MPa程度であることを考慮するならば、図のPpの変動は

非常に小さい。

非干渉制御において、制御変数がどの程度に非干渉化されたのかを見るために、

次章で記述するトISSSの最適制御の結果と比較することにする。この最適制御では、

制御変数と希望の出力$答との差が最小となるように、制御に必要とされる操作

童の使用意が最小とするような、最適追跡〈トラッキング) (18)問題を考えた。

この制御では、出力変更においてそれぞれの制御変数が追跡すべき希望の応答と

して、本章の試みで採用した応答と同じものを想定した。 すなわち、 Ta.vとW8

は負荷要求{置に応じであらかじめ計屈された値になるように追従し、残りの制御

変数は出力変更の間は一定値を保つものである。非干渉制御と最適制御との比較

を、出力変更後にPp、Vp、V851、V8品2の挙動に現れた擾乱の大きさに関して

行った。これらの状態輩は、出力変更による影響を大きく受け易いため、非干渉

化の度合い評価することができる。この比較のために、本章で行ったものと同じ

負荷要求変更を想定して、最適制御のディジタル・シミュレーションを行った。

表7-1O~こは、上記の 2 つの制御法における、各制御変数が定められた運転値〈一

定〉の績からの擾乱の最大値と、それらの最大値の比を示した。 ただし、Vp、

V 85ぃ V852の体積変化については、その変動の大きさの程度を分かりやすくす

るために、それぞれ水位に変換して示した。
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i 非干渉制御 | 最適制御 比

l 一次系圧力 75 Pa 20000 Pa 3. 75X 10-3 

加圧器水位 0.23 cm 12 cm 

蒸気発生器二次側水位 | 0.4 cm 1.5 cm 0.27 

表 7・10 非干渉度における非干渉制御と最適制御との比較

表から、非干渉制御は、最適制御と比べて、一次系圧力や加圧器水位の変動を極

めて小さく抑えることができ、実質的に非干渉化が実現されていることが示され

ている。一方、蒸気発生器二次倒水位では、援乱の大きさは非干渉制御の方が小

さくなっているものの、特に大きな違いが見られない。これは、非干渉制御にお

いて非干渉化の改善ができなかったと見るよりも、むしろ最適制御において、蒸

気発生器二次側水位の優れた一定健制御が実現されていると考えるべきである。

水位の絶対的変化から見れば、その変動の大きさは極めて小さく、蒸気発生器二

次側水位において非干渉制御が実現されていると考えられる。

以上の結果から、非干渉制御法は、出力変更の擾乱の影響を最小限に抑制する

ことを目的とした制御に、極めて優れた方法であることが確認された。
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7-6 まとめ

本章では、 PWR型原子力蒸気供給系を対象にして、自動周波数制御運転のよう

な、出力変更の規模は小さいが、比較的短い周期で出力変更が繰り返される負荷

追従運転のための自動制御系を設計した。原子力発電プラントにおける負荷追従

運転では、プラントの譲器や装置の健全性を維持するために、出力変更が繰り返

されているような運転環境でもプラントの各装置や機器の運転状態を大きく変え

ることなく、負荷需要に応じて速やかに出力を変更させる必要がある。このよう

な制御は、プラントの装置や機器開の熱的干渉の存在のために、状態変数間に按

雑に交錯した相互依存関係を考躍して制御しなければならない。本章では、負荷

追従運転の制御法として、干渉の影響を効果的に対処することができる非干渉制

御法を採用した。

制御系設計のための原子力蒸気供給系の数学モデルを導いた。モデルの導出で

は、プラント各部を措成している装置や機器のそれぞれの数学モデルを導き、そ

れらを統合することによって数学モデルを導いた。各モデルの導出では、大まか

な特性が得られるように、最も簡略化されたモデルを導いた。このようにして得

られた数学モデルは、簡略化の工夫にもかかわらず、全体で43次の状態方程式で

記述される大規模モデルとなった。得られたモデルに対して操作変数と制御変数

間の周波数応答特性を解析し、干渉の度合いや操作変数の制御特性を調べた。こ

れらの知見は、非干渉制御系設計での設計パラメータの選択の際の設計情報とし

て利用される。

このような数学モデルに対して、近似的な非干渉制御系を設計するために最少

自乗モデル。フォロイング法を適用した。 負荷追従運転における制御変数として、

従来のPWR型発電プラント制御で用いられていると同様な制御変数を用いることに

して、これに対して非干渉制御を適用することにした。しかし、これらの制御変

数の中には強い相互依存関係が存在し、これらを完全に非干渉化することが困難

であるので、一部に e依存関係を認めた変則的な非干渉制御法を採用した。非干渉

制御系の設計では、非干渉制御の工学的な実現性を考慮して、制御系が過度に複

雑にならないように、従来のプラント制御系と援雑さにおいて同程度となるよう

に心がけた。設計から、 1次多項式の動的補償器によって注目している周波数領
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域で満足できる非干渉化が実現できることが分かった。この補償器の設計には、

試行錯誤的な設計過程が必要であるが、 CADの枠組みで設計された結果を次回

の試行に適切にフィードパックさせるならば¥設計者に大きな負担をかけること

なく、少ない試行回数で設計できる。

ディジタル・シミュレーションからは、一次系圧力、蒸気発生器水位などに大

きな影響を与えることなく、出力変更要求に対して迅速に出力を変更できること

が示された。非干渉制御は、電力系統から外乱が常に加わるような環境にあって

も、プラントの各装置、機器の運転状態を大きく変えることなく負荷追従できる

ため、負荷追従運転に対して極めて有効であることが分かる。非干渉化がどの程

度実現されたかを調べる目的で、最適状態フィードバック制御理論から設計した

制御系による負荷追従運転との比較を行った。その結果から、非干渉制御におい

て、加圧器圧力のように出力変更の影響が大きく現れると考えられる状態霊にお

いても優れた非干渉化が実現されていることが確認できた。

本章の試みから、非干渉制御設計法に近似の考えを導入するならば、本意で用

いたような高次のモデルを対象にした設計でも、比較的構造の簡単な制御系によ

って、実用上非干渉制御とみなしうる制御系を設計できることが分かった。また、

結合炉のように非干渉化したい状態変数の特性が同一で対称性を持つ系ばかりで

なく、本章のように特性がそれぞれ異なる状態変数の非干渉化も可能であること

を示すことができた。最小自乗モデル。フォロイング法によって設計された制御

系は数学モデルの複雑さと直接比例するような複雑な構造を持たず、また、数学

モデルの接雑さのために設計自体が複雑となって設計不可能となるようなことも

ない。 本章の設計で用いたPWR型原子力蒸気供給系の数学モデルは、一般の制御

設計問題で扱われるモデルと比較しでかなり高次なモデルではあるけれども、用

いたモデルはそれぞれのブラシトの各部の最も簡略化されたモデルを組み合わせ

て得られたものである。加圧器水位や蒸気発生器二次側水位の挙動を正確に表現

するためには、本章で採用したモデルよりさらに詳細なモデルを導く必要がある。

最小自乗モデル・フォロイング法は、プラントの数学モデルが、そのような詳細

モデルを組み込むことによって超高次なモデルになったとしても適用可能な方法

である。さらに以上のような特徴に加えて、最小白菜モデル・フォロイング法は、

注目する周波数領域での数点の周波数における周波数応答 (E(jωi))が得られ
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るならば、設計を行える特徴を持つ。このことは、パイルーオシレータ実験や炉

雑音実験解析などの実験的な手段から周波数応答情報が入手できるならば、数学

モデjレを必ずしも必要としないことを意味し、大規模工学系の適切な数学モデル

を導く問題から回避できる。
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第 7章の付録

付録7-1 500MW (e)級PWR原子力発電プラントの設備仕様、定格運転条件

( 1 ) 運転条件

定格出力 1，650 門14(th) 

炉心人口温度 288 。C

炉心出口温度 323 。C

冷却一次側圧力 157 Kg/cm G 

冷却二次側圧力 58 KgI cm G 
一次側冷却材質量涜霊

4.17X 103 Kg/sec 
〈一冷却ループ当り〉

冷却ループ数 2 J 

〈2) 勤特性パラメータ関係

A 遅発中性子先行核 データ

発生比率 |崩壊時定数 Isec I 
s 1 2.21X10嶋 4 入1 1.27XI0-2 1 

s2 1.40XI0叫 3 入2 3.17X 10-2 I 

s 3 1. 25 X 10“3 入3 1.16XI0寸|

s4 2.53XlO-3 入4 3.11XI0-1 I 

s 5 7.40 X 10-4 入5 1. 40 

s6 2. 70X 10-4 入ら 3.87 

B HP発中性子寿命 1.6XlO-5 sec 

C 反応度フィードバック係数

減速材温度係数 -4.50X 10-4 〈ムK/Iく)rc
圧力係数 2.42 X 10-5 〈ムK/K)/(Kg/cm)

ドップラー係数 備 2.65X10-5 〈ムK/K)/T
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〈3) 原子炉形状関係

炉心有効高さ I 3.66 m 

炉心等価直径

上部フレナム体積 I5.61 rrl 
上部フレナム体積 I9.87 rrl 
炉心内流路面積

〈4) 銭料関係

濃縮度 wt% 

燃料総本数 21 ，659 本

感料棒半径 4.65XlO-3 m 

被覆管厚さ 6.20X 10-4 m 

燃料一被覆管fャッフ。 1.90X 10-4 m 

総伝熱面積 2.65X 103 m2 

撚料総重量 5.50XI04 Kg 

被覆管総重量 1.01X104 Kg 
一
燃料棒の比熱 3.15X 102 J/Kg. oC 

被覆管の比熱 3.29XI02 J/Kg. oC 

燃料棒熱伝導率 3 . 60 X 10 -2 ¥J/ (cm • oC ) 

被覆管熱伝導率 11. 83 X 10 -1 ¥41 (cm • oC ) 

燃料一被覆管
5 . 88 X 10 -1 VI / (cnl • oC ) 

今、、十ツフ。コンタ柄クタn
被覆管から冷却材

3.62 ¥U(cm.oC) 
への熱伝達係数

燃料棒から冷却材
9.98XlO-2 ¥U(cm・OC)

への総括熱伝達係数
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( 5) 蒸気発生器関係 〈蒸気発生器一様当り〉

蒸気流量 4.56X102 Kg/sec 

給水涜 4.56X 102 Kg/sec 

人口プレナム体積 5.14 ぱ

出口プレナム体積 ぱ

U字伝熱管本数 3，382 本

U字伝熱管外径 2.22 X 10吟 2 m 

U字伝熱管内径 1.96X10-2 m 

U字伝熱全長 2.03X 101 m 

U字伝熱管一次側伝熱商積 4.22XI03 m2 

U字伝熱管二次側伝熱面積 4.78XI03 m2 

U字伝熱管一次側涜路面積 1.02 rn2 

ライザー涜路面積 5.13 rn2 

U字伝熱管金属総重量 4.99 X 104 kg 

U字伝熱管金属比熱 J/Kg・OC
」

( 6) その他

高温配管長さ 6.06 m 

低温配管長さ
5.44 

(蒸気発生器~ポンプ〕
m 

低温自己管長さ
10.8 

(ポンプ~原子炉〉
m 

高温配管内径 0.74 m 

低温間管内径 0.70 m 

加圧器全容積 28 d 

ヒーター容量 I 5.0 X 1 02 K\~ 
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( 5 ) 冷却材関係

一次側事

冷却材平均温度 1306
。
C

密度 /7.13X 102 Kg/rri 

比熱 5.68 X 103 J / kg • oc 

牢注 一次ループの各ノードの冷却水に関する物性纏は

定常計算から求められた各ノードの温度に対する

憶を与えたが、ここでは冷却材平均温度における

値のみを示す。

二次側*

飽和温度 273 。C

比熱〈飽和水〉 5.17X 103 J/kg令。C

給水温度 254.1 ℃ 
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. PWR型原子力蒸気供給系の数学モデル付録7-2

|燃料一冷却材温度方程式 1I

:炉心 i領域の燃料温度

:炉心 i領域の冷却水領域Jの冷却水温度
:炉心 i領域で発生した核分裂エネルギー

:炉心 i領域の燃料の質

:炉心 i領域での冷却水領域Jの冷却水の質量
:炉心 i領域で燃料の比熱

:炉心 i領域での冷却水領域Jの冷却水の比熱
:炉心 i領域で燃料棒ー冷却材熱貰涜率
:炉心 i領域の冷却水領域Jの伝熱面積
:炉心 i領域での全伝熱面積

:炉心 i領域の冷却水の通過時間
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S ρr  od 制御棒によって加えられる反応度
F c ¥.αcの冷却水温度の依存性を考慮するための矯正係数
Ff1 αfの燃料棒温度の依存性を考慮するための補正係数

dP 戸
6 

αiP。
n 

αpP。
P + ヱ入iC i十 I FnTii + 

dt 八 A 

αcP。
2 n 

P。
十 z ヱFcjTci， j十 S ρr  od 
A 
i =コ 1j = 1 ^ 

dCi s i 6 
一一一 P- 入iC i 但し、 戸コ Is 

dt A 

|i原子炉プレナム部|

Tup 炉心上部プレナム冷却水温度

T1p 炉心下部プレナム冷却水温度

τUP 炉心上部プレナムでの冷却水の混合時間
τ1 p 炉心下部プレナムでの冷却水の混合時間

dTup 
一一一 Tc2. n 一一一 Tu p 

dt τUP τup 

dT1p 
一一-T cl 一一一 T1p

dt τlp τ1 p 

~配管部|

T h 1・冷却ループ iの高温配管部の冷却水温度
T c 1. i 冷却ループ iの冷温配管部の冷却水温度

τh 1. 1.冷却ループ iの高温間管部での冷却水の通過時間

τc 1 ・冷却ループ iの冷混配管部での冷却水の通過時間
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dTh1. i 1 
コ 一一一一-Tu1'，一一一一-Th1・i

dt Th1.iτh  1. i 

dT c 1. i 
= 一一一-To1" 一一一一一 Tc 1. i 

dt τc 1， τc 1， i 

i蒸気発生器フレナム部

Ti1" i 冷却ループ iの蒸気発生器入口プレナムの冷却水温度

T 01'， i 冷却ループ iの蒸気発生器出口プレナムの冷却水混度
τi  1'， i 冷却ループ iの蒸気発生器入口ブレナムでの冷却水の混合時間
τ01'， i 冷却jレープ iの蒸気発生器出口プレナムでの冷却水の混合時間

dTiP， i 1 
コ 一一一一 Th 1. i 一一一一 Ti p， i 

dt τi  p， i τi  p， i 

dT 01'， i 
= 一一一一一 T81>， i 一一一一幽 Top・i

dt τo p， i τ。p，i 

||カ日在器 | 

Pp 一次系圧力

九 :加圧器内の飽和温度

Vt 加圧器全体積

Vw 加圧器内の液棺の体積

V8 加圧器内の気相の体積

札 :加圧器内の液相の質量

M 8 : tJ日圧器内の液相の質量

Vl8 液相から気相に相変化する霊

Ww1 サージ流量

Hw 加圧器内の液相のヱンタルビー

H8 加圧器内の気相のエンタルビー

Hhl サージ流の比エンタルビー

q 電熱ヒータ出力

仮定:①気相液相混合、②飽和条件
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液相質量保存

dト1w

dt 
Ww1 .，.. !d8 

気相質量保存

dト18
一一V/8
dt 

j夜相エネjレギーバランス

、B，〆W
 

HnH 
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M
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¥
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i
T
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-
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H
u
-
-円
U

Ww 1 H h 1 - W 8 H 8 + q 

体積一定

Vw 十 V8 V t (一定〉

Compressibilty-Corrected Perfect Gas Law 

Pp V 8 コ Ms・R'Te

|蒸気発竺主j

添字 i 冷却ループ iの蒸気発生器

Ps 蒸気発生器2次側圧力

Ts晶・ 1 • 1次側冷却水混度

Tm • 1 • U字管温度
T s. i 次側冷却水飽和温度
比.1次側冷却水質量
Mm1 U字管質量
むpl 1次側冷却水比熱

Cmi U字管の比熱
Upmi 1欠側冷却水-U字管熱貰涜率
Ums i U字管一 2次側冷却水熱貰涜率
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Apml. 1次哲1.lj伝熱面積

Ame1 2次側伝熱面積
τes. • 1次側冷却水のU字管通過字管
内w. 2次側冷却水の液相成分の質量
門e.1 2次側冷却水の気相成分の涜量
Yw • i 2 {.欠側冷却水の液相成分の涜量

We • 1 2次側冷却水の気相成分の涜量

Wfw. 1 2次側給水流量

\~ i3. 0・蒸気加減弁へ向かう蒸気流霊
Vw • 1 • 2次側冷却水の液相成分の体積

Ve • 1 2{.欠側冷却水の気相成分の体積

HW.1 • 2次倒冷却水の液相の比エンタルピー
し.1 2次側冷却水の気相の比エンタルビー
H fw. 1. . 2次側給水の比エンタルビー

Uml. U字管-2次倒冷却水熱貫流率
Am1 • 2次側伝熱面積

一次側冷却材部エネルギーバランス

dTe畠・ 1Jp回 iApm 1 
コ一一一一 Ti p. 1一 (T e畠.i -T田. 1.)一 一一一一 Tes・1

dt τe5. i MpiCP iτ8畠 .i 

U字管金属部エネルギーバランス

dT m. 1Jpm i Ap田 UmeiAme1
一一一一ご くTe5・1・Tm.1.)ー (T田・ I 岬 Te・1)
d t Mm 1 c'n i ト1miCm 1 

二次側冷却材部質量バランス

dMw. 1 
一 ¥;'fw.1 - ¥.Je. i 

dt 

35相質量保存

d門8.1. 
¥;'8.1-¥;'8. 0.1 

dt 
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ニ次倒冷却材部エネルギーバランス

d dP s 
-(凡.i H...... i) -v...... hロ・ iAm. 1 ( Tロ・ 1- T s・:)十 Hfw.i¥Jfw. i-Hs. i¥Js. i 
dt dt 

二次側気相部エネルギーバランス

d 
一一〈門s.iHs. i)-
dt 

d P s 
V s. i 
dt 
一一 HS • i ( 'W a • ユ

l蒸気発生器蒸気ドラム水位

:蒸気ドラム全体積

:蒸気ドラム内液相体積

:蒸気ドラム内蒸気体積

:液棺の飽和密度

:蒸気の飽和密度

V t. i 
V wt. i 

V st. 

ρwf， i 

ρB i 1 

W at. i 
Wh， i 

W e • i 

W fw， i 

χ. i 

:蒸気ドラムからの蒸気流量

:ライザー出口流量

:ライザー入口流量

:給水流量

:出口クオリティ

体積一定

V ~t ， i + V at， i 一一

質量保存

d 

V t. i 〈一定〉

-(ρwf ， iV wt • 
dt 

+ρsf・iV 8 t・i)

ただし

ムWst. 一一 χi Wh • W st. 

一… 

ムWwt • 一一 ( 1一χi)Wh. i We • i 
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蒸気下ラム

議気

↑ 
本飽

W fw 

V 

ダウンカマー

w e 
ダウンカマー

!サージ涜撃を評価する方程式 l

口一つ
『

H
U

号
岬
ロ

量涜入注の水填充の、り

度

度

域

か

霊

温

密

領

御

涜

材

材

材

制

ジ

却

却

却

積

一

冷

冷

冷

体

サw
w
 

T
ρ
v
s
s
 

添字

cj， 1 伊心 i領域の冷却材領域J
up 炉心上部プレナム

I p 炉心下部プレナム

i p， i 冷却ループ iに蒸気発生器入口プレナム
op， i 冷却ループ iに蒸気発生器出口プレナム
sg， i 冷却ループ iに蒸気発生器
h 1， i 冷却ループ iに高温配管部
c1 ，i 冷却ループ itこ低温配管部

276・



a Wwi 一 :L :L VcL i [三LJ引iヱ1j=l l8T )cJ. i l dt)cj・1

+VUP C11L+ V'e [;:JJ::t 
2 

十 2 

2 
+ ヱ

2 
+ ヱ

2 + :L 

2 
十 ヱ

Vhutrj(討hl. i ¥. U~ ..lhl. 

VC:1r)[出
c l. i\.U~ ..l c l. i 

Vipir)[討
1 1' .1\.U~ ..l iF.i 

Voe，' [三LJ討
。1'.i ¥. U ~..l 01'. i 

Va 15. 1問(引+awv 
es.i'-U~ .J as.i 

蒸気発生器

一次包1

下計ブレナム 伝返配管
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第8章 準最適制御による PWR型原子力発電プラントの負荷追従運転

8 -1 序論

本章では、 PWR原子力発電プラントで自動開波数制御運転のような負荷追従

運転をする場合に、このような運転環境においてもNSSSの健全性を損ねることな

く負荷変動に迅速に対応できる制御系を、状態フィードパック制御理論と最小自

乗モデル・フォロイング法 (8)， (9)， (10)を組み合わせた設計法で設計し、設計さ

れた制御系が比較的簡単な構造ではあるが、最適状態フィードパック制御理論か

ら設計された制御系とほぼ同等な特性でNSSSを制御できることを示す(10)。

最適状態フィードバック制御理論(1)は現代制御理論の最も実り豊かな成果の

一つである。この制御理論では、最適化を希望する特性を評価するために評価関

数を定義し、この関数を最小化〈あるいは最大化〉ずるような制御則を見い出す

ことによって最適制御方策を決定する。この設計法の大きな特徴は、制御の意図

をある程度数学的に表現できることく制御問題の数学的な定式化〉、最適性を課

すことによってただ一つの最適制御則を与えること〈一意性〉、および定義され

た評価関数に対して最適な制御則を与えること〈最適性〉、という 3つの特徴は

要約することができる。この最適制御理論を、特定の特性の最適化のみを制御目

標とするような制御ばかりでなく、通常の設計問題に対しでも積極的に適用し、

上に挙げた 3つの特徴を有効に利用するならば、与えられた設計仕様を満足する

ような制御系を容易に設計することができる。すなわち、設計者は最適設計法の

第一の特徴(定式化〉を利用して、与えられた設計仕様が意味するところの一部

を評価関数や拘束条件を用いて表現し、設計問題をこれらの関数に関する最適制

御問題に置き換えることができる。この定式化では、設計がある具体的な特性老

最適にするという明確な目標を持つものであるので、制御工学に精通していなく

ても比較的容易に定式化ができる。さらに、定式化においては、評価関数の定義

の際に一般に重み係数と呼ばれる、従来の設計法に比べるとはるかに少ない数の

設計パラメータを含ませることができる。それらのパラメータ調節の最適設計に

おける意味が説明可能であり、またそれらの調節の結果をある程度予剖できる。

設計では、重み係数である設計パラメータの適当な組み合わせによって最適設計
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を行い、その設計結果を用いてディジタル・シミュレーションによる過渡応答解

析や、ボード線図やナイキスト線図などの周波数解析を行う。仮に、それらの解

析による特性評価が満足できないならば、解析の結果を考察し、重み係数を修正

して、再度最適設計を繰り返す。この一連の手続きの設計を、電子計算機を用い

て最適問題を解き、その計算結果を図的に表現したものをモニターに出力させて、

計算機と対話的に進めるならば(CAD)、設計者に大きな負担を与えることなく、

満足できる設計結果を比較的短時間で得ることができる。この設計手法は、現代

制御理論と古典的な手法を電子計算穣の援用によって融合させた極めて有力な設

計法である。

原子力発電プラントの制御は、プラントがいくつもの装震や機器から構成され、

プラント全体を適切に運転するためには、プラントの各装置を協調して制御する

必要がある。このような制御には、装置問の相互干渉や状態変数間の相互依存関

係を考慮して制御しなければならないが、それはまさしく状態空間法に基づく最

適状態フィードバック制御理論の最も得意とするところである。このため原子力

発電プラントは、最適制御理論の適用研究にとって魅力的な対象であり、多くの

研究成果 (2)、・・'.(7)が発表されている。

しかし、それらの制御理論から設計された制御系を実践に適用するという点か

ら見た場合、必ずしも広く利用されているとはいえず、理論的な適用研究に限ら

れている。その理由の一つは、原子力発電の運転が従来まで基底負荷運転モード

を基本としていたために、短い周期で出力変更が繰り返される運転モードにおい

て、出力変更にともなって生じる擾乱の影響を補償しなければならないような高

度に複雑な制御が差し迫って必要がなく、従来の古典的なれD制御を主体とした制

御法で十分であったことが挙げられる。しかし、原子力発電の総発電量がさらに

増加する場合には、自動周波数制御やガバナ。フリー運転のような負荷追従運転

が必要となり、そのような環境においても、プラント全体やプラントの各部の装

置の健全性を損ねることなく負荷変動に迅速に対応できるような制御系を開発す

る必要がある。このような制御系の設計には、最適状態フィードバック制御理論

の適用が期待される。しかし、このような制御理論によって制御系が設計された

としても、その結果を工学的に実施する際の困難さがある。この困難性は、最適

状態フィードバック制御が全ての状態変数の情報を必要とすることに起因してい
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る。すなわち、本論文ではこれまでに、原子力発電プラントのように大規模多変

数系では、全ての状態、量を観測するために膨大な数のセンサーを設置し、それら

を管理することが困難であり、また遅発中性子先行核密度のように、状態量の一

部に直接的な手段では観測できない状態霊が含まれているために、状態フィード

バック制御の実施が困難であることを述べてきた。

本章では、上で述べたような最適状態フィードバック制御理論の設計法とし

ての優秀性を活かすとともに、状態フィードバック制御の大規模工学系での実施

の困難性に対処できるための実擦的な設計法について提案する。提案した手法は、

最小自乗モデル。フォロイング法が、近似的な非干渉制御問題ばかりでなく、一

般の制御問題にも適用できることに注目して、最適状態フィードバック制御理論

と近似的モデル・フォロイング法を効果的に組み合わせたものである。この設計

法の基本的なアイデアは、まず最適制御理論で規範モデルを求め、ついで最小自

乗モデル・フォロイング法を適用して、規範モデルの特性と最小自乗の意味で一

致させるような補償器を設計しようとするものである。この2つの設計法を組み

合わせ、それぞれの設計法の特徴を利用することによって、大規模工学系であっ

ても、最適制御理論から設計された補償系とほぼ同等の特性を持つ比較的簡単な

構造の制御系を設計することができる。

. 
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8-2 原子力蒸気供給系の負荷追従運転のための準最適制御系の設計

8-2-1 近似的なモデル・フォロイング法による準最適制御系の設計手法

本章の試みで用いた準最適制御系は、図8-1に示すように動的補領器と直接出

力フィードパック制御系から構成される。

図 8- 1 

K (j ω) E(j ω) 

F (= 1) 

動的補償器と出力フィードパ、ソク補償系で制御

された系(E (jω) :制御の対象の系、ま(jω) 

前置動的補償器、 F 出力フィードパ、ソク

議償系)

準最適制御系の構造から明らかのように、設計問題は前置動的措償器の設計に

ある。 この設計では、最適状態フィードバック制御とほぼ等しい制御特性を保ち、

工学的に実現可能であるような比較的簡単な構造を持つ動的補償器を設計する。

準最適制御系の設計(10)は、線形時間不変系の線形2次形式問題に対する最適

状態フィードバック制御理論と、最小自乗モデル。フォロイング法を組み合わせ

て行う。 この方法では、まず最初に、最適状態フィードバック制御理訟を用いて

最適状態フィードバック制御系を設計し、 この制御系で補償された閉ループ系を

モデル・フォロイングに対する規範モデルとして与える。次に、閉ループ特性と、

規範モデルの特性がほぼ等しくなるように、最小自乗モデル・フォロイング法を

適用して前置動的補償器を設計する。最小自乗法の適用によって、大規模多変数

系であっても、比較的簡単な出力フィードバック濡償系で、最適状態フィマドバ

ック制御理論から設計された制御系とほぼ同等の制御特性老持つ準最適制御が可

能となる。以下に、提案した設計法を、 NSSSの負荷追従運転のための制御系の設
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計に適用する。設計を通じて、最適制御理論によさ現範モデルの決定の方法や、

最小自乗モデル・フォロイング法による準最適制御系の設計の際の設計パラメー

タの設定法などについて述べる。

8-2-2 原子力蒸気発生系の数学モデル

対象としたPWR発電プラントは前章と同様な500MW(e)級の代表的なPWRとする。

したがって、設計に用いたNSSSの数学モデル (10)・(11)は基本的には同じである

が、一部新たに拡充した部分がある。 前章で導かれた数学モデルでは、表8イに

示した 6つの操作変数がモデルの入力として扱われていた。これらの操作変数は、

実際のNSSSの制御では、それぞれの操作変数に対して設けられた制御系の出力と

なっている。例えば、 ρは制御棒駆動装置によって制御棒挿入位置を調整するこ

とによって加えられる反応度である。本意では、前章のNSSSの数学モデルに、そ

れぞれの操作変数に関する制御系の数学モデルを付け加えたモデルを用いた。し

たがって、各操作変数の制御系への入力は、このように拡張されたモデルの入力

となり、拡張されたモデルの新たな操作変数となる。拡張されたモデルは、合計

49本の連立微分譲形方程式群で記述された高次の数学モデルとなった。

操 作 変 数

A 蒸気加減弁関度
V 

ρ 制御棒によって加えられる反応度

Qh 加圧器内に設けられた電熱ヒータ出力

W 体積制御系から冷却一次系に注入され
V 
る冷却材流霊 | 

w 
sgl 
冷却ループ系 1の蒸気発生器二次側の

給水流

W 
sg2 
冷却ループ系2の蒸気発生器二次側の
給水流量

表8-1 原子力蒸気供給系の操作変数
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8-2-3 最適状態フィ}ドバック制御理論による規範モデルの決定

NSSSの負荷追従運転のための準最適制御系の設計は、最適状態フィードパック

制御理訟を用いてモデル。ブォロイング、のための規範モデルを決定することから

始める。この設計には、線形時間不変系に対して評価関数が2次形式で与えられ

た最適トラッキング問題の最適理論(1)を適用した。

制御の対象とする系は次のように線形時間不変系で表されるものとする。

x (t)コ Ax(t) +Bu(t) (8 -1 ) 

y (t) コ=c x (t) (8 -2) 

x、y、Uは、それぞれn次の状態ベクトル、 k次の出力ベクトル、m次の制御ベ

クトルである。また行予IJA，B， Cはそれぞれ次元 nXn、nXm、kXn の

実行列である。上記の系においては、可制御性と可観測性が保証されているもの

とする。ここで、上記の系に対して以下に定義されるような状態フィードパック

制御系を考える。

u(t) =Fx(t) +Gz  (8 -3) 

Zは出力yに対する出力要求ベクトルである。 F、Gはそれぞれ状態フィードバ

ック行列、フィードフォーワド行列であり、それぞれの行列の次元はmXn、m

Xkである。 そこで、与えられた系(8-1)に対して以下の評価関数を定義し、こ

の評価関数を最小化する状態フィ}ドバック則(8-3)を決定する問題を考える。

∞ T T 
J 之 s{(zγ(t)) S (z-y(t)) + ( u(t) T u(t))} dt 

O 
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SとTは重み係数行列であり、それぞれ kXk次元の半正定行列と mXm次

元の正定行列である。今回の試みでは、これらの重み係数行列として、対角要素

がそれぞれの出力と入力に関係する重み係数とする対角行列を選んだ。評価関数

は出力 yと出力要求 Zとの差の自乗と、制御に必要とする制御霊を自乗したもの

を、それぞれ重みを加えて積分したものと定義されている。ここで取り扱う最適

制御問題は、系(8舗のの出力が出力変更要求人力 Zに対して、評価関数(8-4)を最小

にするように追従〈トラッキング〉するフィードバック制御系(8-3)を決定する

問題である。 線形2次形式問題の最適制御理論によれば、 (8-4)式で定義された

評価関数の積分時間が非常に長いが、有限である場合の最適解に対して漸近操作

することによって、行予IJFとGを近似的に決定することができる。

その操作によれば、 FとGは次のように与えることができる。

-1 T 
F = -T B P 

-1_T，. • _ _， _<T~T = -T • B' (A + B F)づ C'S

(8 -5) 

(8 -6) 

ここで、 Pは次元nXnの実対称行列であり、次に示すリカッチ方程式の解であ

る。

T -1 T T 
-PA -A P + PBT B P -C SC = 0 (8 -7) 

このリカッチ方誼式を、繰り返し解法で2次の収束牲を持つ"夕、プリング・アルゴ

リズム"法 (12)を用いて解いた。

状態フィードバック制御法は、閉ループ系の極を適当な位置に配置することに

よって、希望の制御特性を実現しようとする制御である。この極の適当な再配置

には、設計者の経験と直観や、多くの試行錯誤的な繰り返しを必要とする。この

ような問題に対して上に述べた最適制御理論を適用することによって、設計者の

負担を大きく軽減することが可能である。すなわち、この適用によって、極の配
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置を、評価関数が最小となるように自動的に決定することができる。しかし、こ

こで注意しなければならないことは、最適制御設計手法ではあっても、満足でき

る制御系を得るまでには数度の設計の繰り返しが必要であることである。 評価

関数(8・4)は設計者が組み込みたい制御特性の一部を評価しているに過ぎない。

したがって、この評価関数を用いて設計された最適制御系は、必ずしも希望する

すべての制御特性を満足することができない。この問題に対処するためには、最

適制御系を設計した後、この制御系で補償された系の特性が希望する特性である

かを調べ、もし満足できなければ、重み係数を変更するなどして再度設計を繰り

返し、満足できる結果が得られるまで、この一連の手続きを行う必要がある。

NSSSの最適制御系の設計では、表8寸に示した操作変数に関係した制御系の入

力が評価関数(8・4)の第2項目で評価されるべき入力として用いられる。 一方、

評価関数で評価される出力の選択に関してはある程度の任意性が許されている。

まず最初の試みとして、表8・2に示した状態霊を出力として選んだ。

帝j 御 変 数

W 蒸気加減弁内の蒸気涜量
S 

T 冷却材平均温度〈冷却ループ系の高混国管部
av 
と低温間管部の冷却材温度を平均した温度〉

P 冷却一次系内の圧力

加圧器内の水位
p 

L 
sgl 
冷却ループ系 1の蒸気発生器2次倒水{立

L 
sg2 

冷却ループ系 2 の蒸気発生器 2 次包.~水位

表8-2 原子力蒸気供給系の制御変数

蒸気流量はNSSSで発生されるエネルギーに直接的に関係する量である。冷却材

平均温度は原子炉内や蒸気発生器内の冷却材の熱的挙動を反映する重である。こ

れらの出力は、負荷変動の際には、負荷要求に応じであらかじめ決められた値に

一致するように制御される。出力として選ばれた佑の状態量は、 NSSSの全体やそ
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れを構成している個々の機器の健全な運転を維持するために管理されなければな

らない重要な重である。一般にこれらの状態量は、負荷変動の小さな変動に対し

ては大きく変化しないように一定の慢を維持するように管理される。

最適状態フィードバック制御系の設計を、いくつかの適当と思われる重み係数

の組合せについて行った。これらの設計の解析から、上記で出力として選んだ状

態童に対しては極めて優れた過渡応答特性が実現されるものの、何れの場合にお

いても、この優れた特性を実現するためには核分裂エネルギーの出力変化におい

て過度のオーバーシュートを伴うことが分かった。原子炉殻料の健全性を保つた

めには、核分裂出力の急激な変化を最小限に抑える必要がある。そこで、核分裂

出力の急激な変化を避ける目的で、蒸気流量や冷却材平均温度に対する要求を減

らすために、これらの出力の重みを他の出力に対して相対的に軽くしたり、ある

いは制御棒の急激な操作によって出力変更要求に応えることがないように、制御

棒による反応度入力の重みを重くするなどの試みを行った。しかし、この試みは

結局失敗に終った。この結果は、負荷追従性が多少損なわれるとしても、核分裂

エネルギーの急激な変化を抑制するためには、評価関数において核分裂エネルギ

ーの変化率に対して直接的な重みが加えられるようにしなければならないことを

示唆している。 そこで、冷却材平均温度の代わりに、炉内で発生する全核分裂

エネルギ-(炉出力〉を評価関数において評価すべき出力として選び、これに対

して最適制御設計を行うことにした。

この結果、核分裂出力の過度のオーバ}シュートを伴うことなく、満足できる

応答特性で負荷追従が可能であるNSSSの制御系を設計することができた。この設

計では、表8.3に示した重み係数を各出力lこ関して用い、入力についてはすべて値

が 1である重み係数を用いた。この設計によって得られた最適状態フィードバッ

ク制御系で補償を受けた閉ループ系の周波数特性を、準最適制御設計におけるモ

デ)~ .フォロイング規範モデルとして用いることにする。
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出力 重み係数

N 100 

P 

L 1 
p 

sg 

W 1 
S 

表8-3 最適制御設計の際に評価関数で
用いた各々の出力の重み係数

8-2-4 最小自乗モデル@ブォロイング法による前置動的補償器の設計

近似的モデル・フコ「ロイング法 (10)による準最適制御系の設計には、 6穏の設

計パラメータ {p，q，ω;，Q;，WO.i，Wf.i}を指定する必要がある。 まず最初

に、なるべく簡単な構造の動的補償器を設計するために、動的補償器の多項式の

次数pとして 1を選んだ。 モデル@フォロイングの対象とした周波数領域は

0.005から0.5(ラジアン/秒〉とした。この周波数領域は、 NSSSの通常運転の過渡

応答特性が、選んだ周波数領域内の特性に主に支配されている理由から選ばれた。

今回の設計では、入力と出力の数(kとm)がともに6であり、補償器の多項式の

次数(p)が 1であるから、注目する周波数領域から選ばなければならない最小の

周波数の数が2儲であることが、動的補償器が設計可能であるための条件(5-32)

から分かった。今回の設計では、準最適系の周波数特性と規範モデルのそれとが、

注目している周波数領域の全領域にわたって一様に一致させるために、この領域

から対数スケールでほぼ等間隔に分布している 5点、の周波数 0.01， 0.02， 0.05， 

0.1 ， 0.2 (ラジアン/秒〉を選択した。 これらの周波数の決定により、周波数

ωiでの閉ループ周波数応答行列H(jω; )を次のように決定することができる。
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H (j ω.) コ C (j ω. 1 -A-B  F)lB G (8 -8) 
n 

ただし、上式のむは最適制御設計の際に用いた観測行列Cと必ずしも同じでなく

ても良い。すなわち、モデル・フォロイングでは、最適制御設計に用いた出力と

違う状態震の周波数特性についてモデル・フォロイングしでも良く、む行列の選

択には任意性が許されている。そこで、最初の試みとして、む行列としてCと同

じ行列を用いて、モデル・フォロイングすることにした。行列Qjは(8-8)式から

得られた H(jωj)を以下の式に代入することによって求められる。

Qj = Hr(jω) ( 1 k - H r(jω))-1 (8 -9) 

重み係数WO，jとWf， jのいくつかの組合せを用いて準最適制御系の設計を行っ

た。しかし、それ自身が安定な系であり、また補償した系も安定であることを保

証する動的補償器を設計することができなかった。この原因を調べるために規範

モヂルの周波数特性をボード線図を用いて解析した。それぞれの出力は要求人力

くすなわち、z)のすべてからそれぞれのゲイン特性に応じて影響を受けている。

この解析では、注目している周波数領域で、それぞれの出力において設も支配的

な影響を与えている要求人力に関係するゲイン特性について比較した。この比較

から、炉出力を除いた他の出力のゲイン特性が、注目している周波数領域内に遮

断周波数が脊在している一次の選れ系と似た特性を持つのに対して、炉出力のそ

れは注目している周波数領域内でほぼ平坦な分布をしてことが分かった。この解

析から、炉出力に対して無理なモデル・フォロイングを要求したことが、安定性

に関する 2つの条件を満足する動的補償器の設計に失敗した第一の原閣と考えた。

そこで、冷却材平均滋度のゲイン特性が炉出力以外の出力と似た特性であること

に注目して、最適制御系の設計の際に取った処方とは逆の操作であるが、炉出力

の代わりに冷却材平均温度をモデル・フォロイングの直接の対象として用いるこ

とにした。この処方によって、表8-L1に示した重み係数を用いたときに、安定性の

2つの条件を満たす動的捕償器を設計することができた。
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l問!出力 重み係数 重み係数
〈ラジアン/秒〉

ll 
T o. 0 2 
av 

P O. 05 

L O. 1 1 
p 

L 0.2 1 0 
sg 

W 0.5 1 0 
S 

表8-4 最小自乗モデル・フォロイング法による準
最適制御系の設計の際に用いた重み係数

モデル・フォロイングの結果を調べるために、設計した 1次多項式の動的補償器

で補償された閉ループ系の周波数特性と規範モデルの特性とを比較した。その結

果を図8・2(a)-くりに示す。 図から、注目している周波数領域内でそれぞれの出

力の支配的なゲイン特性において良い一致性が得られていることが分かる。ここ

で特筆されることは、準最適制御系の設計で上で述べた理由からモデル・フォロ

イングの直接の対象から除外された炉出力においても良い一致性が実現されてい

ることである。
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8-2-5 ディジタ)v・シミュレーション

モデル・フォロイングの結果を周波数特性ばかりでなく時間領域内の特性につ

いても調べるためにディジタル・シミュレーションを行った。シミュレーション

では電力系統内の電力の需要に応えるために、 NSSSからタービン発電機へ涜入す

る蒸気流量を運転儲から 5%増加させる場合を想定した。この時、冷却材平均温

度は負荷要求{直に応じであらかじめ計画された温度になるように、他の出力〈冷

却一系の圧力、蒸気発生器二次官.tl水位〉は一定{直を保持するように制御されるも

のとする。 図8・3(a)-----()には、比較のために、最適制御の場合と準最適制御の

場合について、 NSSSの運転において監視および管理しなけれなばならない重要な

状態量の動的挙動を示した。これらの図は、出力変更要求前のそれぞれの状態量

の定常状態の運転値からの億差に関して措いたものである。

図から、モデ)v・フォロイングの対象に選ばれたそれぞれの出力の過渡忘答特

性において、多少の差異は見られるものの、全般的に良い一致性が得られている

ことが分かる。 特に、図8・3(b )から分かるように、蒸気流量において極めて良

い一致性が得られている。図iこ見られる差異は、近似的なモデル・フィロイング

を予定していた周波数領域外において周波数特性に不一致があることが原留と考

えられる。過渡応答特性の一致性の改善には、より広い周波数領域をモデル。フ

ォロイングの対象とする必要があり、このことはさらに高次の多項式の動的補償

器の設計が要求されることになる。しかし、このような試みは設計の上で可能で

はあるけれども、この研究の当初の呂的である"工学的に実現可能な簡単な構造

を持ち、しかも最適制御系とほぼ向じ特性を持つ準最適制御系を設計しよう"と

した意図に反するものである。したがって、工学的見地から、制御系の構造の複

雑さとモデル。フォロイングの一致性との妥協を留る必要がある。蒸気流震に十

分満足できる一致性が得られたこと、加えて他の出力の一致性も十分に許容でき

る範囲内にあることから、設計した準最適制御系はNSSSの負荷追従運転のための

制御系として満足できるものと考える。
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図8-3 系統内の電力の需要の変動に対応するために蒸気流量を現在の
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8-3 準最適制御系設計のためのプログラム・パッケージ

前記の設計手)1慣に従って準最適制御系を設計するためのプログラム・パッケ

ージを開発した。このパッケージは4つの部分から構成され、それぞれ(1 )線形

最適状態フィードパック制御系の設計、 (2)モデル・フォロイングによる準最適

制御系の設計、 (3)周波数特性の解析、 (4)ヂィジタル・シミュレーション解析

の計算を受け持つ。これらのプログラムは、行列の基本的な四則演算、転置や複

写などを行うための各穏の行列操作、制御設計問題で良く用いる設計アルゴリズ

ムなどからなる合計311個の副プログラム群から構成される共通ライブラリーの

支援を受けている。

このソフトウエア。パッケージを用いた設計は、日立製作560H型電子計算機の

倍精度モードで行った。行った計算の内で、最適状態フィードバック制御系の設

計が最も長い計算時間を必要とした。この時間は、扱う状態変数の数とリカッチ

方程式の解が許容誤差内までに収束するのに要した繰り返し回数立比例して増加

する。状態変数が49個、相対許容誤差を 10 →に設定した今回の設計では、 1

4自の繰り返しを必要とし、これに要した計算時閣は16.8抄であった。モデル。

フォロイングによる準最適制御系の設計に要した計算時間は比較的短く、一回の

設計当たり 0.7秒であった。 ディジタル。シミュレーションlこ要する計算時聞は

ルンゲ・クッタ法のような直接的な数値解法の代わりに、解析的な方法を取り入

れることで短縮化を図ることができた。 この手法は、 (8・1)式の行列方程式で表

された連立微分方程式群を、システム行予IJA~こ関するジヨルダン正準型への相似

変換させることで、見かけ上、独立した方程式群へ分解し、分解されたそれぞれ

の方程式を解析的に解き、最後にこれらに逆変換を施して合成する。今回の計算

では、 200秒にわたる過渡応答を模擬するために、 5.5秒の計算時間が必要であっ

た。

-301 



8-4 まとめ

本章では、 PWR型原子力発電プラントが負荷変動に応じて小規模の出力変更

を繰り返すような負荷造従運転を行う場合に、このような運転環境の下において

もNSSSの健全性を損ねることなく負荷変動に迅速に対応するような負荷造従制御

系の設計を試みた。そのために、最適状態フィードバック制御理論と近似的なモ

デル・ブォロイング法の 2つの設計法を効果的に組み合わせた設計手法を提案し

た。この提案した手法は、組み合わせた 2つの方法のそれぞれの特徴を利用する

ことによって、原子力発電プラントのような接雑な工学系の制御問題に適用しで

も、簡単な構造をもち工学的に実現可能な制御系を設計できる。提案した設計法

は、繰り返し過程が必要であるが、今回行った設計過程から、繰り返しの途中で

得られた結果に対して工学的、ならびに物理的な考察を加え、その結果を次回の

繰り返しの際に効果的に反映させるならば、数多くの繰り返しを行うことなく希

望の制御系を設計できることを示した。ボード線図に基づく周波数特性の解析の

結果から、設計した準最適制御系'は、この制御系で補償された閉ループ系の周波

数特性を、注目している周波数領域内で規範モデルの特性と近似的に一致させる

ことができることが分かった。また、ディジタ)J-， ・シミュレーションの結果から、

設計した準最適制御系は、最適状態フィードバック制御系で補償された場合に実

現されたであろう特性とほぼ等しい特性で、負荷追従制御できることを示した。

設計した準最適制御系の構造は、 NSSSの制御に使用されている従来の制御系とほ

ぼ同程度の構造であり、また出力フィードパッ制御系であるので、状態フィード

パック制御を実施する場合に直面する問題を回避できる。

線形時間不変系の線形2次形式の最適制御問題は、対象とする系に可制御性が

満足されているならば、最適フィードバック制御則は閉ループの安定性を保証す

ることが知られている。しかし、本章で試みた準最適制御系は動的補償による出

力フィードバック制御である。出力フィードバック制御は、状態フィードパック

制御において状態フィードバックループの一部が欠落したフィードバック構造に

制約を持つ制御として見ることができる。したがって、最適制御系で閉ループの

安定性が保証されていても、準最適制御系で必ずしも保証されているとは限らな
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い。したがって、準最適制御系の実施に先だって閉ループの安定性や補償器自身

の安定性を確認しておく必要がある。

提案した設計手法は、最適状態フィードバック制御理訟を大規模工学系に適用

する場合に遭遇する種々の困難性を回避できる有力な方法である。実施が国難で

あるために工学の現場で利用されてこなかった最適状態フィードバック制御理論

の持つ優秀性を実際の設計で利用できることによって、現代制御理論の優れた成

果の恩恵、にあずかることができる。最小自乗モデル・フォロイング法は、現代制

御理論の成果を実際の制御に適用する際の橋渡しとしての重要な役目を果たすも

のと期待できる。
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第9章結言

本論文は、原子力発電プラントが従来の基底負荷運転ばかりでなく、電力系統

における電力需要の変化に追従して出力を調整する負荷追従運転が今後要求され

ることに対して、そのような運転の実現に向けての制御上の観点、からの実現化研

究を試みたものである。負荷追従運転では、商用原子炉が一般的に大型炉心であ

るために炉出力の空間不安定性を示し、この不安定性と関係して 135〉も振動が励起

される可能性があり、これを抑制するための制御が必要となる。この制御には、

原子炉内の領域聞の中性子結合による干渉を考窓して制御する必要がある。また、

自動周波数制御運転のような負荷追従運転では、出力変更が短い時間で高頻度で

繰り返されるため、プラントの装置や機器は出力変更に伴う擾乱によって絶えず

乱されている環境に震かれている。負荷追従運転を実現するためには、プラント

の装置や機器の運転条件を大きく乱すことなく、迅速に出力変更要求に対応でき

るような制御系の開発が必要となる。このような制御のためには、プラント間の

相互干渉を十分に考慮、して、それぞれの装置を適切に制御する必要がある。

本論文では、このような干渉の影響を考慮して制御しなければならない制御に

対して極めて有効な非干渉制御法の適用を試みた占この制御法の適用では、非干

渉制御理論が状態フィードバック補償法を枠組みとした制御理論であるため、原

子力発電プラントのような大規模工学系に対する適用に際して遭遇するいくつか

の困難な問題に対処しなければならない。この困難性は、状態フィードバック制

御のために数多くの状態変数の情報を必要とすることに原因している。すなわち、

原子力発電プラント制御においては、遅発中性子先行核密度のような原子炉勤特

性上極めて重要な状態変数が直接的な計測手段で観測できないことや、あるいは

過酷な運転環境の下で多数の状態変数を観測することが事実上困難であるために、

完全に状態フィードパック補債を実施することができない。本研究では、状態変

数の一部に観測できない変数が含まれる場合の対策として、観測できない状態変

数をオブザーパーで推定する方法や、線形状態フィードパック補償の代わりに動

的補償を用いるなどの非干渉制御を試みた。本研究では、これらの方法を結合炉

の炉出力調整制御に適用した。これらの試みから、状態変数の一部に観測できな

い変数が存在していても、オプザ}パーや動的補償器を用いることで、見かけよ
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干渉が存在していないかのように、炉出力の状態を制御できることが分かった。

上記の方法は、基本的には線形状態フィードパック補償法による非干渉制御理論

の枠組みで対処できるところに特徴がある。しかし、このような試みもまた、原

子力発電プラントのような大規模工学系に適用する場合には状態フィードバック

制御法と向様な困難性に遭遇すると予想される。動的補償器による非干渉制御で

は、制御に用いる状態変数の数が少なくなるほど、また、オブザーパーの場合で

は、オブザーパーによって推定しなければならない状態変数の数が多くなるほど、

多数の動的要素が必要となる。動的要素を数多く含む靖償系は工学的に実現する

ことが難しいばかりでなく、演算素子の精度が有限であることが原因して誤差が

蓄積され、瀦償器の制御性を損ねる可能性も考えられる。また一方、動的要素の

数を少なくすると、観測しなければならない状態霊が増えるため、状態フィード

バック補償制御と同様な状態観測の問題に直面する。

本研究では、多数の状態変数を観測しなければならないことに原因する困難性

を回避するために、少数の状態変数を出力として用いる出力フィードバック補償

による非干渉制御の実現の可能性について取り組んだ。この取り組みの発想、は、

制御対象の数学モデルの精度に合わせて設計過程・にも近似の考え方を導入し、設

計百擦を希望の非干渉特性を近似的に実現することに緩和するならば、希望の特

性をほぼ達成でき、比較的簡単な構造を持つ出力フィードバック補償系を設計で

きるのではないかと考えたところにある。制御設計に用いる数学モデルは、厳密

には正確ではなく、モデルの導出過程でいくつもの近似操作を重ねて導かれてい

る。このようなモデルに対して、例えば全周波数領域にわたっての伝達関数の対

角化を試みるなどの制御目標を与えても、与えられた数学モデルに対して制御理

論上では可能であっても、実際にはそのような制御は実現できない。このことか

ら、制御設計の目標を、モデルの精度に合わせて希望の特性を近似的に実現する

ことに緩和するという考えは合理的であると考えられる。本研究では、この考え

方に基づいて、ある注目する周波数領域内で、希望の非干渉特性を近似的に実現

化することが可能であるような設計手法に着目した。設計法としては、逆ナイキ

スト配列法を構成する設計手法の一つである疑似対角化法、 COOKの提案した多点

周波数モデル・フォロイング法、および筆者がCOOKの手法に近似の考えをさらに

押し進めるとともに、非干渉制御ばかりでなく一般の制御設計問題にも適用でき
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るように改良を加えて開発した最小自乗モデル・フォロイング法の 3穫の設計法

を採用した。本研究では、これらの設計手法を、まず結合炉の炉出力調整制御に

適用し、いずれの方法においてもほぼ完全な非干渉制御と見なしうる炉出力調整

が可能であるという知見を得た。また、設計手法の比較から、筆者がCOOKの手法

に改良を加えて開発した最小自乗モデル・フォ口イング法が、①希望の非干渉特

性を与えることができること、②高次の動的補償器を設計できること、③非干渉

制御ばかりでなく一般の制御問題にも適用できること、などの設計手法として寝

れた特徴を持つことが分かった。次に、 PWR原子力プラントの負荷追従運転に

おいて短い時間で小さな出力変更が高頭度に繰り返される自動周波数制御運転に

対して、近似的非干渉制御法を適用する試みを行った。この目的のために、最小

自乗モデル・フォ口イング法を適用してPWR原子力蒸気供給系の制御系を設計

した。この試みから、原子力発電プラントのような大規模工学系であっても、従

来の制御系と同規模の構造を持つ出力フィードバック捕償系によって、優れた非

干渉特性を持つ非干渉制御が実現できることが分かった。また、最小自乗モデル

・フォロイング法が、非干渉制御ばかりでなく、一般の制御問題にも適用可能で

あることに着目して、 PWRJ京子力蒸気供給系の負荷追従運転における準最適制

御の試みを行った。設計では、最適状態フィードバック制御理論によってモデル

・フォロイングにおける規範モデルを決定し、最小自乗モデル・フォロイング法

を用いて、規範モデルの特性を近似的に実現する出力フィードバック補償系を設

計した。設計した準最適制御系は、最適状態フィードバック制御系と比較して極

めて少ない数の状態変数をフィードバック捕償に用いているものであるが、最適

制御系で実現される特性とほぼ等しい特性で負荷追従制御できることが確かめら

れた。

本研究から、非干渉制御法は、プラントの各装置に加えられた熱的援乱や、炉

心領域間の中性子結合による干渉の影響に対して有効に対処でき、負荷追従制御

において極めて脊効な制御法であることが確かめられた。また、制御系設計に対

して合理的な近似の考え方を導入するならば、大規模工学系を対象とする制御設

計問題であっても、比較的簡単な構造の出力フィードバック補償器で、希望する

特性とほぼ等しい特性を実現できることを示すことができた。さらに、本論文で

提案した最小白菜モデル・フォロイング法は、非干渉制御問題ばかりでなく、最
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通状態フィードバック制御をはじめ一般の制御問題にも適用でき、広い適用範囲

を持つ実用性に優れた設計法であることの知見が得られた。以下に、本論文の各

章の研究で得られた成果を要約して述べる。

第 1章は、原子力発電プラントにおいて今後負荷追従運転が必要とされる背景、

負荷造従運転制御に対して非干渉制御法を適用することの意義、およびこの制御

の実施における問題点を挙げ、本研究の目的と意義を述べた。

第 2章は、非干渉制御理論の進展の歴史やその重要な成果について、線形系を

対象とした理訟を中心に概説した。

3章では、大型炉の炉出力の領域制御を想定して、 3つの部分炉心から構成さ

れる結合炉の炉出力調整制御に対する非干渉制御の適用を試みた。炉出力調整制

御は、結合炉の部分炉心に反応度外乱が加わり炉出力が目標値からずれた場合に、

出力を目標値と一致させる制御である。扱う出力変動の規模が小さいことから、

結合炉の数学モデルとして線形近似したモデルを採用し、これに対して線形系に

おける非干渉制御理訟を適用した。設計では、各部分炉心の遅発中性子先行核密

度の清報が得られないために、こvれを除いたすべての状態変数をフィードバック

させる動的補償による非干渉制御を考えた。設計から、 3個の動的要素を含む動

的補償器のフィードパック補償によって結合炉の炉出力を非干渉的に制御できる

ことが分かった。また、通常の領域制御法との比較から、設計した非干渉制御は、

各部分炉心の炉出力を他の部分炉心に影響を与えることなく、また影響されるこ

ともなく、短時間に調整できることが確かめられた。

第4章では、結合炉の炉出力を大幅に変更する場合の非干渉制御問題を扱った。

このような場合には、非線形効果を考慮する必要があるので、非線形系に対する

非干渉制御理論を適用した。また遅発中性子先行核密度はオブザーバーによって

推定し、これをフィードバック変数として用いた。オブザーパーの設計では、非

線形系に対するオブザーパー理論を採用した。設計から、希望の過渡応答特性で

非干渉的に炉出力を大幅に変更できることが確かめられた。また、オブザーバー

は、炉出力の急激な過渡変化に対しでも、遅発中性子先行核密度の変化に十分に

追従して推定可能であることが確かめられた。さらに、この非干渉制御系には、

高い演算精度が要求されること、また制御系が譲雑になる場合には、演算精度が
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有限であるので誤差が蓄積され、非干渉制御性が損なわれる場合もありえること

も分かった。

第5章では、結合炉の炉出力調整制御に対して近似的な非干渉制御の試みを行

った。状態フィードパック非干渉制御や、あるいはオブザーパーや動的補償器を

用いる非干渉制御では、数学モデルに含まれる状態変数の数が多いほど設計され

る制御系が援雑となり、また観測しなければならない状態変数の数も多くなるた

め、高混、高圧、高放射線量などの厳しい環境下で運転される原子力発電プラン

トの制御には、現実的には適用できない。このような問題に現実的に対処するた

め、非干渉制御系の設計において近似の考え方を導入するならば、比較的小数の

状態変数を出力として用いる出力フィードバク補慣であっても、実用上非干渉制

御と見なしうる制御を実現できるのではないかと考えた。本研究では、このよう

な考えに基づく設計法として、 3種の設計法を採用した。それらは、①逆ナイキ

スト配列法を構成する設計手法の一つである疑似対角化法、②COOKの提案した多

点周波数モデル・フかロイング法、③筆者がこの手法に近似の考えをさらに押し

進め、また非干渉制御ばかりでなく一般の制御設計問題にも適用できるように改

良を加えて開発した最小自乗モデル・フォロイング法である。これら 3つの設計

法のそれぞれを結合炉の炉出力調整問題に適用した。設計の結果から、結合炉の

勤特性を主に支配している周波数領域で近似的に非干渉化が実現できるならば、

実用上非干渉制御と見なしうる炉出力調整制御を実現できることが分かった。設

計した近似的非干渉制御系は、各部分炉心の炉出力のみをフィードパックさせる、

低次の動的補償器を含む出力フィードバック補償系であり、状態フィードバック

補償に基づいた非干渉制御理論で設計した非干渉制御系とほぼ向ーの非干渉特性

を実現することができた。また、疑似対角化法と近似的モデル・フォロイング法

との比較から、最小自乗モデル。フォロイング法の方が、希望の特性を実現でき

ること、高次の動的補償器を設計できること、および非干渉制御問題ばかりでな

く、より一般的な制御問題に対しでも適用できる点で、優れていることが分かつ

た。

第6章では、次章で記述する、原子力発電プラントの負荷追従制御に対する非

干渉制御法の適用に先立ち、原子力発電プラントの負荷追従運転の実施において

解決しなければならない問題点、や、負荷追従運転を実施する上での制約や達成目
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標について概説した。

第7章では、 PWR原子力発電プラントの負荷追従運転制御に対する非干渉制

御法の適用を試みた。この試みでは、自動周波数制御運転のように出力変更が短

い時間で高頻度で繰り返されるような運転環境においても、プラントの各装置や

機器の運転条件を大きく変化させることなく、迅速に出力変更要求に対応できる

ような原子力蒸気供給系の制御系の設計を試みた。原子力蒸気供給系の数学モデ

ルとして、 43個の状態変数に関する高次のモデルを導いた。設計では、 PWRの

制御で従来用いられている 6つの状態霊〈蒸気流量、一次冷却材平均温度、一次

系圧力、加圧器内水位、 2ループそれぞれの蒸気発生器の二次郎水位〉に関する

非干渉制御を試みた。非干渉すべき出力の一部に強い相互依存性を持つものがあ

るため、これらには相互依存性を認めた変則的な非干渉制御法を採用した。近似

的な最小自乗モデル・フォロイング法を採用し、従来のPWRプラント制御系の

持つ援雑さを上自らない規模の非干渉制御系を設計することを目標とした。この

設計法は、基本的には試行錯誤的な繰り返し過程が必要であるが、各繰り返しに

おける設計結果に物理的、工学的な考察を加え、この結果を次回の繰り返しに反

映させるならば、少数の繰り返し回数で、希望の特性を持つ非干渉制御系を設計

できることが示された。また、プラントの各装置や機器の運転条件を大きく変化

させることなく、出力変更要求に対して速やかに出力を変更できることを確かめ

ることができた。さらに、高次の数学モデルを対象とした設計であっても、近似

の考え方を導入するならば、比較的簡単な構造を持つ制御系によって、実用上非

干渉制御と見なしうる制御系が設計できることを示した。最適制御理論から設計

した PWRプラント制御系との比較から、運転値を一定に維持しなければならな

い各装置の状態植に対する、プラント出力変化に伴う影響を小さく抑えることが

できる観点、では、非干渉制御法の方が優れていることを確かめることができた。

第8章では、負荷追従運転において原子力蒸気供給系を準最適に制御する制御

系を、近似的なモデ)1，-0 フォロイング法を適用して設計した。最適状態フィード

パック制御理論は最適制御問題ばかりでなく、一般の制御設計問題にも適用でき

る極めて優れた手法である。しかし、この制御法は状態フィードバック補償法で

あるために、大規模工学系の制御に適用する場合には実施上の困難性が伴うこと

から、現実的には広く利用されていない。第8章の試みは、このような問題に対
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有限であるので誤差が蓄積され、非干渉制御性が擦なわれる場合もありえること

も分かった。

第5章では、結合炉の炉出力調整制御に対して近制的な非干渉制御の試みを行

った。状態フィードバック非干渉制御や、あるいはオブザーバーや動的補箆器を

用いる非干渉制御では、数学モデルに含まれる状態変数の数が多いほど設計され

る制御系が複雑となり、また観測しなければならない状態変数の数も多くなるた

め、高温、高圧、高放射線量などの厳しい環境下で運転される原子力発電プラン

トの制御には、現実的には適用できない。このような問題に現実的に対処するた

め、非干渉制御系の設計において近似の考え方を導入するならば、比較的小数の

状態変数を出力として用いる出力フィードパク補償であっても、実用上非干渉制

御と見なしうる制御を実現できるのではないかと考えた。本研究では、このよう

な考えに基づく設計法として、 3種の設計法を採用した。それらは、①逆ナイキ

スト配列法を構成する設計手法の一つである疑似対角化法、②COOKの提案した多

点周波数モデル・フォロイング法、③筆者がこの手法に近似の考えをさらに押し

進め、また非干渉制御ばかりでなく一般の制御設計問題にも適用できるように改

良を加えて開発した最小自乗モデル。フォロイング法である。これら 3つの設計

法のそれぞれを結合炉の炉出力調整問題に適用した。設計の結果から、結合炉の

勤特性を主に支配している周波数領域で近似的に非干渉化が実現できるならば、

実用上非干渉制御と見なしうる炉出力調整制御を実現できることが分かった。設

計した近似的非干渉制御系は、各部分炉心の炉出力のみをフィードパックさせる、

ほ次の勤的補償器を含む出力フィードバック補償系であり、状態フィードバック

補償に基づいた非干渉制御理論で設計した非干渉制御系とほぼ同一の非干渉特性

を実現することができた。また、疑似対角化法と近似的モデル・フォロイング法

との比較から、最小自乗モデル・フォロイング法の方が、希望の特性を実現でき

ること、高次の動的補償器を設計できること、および非干渉制御問題ばかりでな

く、より一般的な制御問題に対しでも適用できる点で、優れていることが分かつ

た。

第6章では、次章で記述する、原子力発電プラントの負荷追従制御に対する非

干渉制御法の適用に先立ち、原子力発電プラントの負荷追従運転の実絡において

解決しなければならない問題点、や、負荷追従運転を実施する上での制約や達成目
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標について概説した。

第7章では、 PWR原子力発電プラントの負荷追従運転制御に対する非干渉制

御法の適用を試みた。この試みでは、自動周波数料御運転のように出力変更が短

い時間で高頻度で繰り返されるような運転環境においても、プラントの各装置や

機器の運転条件を大きく変化させることなく、迅速に出力変更要求に対応できる

ような原子力蒸気供給系の制御系の設計を試みた。原子力蒸気供給系の数学モデ

ルとして、 43留の状態変数に関する高次のモデルを導いた。設計では、 PWRの

制御で従来用いられている 6つの状態量〈蒸気涜章、一次冷却材平均温度、一次

系圧力、加圧器内水也、 2ループそれぞれの蒸気発生器の二次倒水位〉に関する

非干渉制御を試みた。非干渉すべき出力の一部に強い相互依存性を持つものがあ

るため、これらには相互依存性を認めた変則的な非干渉制御j去を採用した。近奴

的な最小自乗モデル。フォロイング法を採用し、従来のPWRプラント制御系の

持つ諜雑さを上回らない規模の非干渉制御系を設計することを目標とした。この

設計法は、基本的には試行錯誤的な繰り返し過程が必要であるが、各繰り返しに

おける設計結果に物理的、工学的な考察を加え、この結果を次回の繰り返しに反

映させるならば、少数の繰り返し屈数で、希望の特性を持つ非干渉制御系を設計

できることが示された。また、プラントの各装置や接器の運転条件を大きく変化

させることなく、出力変更要求に対して速やかに出力を変更できることを確かめ

ることができた。さらに、高次の数学モデルを対象とした設計であっても、近似

の考え方を導入するならば、比較的簡単な構造を持つ制御系によって、実用上非

干渉制御と見なしうる制御系が設計できることを示した。最適制御理論から設計

した PWRプラント制御系との比較から、運転値を一定に維持しなければならな

い各装置の状態慢に対する、プラント出力変化に伴う影響を小さく抑えることが

できる観点、では、非干渉制御法の方が優れていることを確かめることができた。

第8章では、負荷造従運転において原子力蒸気供給系を準最適に制御する制御

系を、近似的なモヂj!.t・フォロイング法を適用して設計した。最適状態フィード

バック制御理論は最適制御問題ばかりでなく、一般の制御設計問題にも適用でき

る極めて優れた手法である。しかし、この制御法は状態フィードパック補償法で

あるために、大規模工学系の制御に適用する場合には実施上の困難性が伴うこと

から、現実的には広く利用されていない。第 8章の試みは、このような問題に対
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する現実的な対応法の一つを提案したものである。この方法では、最適制御理論

によってモデル・フォロイングにおける規範モデルを決定し、近似的なモデル。

フォロイングj去を用いて、規範モデルの特性が近似的に実現できるような出力フ

ィードパック補償系を設計するものである。この方法で設計した補償器は、構造

が比較的簡単であり、また出力フィードバック補償であるため、状態フィードバ

ック制御を大規模工学系で実施する際に遭遇する問題を回避できる。設計した準

最適制御系は、最適状態フィードバック制御系と比較して極めて少数の状態変数

をフィードバック補慣に用いているにもかかわらず、最適詰lJ御系で実現される特

性とほぼ等しい特性で負荷追従制御できることを確かめることができた。
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